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1.　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討
原子力規制委員会は，精密調査地区選定に際し，最終処分法に基づき，経済産業大臣が定める基本

方針および最終処分計画の一部の事項のうち，安全の確保のための規制に関する事項について経済産
業大臣から意見を求められる．

ここでは，精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を
述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する観点からの研究を行う．

1.1　我が国の過去の自然事象についてのデータベース化
最終処分法に関連する自然事象について既存情報を取りまとめ，地層の著しい変動に関する各種調

査で対象とすべき特性等を整理しデータベース化する．
平成 25 年度までに，（1）活断層データベース，（2）活断層と認定されていない地質断層のデータ

ベース，（3）第四紀火山地質データベース，（4）大規模マスムーブメントデータベース，（5）泥火
山データベース（以下「各種データベース」という）の整備を行ってきた．

平成 26 年度は，平成 25 年度までに整備された各種データベースについて，データ密度の低い地
域を中心に新規文献データの追加・更新を行う．また，これまでに登録したデータについて品質保証
の観点から補足的な調査・分析を行うとともに，試料採取地点の状況の変化に応じて現地調査および
分析を行いデータを追加する．また，地質環境の長期予測評価手法の整備のための有用なデータにつ
いて検討を行い，長期的な地質・気候関連事象の変動予測に必要となる課題を抽出し，これまでの成
果を取りまとめる．

1.1.1　活断層位置情報データベース
【実施内容】

新規文献データ（平成 26 年度以降に出版された文献のみならず，それ以前に出版されていた未収
納文献も対象）の追加・更新を行う．活断層の位置情報を GIS 化し，断層パラメータ等の属性情報
を付加した上で，基盤 GIS システムへの統合を図る．以上のデータは，精密調査地区選定段階にお
いて経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な
基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.1.1　データベースの概要

平成 13 ～ 14 年度に実施された原子力安全・保安院委託事業において，約 5 千件の活断層・活構
造に関する文献資料の収集とデータベース構造の検討が行われ，その成果を基に産総研・地質調査総
合センターにおいて「活断層データベース」の整備が行われてきた．活断層データベースでは，活断
層の活動性の評価に必要とされる断層の活動履歴などが主な整備対象となっている．

活断層位置情報データベースは，「活断層データベース」に不足している活断層の位置情報に重点
を置き，位置情報等の整備を行ったものである．情報整備にあたっては，活断層の位置情報を活断層
調査報告書や学術論文等の文献の記載から取得し，整備した．文献に記載された断層の位置情報は，
調査方法や解釈の違い等によって文献毎に位置情報が異なっているため，それぞれの文献の記載を尊
重し，文献毎の断層の位置情報を再解釈することはせず，文献毎に記載された位置情報を閲覧・利用
可能とすることを目的としてデータ整備を実施した．
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1.1.1.2　平成22年度～平成26年度の5年間における各年度のデータベース整備の概要
本データベースは，平成 26 年度からデータ整備を実施しており，データベース整備の概要につい

ては記述しない．

1.1.1.3　データ整備を行う対象
本データベースでは，「活断層データベース」が整備対象とした国内の主要活断層帯について，地

方公共団体等により実施された活断層調査の報告書を中心として，約 200 件の文献を収集した．文
献中に記載されている空中写真判読によるリニアメント抽出結果や地表踏査の結果を基にして記載さ
れた断層線の情報を選び，GIS データ化した．

1.1.1.4　活断層位置情報の整備
整備対象とした文献中の断層線が記載された位置図について，以下の手順でデータ化作業を実施し

た．
1)　位置図を 300dpi でスキャンしてラスタデータを作成する．
2)　GIS ソフトにラスタデータを読み込み，位置図に記された緯度経度情報と地形図を基に，適切

な座標系と投影法を選択し，ジオリファレンスを行う．
3)　原図の精度に応じて記載情報が十分に正しく地理院地図の地形情報に対応することを確認する．
4)　ジオリファレンスしたラスタデータを基に，活断層，撓曲，リニアメントを示すライン情報を

トレースし，ベクトルデータを作成する．
5)　文献ごとに，活断層ベクトルデータを WKT(Well-Known Text) 形式によるテキスト記述のデ

ータに変換して記録する．
6)　活断層位置情報データベースに取得データを登録する．
上記手順で取得したデータについて，表 1.1.1-1 の形式で取りまとめた．断層線について，走向傾

斜の記載のあるものは走向傾斜を記録した．また，断層線上の位置によって傾斜や変位等が変化する
データを表現可能とするため，断層線の付加データ ( 表 1.1.1-2) を記述することを可能とした．付加
データは，断層を表現するポリライン（折れ線）の複数の折れ点に対して記述することが可能となる
ようデータ構造を作成した．

これらのデータを扱うデータベースシステムとしては，リレーショナルデータベースとして一般的
に多く利用されている MySQL を採用した．データを MySQL のテーブルへ入力する際に，WKT 形
式のライン情報を空間データ型に変換して，空間インデックスを設定することで，位置や緯度経度範
囲をキーとした検索を高速化した．データベースのテーブル構造には，今後のデータ整備で利用可能
となるように，断層の走向傾斜，横ずれ，変位の項目を設定した．
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表 1.1.1-1　活断層位置データの構成．

表 1.1.1-2　断層線の付加データの構成．

1.1.1.5　API作成
API (Application Programming Interface) は，あるソフトウェアの機能やデータなどを，外部の

他のプログラムから呼び出して利用するための手順やデータ形式などを定めた規約のことである．汎
用的な API を作成することで，整備したデータベースのデータを，多くのアプリケーションから利
用することが可能となる．活断層位置データについても，基盤 GIS システムだけでなく一般のアプ
リケーションからもデータ利用を可能とするために API の作成を行った．作成した API で利用可能
な機能は以下のとおりである．

1)　文献からの断層情報検索
 文献を指定した検索を行い，記載された断層位置情報を取得する．

2)　緯度経度範囲からの文献の検索
 緯度経度範囲を指定した検索を行い，対象範囲内の断層情報を扱った文献リストを取得する．

文献レコードに出力する位置情報は，位置図の範囲情報，断層ライン情報のどちらか，または
両方の取得を選択可能．

3)　地点からの文献の検索
 緯度経度で指定した地点からの距離による検索を行い，対象範囲内の断層情報を扱った文献リ

ストを取得する．文献レコードに出力する位置情報は，位置図の範囲情報，断層ライン情報の
どちらか，または両方の取得を選択可能．

4)　断層ラインからの付加情報の検索
 断層ラインを指定した検索を行い，当該断層ラインについての詳細情報を取得する． 

この API を使用するためには，表 1.1.1-3 および表 1.1.1-4 のリクエスト仕様に基づき，
HTTP/1.1 に準拠したリクエストを行う．緯度経度に関する検索条件を指定する場合には，リクエス
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トパラメータに bbox または lon,lat の組のどちらかを指定する．
レスポンス形式には JSON 形式を採用した．JSON 形式は JavaScript Object Notation の略で，

JavaScript のオブジェクト表記構文のサブセットとなっているテキストベースのデータフォーマ
ットである．これは，機械処理に適しており解析速度が高速であることから，ウェブアプリケーシ
ョンなどで広く利用されている．また，JSON 形式を拡張し地理空間情報を扱う仕様を組み込んだ
GeoJSON の利用が広まっていることから，この API においても，位置情報を持つデータを返す際に
は，GeoJSON に準拠した形式のレスポンスを返すこととした．レスポンスデータの構造とデータタ
グ名は表 1.1.1-5 のとおりである．

1.1.1.6　基盤GISへの利用機能追加
活断層位置情報データベースを利用する機能をアプリケーションに追加した．活断層位置情報デー

タベースは，活断層を記述した文献を参照するために利用されるデータセットであることから，今回
作成する機能は，産総研の整備する地質文献データベース (GEOLIS) の検索と連携することで，文献
の検索と記載された活断層の位置情報の確認を一連の操作で可能とするものとした．

表 1.1.1-3　活断層位置情報 API のリクエスト仕様．

表 1.1.1-4　活断層位置情報 API のリクエストパラメータ仕様．
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表 1.1.1-5　レスポンスタグ．

地質文献検索の結果から，活断層位置情報を利用した例を図 1.1.1-1 に示す．この機能は，以下の
動作によって実現されている．

1)　地図表示された緯度経度範囲を検索条件として，地質文献データベースの文献検索を実行．
2)　検索結果の文献リスト情報を利用して，文献の扱う地図範囲を示す枠を表示．
3)　利用者が指定した文献 ID を検索条件として活断層位置情報 API を利用した検索を実行．
4)　検索結果として取得した活断層位置情報を地図上に表示．
これらにより，地図上に表示された活断層位置情報を確認した上で，活断層データベースを利用し

た当該活断層に関する詳細情報を閲覧することが可能となっている．
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図 1.1.1-1　活断層位置データの利用例．
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1.1.2　活断層と認定されていない断層（地質断層）のデータベース
【実施内容】

新規文献データ（平成 26 年度以降に出版された文献のみならず，それ以前に出版されていた未収
納文献も対象）の追加・更新を行う．地質断層の位置情報を GIS 化し，断層パラメータ等の属性情
報を付加した上で，基盤 GIS システムへの統合を図る．以上のデータは，精密調査地区選定段階に
おいて経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要
な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.2.1　データベースの概要

産総研の出版する地質図幅には，近年の活動が認められる活断層だけではなく，露頭で地層のずれ
が確認された断層や，地層の分布状況から推定された断層など，様々な属性の地質断層が記載されて
いる．地質断層データベースでは，これら地質図幅に記載された断層情報を基に断層の位置・属性デ
ータを取得し，データベースとして整備したものである．

1.1.2.2　平成22年度～26年度の5年間における各年度のデータベース整備の概要
本データベースは，平成 24 年度からデータ整備を実施している．

［平成24年度］
5 万分の 1 地質図幅のうち 500 図幅について，地質断層の位置情報のデータ化を実施した．

［平成25年度］
20 万分の 1 地質図幅のうち 57 図幅を対象として，地質断層の位置情報のデータ化を実施した．

また，断層データ利用のための機能開発として，以下を実施した．
1)　地質断層データ WebAPI の作成
2)　地質断層データの地図表示機能作成

［平成26年度］
20 万分の 1 地質図幅のうち 27 図幅を対象として，地質断層の位置情報のデータ化を実施した．

また，断層データ利用のための機能開発として，以下を実施した．
1)　地質断層データ WebAPI の改良
以上により，一部の島嶼部を除き，産総研より出版済みの全国の 5 万分の 1，20 万分の 1 地質図

幅に記載された地質断層について，断層線の位置情報の取得が完了した．

1.1.2.3　地質断層情報の整備
整備対象とした地質図幅中の地質断層について，以下の手順でデータ化作業を実施した．
1)　産総研地質調査総合センターにより整備済みの地質図幅のベクトルデータのうち，断層に分類

される属性（断層，活断層，衝上断層など，それぞれの推定部，伏在部を含む）を持つレイヤ
を抽出する．

2)　原本の地質図幅画像データと比較して，ベクトルデータの位置情報の正確度の確認，ライン属
性の設定に間違いがないかの確認，必要があればデータの修正を行う．

3)　記載されている地質断層を示すライン毎に，地質図幅名，凡例に示された断層の種類，位置情報，
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断層名称を取得する．位置情報については，緯度経度を世界測地系に変換した上で，GIS ソフ
トや空間データベースで共通に取り扱い可能な WKT(Well-Known Text) 形式で記録する．

4)　地質断層データベースに取得データを登録する．
また，平成 25 年度に作成した地質断層データベースに関して，断層の走向傾斜と変位の情報を扱

うことを可能とするために，地質断層データのテーブル構造の拡張を実施し ( 表 1.1.2-1)，個別の断
層線に関する詳細情報を扱うことを可能とするため，断層線の付加データを扱うテーブルを追加した
( 表 1.1.2-2)．

表 1.1.2-1　地質断層データの構成．

表 1.1.2-2　断層線の付加データの構成．

1.1.2.3　地質断層データAPIの改良
平成 25 年度に，地質断層データを取得する機能を持つ地質断層データ API の作成を行った．今回，

データ取得のインターフェースをウェブサービスで標準的に利用される形式に整えるため，一般的な
RESTful API に準拠した仕様に改良した．また，データの検索機能についても，新規の検索方法を追
加した．

API で利用可能な機能は以下のとおりである．
1)　 地質図幅からの断層情報検索（データ項目追加）

 地質図幅を指定した検索を行い，記載された断層位置情報を取得する．
2) 　緯度経度範囲からの地質図幅の検索（データ項目追加）

 緯度経度範囲を指定した検索を行い，対象範囲内の断層情報を扱った地質図幅リストを取得
する．地質図幅レコードに出力する位置情報は，位置図の範囲情報，断層ライン情報のどち
らか，または両方の取得を選択可能．

3) 　地点からの地質図幅の検索（新規追加機能）
 緯度経度で指定した地点からの距離による検索を行い，対象範囲内の断層情報を扱った地質
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図幅リストを取得する．地質図幅レコードに出力する位置情報は，地質図幅の範囲情報，断
層ライン情報のどちらか，または両方の取得を選択可能．

4) 　断層ラインからの付加情報の検索（新規追加機能）
 断層ラインを指定した検索を行い，当該断層ラインについての詳細情報を取得する．

この API を使用するためには，表 1.1.2-3 および表 1.1.2-4 のリクエスト仕様に基づき，
HTTP/1.1 に準拠したリクエストを行う．緯度経度に関するパラメータを指定する場合には bbox ま
たは lon,lat の組のどちらかを指定する．

レスポンス形式には JSON 形式を採用した．また，位置情報の持つデータについては，GeoJSON
に準拠した形式のレスポンスを返すこととした．レスポンスデータの構造とデータタグ名は表
1.1.2-5 のとおりである．

表 1.1.2-3　地質断層データ API のリクエスト仕様．

表 1.1.2-4　地質断層データ API のリクエストパラメータ仕様．

表 1.1.2-5　レスポンスタグ．

1.1.2.4　基盤GISシステムへの統合
平成 25 年度に作成した基盤 GIS データベースのデータ表示クライアントの地質断層データの地図

表示機能について，今回改良した API の仕様に対応するため，クライアントプログラム内の API 利
用部分に関する修正を行った．
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1.1.3　第四紀火山地質データベース
【実施内容】

新規文献データ（平成 26 年度以降に出版された文献のみならず，それ以前に出版されていた未収
納文献も対象）の追加・更新を行う．年代測定値が存在しない，あるいは年代測定値の信頼性が低い
と判断される火山については，新規に試料採取並びに分析を行い，データの拡充および更新を行う．
特に，データ密度が低い北海道と中部の一部地域，カルデラ火山のデータに乏しい北海道・東北地域，
新規に火山データが抽出された沖縄地域については，試料採取を優先的に行う．以上のデータは，精
密調査地区選定段階において経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が
意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.3.1　データベースの概要

第四紀に噴火した火山活動あるいは第四紀に貫入した火成活動を採録したデータベースであり，平
成 26 年度末時点で採録された火山・岩体数は，総計 815 火山・岩体，それに付随する文献情報は
計 13,000 文献以上である．本データベースは，Web ブラウザ上で検索可能なデータベース「第四
紀火山噴火・貫入活動データベース」として産総研地質調査総合センターの地質情報データベース
（GBANK）から公開しており，また地質図表示システム「地質図 Navi」に組み込まれた火山ツー
ルを介して，活動時期・火山からの距離等の任意のパラメータを用いて火山情報を入手できるデータ
ベースとして公開されている

1.1.3.2　平成22年度～26年度の5年間における各年度のデータベース整備の概要
［平成22年度］

関連文献の収集・整理作業おいて，95 火山，計 560 文献のデータを追加した．火山岩・貫入岩体
に関する噴火年代・噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，北海道～東北地域についてデ
ータを収集・整理した．第四紀火山活動の確定作業では，FT 年代測定で 2 試料，K-Ar 年代測定で 3
試料実施した．

［平成23年度］
関連文献の収集・整理作業おいて，92 火山，計 479 文献のデータを追加した．火山岩・貫入岩体

に関する噴火年代・噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，東北～伊豆地域についてデー
タを収集・整理し，地質レビューを実施した．第四紀火山活動の確定作業では，新たな手法であるレ
ーザーアブレーション誘導結合プラズマ質量分析法（LA-ICP-MS）法を用いた FT および U-Pb 年代
測定で 2 試料，K-Ar 年代測定で 5 試料実施した．

［平成24年度］
関連文献の収集・整理作業おいて，155 火山，計 1,588 文献のデータを追加した．火山岩・貫入

岩体に関する噴火年代・噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，平成 23 年度までに整備
したデータを基に，Web ブラウザ上で閲覧可能な「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」( 西来
ほか，2012) を作成し，地質調査総合センター速報として発行・公開した．第四紀火山活動の確定作
業では，FT・U-Pb 年代測定で 2 試料，K-Ar 年代測定で 10 試料実施した．
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［平成25年度］
最新の第四紀火山のデータベースである「日本の火山 ( 第 3 版 )」( 中野ほか，2013) に即した文献

リストに変更し，428 火山，計 12,353 文献のデータを整理した．火山岩・貫入岩体に関する噴火年代・
噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，平成 23 年度に発行した「第四紀火山岩体・貫入
岩体データベース」にカルデラ情報を追加したバージョンアップ版を作成した．さらに，Web ブラ
ウザ上で火山情報を検索可能な「第四紀噴火・貫入活動データベース」( 西来ほか，2013) を作成した．
第四紀火山活動の確定作業では，FT・U-Pb 年代測定で 4 試料，K-Ar 年代測定で 20 試料実施した．

［平成26年度］
関連文献の収集・整理作業おいて，115 火山，計 734 文献のデータを追加した．火山岩・貫入岩

体に関する噴火年代・噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，平成 25 年度に作成した「第
四紀噴火・貫入活動データベース」を地質調査総合センターの地質情報データベース（GBANK）か
ら正式公開した．第四紀火山活動の確定作業では，FT・U-Pb 年代測定で 6 試料，K-Ar 年代測定で
43 試料実施した．

1.1.3.3　データベースの更新
日本では毎年，各種研究機関・大学などで第四紀火山に関する多くの基礎データが生産され，各種

学会・学術雑誌等で発表されている．データベースに最新の研究成果を反映させるために，第四紀火
山に関する誌上発表・口頭発表を調査し，文献情報の追加ならびに公表された文献の内容に応じて各
火山の情報の追加・改訂を行った．平成 26 年度は新規抽出作業で新たに 5 火山・岩体を確認し，計
115 火山・岩体，計 734 文献について追加を行った．

第四紀の火山岩・貫入岩体に関する噴火年代・噴火様式・火口位置に関するデータ整備作業では，
平成 25 年度に作成した「第四紀噴火・貫入活動データベース」( 西来ほか，2013) を地質調査総合
センターの地質情報データベース（GBANK）から 2014 年 10 月 21 日付で正式公開（Ver.1.00）し
た（https://gbank.gsj.jp/quatigneous/）．データベースのインデックスを図 1.1.3-1 に示す．2015
年 3 月には新規追加した文献と後述する年代未詳第四紀火山の年代データを含めたデータベースを
Ver.1.01 として公開予定である．
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図 1.1.3-1 本事業で作成したデータベース（左）と地質図 Navi での表示例 ( 右 )．

1.1.3.4　第四紀火山活動の確定作業
本事業で作成された第四紀火山地質データベースを基に，既存データでは第四紀に属すると推定さ

れるが噴火・貫入年代が不明確な岩体に対して，溶岩の石基濃集試料を用いた同位体希釈法によるカ
リウム - アルゴン（K-Ar）年代測定，火砕流試料のジルコン粒子を用いたフィッション・トラック（FT）
年代測定およびウラン - 鉛（U-Pb）年代測定を実施した．

溶岩の石基濃集試料を用いた同位体希釈法による K-Ar 年代測定を 43 試料，火砕流試料を用いた
FT および U-Pb 年代測定を 6 試料実施した．その結果，49 試料中 40 試料から第四紀を示す年代値が，
8 試料から新第三紀鮮新世を示す年代値が，1 試料から古第三紀始新世を示す年代値が得られた（表
1.1.3-1，表 1.1.3-2）．

1)　北海道中央部地域の年代未詳火山岩の活動年代
北海道中央部地域の十勝カルデラ周辺には，第四紀に噴出したとされる火砕流堆積物が広範囲に分

布している．昨年度，十勝カルデラ起源の美瑛火砕流堆積物とされている地質ユニットに対して年代
測定を実施した結果，既往研究による噴出年代とは有意に異なる年代値が得られ，対象とした火砕流
堆積物が噴出年代の異なる複数の地質ユニットで構成されている，あるいは年代測定の結果が噴出年
代を示していない可能性を指摘した ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014)．本年度は
新たに別地点の美瑛火砕流堆積物およびその上位とされる十勝火砕流堆積物について年代測定を実
施した．その結果，美瑛火砕流堆積物から 0.058±0.018 Ma，十勝火砕流堆積物から 1.26±0.08 Ma
という FT 年代が得られた（表 1.1.3-2）．昨年度の成果および新エネルギー・産業技術総合開発機構
（1990）が報告した K-Ar 年代を踏まえると，美瑛火砕流堆積物の年代値は試料採取地域ごとに異な
るが，十勝火砕流堆積物の年代値は誤差の範囲で一致している（図 1.1.3-2）．このことから，測定
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結果は噴出年代を示しており，美瑛火砕流堆積物とされている地質ユニットは，噴出年代の異なる複
数の地質ユニットを指している可能性が高い．また，今回得られた美瑛火砕流堆積物の年代値は，十
勝火砕流堆積物よりさらに上位に位置する大雪火山御鉢平カルデラ起源の御鉢平火砕流堆積物 ( 目次，
1987) の噴出年代（約 3 万年前）に近く，またその分布を近接することから，御鉢平火砕流堆積物あ
るいはその活動に関連した火砕流堆積物の可能性が考えられる．

2)　北海道南西部地域の年代未詳火山岩の活動年代
北海道南西部地域では，既存データの整理から第四紀に火山・貫入活動を行った可能性のあるもの

として 50 以上の火山・貫入岩体が抽出され，このうち噴出年代が不確定であった 9 火山体（雷電山
火山，竹山火山，貫気別火山，倶知安別火山，虻田火山，紋別岳火山，稀府岳火山，紋別山火山，横
津岳火山，木地挽山火山）について新たに年代測定を実施した．年代測定の結果，雷電山火山および
横津岳火山から第四紀カラブリアン期の活動を示す K-Ar 年代，虻田火山，木地挽山火山，紋別岳火
山および稀府岳火山から第四紀ジェラシアン期の活動を示す K-Ar 年代，竹山火山，貫気別火山，倶
知安別火山および紋別山火山から鮮新世の活動を示す K-Ar 年代が得られた（表 1.1.3-1）．洞爺カル
デラおよび支笏カルデラの先カルデラ火山とされる洞爺湖および支笏湖周辺に分布する火山岩は，層
位学的検討から第四紀火山とされていたが（太田，1956；斎藤ほか，1956 など），今回の年代測定
によって鮮新世から第四紀ジェラシアン期の火山であることが確定した（図 1.1.3-3）．一方，紋別
岳火山および稀府岳火山は，中期更新世に活動した鷲別火山の一部として扱われていたが（村山・上
村，1955；太田，1956；中野ほか，2013），今回の年代測定によって，それより有意に古いジェラ
シアン期の活動によって形成されたことが判明した（図 1.1.3-3）．横津岳火山は，約 110 万年前以
前に活動したとされていたが ( 中野ほか，2013)，今回の年代測定によって約 160 万～ 170 万年前に
形成したことが判明した（図 1.1.3-4）．

3)　東北日本北部地域の年代未詳火山岩の活動年代
東北日本北部地域では，既存データの整理から第四紀に火山・貫入活動を行った可能性のあるもの

として 40 以上の火山・貫入岩体が抽出され，このうち，噴出年代が不確定であった 5 火山体（黒森
山火山，三森山火山，御鼻部山火山，戸来岳火山，青ノ木森火山）について新たに年代測定を実施し
た．年代測定の結果，黒森山火山，三森山火山，戸来岳火山および青ノ木森火山から第四紀カラブリ
アン期の活動を示す K-Ar 年代，御鼻部山火山から後期更新世の活動を示す K-Ar 年代が得られた（表
1.1.3-1）．三森山火山および黒森山火山（“ 三森安山岩 ” 相当層の火山活動）は，約 240 万年前 ( 村岡・
長谷，1990) に形成した碇ヶ関カルデラの先カルデラ火山と考えられているが ( 村岡・高倉 ,1988)，
今回の年代測定によってカルデラの形成より 100 万年程度後の約 150 万～ 120 万年前に形成したこ
とが明らかになった（図 1.1.3-5）．この結果は，昨年度報告した碇ヶ関カルデラの後カルデラ火山
である阿闍羅山火山の活動時期に近い．一方，十和田火山の先カルデラ火山と位置づけられる戸来岳
火山（Hayakawa,1985 など）は，十和田火山より 100 万年以上古いカラブリアン期に形成したこ
とが明らかになった（図 1.1.3-5）．

4)　中部日本地域の年代未詳火山岩の活動年代
中部日本地域では，既存データの整理から第四紀に火山・貫入活動を行った可能性のあるものと

して 100 以上の火山・貫入岩体が抽出され，このうち，噴出年代が不確定であった 5 火山・岩体
（虚空蔵火山，三千寺火山，太郎山火山，岩戸山火山，泊岩体）について新たに年代測定を実施し
た．年代測定の結果，虚空蔵火山および太郎山火山から第四紀カラブリアン期の活動を示す K-Ar 年代，
三千寺火山から中期更新世の活動を示す K-Ar 年代，岩戸山火山および泊岩体から第四紀ジェラシア
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ン期の活動を示す K-Ar 年代が得られた（表 1.1.3-1）．泊岩体は，下位の海成層の微化石層序から中
新世の火山岩と考えられていたが ( 伊藤・渡辺，1988)，今回の測定によって第四紀ジェラシアン期
の火山岩であることが確定した．虚空蔵火山は層序学的に第四紀初頭の噴出物の可能性が指摘されて
いたが ( 赤羽ほか，1992)，年代測定によってカラブリアン期の噴出物であることが確定した．太郎
山火山および岩戸山火山は，層序学的検討からジェラシアン期の噴出物で，ほぼ同時期に形成された
と考えられていたが（中野ほか，2002 など），太郎山火山の一部は，それより有意に新しい火山活
動によって形成されたことが判明した（図 1.1.3-6）．一方，近接して分布する三千寺火山および髻
山火山は，長森ほか (2003) が推定したとおり両者とも約 20 万～ 30 万年前に活動したことが明らか
になった． 

5)　西南日本地域の年代未詳火山岩の活動年代
西南日本地域の鳥取周辺では，既存データの整理から第四紀に火山・貫入活動を行った可能性の

あるものとして 20 以上の火山が抽出され，このうち，噴出年代が不確定であった 3 火山（三朝火山，
倉吉火山，三平山火山）について新たに年代測定を実施した．年代測定の結果，三朝火山から第四紀
ジェラシアン期～カラブリアン期の活動を示す K-Ar 年代，倉吉火山から鮮新世および第四紀カラブ
リアン期を示す K-Ar 年代，三平山火山から古第三紀の活動を示す K-Ar 年代が得られた（表 1.1.3-
1）．三朝火山は層序学的に鮮新世末の噴出物の可能性が考えられたが（藤田，1972 など），年代測定
によってその多くがカラブリアン期の噴出物であることが確定した（図 1.1.3-7）．また，倉吉火山
は第四紀火山岩とされていたが，年代測定および (Kimura et al., 2003) が報告した K-Ar 年代を踏ま
えると，鮮新世に活動した地質ユニットとカラブリアン期に活動した地質ユニットに区別されると考
えられる．一方，三平山火山は層序学的に第四紀火山岩とされていたが ( 寺岡ほか，1996)，年代測
定によって日本海拡大以前の古第三紀始新世に噴出した火山岩であることが確定した（図 1.1.3-7）．

6)　沖縄諸島地域の年代未詳火山岩の活動年代
沖縄諸島地域の久米島周辺は，既存データの整理から海域を含め，複数の火山岩体が新たに抽出さ

れた．このうち，陸域に露出する噴出年代が不確定であった 2 火山体（宇江城岳火山，粟国島火山），
および沖縄島に分布する火砕流堆積物について新たに年代測定を実施した．年代測定の結果，宇江
城岳火山からは，第四紀ジェラシアン期～カラブリアン期の活動を示す K-Ar 年代（1.84±0.10 Ma
および 1.82±0.03 Ma），粟国島火山からは，鮮新世後期～第四紀ジェラシアン期の活動を示す K-Ar
年代（2.90±0.06 Ma および 2.57±0.08 Ma），および FT・U-Pb 年代（2.4±0.3 Ma，3.20±0.09 
Ma）が得られた（表 1.1.3-1，表 1.1.3-2）．沖縄諸島地域の第四紀火山は，海域もしくは無人島
（硫黄鳥島）のみ知られていたが（中野ほか，2013 など），今回の年代測定によって有人島である
久米島および粟国島が第四紀ジェラシアン期に活動した第四紀火山であることが新たに判明した（図
1.1.3-8）．また，沖縄島に分布する新里凝灰岩（火砕流堆積物）は，久米島の宇江城岳由来とされて
いたが ( 中川・村上，1975)，今回の年代測定によって 2.4±0.3 Ma（FT），2.91±0.04 Ma（U-Pb）
という値が得られた（表 1.1.3-2）．ゆえに，新里凝灰岩は宇江城岳火山の活動時期より有意に古く，
粟国島に分布する火山岩類とほぼ同時期の噴出物であることが判明した．本報告においても，沖縄島
に第四紀火山が分布することは確認できていないが，第四紀の初頭に火砕流を伴うカルデラ噴火の影
響を受ける環境下にあったことが明らかになった．
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表 1.1.3-1　石基濃集試料によるカリウム - アルゴン年代測定結果一覧表．

表 1.1.3-2　フィッション・トラック年代及びウラン - 鉛年代測定結果一覧表．
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図 1.1.3-2　十勝カルデラ起源とされる火砕流堆積物の分布と年代値

年代値：*1新エネルギー・産業技術総合開発機構(1990)，*2産業技術総合研究所深部地質研究コア(2014)．ベースマップは

200万分の1地質編纂図日本の火山(第3版)(中野ほか，2013)．
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図 1.1.3-3　新たに年代測定を実施した火山の位置とその結果（北海道洞爺湖地域）．

図 1.1.3-4　新たに年代測定を実施した火山の位置とその結果（北海道渡島半島地域）．
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図 1.1.3-5　新たに年代測定を実施した火山の位置とその結果（東北日本北部地域）．

図 1.1.3-6　新たに年代測定を実施した火山・岩体の位置とその結果（中部日本地域）．
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図 1.1.3-7　新たに年代測定を実施した火山の位置とその結果（西南日本地域）．

図 1.1.3-8　新たに年代測定を実施した火山の位置とその結果（沖縄諸島地域）．
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1.1.3.5　データベースの適用範囲
本データベースは，第四紀に活動したことのある火山の存在に関して有用な情報を与えることがで

きる．一方で，本データセットを基とした第四紀火山活動の確定作業では，既往研究のレビュー結果
とは異なる例が存在することも明らかになっている．特に，火山体が大規模あるいは広範囲に分布し
ているものについて年代測定数が不足しているため，活動時期を正確に把握できていない可能性が考
えられる．また，最も基礎となる基盤地質情報の地質図についても再検討を要する場合も見受けられ
た．さらに，全国の火山岩を網羅的にチェックし，2012 年に公開・発行した「第四紀火山岩体・貫
入岩体データベース」以降にも，数は少ないものの，新規に認定された第四紀火山も存在する．第四
紀火山地質データベースは，発展段階の研究結果を取りまとめたものであるため，本データセットの
みで第四紀火山の有無や活動期間等のすべてを掌握し，最終的な判断を行うことは難しいということ
を十分に理解しておく必要がある．
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1.1.4　大規模マスムーブメントデータベース
【実施内容】

新規文献データ（平成 26 年度以降に出版された文献のみならず，それ以前に出版されていた未収
納文献も対象）の追加・更新を行う．以上のデータは，精密調査地区選定段階において経済産業大臣
が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策
定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.4.1　データベースの概要

大規模マスムーブメントデータベースは，マスムーブメントのうち，重力による移動土塊（岩塊）
量が 1,000 万 m3 を超える巨大崩壊と 100 万 m3 ～ 1,000 万 m3 の準巨大崩壊に関する情報を収集し，
まとめた文献データベースである．

マス・ムーブメントでは，地山と移動土塊（岩塊）の境界部でクリープや地すべりによるずれ破壊
が引き起こされ，破壊された部分をクリープ面やすべり面として斜面構成物質の移動が引き起こされ
る．また，クリープ面やすべり面の深度までの地下水流動系に変化が発生し，天水や地下水の循環が
活発化する．大規模なマスムーブメントでは，深度数 100m までに達するクリープ面の存在が明ら
かになっており，高レベル放射性廃棄物の地層処分深度に存在する天然バリアとして働く地質体や人
工バリアの力学特性や水理特性に有意な影響を与えうると考えられ，また甚だしい場合には廃棄体が
直接破損することが懸念される（深部地質環境研究センター，2007）ため，大規模なマスムーブメ
ントによるクリープ破壊の影響が及ぶ領域は地層処分システム領域としては避ける必要があるため，
データベースの更新を行った．

1.1.4.2　平成22年度～平成26年度の5年間における年度毎のデータベース整備の概要
［平成22年度］

日本の大規模マスムーブメントに関するデータを収集するとともに，小規模なマスムーブメントが
一体化し，より規模の大きなマスムーブメントとして活動した事例も存在することから，一定規模以
上のマスムーブメントの分布を記載した既存の 2 つの GIS データベースについてリンク先を含め詳
細に記述するとともに，GIS データベースが確認できなかった沖縄県については土砂災害危険箇所マ
ップのリンク先を示し，日本国内のマスムーブメントの分布を網羅できるよう，既存情報の収集・整
備を行い，マスムーブメントの将来にわたる発生可能性について評価・検討した．

［平成23年度］
平成 22 年度に収集・整理したデータを基に「日本の大規模マスムーブメントデータベース」を作

成し，地質調査総合センター研究資料集 no.543 として，登録・公開した．

［平成24年度～平成25年度］
日本国内で発生した大規模マスムーブメントに関する情報の収集を継続した．

［平成26年度］
平成 23 年度に公開した「日本の大規模マスムーブメントデータベース」に追加・更新すべき新規

文献データ・未収納文献データの収集・整理を行った．また，GIS データベース等のリンク先の確認
と更新を行った．更新された「日本の大規模マスムーブメントデータベース ver.2（仮称）」は，平
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成 27 年度に公開予定である．

1.1.4.3　平成26年度の実施内容
移動土塊（岩塊）量が 1,000 万 m3 を超えるような日本の代表的な巨大崩壊については，町田（1984）

や千木良（1998）などにまとめられていることは既に報告した（産業技術総合研究所，2010）．産
業技術総合研究所（2010）で取りまとめた以降の大規模マスムーブメントに関する重要な知見・デ
ータについて，以下簡略に述べる．

防災科学技術研究所が，1982 年以来データを整備してきた「地すべり地形分布図」は 2013 年度
に日本全国の刊行を完了し，2014 年度以降の地すべり地形分布図 PDF および地すべり地形 GIS デ
ータの配信は，防災科学技術研究所の「地すべ地形分布図データベース」からなされている（なお，
データの配信は，段階的に防災科学技術研究所のメインサーバに移転するとされている）．また，防
災科学技術研究所の「既往斜面災害データベース」については，従来のリンク先に存在せず，その移
転先を確認できなかったことから，リンク先から削除した．

日本アルプスの地すべり地形については，防災科学技術研究所の 1/50,000 地すべり地形分布図よ
りも詳細な地形判読を行った結果が報告されており，北アルプスの飛騨山脈北部においては佐藤・
苅谷（2008）が，また南アルプスの明石山脈においては目代（2013）の報告がある．なお，目代
（2013）で報告された明石山脈の大規模崩壊地のデータは次のリンク先で公開されている．http://
researchmap.jp/mu21j7f93-17730/#_17730

大規模マスムーブメントの一種として近年注目されているものに「深層崩壊（deep-seated 
landslide）」と呼ばれる斜面崩壊現象がある．深層崩壊は，表層崩壊の対義語であり，以下のように
定義される．

表層崩壊：厚さ数ｍ程度の表層土が，表層土と基盤層の境界に沿って滑落する比較的規模の小さな
崩壊現象．

深層崩壊：表層崩壊よりも深部で発生し，表土層だけでなく深層の地盤までもが崩壊土塊となる比
較的規模の大きな崩壊現象．

深層崩壊については，土木研究所（2012a）が平成 22 年度まで発生した過去の深層崩壊事例を取
りまとめている．また，2011 年台風 12 号により紀伊山地で発生した深層崩壊についても土木研究
所（2012b）で取りまとめており，崩壊土砂量の推定はされていないものの崩壊地の面積が記載され
ていることから規模の推定に役立つデータとなっている．ただし，これらの深層崩壊におけるすべり
面は深度数 10 ｍ程度であり，1 回の深層崩壊が地層処分深度に直接的な影響を与えるものではない
ことに留意する必要がある．

平成 26 年度に収集・整理を行った新規文献データ・未収納文献データおよび従来の「日本の大規
模マスムーブメントデータベース」に収集されたデータに基づき，移動土塊（岩塊）量が 1,000 万
m3 を超えるような日本の巨大崩壊のリストを更新した（表 1.1.4-1）．巨大崩壊として，追加・更新
された個別データは下記の①～⑥である．

①　従来，氷河地形とされてきた地形の見直しにより日本アルプス各地で見出された大規模地すべ
り（3 件；苅谷，2014）

②　1989 年十津川災害時の大規模岩盤すべりの詳細化（6 件；土木研究所，2012a）
③　2011 年台風 12 号による紀伊半島十津川村周辺の大規模岩盤すべり（2 件；千木良，2013）
④　2005 年台風 14 号による宮崎県内の大規模岩盤すべり（1 件；高谷・鈴木，2007；土木研究所，

2012a）
⑤　長野県小谷村の大規模地すべり（1 件；高浜ほか，1997）
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⑥　地すべり地形の可能性が指摘されている宮城県松島の大規模地すべり（1 件；長谷川ほか，
2008）

個別データのうち，①については，日本学術振興会科学研究費基盤研究（B）「中部山岳における
第四紀地形・地質学の再構築：最終氷期以降の大規模地すべりを中心に（JSPS24300321）」の分担者・
協力者や，日本地理学会「日本アルプスにおける大規模地すべり研究グループ」による日本アルプス
の地形・地質の見直しにより，従来は氷河性の地形・地質（堆積物）と考えられてきたものが地すべ
り地形であるとされたものである．これに関連した知見は，「日本アルプスの大規模地すべり：第四
紀地形学・地質学の視点から」特集 1・特集 2 として，山岳科学総合研究所ニュースレター（信州大
学）の第 41 号・第 42 号に掲載されている．

また，⑥については，日本三景の一つである松島湾が地すべりにより形成されたという仮説であり
（長谷川ほか，2008），日本学術振興会科学研究費基盤研究（C）「日本三景松島の巨大地すべり説の
実証的研究（JSPS26350488）」で平成 26 ～ 28 年度の 3 ヵ年計画で検証が行われている．この仮説は，
a．松島湾は，北東－南西約 10km，北西－南東約 5km の巨大地すべりの発生域（抜け跡）である，b．
松島湾沖の宮戸島などの島嶼部および七ヶ浜半島などは地すべりによってできた流山である，c．松
島湾の島嶼部は湾奥の丘陵と同じ松島層群から構成され，地質および地質構造からも復元可能である
とするものである（長谷川ほか，2008）．この地すべりによる移動土塊（岩塊）量は 200,000 万 m3

と推定されており，事実であれば日本最大規模となる．また，地すべりの発生時期としては，およそ
6,000 年前とされる．松島地域は，東北日本のいわゆるグリーンタフ地域の東縁部に位置し，新第三
紀層すべりの一種とみなすことができると考えられる．

表 1.1.4-1 の日本の巨大崩壊の分布を図 1.1.4-1 に示す．巨大崩壊は，主として火山体周辺と
四万十帯の泥質堆積岩地域および新第三紀堆積岩類（いわゆるグリーンタフ地域）で発生しており，
それ以外はわずか 4 例が知られているだけである．巨大崩壊の誘因としては，火山体では噴火活動
と地震によるものが，また堆積岩類でも地震によるものが多いが，四万十帯の泥質堆積岩地域につい
ては豪雨が誘因となっているものが多いのが特徴である．

以下では，各地質体毎に巨大崩壊や準巨大崩壊の特徴を記す．

火山体周辺：火山体周辺に発生する巨大崩壊は，もともとの重力的に不安定な火山体の構造が何ら
かの要因をきっかけに崩壊したもの（島原眉山），侵食・削剥により重力的に不安定な
構造が形成され地震や降雨をきっかけに崩壊したもの（立山鳶・稗田山など）などがある．

四万十帯：四万十帯の泥質堆積岩地域に発生する巨大崩壊は，断層運動などによる構造的破砕を受
けた頁岩互層からなる山体の脚部の侵食・削剥により重力的に不安定な構造が形成さ
れ大規模なクリープ（岩盤クリープ）が発生し，その後の地震や降雨をきっかけに崩
壊したものがほとんどである．南アルプスの七面山崩れや赤崩れの規模を以下に示す
（Chigira,1992;Chigira and Kiho, 1994; 千木良，1995）．

 ①　七面山崩れ：岩盤クリープ範囲 4km× 3km，深さ 400m
 ②　赤崩れ：岩盤クリープ範囲 3km× 1.5km，深さ 300m

なお，紀伊半島の四万十帯の泥質堆積岩地域では，流れ盤構造が素因となり豪雨が誘
引となって発生した十津川災害や 2011 年台風 12 号による岩盤すべりなどの巨大崩壊
や順巨大崩壊の事例が多数存在する．

新第三紀堆積岩類：いわゆるグリーンタフ地域に発生する巨大崩壊は，スメクタイトなどの粘土を
含み固結度が低い軟岩が，第四紀の隆起活動に伴い大規模な地すべりを起こしたもので
ある．地すべり地形の可能性が指摘されている松島地域については，地震が誘引となっ
て地すべりを起こしたと推定されており（長谷川ほか，2008），沿岸域の巨大地すべり
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の発生可能性について今後さらに検証が待たれる．
付加体堆積物：四万十帯以外の付加体堆積物中の巨大崩壊は，北アルプス南部に分布する美濃帯付

加コンプレックス中に認められるが（苅谷，2014），これは北アルプスの隆起に伴う急
峻な地形的要因が大きい．付加体堆積物では，石灰岩体周辺に準巨大崩壊が発生してお
り，侵食に強い石灰岩体からなる山体の脚部の侵食・削剥により重力的に不安定な構造
が形成され，その後の地震や降雨をきっかけに崩壊したものと考えられている（例えば
小嶋ほか，2006）．

三波川帯：三波川帯の結晶片岩地域に発生する準巨大崩壊は，流れ盤構造によるものと岩盤クリー
プによるものが認められる．

表 1.1.4-1　日本の巨大崩壊．
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図 1.1.4-1　日本の巨大崩壊の分布（凡例は票 1.1.4-1 に準ずる）．

日本国内のマスムーブメントの分布については，産業技術総合研究所（2010）で既に取りまとめ
ているが，記述およびリンク先の修正が一部必要なものが存在するため，関係部分を再録する．独立
行政法人防災科学技術研究所により，北海道～本州・四国・九州（ただし関東の一部域を除く）の地
すべり・クリープなどのマスムーブメント（滑落崖の連続長が 150m 以上のもの）の分布が「地す
べり地形分布図」（防災科学技術研究所，1982 ～ 2013）としてまとめられており，「地すべり地形
分布図データベース」から「地すべり地形 GIS データ」としてダウンロード可能である．また，北
海道全域の地すべり・クリープなどのマスムーブメント（滑落崖の連続長が 100m 以上のもの）の
分布については，地すべり学会北海道支部監修・山岸編「北海道の地すべり地形－分布図とその解説
－」（1993）としてまとめられており，地方独立行政法人北海道立総合研究機構環境・地質研究本部
地質研究所により「北海道の地すべり地形データマップ」として GIS 化されている．なお，沖縄県
については，既存の GIS データベースが存在しないが，社団法人斜面防災対策技術協会により「沖
縄県の土砂災害危険箇所」が全県の地すべり指定地を網羅している．以下では個別のデータベースに
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ついてリンク先等を示す．

地すべり地形分布図データベース
・作成機関：　独立行政法人防災科学技術研究所
・全体のリンク先：　http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/
・地すべり地形分布図のリンク先：http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/pdfview/index.html
・地すべり地形 GIS データのリンク先：http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/gis-data/index.html
・地すべり地形分布図（印刷図）の入手先：
独立行政法人防災科学技術研究所アウトリーチ・国際研究推進センター自然災害情報室
〒 305-0006　茨城県つくば市天王台 3-1
E-mail：librar@bosai.go.jp

北海道の地すべり地形データマップ
・作成機関：　地方独立行政法人北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質研究所
・全体のリンク先：　http://webgis.gsh.hro.or.jp/Landslide_escape_clause.html
・北海道の地すべり地形データマップのリンク先：
http://webgis.gsh.hro.or.jp/Landslide/default.aspx?DataMap=Landslide

沖縄県の土砂災害危険箇所（「県別地すべりの紹介：沖縄県）
・作成機関：　社団法人斜面防災対策技術協会
・全体のリンク先：
http://www.jasdim.or.jp/gijutsu/kenbetsu/chiiki/ookinawa/ookinawa.htm
・沖縄県の土砂災害危険箇所のリンク先
http://www.jasdim.or.jp/gijutsu/kenbetsu/chiiki/ookinawa/4.html
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1.1.5　泥火山データベース
【実施内容】

新規文献データ（平成 26 年度以降に出版された文献のみならず，それ以前に出版されていた未収
納文献も対象）の追加・更新を行う．以上のデータは，精密調査地区選定段階において経済産業大臣
が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策
定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.5.1　データベースの概要

泥火山データベースは，泥火山のうち，「原油を伴う天然ガスの噴出により形成された堆積体」
（American Geological Institute, 2005；Glossary of Geology），あるいは「堆積岩分布地域におい
て天然ガス，地下水，石油を伴い噴出した泥により形成された地形高まり」（田中ほか，2009）に相
当する地質現象が観察される日本および日本近傍（台湾，サハリン）地域に関する情報および文献を
収集し一覧表にまとめた文献データベースである．本文献データベースには，日本 4 地点，台湾 21
地点，サハリン 6 地点が登録されている．また，参考情報として，インドネシアのシドアルジョに
分布するルシ泥火山の情報も付記している．

泥火山活動では，異常に高い間隙水圧を持った泥濘が泥ダイアピルとして上昇し，深層地下水，ガ
ス，時には石油とともに地表に噴出する．泥ダイアピルの上昇は，地下数キロ（1-3km）から始まり，
高さ数百 m，直径数 km もの火山に類似した堆積（凸型）地形や陥没（凹型）地形を地表に出現さ
せる可能性を有する．新規に泥火山が出現した場合，地表および地下において著しい破壊現象を伴う
と考えられる（産業技術総合研究所深部地質環境研究センター，2007）． 

 
1.1.5.2　平成22年度～平成26年度の5年間における各年度のデータベース整備の概要
［平成22年度］

日本の泥火山に関するデータを収集するとともに，日本近傍（台湾・サハリンおよびインドネシア・
シドアルジョ）地域の泥火山のうち「堆積岩分布地域において天然ガス，地下水，石油を伴い噴出し
た泥により形成された地形高まり」に相当する地質現象に関する情報を収集・整備し，泥火山の将来
にわたる発生可能性について評価・検討した．

［平成23年度］
平成 22 年度に収集・整理したデータを基に「日本および周辺地域の泥火山データベース」を作成し，

地質調査総合センター研究資料集 no.540 として，登録・公開した．

［平成24年度～平成25年度］
日本および周辺地域で発生した泥火山に関する情報の収集を継続した．

［平成26年度］
平成 23 年度に公開した「日本および周辺地域の泥火山データベース」に追加・更新すべき新規文

献データ・未収納文献データの収集・整理を行った．更新された「日本および周辺地域の泥火山デー
タベース ver.2（仮称）」は，平成 27 年度に公開予定である．
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1.1.5.3　平成26年度の実施内容
泥火山データベースを作成時には不明であった台湾およびインドネシアの泥火山の所在地を文献等

から確認・追記し，また高雄市鳥松区の 2012 年頃から新たに活動を開始した鳥松泥火山，泥火山の
活動と連続する地質現象であると考えられるメタン孔（佐々，1954）が存在する屏東縣恆春鎮の出
火特別景観区を追記した（表 1.1.5-1）．

泥火山の活動様式を，文献中の例えば，「泥火山活動では，深層地下水，ガス，時には石油ととも
に地表に噴出する」という記述のみで理解することは必ずしも容易なことではないと考えられる．そ
のため「泥火山」，「mud volcano」等のキーワードを用い多数の画像および動画データを，文献
データの参考資料として収集した（例えば，アゼルバイジャンの Lokbatan 泥火山：https://www.
youtube.com/watch?v=0xCPXg5lJeg）．

泥火山出現に関与する泥ダイアピルは，プレート収束帯，堆積速度が大きな場所，流体の移動が妨
げられやすい場所等，泥が多量に供給され，なおかつ異常に高い間隙水圧が形成されやすい場所であ
ればどこにでも出現する可能性を持つ．また，油田地帯，天然ガス地帯（メタンハイドレート層も含
まれる）に多くの泥火山が分布することから，石油あるいは天然ガスの形成が泥火山の形成との間
に大きな関連があることが示唆されている（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2012）．そ
のため，日本の油田開発の初期段階に北海道および青森，秋田，山形，新潟，長野の各県において
行われた調査報告（大日本帝国油田図（第 1 区～第 45 区））に示された油徴地 242 カ所，油砂徴候
地 171 カ所，ガス徴地 99 カ所，鉱泉・温泉地 124 カ所，油井 1,106 カ所，空井戸 3 カ所，掘削井
282 カ所，および廃井 847 カ所の位置をデジタイズし，データベース化した．しかしながら，構造
性油・ガス田の分布域は大日本帝国油田図の調査範囲よりさらに広範囲に及ぶため，泥火山活動（類
した活動を含む）の有無を上記の 5 県および静岡，宮崎両県の各市町村教育委員会にアンケート調
査した．その結果，青森県 5 件，秋田県 6 件，山形県 5 件，新潟県 11 件，長野県 1 件，静岡県 4 件，
および宮崎県 2 件の回答が寄せられたので，泥火山データベースの基礎資料として保管した．

日本および日本近傍（台湾，サハリン，インドネシア）地域の泥火山に関係した論文を収集し，基
礎資料として保管した．泥火山活動に関する論文を多数引用，あるいは紹介している論文・報告書は
以下の通りである．

・高橋ほか（2006）
・産業技術総合研究所深部地質環境研究センター（2007）
・地学雑誌（2009）特集号：泥火山－その実体と応用地球科学的意義－，vol.118，no.3．
・高橋ほか（2011）
・産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2012a,b），
・関（2014）
今回追加・更新した泥火山データベースは，地質調査総合センター研究資料集として平成 27 年度

に公開する予定である．

1.1.5.4　泥火山データベースに採録すべき地球科学的特徴の範囲について
酒井ほか（2010）が「上幌延泥火山」と呼んだ地点は，北海道立地下資源調査所（1960）には「油

徴地」として記載されている．関（2014）が述べているように，現状では泥火山の認定手法が確立
されているとは言い難い状況ではあるが，油・ガス徴候地を丹念に調査し，地球科学的データを蓄積
していくこと，すなわち泥火山データベースを追加・更新していくことは，泥火山活動解明のための
重要な基礎資料になるものと考えられる．
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表 1.1.5-1　日本および日本近傍の泥火山の位置の一覧．
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1.1.6　地質環境の長期予測評価手法の整備のためのデータ検討
【実施内容】

地質環境の長期予測評価手法の整備のための有用なデータについては，広域応力場と局所的な応力
場，また現在の地震発生場との関係に注目した整理を行い，長期的な地質・気候関連事象の変動予測
に必要となる課題の抽出を行う．また，地質断層データベースから抽出される過去の地震発生場との
関係についても検討を行う．以上のデータは，精密調査地区選定段階において経済産業大臣が定める
基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資す
る科学的知見に反映される． 

【成果】
1.1.6.1　平成22年度～平成26年度の5年間における年度毎のデータ検討の概要

本データ検討は，平成 25 年度から実施している．
［平成25年度］

我が国における応力場に関する知見を，推定される応力の空間スケールを軸に，日本全国をカバー
する広域的な応力，地方スケールや断層セグメントスケールでの地域的な応力，1 地点での応力情報
として得られる局所的な応力に関する知見について整理した．その結果，各空間スケールにおける応
力の推定法（地震の発震機構を用いた逆解析やボーリング孔やコアを用いた手法）それぞれの利点を
示した．また，(1) 絶対値も含めた応力情報の整備が今後必要であること，(2) 応力の時間変化として
長期的な変動にともなう広域応力場の長期的な変化の検討が必要であること，(3) 応力場と現在の地
震発生場との関係として，東北日本と西南日本では沈み込むプレート運動が異なることを考慮しなが
ら，地殻構造や岩石物性の不均一性に関する情報をより詳細に整備していくことが重要であることを
示した．

［平成26年度］
広域応力場と局所的な応力場，また現在の地震発生場との関係に注目した整理を行い，長期的な地

質・気候関連事象の変動予測に必要となる課題の抽出を行った．また，既存応力情報に対して応力間
の類似度を尺度としたクラスター解析を用いることで，日本列島の応力場を大きく 5 つに区分でき
ること，この応力区から読み取れる応力の空間不均一性と地殻熱流量の相関がよいことを示した．さ
らに，上記の検討結果を合わせて応力場の空間スケール・時間スケールと現在の地震発生場との関係
について検討した．

1.1.6.2　広域応力場と局所的な応力場，現在の地震発生場との関係の検討
断層活動を含む地殻の変形発達の主たる源は地殻応力であり，断層活動のみならず，火山・マグマ

活動や隆起沈降に大きな影響を与えるため，地殻応力場の空間不均一性や各空間での特徴の把握が必
要となる．その際には，ある対象地域および周辺地域において，同じ応力の空間的な広がり，すなわ
ち応力区の設定が重要である．今年度は，先行研究のレビューに基づき応力区の設定の考え方を整理
し，地震データなどから復元される応力テンソルの類似性を基準とした場合の日本列島の応力区の分
布を示す． 
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図1.1.6-1　応力区設定のこれまでの考え方．(a)最大水平主応力（σhmax）の方向による区分(De Vicente et al., 2008)．

(b)断層のタイプ（正断層，逆断層，横ずれ断層）による分類(Hurd and Zoback, 2012)．　

現在の応力場は地震の発震機構を用いた応力逆解析（応力テンソルインバージョン）によって推定
されることが多い．応力逆解析で推定された応力を用いて応力区を設定する代表的な方法は，①最大
水平主応力（ σhmax）の方向の類似性による区分 (De Vicente et al., 2008)，②主応力軸の配置か
ら読み取れる断層のタイプ（正断層，逆断層，横ずれ断層）による分類 (Hurd and Zoback, 2012)，
である（図 1.1.6-1）．しかしながら，ここで取り扱う応力はテンソルという物理量であり，主応力
軸の方向のみを扱った応力区の設定は応力を正確に分類したことにはならない．そのため，今年度
は，応力テンソルのクラスター解析 (Otsubo et al., 2006；図 1.1.6-2）を用いた応力マップを作成し，
応力区の設定を行った．応力区の設定の手順は以下の通りである．

①地震の発震機構に基づき日本列島をいくつかの地域に分ける．
②応力逆解析で各地域の応力を推定する．
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③各地域間の応力同士の非類似度を計算＆クラスター解析してマッピングする．
応力テンソルの非類似性の基準としては stress difference (Orife and Lisle, 2003) を用いる．こ

れは，二つの応力テンソルが一致すれば 0 を，反対の関係（negative stress）の関係であれば 2 を
示す（図 1.1.6-2）．Orife and Lisle (2003) は stress difference が 0.65 より大きい応力テンソルを
異なるもの同士と見なしている．応力テンソルのクラスター解析には，これまで報告されている応力
情報 ( 行竹ほか，2012; Imanishi et al., 2012) を用いている（図 1.1.6-3）．これらの先行研究で報
告された地震データは，期間：2004-2010 で，深さ：30 km 以浅の地震データを使った応力逆解析
結果 ( 行竹ほか，2012; Imanishi et al., 2012) である．

図1.1.6-2　(a)クラスター解析概念図と(b)stress difference (Orife and Lisle, 2003) を用いた応力テンソルの非類似度．

stress difference 0から2を示し，二つの応力テンソルが一致すれば0を，反対の関係（negative stress）の関係応であれば

2を示す．

図 1.1.6-3　クラスター解析による応力区設定のために使用したデータ．(a) 行竹ほか (2012)．(b)Imanishi et al. (2012)．
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上記の既往研究で報告されている日本列島の 457 地域の応力に対して応力テンソルのクラスター
解析を行った結果を図 1.1.6-4 に示す．応力区の設定に関して，鈴木 (1989) では応力の区分けの考
え方を以下のように示している．

①　同じ応力区の中ではＰ軸方向がほぼ同じである．
②　応力区はある一定以上の広がりを有する（短軸が 20 km 以上）．
③　境界域をはさんだ隣接応力区間ではＰ軸（T 軸）の平均的な方向が有意に異なる．
④　応力区境界域には帯状の低地震活動域が存在する．
上記の鈴木 (1989) の考え方を長期的な地質・気候関連事象の変動予測に必要となる応力区の設定

のために整理すると，
①に関しては，応力区内は単一の応力ブロックとしてふるまう．
②に関しては，応力境界と平行して，地質構造線や活断層が分布することが多い．
③に関しては，応力区内部と応力区境界では地殻の力学的な性質が異なる．
④に関しては，応力区境界付近の地殻の変形は応力区内部よりも大きい．
となる．この考え方を踏まえて，クラスター解析によって描いた応力マップでより詳細な現在の日

本列島の応力区境界を設定し，以下の 5 つの応力区にまとめた（図 1.1.6-4）．
応力区 A：東－西方向に σ1 軸をもつ逆断層応力．
応力区 B：西北西－東南東方向に σ1 軸をもつ逆断層応力および横ずれ断層応力．
応力区 C：南－北方向に σ3 軸をもつ正断層応力．
応力区 D：東北東－西南西方向に σ1 軸をもち北北西－南南東方向に σ3 軸をもつ横ずれ断層応力．
応力区 E：北西 - 南東方向に σ3 軸をもつ正断層応力．
応力 A と応力 B は σ1 軸の方向が類似しているが， σ1， σ2， σ3 の関係を示す応力比（Φ = σ2- σ3/ 

σ1- σ3）は，応力 A が 0.2 で応力 B が 0.0 である．応力比が 0 に近いほど σ1 が他の主応力軸に比べ
て大きいことを示すため，応力 B が応力 A よりも相対的に σ1（つまり，水平最大主応力 σhmax）
が大きいことを示す．

図 1.1.6-4　(a) クラスター解析後に明らかになった応力．

ステレオネットは下半球等積投影．左のステレオネットに σ1軸を右のステレオネットに σ3軸を示し，シンボルの色は応力

比を示す．(b)各応力間同士の非類似度．非類似度はstress difference (Orife and Lisle, 2003)で示す．

現在の日本列島の応力区分の分布を次に示す（図 1.1.6-5）．北海道地域では，既往研究成果の地
震データが少ないために有効な応力区の設定が困難であった．東北地域では，脊梁地域を含めた太平
洋側（前弧地域および火山フロント地域）では応力区 B であり，日本海側（背弧地域）では応力区
A である．ただし，福島県いわき周辺地域のみ応力区 E である．関東地域では，大部分が応力区 A
である．中部地域では，愛知，岐阜，山梨の各地域が応力区 A であることを除いて大部分の地域が
応力区 B である．近畿地域では，紀伊半島東部太平洋側が応力区 C であることを除いて大部分の地
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域が応力区 A である．中国および四国地域では，島根東部および鳥取地域が応力区 B であることを
除いて，大部分の地域が応力区 A である．福岡地域の日本海側が応力区 A であることを除いた福岡，
佐賀，長崎，大分，熊本北部の各地域が応力区 D であり，熊本南部，宮崎，鹿児島の各地域が応力
区 C である．ただし，鹿児島地域の鹿児島湾周辺では応力区 E である．

図 1.1.6-5　クラスター解析による応力マップ．

5 つの色はそれぞれの応力区を示し，同じ色の地域は同じ応力であることを示す．

応力区と地質構造の比較を近畿地域の例で示す（図 1.1.6-6）．近畿地域には中央構造線が東西に走
っており，現在は左横ずれの活断層である ( 活断層研究会編，1991)．近畿地域は，中央構造線を挟
んで地質構造の傾向が異なっており，中央構造線より北側の内帯に白亜紀以前の地質帯である飛騨外
縁帯（三郡帯），舞鶴帯，超丹波帯，丹波帯，領家帯の超塩基性岩体，変成岩および花崗岩等が，中
央構造線の南側の外帯にジュラ紀以降の地質帯である三波川帯，秩父帯，四万十帯の付加帯 • 変成
岩等が分布する．このように，地質構造としては，中央構造線を挟んで空間的に不均一であり，また
内帯・外帯だけ見ても空間的に不均一である．しかしながら，応力分布としては大部分が応力 A で
ある．このことは地質構造の不均一性が応力の空間的不均一性へ及ぼす影響が小さいことを示す．中
央構造線に注目すると，三重地域から愛知地域にかけての中央構造線は明瞭な活断層として認定され
ていない ( 活断層研究会編，1991)．応力マップとの関係では，活断層部分は左横ずれとしての活動
が可能な応力 A が働いている（図 1.1.6-6）．一方，この活断層と認定されていない地域では南－北
方向に σ3 をもつ正断層応力（応力 C）が働いている（図 1.1.6-6）．この応力の空間的な不均一性が
中央構造線の活動度を規制している可能性がある．紀伊半島東部太平洋側のみに正断層応力が働いて
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いる原因については今後の検討課題である．このように明らかになった応力の空間的な不均一性，特
に，応力 A の分布に着目すると，地殻熱流量の分布（図 1.1.6-7；Tanaka et al., 2004）と比較的相
関がよい．

図 1.1.6-6　近畿を例にした (a) 応力マップと (b) 地質構造の比較．

(a)の赤い線は中央構造線を示し，点線部分は明瞭な活断層として認識されていない部分である．地質構造は地下10 km程度

での地殻の岩石分布(早坂ほか，2000)．

図 1.1.6-7　(a) 応力マップと (b) 地殻熱流量 (Tanaka et al., 2004) との比較．
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1.1.6.3　応力場の空間スケール・時間スケールに関する検討
広域応力場の空間スケール（局所的な応力場との関係を含む）と時間スケールについて，適用性の

範囲と精度をそれぞれ整理する．
①　広域応力場の空間スケール・空間分解能
②　広域応力場の時間スケール・時間分解能
③　応力場と地震発生場との関係

1)　広域応力場の空間スケール・空間分解能
地殻応力場の第一次オーダーの大局的な空間変化を捉えることは可能である．その際は，マグニチ

ュード 3 以下の微小地震を用いた応力場の詳細な空間不均一性把握が有効である（例えば，Imanishi 
et al.(2012) など）．ただし，地震活動が低調な地域では，必要に応じて岡田ほか (2008) が 2008 年
6 月 14 日の岩手宮城内陸地震発生後に実施したような臨時観測を行うなどの対応が必要である．

海溝型巨大地震の発生などにより，海溝から離れた上盤側プレートで局所的に地殻応力が時間変化
する (Otsubo et al., 2013; Yoshida et al., 2012)．また，比較的規模の大きな内陸型の地震により局
所的に地殻応力が時間変化することもある．遠田 (2011) は，内陸型の天正地震の発生により周辺活
断層が連鎖的に活動したのかどうかについてクーロン応力変化を用いて評価している（図 1.1.6-8）．
巨大地震等による断層の再活動性の変化については，より広域・高分解能な応力評価とともに別途検
討する必要がある． 

図 1.1.6-8　1586 年天正地震による養老断層および伊勢湾断層に対するクーロン応力変化 ( 遠田，2011)．
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2) 広域応力場の時間スケール・時間分解能
広域応力場と断層活動の時間分解能・時間スケールに関して，広域応力場の大規模な変化（例えば

プレート沈み込み方向の変化によるもの）による断層再活動性については別途，将来の広域応力場変
化の可能性（発生要因等）とその変化量について含めた形での検討が必要になる．その際には対象地
域ごとに考慮すべき不確実性が異なることに留意し，プレート沈み込み方向が変化しうる時間スケー
ル（100 万～ 200 万年）を超えない範囲での検討が可能である．島弧沈み込み帯において，より活
動的な地域では，10 万年スケールで地殻応力が変化する可能性がある．現在拡大中である背弧海盆
が存在する琉球弧において，その前弧にあたる琉球列島では，ここ 100 万年間に 10 万年スケールで
応力場が変化している（図 1.1.6-9；Otsubo and Hayashi, 2003)．海溝－海溝－海溝型の三重会合
点近傍である房総半島でも，ここ 100 万年間に 10 万年スケールで応力場が変化している（図 1.1.6-
10；Yamaji, 2000）．

最近の静的な応力変化と地震活動の関係に関する定量的な研究では，0.01 MPa ～ 0.1 MPa 程度
のわずかなクーロン応力の増加・現象でもその後の地震活動の活発化・静穏化が認められることが
報告されている (Reasenberg and Simpson, 1992; Toda et al., 1998)．2000 年の福岡県西方沖地
震により活動度が上昇したとされる警固断層の場合，M7 級の地震を 1 ～ 2 万年間隔で発生してき
たと推定されており，約 3 ～ 5 MPa の剪断応力を 1 ～ 2 万年かけて蓄積しているとされる (Toda 
and Horikawa, 2005)．2000 年の福岡県西方沖地震によって警固断層に加わった応力は 0.5 MPa 
とされており，通常 1,000 ～ 2,000 年かけて蓄積される応力に相当する．すなわち，次の大地震発
生が 1,000 年以上前倒しされることになる．Toda et al.(2011a) は，2011 年東北地方太平洋沖地震
（Mw=9.0）において日本列島側のプレートが受けた応力変化（クーロン応力変化）によって，東
北地方の活断層ではクーロン応力が低下し活動度が低下する一方，中部地方の活断層ではクーロン
応力が上昇し活動度が上昇するとしている（図 1.1.6-11）．西南日本では，1944 年東南海地震およ
び 1946 年南海地震による応力変化で，西南日本での地震が増加したことが報告されている．Ogata 
(2004) は，南海トラフにおけるプレート境界での巨大地震（1944 年の東南海地震，1946 年の南海
地震）の発生によるクーロン応力変化によって，西南日本陸域の活断層の活動が促進されたことを指
摘している（図 1.1.6-12，13）．Ogata (2004) によれば，1946 年 12 月 21 日に発生した南海地震
（M=8.1）によるクーロン応力変化では，南和歌山の北北西－南南東方向の走向をもつ断層，東四
国の東北東－西南西方向の走向をもつ断層，南紀伊半島の東北東－西南西方向の走向をもつ断層周辺
で断層活動が促進されたとしている．

日本の広域的な地殻応力が長期的な変動にともなって発達してきたものである (Townend and 
Zoback, 2006) とすると，今後も地質関連事象の長期的な変動にともなって広域応力場が長期的に変
化することが予想される．地質関連事象の変動予測を行うためには，応力の時間変化についても考慮
する必要があり，今後の研究が必要である．1,000 年～ 10 万年スケールの応力変化は，測地学的お
よび地質学的な証拠が残らない時間スケールであるためにその推定が困難であり，今後も引き続き検
討が必要である．

3)　応力場と地震発生場との関係
1900 年～ 1999 年に発生した日本各地の地震発生頻度から，内帯に比べ外帯は活断層と中規模地

震数が極端に少なく，日本海東縁地域および西南日本の火山フロントから背弧側で地震数が多い ( 松
田・吉川，2001)．日本海東縁地域は東－西圧縮の逆断層応力場であり，西南日本の火山フロントか
ら背弧側は東 - 西圧縮および南－北引張の横ずれ断層応力場である．両地域においては背景となる地
殻応力場が異なっており，東北日本と西南日本では沈み込むプレート運動が異なることだけでなく，
地下 10 ～ 20 km の地震基盤深度において地殻構造や岩石物性などが地域的に異なることが原因の 1



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-38

つとして考えられる．地殻構造や岩石物性の不均一性に関する情報をより詳細に整備していくことが
応力情報の整備と併せて重要である．

図 1.1.6-9　南琉球弧での最近 100 万年間の応力場変化 (Otsubo and Hayashi, 2003)．
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図 1.1.6-10　房総半島での最近 100 万年間の応力場変化 (Yamaji, 2000)．
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図 1.1.6-11　東北地方太平洋沖地震発生による東北日本弧を主とする陸域のクーロン応力変化による各活断層の活動度変

化 (Toda et al., 2011b)．暖色の付いた活断層がこの地震のクーロン応力変化によって活動が活性化された可能性を示す．
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図 1.1.6-12　(a)1944 年東南海地震および (b)1946 年南海地震発生によるクーロン応力変化 (Ogata, 2004)．

A ～ N での地震活動については図 1.1.6-13 を参照．
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図 1.1.6-13　1944 年東南海地震および 1946 年南海地震発生前後での地震活動 (Ogata, 2004)．

A ～ N の領域については，図 1.1.6-12 を参照．
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1.1.7　基盤GISの更新・管理
【実施内容】

基盤 GIS は，各種データベースの基盤システムであるため，格納されている地形・地質情報につ
いて更新・管理を行う．また，格納される各種データベースの情報量の増加と出口としてのユーザー
インターフェースへの要求に合わせたシステムの改良と維持・管理を行う．以上のデータは，精密調
査地区選定段階において経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見
を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1.1.7.1　基盤GISの概要

基盤 GIS は，公開されている各種の地形情報・地質情報が収納されている GIS データベースであ
り，また 1.1.1 章～ 1.1.5 章に記述された各種データベースの基盤システムとなっている．基盤 GIS は，
立地調査段階における安全評価に必要な地質情報を整備することを目的としており，スタンドアロー
ン環境で各種地質情報が利用できるシステムとなっている．

1.1.7.2　平成22年度～26年度の5年間における各年度のデータベース整備の概要
基盤 GIS データベースに関するデータの新規登録作業，既存データの保守作業，利用度向上のた

めのシステム更新作業は，以下の通りである．
［平成22年度］

平成 21 年度までに出版された 20 万分の 1 地質編纂図 5 件，5 万分の 1 地質図幅 3 件，海洋地質
図 1 件のデータ登録を実施した．また，システムの機能向上のため，以下のシステム更新作業を実
施した．

①　地質図幅の断面位置の表示機能追加
②　鉱物資源データの拡充
③　赤色立体図と衛星画像 (ALOS) データ表示機能追加
④　Windows Vista, Windows 7 のクライアントからの接続への対応
⑤　基盤 GIS データベースの操作説明画面の作成
⑥　地質文献検索機能の改良

［平成23年度］
平成 22 年度までに出版された 20 万分の 1 地質編纂図 5 件，5 万分の 1 地質図幅 8 件，海洋地質

図 5 件，火山地質図 2 件のデータ登録を実施した．また，システムの機能向上のため，以下のシス
テム更新作業を実施した．

①　基盤 GIS データベースの Google マップ対応機能の追加
②　地形断面表示機能の追加
③　地域を指定した地質情報の検索機能の追加

［平成24年度］
平成 23 年度までに出版された 20 万分の 1 地質編纂図 1 件，5 万分の 1 地質図幅 3 件のデータ登

録を実施した．また，システムの機能向上のため，以下のシステム更新作業を実施した．
①　地質図画像のウェブ配信手法の整備
②　地質図幅データ検索のための WebAPI 機能追加
③　地質断層データの整備
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［平成25年度］
平成 24 年度までに出版された地質図類のデータ登録を実施した．また，システムの機能向上のため，

以下のシステム更新作業を実施した．
①　地質断層データの整備
②　地質断層データ WebAPI の作成
③　地質断層データの地図表示機能作成
④　第四紀噴火・貫入活動データ取得 API の作成
⑤　第四紀火山地質データベースの基盤 GIS データベースへの統合

［平成26年度］
平成 25 年度までに出版された地質図類のデータ登録を実施した．また，システムの機能向上のため，

以下のシステム更新作業を実施した．
①　第四紀噴火・貫入活動データベース API の機能向上
②　地質文献データベース (GEOLIS) 検索 API を利用した文献検索機能の追加

1.1.7.3　平成26年度の実施内容
1)　基盤GISデータベースの更新・管理

平成 26 年度に基盤 GIS データベースシステムに集約した地球科学図類は，平成 25 年度に産総研
地質調査総合センターから新規に出版された地球科学図類（12 件），構造図（活断層ストリップマッ
プ）シリーズ（14 件），日本炭田図シリーズ（14 件），日本油ガス田シリーズ（13 件）である．具
体的には以下のとおりである．

・1/5 万地質図幅：青森西部 (5. 青森 -22)，早池峰山 (6. 秋田 -24)，八王子 (8. 東京 -62)，今庄およ
び竹波 (10. 金沢 -66,67)，京都東南部 (11. 京都 -40)，新居浜 (13. 高知 -40)，足助 (11. 京都 -34)

・1/20 万海底地質図・表層堆積図：日高舟状海盆 (No.81)，奥尻海盆 (No.82) 
・1/200 万地質編纂図：日本の火山（第 3 版），日本地質図（第 5 版） 
・火山地質図：諏訪之瀬島 (No.17)
・構造図（活断層ストリップマップ）：秋田 (No.1)，後期新生代地質構造図 東京 (No.2)，第四紀地

殻変動図 近畿 (No.3)，伊豆半島活断層図 (No.4)，信越地域活構造図 (No.5)，秋田・山形地域活
構造図 (No.6)，阿寺断層系ストリップマップ (No.7)，中央構造線四国地域活断層ストリップマッ
プ (No.8)，中央構造線近畿地域活断層ストリップマップ (No.9)，柳ヶ瀬−養老断層系ストリップ
マップ (No.10)，糸魚川−静岡構造線活断層系ストリップマップ (No.11)，兵庫県南部地震に伴う
地震断層ストリップマップ ―野島・小倉および灘川地震断層―(No.12)，花折断層ストリップマ
ップ (No.13)，全国主要活断層活動確率地図 (No.14)

・日本炭田図：常磐炭田地質図 (No.1)，北松炭田地質図 (No.2)，留萌炭田大和田地区地質図
(No.3)，常磐炭田泉地域地質図 (No.4)，釧路炭田新縫別地域地質図 (No.5)，石狩炭田空知地区
東芦別区域地質図 (No.6)，釧路炭田北西部地域地質図 (No.7)，雨竜−留萌炭田地域地質図 (No.8)，
佐世保炭田佐世保市南西部地域地質図 (No.9)，新潟県赤谷含炭地地域地質図 (No.10)，石狩炭田
地質図 (No.11)，佐世保炭田西南部地域地質図 (No.12)，天北炭田地質図 (No.13)，天草炭田地質
図 (No.14)

・日本油ガス田図：青山奥 (No.1)，横浜 (No.2)，横須賀 (No.3)，富津−大多喜 (No.4)，五城目南部
(No.5)，三浦半島 (No.6)，魚沼 (No.7)，本宿 (No.8)，七谷 (No.9)，茂原 (No.10)，佐渡 (No.11)，
沖縄本島中−南部 (No.12)，新潟県中部地域 (No.13)
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基盤 GIS データベースへ登録するための地球科学図類のデータ作成および処理は以下のように行
った．

・地質図等の印刷図面類については，大型スキャナを用いて図面を読み取り，解像度 400dpi のラ
スタデータを作成し原図データとした．

・CD-ROM 出版の地質図については，CD-ROM に収録された TIFF 画像を原図データとした．
・緯度経度情報を持つ地質図類については，GIS システム（MicroImages 社 TNTmips）にインポ

ートしジオリファレンス処理を行った上で，平面直交座標系に投影法を変換しリサンプリング処
理を行ったものから GeoTIFF ファイルを作成し，データベースに導入した．

・原図に添付されている説明画像情報（凡例，地質断面図，柱状図，地層区分図，文献情報など）は，
対応する地質図に関連づけした個別のラスタデータとしてデータベースに登録した．

・20 万分の 1 地質図幅および 5 万分の 1 地質図幅の説明書については，全文テキスト検索可能な
テキスト情報を含む PDF ファイルを作成し，データベースに登録した．

これらのデータ整備作業およびシステム管理のため，サーバシステムのセキュリティ管理，電源装
置の維持管理，データストレージの保守などの管理運用作業を実施した．

2)　基盤GISのシステム改良
システムの機能向上および使いやすさの向上のため，以下の項目を実施した．
①　第四紀噴火・貫入活動データベース API の機能向上
②　地質文献データベース (GEOLIS) 検索 API を利用した文献検索機能の追加
1.1.3 章の第四紀火山地質データベースを基に作成された「第四紀噴火・貫入活動データベース」

については，緯度経度範囲を指定したデータ検索機能をもつ API を平成 25 年度に作成した．しかし，
火山までの距離や活動年代によるデータの絞り込み等を行おうとする場合，アプリケーション側にそ
れらの処理を実装する必要があり，API の活用場面が限定されていた．多くのシステム／アプリケー
ションで本データが利用されるためには，アプリケーション側での処理を軽減し，検索・絞り込み等
の処理済みのデータを配信する API に改良する必要がある．このため，API を提供するサーバ側プ
ログラムに火山までの距離および活動年代によるデータの絞り込み機能を実装し，新規の API 機能
として追加した．

この API に関する仕様を表 1.1.7-1 に，リクエスト仕様を表 1.1.7-2 に示す．レスポンスには
JSON 形式を採用し，レスポンスタグは表 1.1.7-3 に示すとおりである．リクエストパラメータの
upperAge, lowerAge の一方もしくは両方を指定することで，活動年代による絞り込み検索を行うこ
とができる．また，リクエストパラメータの Center および Distane を指定することで，中心位置か
ら指定距離内に存在する噴火・貫入活動データを取得することができる．

産総研の整備する地質文献データベース (GEOLIS) の地質文献検索 API が公開されたことに対応
し，基盤 GIS システムに地質文献検索 API を利用した文献検索機能を追加した．これにより，基盤
GIS システムの地図表示画面上で地質情報を表示している際に，表示地域に関する地質文献を確認す
る作業などの利便性を向上させた．

表 1.1.7.2-1　第四紀噴火・貫入活動データベース API のリクエスト仕様．
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表 1.1.7.2-2　第四紀噴火・貫入活動データベース API のリクエストパラメータ仕様．

表 1.1.7.2-3　レスポンスタグ．

【まとめと今後の課題】
活断層位置情報データベースでは，活断層の活動履歴等の活動性評価に重点が置かれた「活断層デ

ータベース」に対し活断層の位置情報を補完するために，文献等に記載された活断層位置情報を扱う
データベースとして作成し，「活断層データベース」に収録された主要活断層帯に対する位置情報を
整備した．また，データベースのデータ公開と利用のための API を作成し，アプリケーションで活
断層位置情報データを利用する機能を実装した．今後は，活断層位置情報を拡充するための文献の追
加と，力学的断層評価に用いられる活断層の走向傾斜・変位などの情報を整備する手法を検討する必
要がある．

地質断層データベースでは，産総研から出版済みの 5 万分の 1 地質図幅および 20 万分の 1 地質図
幅に描画されている地質断層の位置データの取得を完了した．地質断層の走向傾斜・変位の情報を扱
うためのデータ項目をデータベースに追加するとともに，アプリケーションで地質断層データを利用
する API の改良を行った．今後は，力学的断層評価に用いられる地質断層の走向傾斜・変位などの
情報を整備する手法を検討する必要がある．
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第四紀火山地質データベースでは，既往研究の地質レビューにより第四紀火山活動に関するデータ
を集約し，データベース化するとともに，火山岩等の年代測定により第四紀火山活動の確定作業を行
った．また，火口位置や活動時期等の任意の火山情報を基に，Web ブラウザ上で検索可能なデータ
ベースを地質調査総合センターの地質情報データベース（GBANK）で公開した．本データベースは
第四紀に活動したことのある火山に関する有用な情報を与えるものである．現状のデータベースに採
録したデータは一定の品質が保たれているが，個々のデータには当然ながら品質の優劣が存在する．
また，火山体が大規模あるいは広範囲に分布しているものについては年代測定数が不足しているもの
も存在する．そのため，年代測定が実施されていない火山体のみならず，年代測定が実施されている
火山体についても，新規文献の地質レビューや新規年代測定等の研究を今後も着実に進めていく必要
がある． 

大規模マスムーブメントデータベースでは，既往研究のレビューにより重力による移動土塊（岩塊）
量が 1,000 万 m3 を超える巨大崩壊と 100 万 m3 ～ 1,000 万 m3 の準巨大崩壊に関するデータを集約
し，文献データベース化した．大規模なマスムーブメントでは，深度数 100m までに達するクリー
プ面の存在が明らかになっており，高レベル放射性廃棄物の地層処分深度に存在する天然バリアとし
て働く地質体や人工バリアの力学特性や水理特性に有意な影響を与えうると考えられ，甚だしい場合
には廃棄体が直接破損することが懸念されるが，大規模マスムーブメントは日本列島内に普遍的に存
在するわけではなく，特定の地質に集中する傾向がある．大規模マスムーブメントの発生可能性につ
いては，本データベースに採録された情報を基に基本的には検討可能であるが，今後も大規模マスム
ーブメントに関する情報を継続的に更新・管理することが必要である． 

泥火山データベースで，日本・台湾・インドネシアの泥火山に関するデータを集約し，文献データ
ベース化した．また，インターネット上に投稿されている泥火山活動に関連した動画も採録し，日本・
台湾・インドネシアのものについては文献データとリンクさせた．泥火山活動では，異常に高い間隙
水圧を持った泥濘が泥ダイアピルとして地下数キロ（1-3km）から上昇し，深層地下水・ガス・石油
等とともに地表に噴出するため，地表および地下において著しい破壊現象を引き起こすと考えられる
が，泥火山は日本列島内に普遍的に存在するわけではなく，特定の地質に集中する傾向がある．泥火
山の発生可能性については，本データベースに採録された情報を基に基本的には検討可能であるが，
今後も泥火山に関する情報を継続的に更新・管理することが必要である．なお，インターネット上の
泥火山活動関連の動画については，その多くは現在すでに削除されており，泥火山データベースに採
録すべきと考えられるデータについては定期的に検索とダウンロードを行うなど基礎資料を充実させ
ていくことに留意すべきである．

地質環境の長期予測評価手法の整備のためのデータ検討では，我が国における応力場に関する知見
を，推定される応力の空間スケールを軸に，日本全国をカバーする広域的な応力，地方スケールや断
層セグメントスケールでの地域的な応力，1 地点での応力情報として得られる局所的な応力に関する
知見に分けて，収集・整理した．また，広域応力場と局所的な応力場，現在の地震発生場との関係に
ついて検討し，既存応力情報に対して応力間の類似度を尺度としたクラスター解析を用いることで日
本列島の応力場を大きく 5 つに区分できること，この応力区から読み取れる応力の空間不均一性と
地殻熱流量の相関がよいことを示した．応力場の空間スケール・時間スケールについて，海溝型巨大
地震や内陸型地震を例に具体的にスケール・分解能について検討し，応力の時間変化に関する研究の
必要性等の課題を抽出した．応力区と現在の地震発生場との関係について検討し，地殻構造や岩石物
性・熱流量等の空間的不均一性に関する情報を併せて検討する必要を示した．今後の大きな課題とし
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ては，応力逆解析手法の高精度化と応力の絶対値情報の整備が挙げられる．日本全域をカバーする応
力情報 (Seno, 1999; Terakawa and Matsu'ura, 2010) が得られつつあるが，応力の絶対値に関する
情報は少なく，地質関連事象の変動予測を行うためには応力の絶対値も含めた応力情報の整備が今後
必要である．

基盤 GIS は，立地調査段階における安全評価に必要な地質情報を整備することを目的として，公
開されている各種の地形情報・地質情報を収納する GIS データベースとして設計され，また 1.1.1 章
～ 1.1.5 章に記述された各種データベースの基盤システムとしても動作している．基盤 GIS は，ス
タンドアローン環境で各種地質情報が利用できるシステムとなっているため，収納されている地形情
報・地質情報を継続的に更新する必要がある．今後も，基盤 GIS に収納されている情報・データベ
ース等を最新のものに更新・管理するとともに，地質環境を評価する上で有用な情報の集約・連携を
進め，地質情報のよりよい利用環境を整備することが必要である．
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1.2　自然事象に関する不確実性低減のための複数の調査手法の相互補完的運用の検討及び従来手法
を補う調査技術

既存の単一の調査手法では十分でない過去の地質変動に関する調査項目について，従来手法を補う
ことができる既存技術もしくは新規技術を検討するとともに，複数の調査手法の適用によりデータを
補完し，調査結果の不確実性を低減するための手法を検討するため，以下の調査手法について検討する．

1.2.1　地殻変動量予測手法の検討
【実施内容】

平成 25 年度までに，隆起・侵食量予測手法，断層の再活動性予測手法，広域の地殻変動のモデル
化について検討を行ってきた．沿岸地域を対象とした隆起・侵食量の予測手法として堆積相解析と水
槽実験を併用した旧汀線高度認定の精度向上を図り，内陸域を対象とした隆起・侵食量予測手法につ
いては，宇宙線生成核種を用いた侵食速度の定量化について我が国の地質環境への適用性の検討を行
った．また，火山灰中の石英粒子に含まれる流体包有物を用いた火山灰同定法および河川下刻地形を
用いた隆起活動特性について検討を行った．

断層の再活動性予測手法については応力場の異なる複数の地域において古応力場の復元手法，応力
集中現象および断層・構造運動メカニズムに関する事例調査，断層岩の地球化学的検討による活動性
評価，数値実験による応力と断層の時間発展に関する検討を行い，断層の再活動性を総合的に評価す
る手法について検討を行った．

広域の地殻変動のモデル化については，日本列島周辺のプレート運動のモデル化および東北日本あ
るいは西南日本等地域レベルでの地殻変動のモデル化について検討を行った．

平成 26 年度は，侵食速度の時空間分布の予測精度を向上させるため年代指標となる地形又は堆積
物の現地調査および岩石の侵食特性を把握するための試験・分析等を実施するほか，平成 25 年度ま
での検討結果を合わせて地形・地質・気候条件等の環境条件に対応させて隆起・侵食量予測手法の取
りまとめを行う．

断層の再活動性予測手法については，断層破砕物質の分析並びに断層の挙動に関する数値解析およ
び実験等を行い，応力場や断層の再活動性を評価するための知見を取得する．また，平成 25 年度ま
での検討結果と合わせて断層の再活動性に対する応力場・地質構造の影響評価を含め，断層の再活動
性を評価する手法として取りまとめる．

地殻変動のモデル化については，地殻変動量予測の信頼性を確保する上で必要となる日本列島周辺
のプレート運動に係る知見を収集し，プレート運動のモデル化およびプレート運動に起因する地域的
な地殻変動について整理し，平成 25 年度までの検討結果を合わせて広域の地殻変動予測手法として
取りまとめを行う．

1.2.1.1　隆起・侵食量予測手法の検討
侵食速度の時空間分布の予測手法の高精度化および沿岸域における隆起・侵食量の予測手法の高精

度化を行う．具体的には，平成 25 年度までの成果を踏まえ，平成 26 年度は宇宙線生成核種を用い
た侵食速度推定手法について，地殻変動量や隆起量と風化・侵食速度の関係を検討するための試料採
取を実施し，侵食速度・侵食メカニズムの検討を行う．沿岸域を対象とした隆起・侵食量の予測手法
の高精度化については，過去の海面付近に形成された地層の堆積相の解析および堆積年代の決定を複
数の時代で行うことで相対的な海面変動の復元を行う．また，地形・地質・気候条件等の環境条件に
対応した隆起・侵食量予測手法について総合的な取りまとめを行う．以上の成果は，精密調査地区選



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-54

定段階において経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる
際に必要な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1)　宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法の検討
1)-1　平成22～26年度の5年間における各年度の実施内容の概要
［平成23年度］

宇宙線生成核種による地表面侵食速度推定法の予察的な検討を行った．具体的には，北上山地に分
布する千厩花崗岩体を対象に，尾根部の真砂土で形成された露頭において異なる深度で採取した石英
中の宇宙線生成核種濃度 (26Al) を加速器質量分析装置により測定した．分析を行った試料の 26Al/27Al
比は 10-13 のオーダーであり，加速器質量分析装置の検出限界 (10-14) よりも有意に高いことから，侵
食が活発で宇宙線生成核種量が比較的少ないことが懸念される本邦の試料においても，加速器質量分
析装置を用いて十分に測定が可能であることを確認した．核種濃度は，105 (atoms/ Quartz g) 台で
あること，および深度方向に漸減する傾向は，地表面の宇宙線被爆による核種の蓄積，侵食による核
種の損失および宇宙線の深度方向の減衰による核種生成の減少を反映したものと考えられた．

［平成24年度］
平成 23 年度に予察的検討を行った地点において，宇宙線生成核種 (10Be および 26Al) の補完データ

を取得し，北上山地内の他地点（花崗岩体）の尾根部において同様の手法により宇宙線生成核種の深
度分布に基づく侵食速度の推定を行い，任意の地点の長期の侵食速度を宇宙線生成核種の深度分布に
よって推定することが可能であることを確認した．北上山地の事例では，高度および傾斜角と侵食速
度には正の相関関係がある可能性が示唆された .

［平成25年度］
宇宙線生成核種の深度分布による侵食速度推定手法の妥当性を他地域の阿武隈花崗岩地域における

適用例から確認し，侵食速度推定における誤差 (1σ) が 10-30% であることを確認した．これらの検
討から，宇宙線生成核種の深度分布による侵食速度推定手法が，尾根部の侵食プロセスや，時代の異
なる平坦面間の比高の発達速度や年代を評価する際に有用なデータとなることを確認した．

また，これまでの宇宙線生成核種の深度分布による地表面侵食速度推定とは別の手法として，流域
出口に運搬された河川底質堆積物中に含まれる宇宙線生成核種を用いて “ 流域の平均侵食速度 ” を推
定する手法の適用性を検討した．湿潤変動帯に属する本邦では侵食が活発であるため，103-104 年オ
ーダーの平均的な侵食速度を算出可能と考えられる．検討対象地域としては，本邦でも最も多雨地域
とされる屋久島の花崗岩山地を選定した．屋久島地域において推定された侵食速度は，降水量との相
関関係は明瞭ではなく，岩盤の強度に支配されている傾向が確認された．また，侵食前線の位置によ
る侵食速度の差異や，高所ほど侵食速度が小さい傾向など，地形発達段階における侵食プロセスをよ
く反映していることが確認された．

［平成26年度］
土石流堆積物中の残留核種濃度（インヘリタンス）に着目し，過去の特定の期間内の “ 流域の平均

侵食速度 ” の推定手法について阿武隈山地南部（茨城県高萩市）を対象として，検討を行った．その
結果，運搬中の宇宙線照射による核種の獲得，および堆積後の核種の生成が排除できることを満たす
堆積物試料であれば，過去の特定期間内の侵食速度を反映している可能性が示唆された．
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1)-2　河川堆積物を用いた過去の特定の期間における“流域の平均侵食速度”の推定法の検討
(1)　過去の特定の期間における“流域の平均侵食速度”の推定法の検討

平成 23 年度～平成 25 年度までは，宇宙線生成核種の深度分布や川砂中の核種濃度を測定するこ
とで，尾根部や流域斜面の長期的な侵食速度が算出可能であることを確認してきた．これらの手法は，
現時点を基準点として，宇宙線生成核種によって推定可能である期間における平均的な侵食速度を算
出しており，その期間以前の侵食速度については言及できない．過去の侵食に影響を及ぼすと考えら
れる気候変化や地殻変動等と侵食速度との関係をより詳しく検討する上で，侵食速度の時間的変化の
有無の情報は重要となるだろう．平成 26 年度は，河川堆積物中の宇宙線生成核種濃度に着目し，侵
食速度の時間変化を検出するための手法の検討を行った．

(2)　過去の平均侵食速度の推定法
上流域より運搬された土砂や礫には，削剥・運搬される前に宇宙線照射を受け，生成・蓄積した核

種（インヘリタンス ; Cin）が保存されているため，堆積物中の核種濃度は上流域（山地）の侵食速
度を反映していると考えられる．非常にゆっくりとした速度で運搬された場合は，運搬中に照射を
受け，生成した核種が蓄積する (Ctra)．さらに堆積後にも礫が露出し，宇宙線の照射を受けていれば，
その期間に従って核種が蓄積する (Csed) ことになる．したがって，河川堆積物に含まれる核種 (Ctotal) は，

Ctotal=Cin+Ctra+Csed 式 1.2.1.1-1
で表わされる．
半減期を持つ核種（本検討では 10Be を用いる）は，埋没後，放射壊変によって核種が減少する．

堆積物中に含まれる宇宙線生成核種に Cin のみが寄与していると仮定できる場合，埋没期間の核種減
少量を考慮すると，堆積物中の核種濃度 (Cin(t)) は，

 式 1.2.1.1.-2

となる (Schaller et al., 2002). ここで E (cm/yr) は侵食速度，PNuc(0), Pμstop(0) Pμfast(0) はそれぞれ
試料採取地より上流域の平均高度における中性子，およびミューオンの寄与による生成率 (atoms/g 
Quartz/ yr) である．ai,j,k および bi,j,k (g/cm2) はそれぞれの深度に依存した核種生成率のスケーリング
定数 (Schaller et al., 2002) である．ρ (g/cm3) は堆積物の密度，λ (yr-1) は壊変定数である．

(3)　検討対象地域の地形・地質およびコア記載
本検討では，Cin のみの寄与を調べる必要があることから，上流から運搬される堆積物のうち，運

搬中の照射による核種蓄積量がほぼ無い (Ctra=0) と考えられ，堆積後の核種生成が無視できる
(Csed=0) 対象が望ましい．本検討を行う上で好適と考えられる試料の条件は以下のようになる．

・堆積前の運搬時間が短い（ある時期に一度に運搬されたもの）　→　例えば土石流堆積物
・堆積後の宇宙線貫入の影響がない　→　堆積物直上に厚さ 2m 以上の層が十分に短い時間に被覆

 している
・堆積した年代情報がある，あるいは制約ができる　→　被覆部に鍵層や植物片がある
以上の条件を満たす試料として，土石流堆積物に着目し，対象となる堆積物の上に厚さ 2m 以上の

被覆があり，かつ被覆層の中に火山灰や植物片等の堆積時期を制約できる試料を有するものを選定し
た．
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検討対象地域として，阿武隈山地南部地域（茨城県高萩市）を選定した．当地域は阿武隈花崗岩類
からなる山地の末端部で，東方の太平洋に向けて，花崗岩起源の堆積物が流入している地域である．
当地域には砂礫質堆積物からなる数段の堆積面が分布している ( 磯部，1991)．本検討では，関根前
川および関根川流域に分布する堆積面 (L1 面，M2 面 ) を対象として検討を実施した（図 1.2.1.1-1）．

図 1.2.1.1-1　対象地域（茨城県高萩市）の地質および地形．

赤丸はボーリング掘削（試料採取）地点．（L1; 北緯36度44分11.5秒，東経140度40分19.7秒：M2; 北緯36度45分13.8秒，

東経140度40分26.2秒）(A)試料採取地周辺の地質図．黄色；古第三紀堆積岩類，黄緑色；中位段丘堆積物(産業技術総合研

究所地質調査総合センター，2014)．(B) 試料採取地周辺の地形図（5万分の1「高萩」）(国土地理院，2003)．(C)採取地点

の詳細な地形図（2万5千分の1「高萩」および「磯原」）(国土地理院，2000a, b)．

・L1面
L1 面（標高 76 m）は関根前川の河川沿いに分布する段丘堆積面で，磯部 (1991) に基づくと低位

段丘面に分類される．平坦な堆積面をボーリング地点として選定（図 1.2.1.1-1）し，コア掘削（コア径；
7 cm）を行った．

コアの地質状況（図 1.2.1.1-2）は，深度 0.00-0.78 m は草木混じりの腐食土からなる．深度
0.78-1.00 m は，風化火山灰層で，中粒砂を少量含むシルトからなる．深度 1.00-3.00 m は淘汰の
悪い中～粗粒砂を主体とし，シルトも混在する．深度 1.85-2.00 m は腐食土が狭在している．深度
1.985 m および 2.295 m において木片が確認され，14C 年代測定により 960 +/- 15 (yr B.P.) およ
び 1,050 +/- 15 (yr B.P.) の年代値が得られている．深度 3.00-4.54 m は粗粒砂を主体とした最大
径 5 cm 以下の花崗岩の亜角礫を多く含む．深度 4.54-12.23 m は，砂礫層からなり，上部（深度
10.90 m まで）は平均径 5-15 cm の花崗岩を主体とする亜角礫からなる．礫率は 30-40 % で，基質
部は粗粒砂からなる．下部（深度 10.90 以深）は平均径 1 cm，最大径 15 cm の花崗岩を主体とす
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る亜角礫からなる．礫率は 10-20 % であり，基質部は粗粒砂からなる．深度 12.23 m 以深は花崗閃
緑岩からなる．長石は風化し白濁した状態である．深度 3.00 m 以深に亜角礫が多く観察されること
から，深度 3-12.23 部分は土石流堆積物と考えられる．また，火山灰に覆われていないこと，さら
に土石流堆積物よりも上部には 960 +/- 15 (yr B.P.) および 1,050 +/- 15 (yr B.P.) の木片が存在する
ことから，土石流堆積物は完新世のものと考えられる．

・M2面
M2 面は（標高 127 m），L1 面を 2 km ほど北上した地点にあり，関根川沿いに分布している．L1

面と同様に，平坦な堆積面をボーリング地点として選定（図 1.2.1.1-1）し，コア掘削（コア径；7 
cm）を行った．

コアの地質状況（図 1.2.1.1-2）は，深度 0.00-0.46 m は草木混じりの腐食土からなる．深度
0.46-5.57 ｍは風化火山灰層からなる．シルトを主体とし，中～粗粒砂を少量含む．深度 3.125 m には，
約 22 万年前に噴火した Ij-MO 火山灰層（山元，2007）が観察される．深度 5.57-11.14 m は段丘堆
積層からなる．上部（深度 8.54 m まで）はラミナ層であり，中～粗粒砂を主体とし，シルトを少量
含んでいる．下部（深度 8.54 m 以深）は，平均径 5-10 cm，最大径 30 cm の花崗岩を主体とする
亜円～亜角礫からなる．礫率は 30 % 程度で，基質部は粗粒砂からなる．深度 11.14 m 以深は花崗
閃緑岩からなる．段丘堆積層のうち亜円～亜角礫が観察される 8.54 m 以深は土石流堆積物と考えら
れる．また堆積物層より上部に約 22 万年前の火山灰が確認できることから，少なくとも 22 万年よ
り前に土石流堆積物が形成されたと考えられる．
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図 1.2.1.1-2　対象としたボーリングコア試料の柱状図．

(4)　分析方法
土石流堆積物と認定された深度から宇宙線生成核種測定用試料を採取した（表 1.2.1.1-1，図

1.2.1.1-2）．採取した試料は，花崗岩礫が主体であるが，宇宙線生成核種を測定するための十分な量
の石英を回収するため，同じ深度の基質部の砂も採取し，同一試料とした．

サンプリング試料（L1; 4 試料，M2; 3 試料）から粒径 0.5-1 mm の試料を回収し，フッ酸／
硝酸の混酸を用いて，高温（95 度）条件下で超音波洗浄処理により石英を精製した (Kohl and 
Nishiizumi, 1992)．石英以外の鉱物が完全に除去されるまで，混酸（1％）によるエッチングを繰
り返した（通常 3-5 回）．精製した石英試料 (30-50 g) を酸分解後，陽イオン交換により Be を溶離し，
酸化固体とし，加速器分析装置へ導入する試料とした．加速器質量分析装置によって一試料につき 1
時間の同位体比 (10Be/9Be) 測定を行い，10Be の濃度を算出した（表 1.2.1.1-2）．同位体比分析は日本
原子力研究開発機構東濃地科学センターで実施した．使用した加速器での標準試料による測定誤差は
概ね 1-3％であり，測定装置の時間変化による変動は小さく，装置に帰属する誤差の影響は試料の同
位体比測定結果の評価に影響を与えていない．
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(5)　分析結果および考察
試料採取深度と 10Be 濃度の関係を図 1.2.1.1-3 に示す．L1 は 2-3×104 (atoms/g Quartz) の範囲内

の 10Be 濃度を持ち，浅部の試料 (L1-11,15,19) の濃度とそれらよりも 5 m 以上深部の試料 (L1-73)
の濃度には差が見られず，同程度の濃度を持っている．堆積後に照射を受けていた場合は，浅部ほど
濃度が高く，宇宙線強度が深部へ向かって減衰するため，深部ほど濃度が指数関数的に低くなるが，
結果はそのような傾向を示していない．そのため堆積後の照射で核種を獲得した可能性はないと考え
られる．また，土石流による堆積物の運搬は極めて短い間であったと考えられることから，運搬中に
獲得した核種はぼほ無いと考えられる．したがって，試料がもつ核種は，土石流堆積物として運搬さ
れる前に，山地斜面で獲得した核種（Cin; インヘリタンス）のみと考えられる．M2 も L1 と同様に
深度による核種の差は明瞭に見られない．M2 は 1-2×104 (atoms/g Quartz) の範囲内に濃度の分布
を有している．M2 についても，深部に向かって核種濃度が指数関数的に減少するような傾向が見ら
れないことから，保持する核種は，山地で獲得したもののみであると考えられる．

L1,M2 ともに Cin のみの寄与であると考えられるため，式 1.2.1.1-2 を用いて，侵食速度の算出を
試みた．運搬中に堆積物は混合されていると思われ，堆積物中の各試料の深度の関係は，もとの山地
にあった時の深度の関係とは一致しないと考えられるので，各深度での核種濃度の平均値を代表値と
した．各深度の核種濃度のばらつきを考慮すると，代表値 ( 表 1.2.1.1-1 の Average_L1, Average_
M2) の誤差は，L1 では 15%，M2 では 28% となる（図 1.2.1.1-3 の灰色部分）．算出の際の核種濃度は，
それぞれの代表値を用いた．

式 1.2.1.1-2 により算出した平均侵食速度は，L1 では 0.015 ± 0.0023 (cm/yr)，M2 では 0.023 
± 0.0064 (cm/yr) となった．これらの値は，宇宙線生成核種によって阿武隈山地の他の地域で算出
されている値 (Nakamura et al., 2014; 松四ほか，2014) と同程度であった．用いた堆積物の形成時
期から対象となる期間（十万年オーダー）内に，阿武隈地域において，大規模な地殻変動等の環境変
化があったとは考えられておらず，平均侵食速度がオーダーとして増大したという可能性も低い．し
たがって本検討で示した平均侵食速度は，特定の期間（後述）の過去の平均侵食速度を反映している
と考えても，妥当である．

L1 面は，土石流堆積物を覆う層から産出した木片から少なくとも 1,000 年前には形成されている
こと，また本地域で確認される鹿沼軽石層（約 32,000 年前に噴出）も確認されないこと，さらに
基盤岩に土石流堆積物が接していることから，L1 の土石流堆積物は 1,000 年前以前の山地斜面の平
均侵食速度の指標と考えることができる．一方，M2 面は，約 22 万年前に噴出した Ij-MO 火山灰を，
土石流堆積物を覆う層中に確認できることから，M2 の土石流堆積物は少なくとも 22 万年前には形
成されていたと考えられる．したがって，M2 の土石流堆積物は 22 万年前以前の平均侵食速度を反
映していると考えられる．

L1 と M2 間では，平均侵食速度に有意な差は見られなかった．したがって，当検討地域は，1,000
年前以前と 22 万年前以前とで，平均侵食速度のオーダーとしてほぼ一定であったことが示唆される．

今回の検討では，土石流が発生した正確な時期は特定できなかったため，侵食速度を計算する際の
埋没期間 (t) を，それぞれの試料で年代指標となっている木片および火山灰（Ij-MO）から 1,050 年，
22 万年と設定した．実際には，土石流堆積物が生じた時期は，これらの示す年代よりも古い時期と
考えられる．埋没期間中（不確定期間）の核種の減少の影響を考慮すると，平均侵食速度は産出した
値よりも小さくなる可能性がある．
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表 1.2.1.1-1　10Be 濃度データ．

誤差は加速器質量分析装置による測定誤差 (1 σ ) を示す．

図 1.2.1.1-3　10Be 濃度の深度分布．

誤差は加速器質量分析装置による測定誤差 (1 σ ) を示す．灰色部分は，代表値 (Average_L1, M2) の濃度範囲 (1 σ ) を示す．

1)-3　宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法に関する総合的な検討
侵食速度の時空間分布の予測手法の高精度化にむけて，宇宙線生成核種を用いた地表面の侵食速度

の推定法について適用性，特に長期の侵食速度の推定に適した比較的半減期の長い核種 (10Be や 26Al)
を対象として検討を実施してきた．これまでの本邦における宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定に
関する適用事例（表 1.2.1.1-2）から，本手法の適用が可能とほぼ確認され，実用的に運用が可能と
考えられる地質・地形環境，試料採取法等についてまとめる．
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表 1.2.1.1-2　本邦での適用事例．

対象核種は，いずれも石英中の 10Be または 26Al である．

(1)　花崗岩地域など石英を多く含む地質体における適用
長期の侵食速度の推定には，宇宙線生成核種のうち，比較的長い半減期を持つ 10Be や 26Al の適用

が期待できる．対象とする試料中のこれらの核種濃度から侵食速度を算出する際には，核種の年間の
生成率の値が必要なため，10Be や 26Al の生成率 (atoms/g Quartz/yr) が比較的知られている石英を
対象にすることが一般的である (Gosse and Phillips, 2001)．湿潤変動帯に属する本邦では侵食速度
が大きいことが予想され，侵食・削剥される石英粒子中の宇宙線生成核種の蓄積量が少ないと考えら
れるために，核種の測定に供する石英粒子の十分な量の確保が必要となる．これまでの検討から，粒
径 0.25-1 mm 程度の石英粒子を 30-60 g 回収すると，加速器質量分析装置による測定において 10-
20 % 程度の測定誤差で質量分析が可能である．比較的多量の石英が測定に必要とされるため，対象
とする地質環境は石英を多く含む地質体が好適である．これまでの本邦での適用事例のほとんどは花
崗岩地域のものであり（表 1.2.1.1-2），花崗岩地域においては概ね宇宙線生成核種を用いた侵食速度
推定手法の適用が可能であると考えられる．

尾根部など，外部からの堆積物等の供給がなく，定常的な侵食が継続されているような箇所では，
地表面の侵食速度を核種濃度の深度分布から 10-30 % の誤差 (1σ) を持つ精度で算出することが可能
である (Nakamura et al., 2014; Mahara et al., 2010; Matsushi et al., 2006; Shiroya et al., 2010)．
深度方向の試料採取は，深度の誤差を約 10 cm 程度と仮定し，宇宙線の地中への減衰による核種の
減少変化が大きい地表面から約 2 m の範囲内で複数箇所行う．また対象とする石英試料は，石英精
製時の酸による化学処理の関係から粒径 0.25mm 以上であることを確認する．

流域内の斜面の平均的な侵食速度を求める際は，流域の出口において高所から運搬されてきた川砂
試料を採取する．湿潤変動帯に属する本邦では侵食速度が大きいことが想定され，103-104 年オーダ
ーの流域の平均的な侵食速度が算出可能である (Matsushi and Matsuzaki, 2010; 松四ほか，2014)．
典型的な花崗岩地帯であれば，約 1kg の試料を採取すれば，測定試料として十分な量の石英を回収
可能である．複数の集水域の侵食速度を比較する場合は，粒径による運搬課程の違いを取り除くため
採取試料の粒径を統一させる必要があり，一般的には採取対象として 0.25-2 mm の粒子が用いられ
ている．また，流域出口付近に長期間堆積した堆積物は，その場での宇宙線照射による核種の生成・
蓄積量も反映してしまう可能性がある．それを防ぐため，最近の増水時に運搬されたような場所から
試料を採取する必要がある．また流域内に人工改変を受けた場所やダム等がある場合は，長期の侵食
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速度の推定に影響が出る場合があるため，それらのことも考慮する必要がある．

(2)　宇宙線の貫入を妨害する被覆物が存在しない地形面に対する適用
過去に形成された河床面の岩盤が現在露出しているような場所（侵食段丘面）では，その岩盤の露

出年代すなわち離水年代を求めることで，現河床との比高から河川の下刻速度を求めることが可能で
あり，離水年代として 103-104 年オーダーの地形面に適用可能である ( 若狭ほか，2008；渡壁ほか，
2014)．露出年代は地形面の表面に蓄積した核種濃度から算出したものであり，宇宙線の照射による
核種の生成は地表面から深部に向けて指数関数的に減少することを考慮して，試料は表面部分（深度
約 3 cm 内）で採取する．離水後の地表面の風化・侵食が数 cm 程度の場合は，核種の生成・蓄積量
は地表部よりも数 % 程度の減少であるが，風化・侵食の程度が著しい場合は核種の損失も考慮に入
れる必要がある．その場合，風化・侵食の程度を現河床付近の侵食量等で別途評価する必要がある．

侵食段丘面（岩盤）だけでなく，河床礫を基に離水年代を推定する方法も報告されている ( 松四ほか，
2012)．この方法は，離水以前に生成した核種が礫に残されていないこと，転石等ではなく離水時か
ら採取地点にあったことが保証出来る礫であること等の確認が必要である．人や動物等の往来が頻繁
な環境では，これらのことを十分考慮する必要がある．

山体の変形を線状凹地の側壁の露出年代から算出した事例も報告されている ( 西井・松四，2012)．
この方法は，原理的に断層崖にも適用できるが，断層崖の露出面に核種の蓄積を妨害する火山灰やレ
ス等の被覆がなく，露出面の侵食が無視できるような場所であること等が条件となる．西井・松四 
(2012) は，飛騨山脈の高地（数千 m）における高さ数 m の断崖を対象としているため，核種の蓄
積量が高く，103 年スケールの露出イベントを捉えることに成功しているが，平野部等の標高が低く，
変位量（比高）も明瞭でないような場所では，核種の生成・蓄積量の有意な差は検出できない可能性
が高い．また，十分な深度（地表面から数 m 以深）に位置していた試料が断層や崩壊等により露出
した場合は，その露出年代（すなわち断層崖形成年代や崩壊年代）を検出できる可能性が高いが，わ
ずかな地表面の変形により形成された断層崖等では，それらが形成される前に生成・蓄積した核種が
含まれている可能性もあり，それによる不確定性も考慮に入れる必要が生じる．

(3)　宇宙線の貫入を妨害する被覆物が存在する地形面への適用
被覆層による宇宙線強度の減衰により，被覆層より下位の試料中での核種の生成が停止する場合は，

平成 26 年度に検討した土石流堆積物のように，対象とする流域斜面の過去の平均的な侵食速度を推
定できる可能性がある．被覆層の形成年代が他の年代指標により制約できれば，被覆層よりも下位の
堆積物の過去のある時期における平均的な侵食速度の推定に用いることが期待できる．この場合，堆
積物が堆積した時期と他の年代指標とに年代ギャップがある場合はそれによって不確定性が増すこと
を考慮しなければならない．

(4)　宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法の適用性
これらの事例研究から，宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法の適用性が確認された本邦の地

質・地形環境は，以下の通りである．
①　測定試料に関する技術的制約
→　花崗岩地域など石英を多く含む地質体
②　露出年代を用いる場合の地形・地質学的制約
→　宇宙線の貫入を妨害する被覆物が地形面上に存在しないこと
→　地形面の露出をもたらした地質イベント前後の地表面変位が大きく，その時の地形面が良好に

保存されていること
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③　過去の特定期間の侵食速度を堆積物から推定する場合
→　上流からの試料の運搬中に核種の生成がないと仮定できること
→　被覆層に十分な厚みがあり，堆積後の核種生成を考慮する必要がないこと
→　被覆層の形成年代を制約できる年代マーカー（火山灰，木片等）があること
このような地形・地質環境のもと，尾根部の侵食速度の算出には核種濃度の深度分布を，山地斜面

の平均的な侵食速度の算出には流域出口に運搬された土砂中の核種濃度を対象として，宇宙線生成核
種を用いた侵食速度推定手法が適用されている．また，対象地形面の露出年代に着目し，離水時期や
地形変動時期を特定し，異なる地形面間の形成速度（下刻速度や地表面変形速度）を求めることが可
能である．さらに，堆積物中の残留核種濃度に着目して過去の侵食速度を推定する方法も，火山灰等
が堆積物上に厚く被覆しているような状況の多い本邦においては，その適用が大いに期待できる．

(5)　適用性の拡大に向けた今後の課題
a)　堆積岩・火山岩を対象とした検討

石英を多く含む花崗岩類は宇宙線生成核種の 10Be や 26Al を定量することに適しているが，本邦に
は堆積岩地域・火山岩地域等も多く分布しており，鉱物として石英を含んでいても含有量が少ない場
合や粒径が小さい場合（0.25 mm 未満）などがある．そのような地質環境に対する宇宙線生成核種
を用いた侵食速度推定手法の適用性については未だ検討されていない．また，石英が細粒の場合は，
石英精製の際の酸濃度の調整など，既存の石英精製法の改良が必要である．石英回収量が少ない場合
は測定誤差を増大させる原因になり得るため，十分な量（30 g 以上）の石英粒子を確保する必要が
ある．そのためには，大量の試料の処理が必要となる可能性が高く，実際に多地点でのデータ取得が
必要となった場合は，試料処理の問題を踏まえた実施計画が必要となる．一方，これらの岩石に対す
る石英回収率向上のための前処理方法の改良も課題となる．

b)　苦鉄質岩等を対象とした検討，分析対象とする核種の拡大および測定技術の開発
石英を殆ど含まない苦鉄質岩等を対象とした宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法の適用性

に関しても，今後何らかの検討を進める必要がある．具体的には，10Be や 26Al 以外の半減期の長い
核種（36Cl），または半減期を持たない核種の利用（例えば 3He や 21Ne）の検討を進めることである．
3He や 21Ne はカンラン石や輝石中で生成されることが知られており，苦鉄質岩を対象とした乾燥地
域での適用事例が報告されている (Evenstar et al., 2009)．しかしながら，本邦での適用事例は皆無で，
その適用の可否さえも不明瞭である．また，実質面での問題点として，国内においては宇宙線照射に
よって生成される極微量の 3He や 21Ne をルーチンで測定可能な施設が現在存在していない点が挙げ
られる．3He や 21Ne の測定については，測定可能な装置の整備が，まずは必要となろう．

この他，磁鉄鉱中に生成する 10Be の利用も海外では検討され始めている (Granger et al., 2014)．
しかしながら，測定に供する磁鉄鉱の量は，現段階で数 10g は必要であり，その回収方法など，実
際に適用する際には前処理方法などの作業内容の検討も必要となる．
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2)　沿岸域を対象とした隆起・侵食量予測手法の高精度化の検討
2)-1　平成22年度～26年度の5年間における年度毎の実施内容の概要
［平成22年度］

海成段丘面高度と旧汀線高度の差を把握するため，青森県下北半島において旧汀線指標である旧汀
線アングルと海成段丘面の高度差を検討し，2 ～ 7 ｍ程度の差があること，尻屋崎－大畑断面におけ
る MIS5e の旧汀線高度の解析結果は既報を再検討する必要を示し，尻屋崎沖に分布する大陸棚外縁
断層の活動性評価に影響する可能性があることを示した．また，造波水槽実験による海水準変動に対
応する堆積相解析手法の予察的検討を行い，古生物生息痕等を用いた旧汀線指標の利活用に関する注
意点をレビューした．流体包有物組成等を用いたクリプトテフラ同定手法を用いて，四国南東部にお
いてこれまで検出されていなかった広域テフラを検出した．
［平成23年度］

造波水槽実験により海水準変動に対応する堆積相解析手法について検討し，上部外浜相－下部外浜
相は相対的海水準だけでなく，波浪条件や海底地形の影響を受ける可能性を示した．また，海食崖に
おける水平侵食速度の予測のため既存文献のレビューを行い，海食崖強度・波浪強度などのパラメー
タ，海食崖侵食の観測例，海食崖侵食速度予測モデルについて取りまとめを行った．

［平成24年度］
造波水槽実験による相対的海水準変動と浅海堆積層の関係の検討を行い，前浜相－上部外浜相境界

は相対的海水準に対応していたが，上部外浜相－下部外浜相は相対的海水準に対応していないことを
示し，前浜相－上部外浜相境界を相対的海水準の高度指標として選定することが適切であることを示
した．岩石海岸の沿岸侵食に関する数値シミュレーションの結果，現在は沿岸侵食速度が減少した状
況であることが示唆され，最近数 10 年～ 100 年程度の観測結果に基づく沿岸侵食速度が，長期的に
見た場合に過小評価になる可能性を指摘した．また，より長期的な岩石海岸の沿岸侵食による地形発
達モデルについて検討し，波食台発達モデルの検討が必要であることを示した．このほか，沿岸域か
ら内陸部までの河川下刻地形を用いた隆起傾向評価手法について予察的検討を行った．

［平成25年度］
堆積相解析・VRS-GPS 測量・ルミネッセンス年代測定を組み合わせた沿岸域における隆起速度予

測手法の適用可能性を検討するため，海成段丘がよく発達している青森県上北平野を対象に予察的調
査・実験を行った．予察調査の結果，堆積相に対する海面指標の認定が概ね可能であること，海成層
の上位に風成堆積物が厚く累積し段丘面高度と海面指標高度との間のギャップが大きく段丘面高度を
用いた隆起量・隆起速度の推定に問題があることが明らかになった．年代測定では，MIS5e と MIS9
に対比される 2 つの段丘面の構成層を判別できた．また，波食棚をもつ岩石海岸の沿岸侵食速度の
定量評価に向けた検討を行った．

［平成26年度］
青森県上北平野で MIS5e，MIS7，MIS9 に対比される段丘面の構成層について堆積相解析を行い，

採取試料のルミネッセンス年代測定を行った．堆積相解析では，浅海～陸上の多様な堆積相を認定で
きたが，複数の海進の痕跡が見出され，間氷期に加えてそれよりもやや海面が低い亜間氷期の海面高
度を考慮する必要性があることが明らかになった．ルミネッセンス年代測定では，実験手法の再検討
によりフェーディング現象のない安定した信号を得ることに成功したが，MIS5e および MIS9 に対
比される段丘の構成層のルミネッセンス年代が最大で 20% 程度若くなった．また，MIS7 に対比さ
れる段丘の構成層は，MIS9 の構成層と同程度の年代となり，段丘面の対比の一部にずれがある可能
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性が示唆された．MIS5e，7，9 に対比される段丘構成層から見積もられる隆起速度は一貫して 0.16
ｍ /kyr で，時間的な変化はほとんどないことが明らかになった．

2)-2　沿岸域を対象とした隆起・侵食量予測手法について
沿岸域の 10 万年スケールでの長期的な評価には，地殻隆起速度の適切な評価と予測が必要である．

本課題では，従来の更新世海成段丘面の対比に基づく地殻隆起傾向評価の問題点を見直し，その改善
策として，海成段丘堆積物の堆積相解析とルミネッセンス年代測定を組み合わせた研究手法を構築し，
この手法を海成段丘群に適用してその有効性について検討する．平成 26 年度は，前年度に引き続き，
上北平野において MIS5e，7，9 に対比されている段丘構成層において堆積相の詳細な記載と解析を
行い，またルミネッセンス年代測定手法の適用と改善に取り組んだ．

(1)　海成段丘による隆起速度評価：従来の方法
10 万年におよぶ長期において過去の隆起速度を評価するには，地質・地形記録を解読することが

必要であるが，従来の手法には改善されるべき問題点がある．従来主に活用されてきた手法は，海成
段丘の分布に基づいている．現在の沖積平野に見られる海面付近の平坦面は，長期間の隆起を経ると
海面よりも高い位置に持ち上がり段丘化する．最近数十万年間の氷期 - 間氷期の気候変動サイクルに
おいて，海面は上昇と下降を繰り返して来たが，現在は後氷期の高海面期である．同様の高海面期は，
間氷期と呼ばれる約 12.5 万年前（Marine Isotope Stage: MIS 5e），24 万年前（MIS 7），34 万年
前（MIS 9），42 万年前（MIS 11）にも存在したことが知られている（図 1.2.1.1-4；Waelbroek et 

al., 2002）．そうした高海面期に形成された沿岸低地面が，現在海岸沿岸域の海成段丘面として保存
されている（図 1.2.1.1-5）．過去の高海面期の海面高度が現在と同じであると仮定すると，この海成
段丘面の現在の海面からの標高が，段丘面形成時からの隆起の総量と考えられる．さらに，隆起量を
期間で割ることにより，隆起速度も求められる．

図 1.2.1.1-4　過去 45 万年間の海水準変動（Waelbroek et al., 2002）．約 10 万年周期の間氷期に海成段丘が形成される．

(2)　従来の海成段丘評価の問題点
従来の海成段丘評価には，①段丘面の対比と広域火山灰による年代決定，②段丘面の高度による過

去の基準面（海水面）の設定の 2 つの大きな問題点がある．
まず，後期更新世の段丘の年代決定は，広域で対比可能な火山灰の分布に基づいてきた（図

1.2.1.1-6；小池・町田編，2001）．これは露頭単位での火山灰層の保存に強く依存する方法である．
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また，火山灰による年代決定が確実に適用できるのは，関東地方以外では MIS 5e の面のみである（図
1.2.1.1-7）．年代的根拠が乏しい古い段丘面については，やや主観的な方法で認定されてきた．例え
ば，MIS 5e の面からほぼ等間隔で高度を上げながら分布する 2 面の段丘面があったとすると，その
分布高度を根拠に MIS 7，MIS 9 の段丘面が認定される．これは結果的には正しい可能性があるもの
の，定常的な隆起速度を仮定して認定した段丘を根拠にして，隆起速度の評価を行うのは循環論理と
なる．

次に，段丘面の高度による過去の基準面（海水面）の設定であるが，海成段丘面の高度はその地形
面の地下に存在する海成堆積物の上に河川堆積物や風成堆積物，火山灰などが累積した高度であり，
正確には，形成当時の海面高度を表しているわけではない（図 1.2.1.1-8）．仮に段丘面の高度を過去
の海面高度とした場合，隆起量を過大に見積もることになる．これは地下深部の侵食可能性の評価と
しては安全側に立ったものではあるが，複数の段丘面に基づいたより長期的な侵食速度とその変動を
評価する場合，取り除くことが望ましい不確定要素である．

 
図 1.2.1.1-5　日本列島における最終間氷期（MIS5e，12.5 万年前）の海成段丘高度の分布（Okuno et al., 2014）．
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図 1.2.1.1-6　火山灰層による段丘年代決定の 1 例（青森県三沢市周辺）（小池・町田編，2001）．

 

図 1.2.1.1-7　過去数十万年間に堆積した火山灰の分布（小池・町田編，2001）．
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図 1.2.1.1-8　海岸段丘地形による隆起量評価の模式図．

地層中の海面指標ではなく，段丘面を海面指標とすると，隆起量の過大評価となる．

(3)　海成段丘の堆積相とルミネッセンス年代
段丘面の対比と広域火山灰による年代決定，段丘面の高度による過去の基準面（海面）の設定の 2

つの問題点は，ルミネッセンス年代測定による段丘構成層の直接年代，堆積相解析による過去の海面
指標の認定と標高の測量で置き換えることにより，改善することが可能である．

ルミネッセンス年代測定は鉱物粒子から発せられる微弱な光（ルミネッセンス）の強度に基づく手
法であり，放射性炭素年代の測定限界である 5 万年前～ 50 万年前の堆積物に対して普遍的に用いる
ことができる唯一の絶対年代測定法である．ルミネッセンスが発せられる原因は，結晶格子中の電子
が自然放射線を受けることで電離して，不対電子となり蓄積された後，光や熱の刺激による励起で再
結合されることによる．放射線の総蓄積量は，時間とともに増加するために，埋積時間とともにルミ
ネセンス強度も大きくなる．試料から発せられるルミネッセンス強度から放射線の蓄積量を求め，ま
た，化学分析などから単位時間あたりの線量率を求めて蓄積量を割ることにより，埋積時間の長さ＝
ルミネッセンス年代を決定する．ルミネッセンス年代には，石英粒子と長石粒子を用いる方法があ
り，それぞれに長所と短所がある． 2000 年の分析法確立（Murray and Wintle, 2000）以来，石英
がルミネッセンス年代測定の主力であった．しかし，石英は不対電子の蓄積が安定しているものの，
その蓄積の容量に問題があり，10 万年前以前の古い堆積物の年代測定には不適切である．一方の長
石は不対電子蓄積の容量が大きいものの，アノーマラス・フェーディングと呼ばれるトンネル効果
により不対電子の蓄積が安定しない現象の問題があった．最近，実験条件の改善（Thomsen et al., 
2008）により長石から安定した信号が得られる手法（pIRIR 法）が発展してきた．pIRIR 法の適用
により，10 万年前以前の古い段丘堆積物の年代測定が可能になってきている（例えば，Buylaert et 

al., 2012；Thiel et al., 2012）．
日本列島の海成段丘における堆積相解析は 1980 ～ 1990 年代に盛んに行われ（例えば，

Murakoshi and Masuda, 1992；Ito and O’Hara, 1994；Shirai and Tada, 2000），特に目新しい
手法ではないが，これまで隆起評価に積極的には応用されてこなかった．上記のように最近有力にな
ってきたルミネッセンス年代測定との組み合わせにより，MIS 7 および MIS 9 の海成段丘堆積物へ
の適用においてその有効性が発揮されていくと考えられる．日本列島の隆起域の大半は太平洋など外
洋に面した地域である（図 1.2.1.1-5）．潮の干満の差が小さい日本の海岸において潮汐の堆積作用は
目立たず外洋域では専ら波浪の作用が卓越する．こうした波浪卓越型の海岸域に形成される地層には
海面の指標になる堆積構造が発達する．海成段丘面地下の堆積物においてこうした海面指標を認定し，
さらにその高度を VRS 方式の GPS（渡辺・七山，2010）により ± 4 cm の精度で測量することによ
り，過去の高海面期の高度を ± 1 ｍ以内の誤差で求めることができる．
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2)-3　青森県上北平野における隆起・侵食量予測手法の検討
(1)　研究地域とデータ採取地点

八戸市の北約 40km の海岸に沿って発達する最大幅 25km の上北平野は，海洋酸素同位体ステー
ジ（MIS）9 以降の海成段丘が発達し，東北日本では最大級の段丘平野である（図 1.2.1.1-9；宮内，
1985；Miyauchi，1987；桑原，2004）．海成段丘は，高位より，高位面，七百面，天狗岱面，高館
面，根城面，柴山面と分類される．このうち，七百面は MIS9 に，Toya・Aso-4 の分布から高館面
は MIS5e に，根城面は MIS5c にそれぞれ対比され（小池ほか，2005），七百面と高館面のほぼ中間
的な高度を持つ天狗岱面は，MIS7 に対比される．上北平野の海成段丘では従来，主に段丘面対比や
火山灰層序による研究が行われてきたが（宮内，1985；Miyauchi，1987；桑原・山崎，2001；桑原，
2004），横山ほか（2004）は高館面の構成堆積物について予察的な堆積相解析を行い，小河原湖よ
り海側が前浜～外浜の外洋，小川原湖より陸側がエスチュアリー～潮汐三角州の閉鎖的な海域で形成
されたことを明らかにした．一方で，天狗岱面や七百面の古い段丘の堆積相については研究例がない．

本課題で詳細な露頭調査を行ったのは，七百（七百面構成層），保戸沢（天狗岱面構成層），根井沼
1・2（高館面構成層），の 4 地点である．これらの露頭において堆積相の記載から堆積環境を推定し，
当時の海面指標を認定した．このうち七百と根井沼 1 の露頭においては前年度に簡易柱状図を作成
したが，以下では今年度に行った詳細な調査に基づくデータをまとめる．ルミネッセンス年代測定試
料は，海成層およびそれを覆う陸成層の双方から採取した．また，海成層上限を含む地層境界面の標
高を VRS-RTK 方式の GPS で測定した．露頭の傾斜などのために GPS 測定ができない部分は，レー
ザー測距器と折り尺による測定を組み合わせることで標高を決定した．
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図 1.2.1.1-9　青森県南東部，上北平野の更新世海岸段丘分布図．試料採取地点の位置を示す．宮内（1985）を改変．

(2)　堆積相
七百の露頭（図 1.2.1.1-10）では，下部に海成層，上部に陸成層が認められる．下部の海成層は

主に二方向に傾斜する斜交層理を示す細粒砂～細礫層からなり，潮流の影響があるエスチュアリー堆
積物と考えられる．海成層の上部は生物擾乱された砂質シルト～シルト質砂に細粒化し，エスチュア
リーからラグーンの堆積物と考えられる．海成層上部は厚さ 60cm の斜交層理を示す粗粒砂層に覆
われる．この砂層はレスと火山灰の互層からなる陸成層に覆われることから河川堆積物と考えられ
る．この露頭での海成層の上限標高は，+53.2 ｍである．上部のレスと火山灰の互層において標高
+57.0 ～ 58.5 ｍに見られる火山灰は白ベタテフラ（WP）で，工藤・小林 (2013) により 230±50 ka（ka：
千年前）のフィッショントラック年代が得られている．また，標高 +63.5 ｍ付近の火山灰はレッド
テフラ（RP）である可能性が高い．この地点の段丘面の標高は，+67.8 ｍである．
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図 1.2.1.1-10　七百露頭における七百面構成層の柱状図とルミネッセンス年代．
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図 1.2.1.1-11　保戸沢露頭における天狗岱面構成層の柱状図とルミネッセンス年代．
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図 1.2.1.1-12　根井沼 1 露頭における高館面構成層の柱状図とルミネッセンス年代．

保戸沢の露頭（図 1.2.1.1-11）では全体に海成層が認められるが，最上部の約 6 ｍには露出が悪
いもののレスと火山灰の互層が認められる．下位より砂礫層とハンモック状斜交層理を示す細粒砂
層との互層，トラフ型斜交層理を示す粗粒砂層，平行層理を示し下部で生痕化石 Macaronichnus 
segregatis の見られる細粒砂層，生痕化石とウェーブリップルを示す細粒砂層，液状化を示し，大型
の斜交層理を示す粗粒砂層，トラフ型斜交層理を示す粗粒砂層，が順に認められ，それぞれ下部外浜
堆積物，上部外浜堆積物，前浜～後浜堆積物，ラグーン堆積物，ウォッシュオーバー堆積物，河川堆
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積物と解釈される．前浜～後浜堆積物はこの地点の堆積環境が一度陸化していることを示しているが，
その後再び海面が上昇し，ラグーンとなった．つまり，この露頭においては前浜堆積物の上限（+28.8 
ｍ）とウォッシュオーバー堆積物の上限（+38.7 ｍ）の 2 つの海面指標が認められる．周辺の段丘
面は平坦ではなく侵食を受けているように見えるが，この地点での標高は +46.3 ｍである．

図 1.2.1.1-13　根井沼 2 露頭における高館面構成層の柱状図とルミネッセンス年代．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-75

根井沼の 2 つの露頭（図 1.2.1.1-12 ＆ 13）は，露頭間の距離が 500 ｍと近接しており，よく似
た堆積相が観察される．露頭下部の海成層は保戸沢と同様に下部外浜堆積物，上部外浜堆積物から構
成されるが，海面付近の前浜堆積物が欠けている．一方で上部外浜堆積物の上面は侵食面で，礫を含
むレス，風成砂層およびテフラの互層が覆う．露頭の上部には大型の斜交層理を示す細粒砂層が認め
られ，砂丘堆積物と考えられる．前浜堆積物が欠け，上部外浜堆積物の上部に侵食の痕跡があること，
さらには上部の陸成層にレスやテフラに加えて風成砂層が頻繁に挟まれることから，段丘が離水後
に海成堆積物の上部は風成作用により侵食・再移動されたのであろう．このためこれらの 2 露頭に
おいて海成層の上限は直接の海面指標には成り得ないが，その高度は根井沼 1，2 においてそれぞれ
18.0 ｍ，19.8 ｍである．また，段丘面の高度はそれぞれ +31 ｍ，+27.7 ｍである．

(3)　ルミネッセンス年代
野外で採取した堆積物試料に対し，post-IR infrared stimulated luminescence(pIRIR) 法を用

いて堆積年代測定を行った．前年度に引き続き，特に安定した信号が得られると考えられている
pIRIR290 法を用いた．ルミネッセンス法では堆積中に環境放射線によって電離させられた電子が
正孔と再結合する際に発する蛍光量を測定することで堆積中に浴びた環境放射線総量（蓄積線量：
De）を求め，その値を一年間に堆積場で試料が浴びる放射線量（年間線量：dose-rate）で除するこ
とで年代を得る．ここでは，粗粒（粒径 180-250 µm）のカリ長石と細粒（粒径 4-11 µm）の混合
鉱物試料を用いた．年代の過小評価につながるフェーディング現象の影響が小さいとされる pIRIR
法であるが，Auclair et al.(2003) に従い実際にその影響の度合いを確認した．測定結果は Huntley 
and Lamothe(2001) に従い 2 日後の値に規格化した g2days で示す．年間線量は，放射性元素濃度
（U, Th, Rb, K），含水率，宇宙線量と Adamiec and Aitken(1998) で示された係数を用いて算出した．
なお、粗粒カリ長石に関しては粒子内部に含まれる K からの放射線の影響がある．ここではカリ長
石内部の K 濃度について，最も一般的な値である 12.5% と仮定した．前年度はこれを 10% としたため，
今年度の結果では年間線量が全般的に高い．年間線量の計算結果を表 1.2.1.1-3，蓄積線量と年代の
結果を表 1.2.1.1-4 にまとめる．

野外での年代測定試料の採取は，直径 5cm, 長さ 15cm の円筒状プラスチック容器を露頭面に挿
入し，堆積物を容器内部に収めることで行った．採取時に露光した両端 3 ～ 5cm は含水率と放射
性元素濃度測定用の試料として使用し，両端を取り除いた露光していない部分の試料は粗粒法（180-
250 µm）か細粒法（4-11 µm）のどちらの方法で前処理を施した．粗粒試料は 250 µm 篩分け，
10%HCl 処理，10%H2O2 処理，180 µm 篩分け，重液分離（2.53 ～ 2.58 g/cm3）を施すことで測
定に用いる粒径のカリ長石を取り出し，細粒試料は 10%HCl 処理，10%H2O2 処理，沈降法による粒
径分離 (4-11 µm) を施すことで目的の粒径の混合試料を取り出した．測定手順は Thiel et al.(2012)
や Buylaert et al.(2013) に従った．蓄積線量（De）は，試料を小分けして複数回測定すると結果に
ばらつきが生じる．その平均値をもってその試料の値とし，標準偏差 1-sigma を誤差として扱う．
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表 1.2.1.1-3　採取試料の元素濃度と年間線量．

表 1.2.1.1-4　採取試料の蓄積線量とルミネッセンス年代．
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前年度の実験でも見られた傾向であるが，測定の結果，試料には多少のフェーディングが見られ
たた．前年度は Huntley and Lamothe(2001) の手順により g2days の値に基づいた補正を行ったが，
ここで扱っている試料のように De が高い場合，蓄積線量とルミネッセンス強度の関係が線形になら
ず，この補正には多少の問題がある．このため本年度は，以下のように測定手法の一部に改良を加
えることで，フェーディングの小さい安定したルミネッセンス信号を得ることを試みた．pIRIR 法は，
まず低温（通常 50℃）での赤外光（IR：Infrared）励起によるルミネッセンス測定を行い，その後
高温（例えば 290℃）での赤外光励起ルミネッセンス測定を行う．この 2 度目の信号が，post-IR 
infrared stimulation (pIRIR) luminescence で，1 度目と 2 度目の励起時の温度から，pIRIR50/290
と表記される．1 度目の励起時の温度を 50℃より高めても同様の pIRIR を得られることが知られる
（Buylaert et al., 2012; Thomsen et al., 2012）．pIRIR50/290 では g2days の値が 1.98±0.12 %/
decade という高いフェーディングを示す gsj13039 の試料に対して，1 度目の温度を 200℃に高め
た pIRIR200/290 の測定を行った所，g2days の値は 0.68±0.48 %/decade となりフェーディングが
十分に小さい信号が得られることが明らかになった（表 1.2.1.1-4）．このことから，すべての試料
に対してフェーディング補正を行う必要のない pIRIR200/290 により De を求め，いくつかの試料
については，比較のためにフェーディング補正を行わずに pIRIR50/290 からも De を求めた．また，
pIRIR では最初の埋積時にリセットできなかった余剰の蓄積線量（residual dose）が含まれること
が知られているが，これについては近隣の海浜表層で採取した砂（表 1.2.1.1-3；試料 gsj14019）
を測定することによりその大きさを見積もった．年代決定には，pIRIR で得られた De からこの
residual dose を差し引いたものを用いる．gsj13030 ～ 13032 の g2days が低い細粒試料においては，
pIRIR50/290 と pIRIR200/290 の De にはほとんど差が見られない一方で，pIRIR50/290 の g2days
が 1.5 %/decade を超える他の粗粒試料では，pIRIR200/290 の方が高い De を示す（表 1.2.1.1-4）．
つまり，pIRIR200/290 においては De の過小評価の原因となるフェーディングの影響が小さいこと
を示している．このため年代値の計算には pIRIR200/290 による De のみを用いる．

各試料の蓄積線量（De）を年間線量で割ることにより，堆積年代を求めた（表 1.2.1.1-4；図
1.2.1.1-10 ～ 13）．七百の露頭（図 1.2.1.1-10）においては，最下部を除いて海成層が 280 ka 前後
の一様な堆積年代を示す一方，陸成層は上位に若くなる．230±50 ka のフィッショントラック年代
が得られている白ベタテフラ（WP；工藤・小林，2013）の下位で 184±28 ka，上位で 82±16 ka
と整合的な年代を示す．海成層の年代は，誤差を考慮すると約 340 ka の MIS9 高海面期への対比
に矛盾しないが，MIS8 の亜間氷期に対比される可能性もある．保戸沢の露頭（図 1.2.1.1-11）は，
MIS7 に対比される天狗岱面の構成層とされる（宮内，1985；Miyauchi, 1987）が，海成層の年代
は全体に七百のものと代わらない．また，海成層下部の外浜～前浜堆積物と，後のもう 1 回別の海
進を表す海成層上部のラグーン堆積物との間で，年代値に有意な差は認められなかった．根井沼の 2
つの露頭（図 1.2.1.1-12 ＆ 13）は側方へ互いに連続すると考えられるが，根井沼 1 の海成層では対
比される MIS5e（125 ka）にほぼ整合的な年代が得られているのに対し，根井沼 2 の海成層で得ら
れた 3 点の年代はそれより少し若い．上部の陸成層最下部の風成砂層は MIS4 から MIS3 初期の年代
を示し，MIS5e に比べて海面が 50 m 以上も低下した時期に海成段丘の上面が再移動されたことを
示唆している．

(4)　考察
堆積相解析とルミネッセンス年代による段丘編年の結果に基づき，当地域の過去 30 万年間の隆起

速度は以下のように見積られる．まず七百の露頭においては，海成層の上限は +53.2 ｍであり，年
代が MIS9（34 万年前，または 340 ka）と仮定し，また MIS9 の最高海面高度が現在の海面高度と
同程度と仮定する．これにより，この地点での MIS9 以降の平均隆起速度は約 0.16 ｍ /kyr と見積も
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られる．次に保戸沢の露頭であるが，ルミネッセンス年代がやや古くなるものの，従来の MIS7 への
対比に基づき年代を 24 万年前と仮定する．また，海面指標を上部海成層の上限（+38.7 ｍ）とする
と，MIS7 以降の平均隆起速度は，約 0.16 ｍ /kyr となる．根井沼 1，2 の露頭については，双方と
も MIS5e（12.5 万年前）への対比を仮定する．海成層の上部が侵食されており海面指標を観察する
ことができない．そこで，東日本太平洋岸の沖積層における上部外浜堆積物，および前浜堆積物の一
般的な層厚をそれぞれ 6 ｍ，2 ｍと仮定する（Tamura and Masuda, 2005; Tamura et al., 2007）と，
海面指標となる前浜堆積物の上限は，上部外浜堆積物の下限から 8 ｍ上位で，根井沼 2 の露頭では
+25.3 ｍとなる．さらに，MIS5e の海面高度を現在と同程度と仮定すると，この地点で MIS5e 以降
の平均隆起速度は，約 0.20 ｍ /kyr と見積もられる．

以上の見積もりに基づくと，MIS9 以降において，隆起速度は 0.16 ～ 0.20 ｍ /kyr でほぼ一定，
あるいは MIS5e 以降にわずかに増加したということができる．ここで，MIS5e については，現在よ
り海面が数ｍ高かった（Rohling et al., 2007）というのが一般的な見解であり，これを仮に +5 ｍ
とすると，根井沼における MIS5e 以降の平均も 0.16 ｍ /kyr となり，より時間的に一定な隆起速度
となる．

しかし，ここで用いた仮定にはいくつかの不確定性が含まれている．まず最大のものは海成層の時
代対比である．七百，保戸沢の両地点では海成層のルミネッセンス年代がともに MIS7 と MIS9 の間
の 280 ka 前後を示す．誤差を考慮すると，ここで仮定したように七百が MIS9，保戸沢が MIS7 に
対比されることは十分にあり得るが，仮に両地点の海成層が 290 ka 頃の MIS8 の亜間氷期に形成さ
れたとすると，その当時の海面は現在よりも 20 m 程度低く（図 1.2.1.1-4），隆起速度の見積りに大
きく影響する．次に，海成層が示す海面指標が，形成された当時の間氷期の最高海面高度に一致する
かどうかについても不確定性がある．過去約 6 千年間でも明らかなように間氷期の間にもある程度
の海面変動がある．日本列島の沖積層では，極端な隆起域（例えば，九十九里平野；Tamura et al., 
2008）や沈降域（例えば，越後平野；卜部，2008）を除き，海面指標と最高海面との差は 2 ～ 3 ｍ
以内であり，その程度の不確定性を見込むのが適当であろう．ただし，間氷期の終わりに海面が大き
く下がる間の堆積物が海成段丘の縁に形成・保存されることもあり，そのような場合は注意が必要で
ある．さらに，上で MIS5e の場合で考慮したように，間氷期の最高海面高度自体にも不確定性があ
る．これは氷床の融解の程度に応じた海水量に不確定性があることもあるが，ハイドロアイソスタシ
ーから相対的な海面変動に大きな地域差が生じることにもよる．例えば，MIS5e では氷床融解のシ
ナリオの違いにより最高海面の高度に数ｍ以上の差違が生じることが数値計算から明らかになってい
る（Okuno et al., 2014）．

2)-4　沿岸域における隆起・侵食量予測手法の高精度化の検討
本課題については，海成段丘に基づく沿岸域の隆起量・隆起速度予測手法の高精度化について，以

下の 3 つの成果を得た．
・海成段丘構成層の堆積相解析・ルミネッセンス年代測定・GPS 測量を組み合わせた調査解析手法

の確立．
・pIRIR 法の導入による海成段丘構成層のルミネッセンス年代の決定．
・海成段丘構成層の海面指標高度決定とその年代に基づく隆起速度評価の高精度化．
海成段丘の露頭において堆積相を決定し，VRS-RTK 方式の GPS により海面指標となる地層境界面

の標高を高精度で定量することができるようになった．前節で述べた隆起速度評価が妥当であるなら，
上北平野の地殻変動は過去 30 万年間に渡り非常に安定していることが示されたことになる．過去数
十万年間の海面変動等や隆起速度の評価では様々な不確定性があるものの，高精度の測量に基づき可
能な限り不確定性を排除することは重要である．段丘堆積物のルミネッセンス年代測定は，本課題の
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最も重要な要素である．現状でも，ルミネッセンス年代によりMIS5e とそれ以前の堆積物とを見分
けることは十分に可能である．しかし，MIS7，MIS9 に対比される段丘堆積物に対し，それぞれわ
ずかに異なる年代が得られている．現在の所その主な原因は，フェーディング現象とカリ長石の内部
線量であると考えられる．一般的に pIRIR 信号にはフェーディング現象の影響が小さいと考えられ
ているが，上北平野では砂サイズの試料ではフェーディング現象が無視できないことが明らかになっ
た．これについては，実験手法の改善（pIRIR200/290 の測定）により一定の効果を見たが，現状で
は確立された手法がなく，最先端の研究成果を取り入れながら，今後も取り組んでいく必要がある．
なお，細粒試料では従来の手法でもフェーディングの影響が小さいことが明らかになっている．カリ
長石の内部線量は年代決定に大きな影響を与えるが，これを定量するためには粒子の粒度とカリウム
の含有量を高精度で測定することが必要となる．
今後の課題として，次の点が上げられる．
・ルミネッセンス年代測定法の改善．ルミネッセンス年代測定において，フェーディング現象の影
響が少なく，測定誤差の小さい信号が得られる最適な実験条件を模索する．また，長石のルミネ
ッセンス特性には地域特性があることが考えられるため，他地域においても同様の実験を展開し
ていく．

・年間線量定量の改善．カリ長石試料内部のカリウムからの内部放射線は，年間線量の決定に大き
く影響を与える．カリ長石を精度よく抽出し，その粒度分析とカリウム濃度を測定するルーチン
を確立する．

・連続的な地質断面の評価．現状では互いに離れた地点の露頭調査を行っているが，上北平野のよ
うな安定した隆起域では，海側へと段丘堆積物の年代が若くなることが自明であり，連続的な一
断面で堆積物の年代と高度分布を検討していくことが望ましい．現状では露頭が限られるため，
オールコアボーリングによりこれを補っていく必要性がある．上北平野では，六戸町～おいらせ
町～海岸の断面が候補となる．

・海面変動不確定性の組み込み．過去数十万年間の海面変動について，最新の研究成果を取り入れ，
またその不確定性を隆起速度評価に組み入れていく．

1.2.1.2　断層の再活動性評価手法の検討
【実施内容】
地質断層の再活動性の評価手法の開発および断層破砕物質等を用いた低活動性断層の認定・評価手

法の検討を行う．具体的には，平成 25 年度までの成果を踏まえ，平成 26 年度は地質断層の再活動
性の評価手法については，地殻応力や間隙水圧と断層姿勢等の幾何学・力学パラメータの関係等につ
いて情報を収集し，現地調査を行う．これらの情報等に基づく数値計算および断層運動シミュレーシ
ョンを行うことで，地質断層の再活動性評価手法の開発に向けた検討と課題の抽出を行う．また，断
層破砕物質等を用いた低活動性断層評価手法については，補備的な現地調査を行うとともに，これま
での検討結果を取りまとめ，課題を抽出する．これらの検討結果を合わせて断層の再活動性評価手法
について総合的な取りまとめを行う．以上の成果は，精密調査地区選定段階において経済産業大臣が
定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定
に資する科学的知見に反映される．
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【成果】
1)　力学的な断層再活動性評価手法の検討
1)-1　平成22～26年度の5年間における各年度の実施内容の概要
［平成22年度］

広域的な地殻変動に起因する応力場変換に対応する地質断層の再活動プロセスに対する事例研究
（鹿児島県甑島列島）を行い，地質情報から過去の応力場を読み解くために開発した新たな解析手法
ついて検討を行った．その結果，①傾動した岩体中に発達するスリップデータに有効な応力逆解析手
法を提案し，②段階的傾動補正を組み入れた応力逆解析により褶曲地域での既存構造（断層）の形成・
活動時期を制約できる可能性と，③従来は困難であった褶曲地域での広域応力場と局所的に働く応力
との関係性を把握できる可能性を示した．

［平成23年度］
活断層である岐阜県阿寺断層およびその周辺域を対象として，断層周辺で起こった微小地震を用い

て推定した広域応力場と，断層試料から得られる断層条線から推定した断層の運動方向との相関性の
検討を行った．その結果，断層中軸部の運動方向は広域応力場で運動する方向と調和的であるが，最
新の断層活動の断層面から 0.3-100 m 離れたダメージゾーンに発達する小断層のすべり方向は広域
応力場に不調和なものが多く，活断層主断層面とその周辺部のダメージゾーン形成に係わる応力の時
間発展あるいは空間分布の解析が，断層のズレ運動発生の評価において重要であることを示した．

また，海溝型巨大地震発生による上盤側プレートの地殻応力場変化とそれに伴う地質断層の再活動
の関係を理解するため，海溝型巨大地震発生前後の地殻応力場変化の把握とその応力場と断層運動方
向の関係について，2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（Mw=9.0）の発生一か月後の 2011 
年 4 月 11 日に福島県いわき市で発生した福島県浜通りの地震（Mw=6.6）を引き起こした断層活動
の検討を行った．その結果，この断層活動は断層の形成に至る初期の最適の応力開放条件以外であっ
ても，地質断層の再活動が発生し得ることを顕著に示した事例であり，広域地殻変動のモデル化にあ
たっては，定常的な応力場環境だけでなく，巨大地震発生等のカタストロフィックな条件下の検討が
必要であることを示した．

［平成24年度］
現在の応力場と断層再活動性の空間分布の関係を理解するため，ある基準応力と各地点で求めた応

力の類似度（あるいは非類似度）に基づいて応力の空間的な不均一性を評価する手法（応力マッピン
グ手法）を開発し，跡津川断層周辺地域および，南海地震等の将来の海溝型巨大地震の発生が想定さ
れている南海トラフ沿いの中国～四国地域での適用性について検討を行った．その結果，この手法が
応力の空間不均一性を客観的に評価することが可能であること，この手法により表現される応力の空
間不均一性と地球物理的な観測情報（速度構造，重力，比抵抗，等）や地質情報との比較検討が可能
であることを示した． 

また，既存断層（あるいは地質断層）の再活動性を評価する際の，断層活動性を支配すると考えら
れる力学的要素を整理し，それぞれ力学的要素に対しての数値シミュレーションによる既存研究をレ
ビューし，現状の知見と今後取り組むべき課題について整理を行った．その結果，①断層形成時およ
び最も活動的なステージにおける断層と応力の状態をクーロンの破壊基準に基づく断層再活動性評価
手法により適切に評価することが可能であること，②活動度が著しく低下した後の断層の再活動，す
なわち地質断層の再活動時においても同様にクーロンの破壊基準に基づく断層再活動性評価手法によ
って活動性を適切に評価することが可能であること，③不連続体の運動である断層活動を再現する上
で個別要素法などの離散体シミュレーションが有効であり，数値シミュレーションを用いることで断
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層再活動性評価に必要な断層の形状・物性および周囲の応力状態のモデル化が可能であることを示し
た．

［平成 25 年度］
断層再活動に対する地質構造・応力の影響評価手法の検討のため，断層の活動性の時間変化につい

て既存文献のレビューによる検討を行った．その結果，①地形的特徴から検出されにくい断層の存在
について地下構造の推定に地球物理データを援用する必要があること，②地殻浅所の不均質性や応力
の不均質性に関わる断層の活動場の移動や貫入岩体による地質構造の改変については，断層活動の年
代情報として活断層調査の対象として取り上げられない数十万～数百万年前の断層活動のデータが不
足しており，その収集が課題であること，③下部地殻の熱構造や海溝型地震の定期的な断層運動にお
いては物理モデルを用いたシミュレーションによる検討と対応する地質モデルの構築が重要となるこ
と，④地殻変動に伴う隆起・侵食や，断層同士の相互関係などのプロセスの解明と，地殻応力場の空
間不均一性を生む島弧地殻不均質性による影響を定量化する必要があることを示した．

また，東北日本の活断層を対象として力学的断層活動評価手法の適用性について検討を行い，Slip 
tendency（ST）に基づく断層活動性評価手法が有望であること，ST に基づく断層活動性評価手法に
おいては断層パラメータの設定が重要であることを示した．

［平成26年度］
地質断層の再活動性の評価手法について，地殻応力や間隙水圧と断層姿勢等の幾何学・力学パラメ

ータの関係等について情報を収集し，これらの情報等に基づく ST に基づく数値計算および断層運動
シミュレーションを行うことで地質断層の再活動性評価手法の開発に向けた検討と課題の抽出を行っ
た．ST に基づく断層活動性評価手法を東北地方と山陰地方の地質断層に適用したところ，その活動
度と概ね整合的な結果が得られた．

また，応力の時間変化に伴う断層活動の反応性を検討するために，房総半島外房地域を対象として
応力場の時間変化と断層活動様式の変化の関係について検討を行った．その結果，過去 100 万年間
での応力場変化によって地質図規模の断層の運動様式（すべり方向およびセンス）が変化した可能性
を示し，それらの断層の活動性は ST での評価結果と調和的であることを示した．これらの検討結果
を合わせて断層の再活動性評価手法について総合的な取りまとめを行った．

1)-2　力学的基準に基づく断層活動性評価手法の天然の地質断層への適用性の検討
力学的な基準に基づく断層再活動性評価手法として，断層活動がクーロン破壊基準（固体面にお

ける破壊・滑りの力学モデル）に基づく評価手法が提案されている（例えば，Sibson，1985）．産
業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2013）では，クーロンの破壊基準による断層活動性評価
の適用性の検討として，2 次元数値シミュレーションによる「2 次元的な断層再活動性評価手法」
(Sibson, 1985) の適用性の検討を行い，断層の姿勢と断層周囲の応力の状態が，クーロンの破壊基準
に対してどのような状態にあるかを調べることで，断層活動性評価手法として利用可能であることを
示した．また，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2014）では，力学的基準に基づく地質
断層活動性評価手法の天然データへの適用性を，東北地方の活断層を対象に検討し，Slip tendency
（ST）に基づく断層再活動性評価手法は多くの活断層を ” 活動的 ” と評価でき，手法として有効性
が期待できることを示した．また，評価時に結果を左右する入力パラメータの不確実性による影響度
についても検討し，手法の課題抽出を行った．平成 26 年度は，現在活動的ではないと考えられてい
る「地質断層」において，活断層同様の検討をすることで，力学的基準に基づく地質断層活動性評価
手法の有効性を検討する．また，現状として最も良く入力パラメータが決められる活断層事例に対し
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て手法を適用することで，どの程度まで活動性評価ができるのかを検討する． 

(1)　天然の地質断層データに対する力学的基準に基づく活動性評価手法の有効性検討
天然データに対して，力学的基準に基づく地質断層活動性評価手法の有効性を検討するために，次

の手順で検討を行った．
①　地質断層に対して「ST に基づく断層再活動性評価手法」(Morris et al., 1996) を適用し活動

性を評価する．
②　既知の地質断層は十分 ” 活動性が低い ” と考えられる．
③　地質断層を力学的活動性評価手法で評価した場合，「低活動的」と評価できることを確認する

ことで，①の力学的活動性評価手法の地質断層への適用性を検証する．

(2)　Slip tendency（ST）に基づく断層再活動性評価手法
本報告書では，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2014）と同様に ST を用いた活動性

評価手法の有効性を検討する．τ をせん断応力，σn を垂直応力とすると，3 次元的な Mohr- クーロ
ン理論に基づき，τs=τ/σn で表現される値を ST とすることで，ST の大きさにより断層の再活動性
の高さを表現することが可能になる (Morris et al., 1996)．この時，活動度の大きさをより理解しや
すくするため，各断層に対して求められる τs に対して τs の最大値で規格化することが提案されて
いる．すなわち ST の値が 1 の場合最も活動性が高く，ST の値が 0 の場合最も活動性が低い．また，
Morris et al. (1996) によって提案された，ST を計算するためには主応力の絶対値が必要であったが，
その後主応力軸の角度（3 つの主応力軸の向き）と応力比 Φ=(σ2-σ3)/(σ1-σ3) のみよって計算可能で
あることが示された (Neves et al., 2009)．本報告書でも，主応力軸の角度と応力比によって ST の
計算を行い，ST の表現には τs の最大値で規格化されたものを用いる（0 ≦ ST ≦ 1）．

(3)　解析に使用するデータ
Slip tendency（ST）に基づいて断層再活動性評価を行うためには，断層の姿勢に関する情報，断

層面に関する情報，断層周囲の応力情報の 3 種類の情報が必要である． 
断層の姿勢情報として，断層を一枚の平面と仮定した時の走向と傾斜の 2 つの情報が必要となる．

地質断層に対するこれらの情報として，「日本の断層マップ」( 小坂ほか，2011) に掲載されている断
層情報を利用した．「日本の断層マップ」に掲載される断層のうち，走向・傾斜ともに収録されてい
る断層のみを用いて解析を行った．また，一つの断層（セグメント）に対して複数の走向・傾斜が記
載されている場合は，代表値として先頭に記載されている走向・傾斜情報を用いた．なお，対象地域
の文献調査により，取得できた断層の走向・傾斜情報を追加した．

断層面に関する情報として，断層面における摩擦係数が必要である．今回検討する多数の活断層に
対して，断層面の摩擦係数を系統的に調べられたものが無いため，種々の岩石に対して行われた室内
試験から得られた，一般的な岩石の摩擦係数 0.6 (Byerlee, 1978) を入力した．粘着力は実験室にお
ける岩石の破壊試験から約 50 MPa の値を有するとされている (Byerlee, 1978) が，地質断層の再活
動性を考えた場合，基本的にそれらの既存断層面を境に物質の連続性が切られていると考えられるた
め，実験室で計測されるような粘着力よりも十分低い値を示すと考えられる．また，上記の摩擦係数
に比べ，クーロン破壊基準への寄与は小さいと考えられるため，今回の解析ではデータとして用いて
いない．

断層周囲の応力情報として，断層周囲の主応力軸の方向と応力比が必要である．本検討では，防災
科学技術研究所により公開されている広帯域地震観測網（F-net）の震源メカニズム解に対して，応
力逆解法 (Michael, 1984) を用いて応力を推定した．解析には 1997 年 1 月 14 日から 2012 年 12 月
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31 日までに発生した，深度 30km までの F-net の震源メカニズム解を用いた（図 1.2.1.2-1）．また，
今回は 20 万分の 1 図郭毎にその領域内に含まれるメカニズム解を解析することで，その地域の応力
とした（図 1.2.1.2-2）．なお，95% 信頼区間での最適解として推定された最大圧縮主応力軸（σ1 軸）
の方位・傾斜，最小圧縮主応力軸（σ3 軸）の方位・傾斜，また平均応力比（信頼区間中の最小・最
大応力比の平均値）（Φ）を用いて ST の計算を行った．

図 1.2.1.2-1　応力逆解析に用いた震源メカニズム解の空間分布．カラースケールは震源の深度を示す．

 

図 1.2.1.2-2　応力逆解析により求められた，最大圧縮主応力軸の方向の走向（水平成分）．
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(4)　STによる東北地方の地質断層活動性評価と有効性の検討
対象地域は，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2014）で活断層への活動性評価手法の

適用性を確認した東北地方のうち，地質断層情報の十分ある 3 地域（「新庄および酒田」「秋田・男鹿」
「盛岡」）とした．

・「新庄および酒田」地域
「新庄および酒田」地域では，応力逆解法に 141 個の震源メカニズムを用いた．その結果，σ1 軸

の方位 N17.0°W・傾斜 3.9°，σ3 軸の方位 N10.5°W・傾斜 85.6°，平均応力比 0.486 を得た．「新
庄および酒田」地域では，走向・傾斜情報を有する地質断層 39 条について上記の応力状態での ST
算出を行った（図 1.2.1.2-3）．その結果，すべての断層が 0.65 を下回る低い ST の値を示した（図
1.2.1.2-4）．

 

図 1.2.1.2-3　「新庄および酒田」地域における地質断層の slip tendency の値．

着色された線はslip tendencyを計算した（走向・傾斜情報を有する）地質断層．黒線は地質断層であるが，走向または傾斜

情報が未知であるため，slip tendencyの算出は行えなかった．

図 1.2.1.2-4　「新庄および酒田」地域における地質断層の slip tendency 値のヒストグラム． 
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・「秋田・男鹿」，「盛岡」地域
「秋田・男鹿」地域では，応力逆解法に 25 個の震源メカニズムを用いた．その結果，σ1 軸の方位

N24.3°E・傾斜 7.5°，σ3 軸の方位 N46.7°W・傾斜 68.1°，平均応力比 0.229 を得た．また，「盛岡」
地域では，応力逆解法に 2 個の震源メカニズムを用いた．その結果，σ1 軸の方位 N76.7°E・傾斜 27.1°，
σ3 軸の方位 N7.0°E・傾斜 62.8°，平均応力比 0.492 を得た． 
「秋田・男鹿」地域では，走向・傾斜情報を有する地質断層 27 条について，「盛岡」地域では，走向・

傾斜情報を有する地質断層 10 条について，上記の応力状態での ST 算出を行った．これらの地域は
東西方向に隣接する地域なので，解析結果を同時に示す（図 1.2.1.2-5）．その結果，ほぼすべての断
層が 0.75 を下回る低い ST の値を示した（図 1.2.1.2-6）．ST0.9 程度の高い ST を示す断層が存在す
るが（図 1.2.1.2-5 中の A），この断層は「日本の断層マップ」に活断層と記載されずに掲載されて
いるが，産業技術総合研究所の公開する活断層データベースでは，北口活動セグメント（C 級活断層）
として評価されている．そのため，この 0.9 程度の ST は地質断層のデータ群に含まれる活断層を検
知したものであると解釈できる．

図 1.2.1.2-5　「秋田・男鹿」地域および「盛岡」地域における地質断層の slip tendency の値．

着色された線はslip tendencyを計算した（走向・傾斜情報を有する）地質断層．黒線は地質断層であるが，走向または傾斜

情報が未知であるため，slip tendencyの算出は行えなかった．

図 1.2.1.2-6　「秋田・男鹿」地域および「盛岡」地域における地質断層の slip tendency 値のヒストグラム． 
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以上の「新庄および酒田」「秋田・男鹿」「盛岡」の 3 地域の地質断層に対する ST 解析の結果から，
以下のような結果を得た．

・地質断層に対する ST の値は概ね 0.6 ～ 0.7 を下回る．
・0.9 程度の ST の値を示す断層については，検証の結果活断層である可能性が示唆された．
一方，昨年度の活断層に対する検討結果から下記が明らかになっている．
・東北地方における活断層に対する ST の値は概ね 0.7 を上回る．
・0.6 を下回る断層については，活断層で無い場合や入力パラメータが適切では無い可能性がある．
以上のことから， ST により東北地方の地質断層活動性を評価した場合，活断層に対しては活動的

な結果（高い ST），地質断層に対しては非活動的な結果（低い ST）が得られることが確認された．
このことから，ST による東北地方の地質断層活動性評価の有効性は高いと考えられる．

ただし，ここで活断層と地質断層を分ける ST の値として 0.6 ～ 0.7 程度が示唆されるが，これら
の値に現状としては物理的な意味は検討していない．つまり，他の地域においても同様に 0.6~0.7 を
境にして活断層と地質断層が別れるとは限らない．本検討で見出された点は，断層の活動性が高いも
のは ST が高く，活動性が低いものは ST が低いという傾向があるということであり，ST の値から個
別に活動性を評価するには物理的な解釈も含め，今後の検討課題である．

(5)　STによる山陰地方の地質断層活動性評価と有効性の検討
前項では東北地方を対象に ST による地質断層活動性評価を行ったが，本項では西南日本を対象に

同様の検討を行う．対象地域として，東北と同様に火山弧を含む山陰地域（「松江および大社」，「鳥取」）
において，検討を行った．

・「松江および大社」「鳥取」地域
「松江および大社」地域では，応力逆解法に 57 個の震源メカニズムを用いた．その結果，σ1 軸の

方位 N30.3°W・傾斜 10.6°，σ3 軸の方位 N58.8°E・傾斜 5.0°，平均応力比 0.531 を得た．「鳥取」
地域では，応力逆解法に 52 個の震源メカニズムを用いた．その結果，σ1 軸の方位 N32.0°W・傾斜
5.0°，σ3 軸の方位 N57.9°E・傾斜 0.3°，平均応力比 0.693 を得た． 
「松江および大社」地域では，走向・傾斜情報を有する地質断層 10 条について，「鳥取」地域では，

走向・傾斜情報を有する地質断層 3 条について，上記の応力状態での ST 算出を行った．これらの地
域は東西方向に隣接地域なので，解析結果を同時に示す．その結果，0.5 ～ 0.9 程度の ST の値を示
した（図 1.2.1.2-7）．

地質断層に対する ST の値としては，東北地方と同様な低い値が期待されたが（東北地方の場合は
0.6 ～ 0.7 を下回る），山陰地域は過半数がこれらの値を上回った．これらの原因として，以下の 3
点が想定される．

・入力パラメータが適切ではない可能性
・地質断層と想定されているものの中に活断層が含まれている可能性
・対象地域の地質断層が将来的に活動する可能性
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図 1.2.1.2-7　「松江および大社」地域および「鳥取」地域における地質断層の slip tendency 値のヒストグラム． 

上記のうち，入力パラメータが適切ではない可能性については，産業技術総合研究所深部地質環境
研究コア（2014）が活断層に対して行ったのと同様に，入力パラメータの不確実性を検討する必要
がある．地質断層と想定されているものの中に活断層が含まれている可能性は，前項の東北地方の解
析時にも「北口活断層セグメント」（図 1.2.1.2-5 中の A）に対して同じ問題が生じている．山陰地方は，
花崗岩などの結晶質岩が地表に広く分布し，年代測定が可能な堆積層の分布が限られる．また，対象
地域近傍では，鳥取県西部地震（2000 年 10 月 6 日）が発生している．しかし，この地震は活断層
やその可能性が高いリニアメントが知られていなかった場所で発生した ( 杉山ほか，2004)．このこ
とから，山陰地域において地震を引き起こすような活断層は，必ずしも顕著な活断層地形を形成して
おらず，現状として活動的な断層を「活断層」と認定しきれていない可能性が存在する．これについ
ては，今後現地調査を行うなどして，解析結果に対応する断層の状況（活断層である可能性）につい
て検討する必要がある．対象地域の地質断層が将来的に活動する可能性については，今後さらに複合
的な検討が必要である．例えば，最近の研究では，GNSS の解析により山陰地域で歪集中帯の存在が
指摘されている．今後，山陰地域で歪みに伴う地殻変動が進行し続ければ，地質断層とされた既存断
層があらたに活動するかもしれない．

1)-3　詳細な入力パラメータ（断層形状・応力）を用いた活断層評価事例
産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2014）は，ST による断層活動性評価において解析に

用いる入力パラメータの不確実性が結果に大きな影響を与えることを指摘している．平成 26 年度は，
現状として解析のための入力パラメータが最も詳細に決められている活断層の一つとして，福島県浜
通り地震時に活動した，井戸沢断層・湯ノ岳断層について解析を行うことで，評価手法の適用性およ
び入力パラメータを詳細に決定することで，どの程度評価が可能になるのかを適用事例として示す．

(1)　詳細な入力パラメータを取得できる活断層の事例：2011年福島県浜通り地震
2011 年東北地方太平洋沖地震（以下，本節では東北地震と標記する）から，1 ヶ月後（2011 年

4 月 11 日）に福島県浜通り地震（Mw 6.6）が発生した（図 1.2.1.2-8）．この地震は，いわき地域
の井戸沢断層と湯ノ岳断層が活動することで発生した正断層型の地震である．InSAR による地震発
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生後の地表変動から，断層面の形状および断層面における滑り分布が推定されている (Fukushima et 

al., 2013)．また，東北地方は一般に東西圧縮場（例えば，Terakawa and Matsu'ura, 2010）であ
ることが知られているのに対して，福島県浜通り地震発生域は，東北地震前から正断層型の応力場で
(Imanishi et al., 2012)，東北地方太平洋沖後さらにその正断層型応力が顕著になったことが報告さ
れている (Otsubo et al., 2013)．いわき地域の井戸沢断層と湯ノ岳断層は，福島県浜通り地震に関連
して断層面の形状および周辺の応力について詳細が明らかになっている数少ない活断層であるといえ
る．本検討では詳細に決定された断層形状および周囲の応力情報に基づいて，力学的な断層活動性評
価手法を適用した場合の評価結果を検討する．

図 1.2.1.2-8　福島県浜通り地震の震源と井戸沢断層および湯ノ岳断層の位置．

(2)　解析に用いるデータ
解析に用いる断層面の形状データ（走向・傾斜）は，InSAR 解析によって得られた地震後の地表

変動の逆解析により推定された断層面形状 (Fukushima et al., 2013) を用いる（図 1.2.1.2-9）．また，
周囲の応力情報としては，東北地震前後の微小地震の震源メカニズム解から応力逆解法により得られ
た応力情報を用いた (Otsubo et al., 2013; Imanishi et al., 2012；表 1.2.1.2-1）．

ST 解析に用いる入力パラメータのうち，摩擦係数および間隙水圧については，井戸沢断層・湯ノ
岳断層についても明らかになっていない．そのため，摩擦係数については一般的な岩石の摩擦係数
0.6(Byerlee, 1978) を用いて，間隙水圧としては静水圧を仮定する．
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図 1.2.1.2-9　福島県浜通り地震時に活動した断層面形状（(Fukushima et al., 2013) を基に作成）．

白点は防災科学技術研究所公開の F-net 情報に基づく震源の位置．

表 1.2.1.2-1　微小地震の震源メカニズム解の応力逆解析により推定された応力情報．

(3)　STによる断層活動性評価
ST による断層活動性評価を実施する上で，まず応力の絶対値の推定を行った．一般に応力の絶対

値を求めるためには原位置試験やボーリグコアの解析などが必要であるが ( ベルナール・アマデイ
ほか，2012)，本地域では計測されていない．そのため，本検討では下記のような仮定をすることで，
応力の絶対値を推定した．

①鉛直応力は地殻の上載荷重（深度および岩石密度から推定）に等しい．
②差応力はクーロンの破壊基準を満たす臨界状態にある，
③作用する間隙水圧は静水圧状態にある，
①については，地形効果や岩体に作用する浮力等の擾乱要因はあるが一次近似的には適切であると

考えられる．②については，対象地域で微小地震が発生していたことから（東北地震前は低調ではあ
るが），地殻には破壊に対して臨界的な応力が働いていたと推定される．③の間隙水圧については不
確定ではあるが，地殻に作用する間隙水圧として一般的な静水圧を仮定する．これらの仮定により，
東北地震前後の応力の絶対値を推定した（表 1.2.1.2-2）．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-90

表 1.2.1.2-2　推定された応力絶対値．

 

推定された応力に基づいて，井戸沢断層および湯ノ岳断層の断層面における ST を計算した．まず，
それぞれの断層に対して，断層面形状を表現する三角ポリゴン毎にその面における法線応力およびせ
ん断応力を求めた．断層面における法線応力は東北地震前後で減少している（図 1.2.1.2-10）．逆に，
断層面におけるせん断応力は東北地震前後で増加している（図 1.2.1.2-11）．これらに基づいて東北
地震前後の ST を計算すると，東北地震前には全体的に低かった ST が，東北地震後に高くなってい
ることが明らかになった（図 1.2.1.2-12）．この結果は，東北地震前には福島県浜通り地震が発生し
ておらず，東北地震後に福島県浜通り地震が発生したことと整合的である．つまり，ST による活動
性評価により，活動性が低い（低 ST）と推定される東北地震前には実際に対象断層は活動しておらず，
活動性が高い（高ST）と推定される東北地震後に地震が発生した．このことから断層形状（走向・傾斜）
および周囲の応力を詳細に決定することで，現在観察されるような活断層の活動に整合的な ST 解析
の結果を得ることができたと考えられる．

図 1.2.1.2-10　東北地震前後の断層面に作用する法線応力．(a) 東北地震前の法線応力．(b) 東北地震後の法線応力．

図 1.2.1.2-11　東北地震前後の断層面に作用するせん断応力．(a) 東北地震前のせん断応力．(b) 東北地震後のせん断応力．
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図 1.2.1.2-12　東北地震前後の断層面における slip tendency の値．

(a) 東北地震前の slip tendency の値．(b) 東北地震後の slip tendency の値．

(4)　入力パラメータ決定に残る課題
依然として課題はあるが，断層面の形状は稠密な地質調査，ボーリグ調査や物理探査により推定で

きる可能性がある．また，周囲の応力についてもボーリグコアの解析や原位置試験および微小地震の
解析などにより推定できる可能性がある．しかしながら，断層面の摩擦係数および間隙水圧について
は，未だ決定するための手段が確立していない．そこで，上記のように詳細に断層形状および応力が
決定している場合であっても生じる，摩擦係数および間隙水圧の不確定時の評価手法の適用可能性お
よび課題について検討する．

まず，断層の活動性を大きく変える摩擦係数について検討する．断層における低い摩擦係数の報告
例として，サンアンドレアス断層における断層粘土の摩擦係数 0.2 が挙げられる．また，高い摩擦係
数としては Byerlee (1978) による 0.8 などが挙げられる．そこで，摩擦係数が未知な井戸沢断層お
よび湯ノ岳断層に対して，摩擦係数が低い場合（0.2）と摩擦係数が高い場合（0.8）についてそれぞ
れ ST を計算した（図 1.2.1.2-13）．この時，地殻応力を支える周囲の岩体の摩擦係数としては，先
ほど仮定した 0.6 で固定して計算している．すなわち，井戸沢断層および湯ノ岳断層の摩擦係数が
周囲に比べて低い場合と高い場合を計算した．その結果，摩擦係数が低い場合も高い場合も，東北
地震発生前よりも東北地震発生後の方が高い ST を示した．つまり，摩擦係数を異なる値で計算して
も，東北地震前後の活動性の大小の関係は変化しなかった．一方，異なる摩擦係数で計算することで，
ST の絶対値は大きく変化している．例えば，東北地震後の ST を摩擦係数が低い場合と高い場合で
比べた場合，低い場合では全体的に ST が 1 より高い値を示すのに対し，摩擦係数が低い場合は，全
体として 0.6 程度よりも低い値を示す．以上のことから，同一の摩擦係数を仮定した場合の相対的な
ST の大小関係については摩擦係数の不確実性の影響を受けないが，絶対値については摩擦係数の不
確実性に強く影響を受けることが示された．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-92

図1.2.1.2-13　摩擦係数の違いによるslip tendencyの違い．(a)低摩擦係数（0.2）条件での東北地震前のslip tendencyの値．

(b)低摩擦係数（0.2）条件での東北地震後のslip tendencyの値．(c)高摩擦係数（0.8）条件での東北地震前のslip tendency

の値．(d)高摩擦係数（0.8）条件での東北地震後のslip tendencyの値．

次に，間隙水圧の不確実性について評価する．前項の ST 評価においては，東北地震後であっても
ST が 1 を超えるような値は断層面上で得られていない．このことは，たとえ断層が活動しやすかっ
た東北地震後であっても周囲の応力状態としては断層活動に至る状況ではなかったことを示唆する．
このような状況で実際に福島県浜通り地震のような断層活動を引き起こす要因の一つとして，高い間
隙水圧の存在が考えられる（例えば，Sibson, 1992）．前項の解析では間隙水圧として静水圧を仮定
したが，地震発生時にそれより高い間隙水圧が作用することで，地震が励起された可能性がある．そ
こで，東北地震前後で断層活動を励起させる（ST>1 になる）のに必要な間隙水圧を求めた．その結果，
井戸沢断層の震源付近（深度 6 ～ 7 km の井戸沢断層面上）において断層活動を励起させるのに必要
な間隙水圧は，東北地震前後でそれぞれ約 70 MPa，約 30 MPa であった．つまり，東北地震前であ
っても 70 MPa を超える異常間隙水圧が作用していれば，断層が活動した可能性がある．すなわち，
間隙水圧の大きさを制約できない状況では，東北地震前のように低い ST を示していても断層面に作
用する間隙水圧次第では断層が活動する可能性を示唆する．

上記のような，摩擦係数および間隙水圧の不確実性による断層活動性評価の不確実性については，
産業技術総合研究所深部地質環境研究コア（2014）でも報告されている．一方で，幾つかの仮定が
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あれば次の様な制約が可能である．
まず，間隙水圧について検討する．既存断層が再活動することを考えるため，岩体には粘着力が存

在しないと仮定する．本解析では，断層の周囲には微小な既存亀裂が多数存在し，これらも粘着力を
持たないものと仮定する．このような仮定のもとでは，一般に間隙水圧は最小圧縮主応力よりは大き
くならないと考えられる (Sibson, 2000)．なぜなら，この状況下で間隙水圧が最小圧縮主応力よりも
大きくなると，既存亀裂を押し広げることができ，この亀裂の開口により流体が移動・散逸して間隙
水圧が低下すると考えられるからである．前項では 3 つの仮定に基づき，応力の絶対値を推定して
おり，最小圧縮主応力の絶対値も推定している（表 1.2.1.2-2）．また，間隙水圧は最小圧縮主応力分（約
35 MPa）を超えないと推定される．井戸沢断層の断層活動を励起するのに必要な間隙水圧は，東北
地震前後でそれぞれ約 70 MPa，約 30 MPa であり，東北地震後の約 30 MPa は最小圧縮主応力を超
えていないのに対して，東北地震前の約 70 MPa は最小圧縮主応力（約 35 MPa）を超えており，間
隙水圧が 35 MPa を超えた時点で亀裂の開口と流体の散逸が生じて間隙水圧が低下するため，東北
地震前に約 70 MPa の間隙水圧は発生せず，断層活動は生じないと考えられる．一方で，東北地震
後の約 30 MPa の間隙水圧は発生可能なので，東北地震後に断層活動が生じたことと整合的と考え
られる．以上のことから，既存亀裂の存在，それに伴う粘着力の低下および応力の絶対値の推定を仮
定できれば，間隙水圧の取りうる範囲を制限することができ，断層の活動性評価結果を制約すること
ができる．

また，摩擦係数の不確実性についても同様の制約が可能である．摩擦係数を 0.2 から 0.8 まで変化
させることで，震源周辺での断層活動の励起に必要な間隙水圧は変化する（図 1.2.1.2-14）．東北地
震後の場合は，摩擦係数を 0.2 から 0.7 程度まで変化させても，最小圧縮主応力を超えない間隙水圧
で断層活動が励起される．東北地震後の応力下では，摩擦係数の違いによる ST の推定値の違いはあ
っても，異常間隙水圧が加わることで断層活動が励起される可能性を持つ．一方で，東北地震前の場
合は，断層活動を励起するのに必要な間隙水圧が最小圧縮主応力より低くなるのは，摩擦係数 0.25
程度より低い場合である．これはサンアンドレアス断層で報告されたような低い摩擦係数の状況下で
しか断層が活動しないことを示し，摩擦条件としては難しい．以上のことから，間隙水圧を制限した
方法により，摩擦係数についても取りうる範囲を制限することができ，断層の活動性評価結果を制約
することができる．
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図1.2.1.2-14　摩擦係数と断層活動を励起するのに必要な間隙水圧．異常間隙水圧を左の縦軸，全間隙水圧を右の縦軸に表示．

青線が東北地震前の応力状態，赤線が東北地震後の応力状態をそれぞれ示す．オレンジ色の領域が間隙水圧の存在する領域．

以上をまとめると，福島県浜通り地震のように，断層形状および周囲の応力が決定している場合で
も，摩擦係数や間隙水圧の不確実性により断層活動性評価にも不確実性が生じる．しかし，岩体の強
度や応力，間隙水圧の絶対値などを仮定（あるいは実測）することができれば，間隙水圧や摩擦係数
を制限し，力学的な断層活動性評価結果も制約することができる可能性がある．

ただし，断層の形状（走向・傾斜）および応力情報が詳細に求められている例として福島県浜通り
地震時の井戸沢断層および湯ノ岳断層について評価したが，そもそも求めた断層の形状および応力情
報についても不確実性が含まれる．また，より微細スケールの不均質性（断層面上のラフネスやそれ
に伴う応力擾乱など）により，局所的に断層の活動性が高まり，断層活動が励起される可能性もある．
したがって，未知なパラメータの決定手法および制限方法についての検討に加え，既知のパラメータ
のより正確な決定および微細スケールへの拡張などの検討が今後も求められる．

1)-4　広域応力場の時間変化に対する断層活動の反応性の検討（外房地域）
ある応力場のもとでの断層すべり方向は断層面上の最大せん断応力方向と一致すると考えられてい

る（Wallace-Bott 仮説という）(Bott, 1959; Wallace, 1951)．地層処分における長期の安全評価で
考慮する必要がある 10 万年を超えるような時間スケールでの断層の活動性評価においては，広域応
力場の時間変化に対する断層活動の反応性について理解しておく必要がある．断層の反応性がよけれ
ば，1 つの断層においても同一断層面でのすべり方向が応力の時間変化に応じて変化することが想定
される．断層のすべる方向が安全評価期間内に変化すれば，評価期間内における処分施設の直接破壊
の可能性が変化し，また地下水流動系が変化する可能性を生じる．本研究では，処分場施設に大きな
影響を与える可能性が高い処分施設スケールを超える地質図規模の断層を調査対象とし，先行研究で
短い時間スケールで広域応力場が変化していることが報告されている地域を調査地域として，外房地
域を対象として野外調査を実施した（図 1.2.1.2-15）．外房地域では，上総層群梅ヶ瀬層（タービダ
イトを主とする砂勝ちの砂岩泥岩互層）と同層群国本層（砂岩泥岩互層および塊状砂質泥岩）の堆積
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時期の境界にあたる 1.0 Ma を境に，北西 - 南東方向の σ3 軸をもつ正断層応力場から，北東 - 南西方
向の σ3 軸をもつ正断層応力場に変化していることが報告されている (Yamaji, 2000)．また，千葉県
市原市，勝浦市，大多喜町周辺地域には，上総層群大田代層（上位の梅ヶ瀬層に整合で覆われる）堆
積時期の 1.2 Ma 頃に活動開始したと考えられる南北走向で東傾斜の長さ 10 km を超える地質図規
模の断層が卓越し，これらの断層によって左ずれを起こしているように見える（図 1.2.1.2-15）．

図 1.2.1.2-15　(a) 外房地域の地質図（産総研シームレス地質図；https://gbank.gsj.jp/seamless/）．

外房地域は，地質図スケールの南北走向で東傾斜の正断層が卓越する．これらの断層は1.2 Ma頃に形成されたと推定されて

いる(Yamaji, 2000)．(b)断層データ取得地点．2断層において断層データ（断層の走向傾斜とすべり方向）を得た．

調査結果を図 1.2.1.2-16 および図 1.2.1.2-17 に示す．野外調査においては，南北走向の地質図規
模の断層において 2 露頭（2 条の断層）で同一断層面での断層擦痕（断層すべりの痕跡）の重複を
確認した．どちらの断層でも，同じ断層面に傾斜方向にすべり方向を示す断層擦痕と左横連れ成分
が強い斜めすべりを示す断層擦痕が認められ，前者は後者に切られているのを確認した（図 1.2.1.2-
16）．同一断層面での断層擦痕の重複は断層が異なる方向に再活動したことを示す．これらの断層で
はどちらも破砕帯の幅が 1 m を超えており，断層の再活動に伴い破砕帯が厚くなった可能性がある．
2 条の断層において，測定した新旧それぞれの断層のすべり方向は，古い活動（図 1.2.1.2-16(c) の
OLD）のすべりは 1.2 ～ 1.0 Ma 頃の応力，新しい活動（図 1.2.1.2-16(c) の NEW）のすべりは 1.0
～ 0.7 Ma 頃の応力で，それぞれのすべり方向をうまく説明できる（図 1.2.1.2-17）．これらの 2 条
の断層を含む南北走向の地質図規模の断層は活断層とは認定されておらず（活断層研究会，1991），
地質断層であると考えられている．これは，現在の北西 - 南東方向の σ1 軸をもつ逆断層応力におい
ては，これらの断層に対する ST は低い（約 0.3）ことと矛盾がない．したがって，現在地質断層と
なっているステージを含めて，最近 100 万年間程度で 3 ステージの断層活動を経験している断層と
なる．なお，1.2 ～ 1.0 Ma 頃と 1.0 ～ 0.7 Ma 頃の応力では 2 条の断層に対する ST は現在の応力
での ST と比較すると高い（0.7 ～ 0.5）．

以上をまとめると，外房地域では，最近 100 万年程度の間において，10 万年スケールで発生し
た応力変化によって地質図規模の断層がそれらの応力に応じて再活動と停止を経験したと考えられ
る（図 1.2.1.2-18）．検討対象とした南北走向の断層においては，活動ポテンシャルがあった時期は
1.2 ～ 0.7 Ma 頃に限定され，現在は地質断層となっていると考えられる．
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図 1.2.1.2-16　断層データを得た (a) 断層露頭写真と (b) 断層面拡大写真．

(c)同一断層面上での断層擦痕の重複関係の説明図．縦ずれ成分の強い断層擦痕が横ずれ成分の強い断層擦痕に切られている

（bの点線の円内）．つまり，同じ断層面で異なる方向に再活動していることを示し，縦ずれが先で横ずれが後である．

図 1.2.1.2-17　同一断層面上の断層擦痕の重複が認められた断層の断層データと Yamaji(2000) が推定した応力場の関係．

ステレオネットは下半球等角投影．矢印は断層面上で認められるすべり方向で，青色矢印はOLD，緑色矢印はNEWを示す．

(a)1.2～1.0 Maの応力と(b)1.0～0.7 Maの応力(Yamaji, 2000)．黒丸はそれぞれの応力でのWallace-Bott仮説(Bott, 1959; 

Wallace, 1951)に基づいてすべる場合の理論すべり方向である．
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図 1.2.1.2-18　外房地域における最近 100 万年間の応力の時間変化と南北走向の地質図規模の断層の活動の関係．

南北走向の断層に活動ポテンシャルがあった時期は1.2～0.7 Ma頃に限定される．現在は活断層ではないと考えられている．

1)-5　断層の再活動性評価手法に関する検討結果について
産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編 (2012) および大坪ほか (2014) は，「地質断層の再活

動」予測の対象として，周辺の地震によって誘発される地震活動，プレート境界部での巨大地震によ
る応力場の変化によって活動する断層，広域応力場の変化によって再活動する断層，の三つに整理し
ている．これらの事象に対して長期の将来予測を行うためには，現時点で整理可能な知見から次の 2
つの要因に留意する必要がある（図 1.2.1.2-19）．第一に，過去の事象からの外挿条件の変化を要因
A とする．すなわち，断層活動を引き起こす環境条件の変化と断層自身の条件（パラメータ）の変
化である．前者は，対象とする断層が活動しやすい応力に変化する可能性（要因 A1），断層周囲の
地質構造および地質構成岩体の長期的変化により断層が活動する可能性（要因 A2）である．後者は，
対象とする断層の摩擦強度や破砕帯の発達等の変化に伴って断層が活動する可能性（要因 A3）である．
第二に，既存の過去の事象の外挿からは推測できない新規の事象，すなわち，外挿期間が十分ではな
いため推測できない新規事象を要因 B とする．

これらの要因の考え方を踏まえ，断層の再活動性評価の検討に関するこれまで 5 ヶ年の検討結果を，
以下の 3 点で整理する．

①　断層活動の空間スケール・空間分解能
②　断層活動の時間スケール・時間分解能
③　断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化，およびそれらの岩体変形ポテンシャルへの影響
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図 1.2.1.2-19　長期の断層活動性の将来予測を行う際に留意すべき要因．

(1)　断層活動の空間スケール・空間分解能
地殻応力場の第一次オーダーの大局的な空間的不均一性に応じた形で ST を用いた断層再活動性評

価が可能と考えられる．おおよそ断層長 10 km を超えるような断層を対象として，各断層間での相
対的な再活動性を評価することが可能である．ただし，ST による断層活動性評価の際には，断層形状・
間隙水圧・摩擦係数などにそれぞれ不確実性があることを留意し，それぞれについて適切な推定を行
うことが重要である．また，必要に応じて応力の空間スケール・空間分解能を踏まえた評価を行う．

(2)　断層活動の時間スケール・時間分解能
広域応力場の大規模な変化（例えばプレート沈み込み方向の変化によるもの）による断層再活動性

の時間変化については，将来の広域応力場変化の可能性（発生要因等）とその変化量を含めた形での
検討が必要である．その際は考慮すべき不確実性が地域によって異なることに留意し，プレートの沈
み込み方向が変化しうる時間スケール（100 万～ 200 万年）を超えない範囲での検討が可能である．

断層の再活動性評価で取り扱う時間スケールである 100 万年間であっても，応力場が変化すれば
断層の活動様式（運動方向や運動センス）が変化する可能性に留意しなければならない．例えば，房
総半島外房地域では，120 万～ 100 万年前の北西 - 南東方向の σ3 軸をもつ正断層応力場のもとで，
南北走向の地質図規模の断層が形成され，100 万～ 70 万年前に北東 - 南西方向の σ3 軸をもつ正断
応力場に変化することで，それらの断層の運動方向が変化し，その後の北西 - 南東方向の σ1 軸を持
つ現在の逆断層応力場のもとで断層活動が停止している．それらの応力場変化のもとで ST も，高い
値（約 0.7）から低い値（約 0.3）に変化している．

応力場の変化がないあるいは少ないと考えられる地域においても，一定応力場のもとでの変形場の
移動に留意しなければならない．反転テクトニクスが起こっている日本海東縁の変動域の褶曲構造に
おいては，不整合面の追跡から褶曲変形時期が推定されている．プレートの運動方向が一定とみなさ
れている期間においても，褶曲変形の場は，鮮新世～更新世にかけては新潟県柏崎平野周辺であった
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が，火山フロント側に移動している（図 1.2.1.2-20；岸・宮脇，1996）．柏崎平野周辺の褶曲構造は，
40 ～ 50 万年間という比較的短期間に大変形に達していることが明らかにされており，このことを
考慮すると変形場の時間スケールは概ね 10 万～ 50 万年であると考えられる．近畿三角帯においては，
更新世以降に形成された堆積盆地の場所が移動していることが報告されている（図 1.2.1.2-21；杉山，
1991；水野，2010)．堆積盆地の形成は地下の基盤の断層活動の結果であり，堆積盆地が移動するこ
とは地殻の変形場の移動と考えることが可能である．その時間スケールも概ね 10 万～ 50 万年である．

図 1.2.1.2-20　新潟県柏崎平野周辺における鮮新世～更新世の褶曲の移動 ( 岸・宮脇，1996)．

1.5 Ma から 1.0 Ma にかけて褶曲軸の位置が 5 ～ 10 km 程度東へ移動していることに注目．
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図 1.2.1.2-21　近畿三角帯における更新世以降に形成された堆積盆地の移動．（a） 杉山 (1991)，(b) 水野 (2010)．

(3)　断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化，およびそれらの岩体変形ポテンシャルへの影響
断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化，およびそれらの岩体変形ポテンシャルへの影響に関し

て，1 回の地震発生サイクルでの断層活動時における断層の摩擦強度や破砕帯発達に関する知見を整
理することは可能である（図 1.2.1.2-22；Di Toro et al., 2011)．断層が滑る前の摩擦係数は 0.6 か
ら 0.85 の範囲になり，摩擦係数の一般的な値として広く使用されている (Byerlee, 1978)．また，様々
な岩石試料に対して高速回転摩擦試験等による地震すべり時の摩擦係数が測定されており，地震時の
高速すべりでは摩擦係数は 0.8 ～ 0.05 程度になり，炭素を多く含む断層破砕帯では摩擦係数は相対
的に低くなる (Di Toro et al., 2011)．
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図 1.2.1.2-22　地震時の高速すべりでの摩擦係数 (Di Toro et al., 2011)．

1)-6　断層の再活動性評価手法に関する今後の課題
前節で整理した断層活動性の将来予測を行う際に留意すべき要因の考え方を踏まえ，断層の再活動

性評価手法に関する今後の課題を，前節と同様に以下の 3 点で整理する．
①　断層活動の空間スケール・空間分解能
②　断層活動の時間スケール・時間分解能
③　断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化，およびそれらの岩体変形ポテンシャルへの影響

(1)　断層活動の空間スケール・空間分解能
比較的小規模な内陸型の地震に伴い誘発される断層の再活動性についての評価は，より広域・高

分解能な応力評価とともに別途検討する必要がある．また，断層帯の周りでは，岩体強度の空間変
化が認められる (Gudmundsson et al., 2010; Faulkner et al., 2006)．チリの活断層である Caleta 
Coloso Fault において，クラック密度から推定される岩体強度の空間変化によって応力主軸の方向
が回転している可能性が報告されている（図 1.2.1.2-23；Faulkner et al., 2006）．断層破砕帯（断
層コア）や断層破砕帯の外側に発達するプロセスゾーンの形成が，それぞれどのように岩体強度の空
間変化に影響を及ぼすのかについて検討する必要がある．なお，断層運動に関連したすべての変形を
含む領域はダメージゾーンと定義され，ダメージゾーンは断層破砕帯（断層コア）とプロセスゾーン
を全て含んだものとみなされる（図 1.2.1.2-24；Gudmundsson et al., 2010; 金折，2001)．プロセ
スゾーンの幅としては，50 m ～数 km が報告されており，断層周辺に発達する亀裂系による岩体強
度の空間変化の程度・範囲が断層活動ポテンシャルにどのように寄与するのかを検討することも必要
である．その際には，断層活動性の観点から，ダメージゾーン中の亀裂の発達がもたらす岩体全体と
しての透水性の変化や，深部からの流体の上昇流路としての機能についても検討する必要がある． 
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図1.2.1.2-23　チリの活断層であるCaleta Coloso Faultにおける(a)クラック密度の空間変化，(b)クラック密度から推定され

る岩体強度の空間変化および変化に伴う応力主軸の方向の回転(Faulkner et al., 2006)．

図1.2.1.2-24　(a)断層周辺に発達する割れ目系（引用中のDamage Zoneは本報告でのプロセスゾーンに相当）と(b)ダメー

ジゾーンで力学特性が周囲の母岩と異なる場合のモデルでの引っ張りシミュレーション (Gudmundsson et al., 2010)．

(2)　断層活動の時間スケール・時間分解能
応力変化に伴う断層運動方向の反応性については応力の時間変化推定の高精度化が必要であり，地

層や断層破砕帯の年代測定手法の進展が今後の課題である．応力場の変化がないあるいは少ないと考
えられる地域においても，一定応力のもとでの変形場の移動（移動距離や移動に要する時間）の検討
が必要と考えられるが，事例研究に乏しい．例えば，中央構造線断層帯については，右横ずれ運動の
持続性や活発化に関して知見の蓄積が必要であり，また中央構造線断層帯沿いの変動域の移動につい
て検討する必要がある．その際には，1.2.1.4 章「複数の自然事象間の連関を考慮した動的地質構造
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モデリング構築の検討」で後述するように，評価期間において広域応力場の変化の可能性が小さい場
合においても，複数の自然事象間の連関を検討する必要があることに留意すべきである．

(3)　断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化，およびそれらの岩体変形ポテンシャルへの影響
10 万年を超えるような長期においては，断層の摩擦強度や破砕帯の力学物性が時間とともに変化

し，それらが断層活動を促進あるいは抑制させることを検討する必要があるが，事例研究に乏しい．
最近，断層破砕帯の組織（図 1.2.1.2-25；林，2000）が，断層の摩擦強度に影響を与える報告が出
つつある ( 大橋，2014)．断層破砕帯の組織・力学物性の長期的な変化に伴う断層活動の促進－抑制
の理解のためには，応力場の変化による断層運動方向の変化に伴う摩擦強度変化や，その際の評価で
取り扱うべき時間スケールを検討する必要がある．

図 1.2.1.2-25　断層破砕帯の組織 ( 林，2000)．

断層すべりによって断層破砕帯の内部に非対称構造（R1 面，R2 面，T 面，Y 面，P 面など）が形成される．

2)　断層破砕物質を用いた低活動性断層評価手法の検討
本課題は，地殻変動をもたらす要因の一つである地震 ･ 断層活動に対して，将来の活動予測および

ポテンシャル評価手法の整備として実施しているものである．活断層の活動性評価は，地震調査推
進本部により地形変形が明瞭な活断層について全国規模の調査がほぼ完了している．しかしながら，
2008 年の宮城・岩手内陸地震が例に挙げられるように，近年国内に被害を及ぼしている内陸性地震
は地形的にも不鮮明な断層の活動によってもたらされたものが大半であり，空中写真判読による活断
層やその可能性のあるリニアメントの検出・認定が必ずしも完全なものではなく，“ 未知の活断層 ”
が日本には存在することを示した．既知の活断層以外で発生する内陸の浅い震源の大地震については，
事前の立地選定で排除することが，現在の知見だけでは難しい．したがって，活断層として認知され
ていないが将来活動しうる断層の地質学的実態を明らかにし，未確認活断層の評価手法を開発する必
要がある．

本課題では，従来の変動地形学的手法では見落とされていた将来の活動性を持つ低活動性断層につ
いて，断層面を構成する岩石（断層岩）の物質科学的特徴を比較検討することにより，その活動性を
評価するための手法の確立を目指すものである．

2)-1　平成22～26年度の5年間における各年度の実施内容の概要
［平成22年度］

花崗岩を母岩とする断層の鉱物相解析手法として重要な逐次選択抽出試験結果を用いた断層活動性
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判別手法の明確化の検討を行い，断層ガウジの物質科学的特徴による断層活動性判別手法を提案した．
また，産業技術総合研究所深部地質研究コア（2010）の X 線回折分析の再測定・再解析とより詳細
な粘土鉱物の鉱物同定作業を実施し，断層岩構成粘土鉱物の形成環境について検討した結果，断層ガ
ウジが高温還元的環境を経験した後に風化環境に置かれ，異なる環境下で形成された鉱物相の共存を
示すことが分かった．さらに，断層の水素ガスが断層岩の酸化反応抑制剤として機能する可能性があ
ることが分かった．花崗岩地域に発達する断層ガウジの化学的性質の解析により，2000 年鳥取県西
部地震の余震域および平行するリニアメントの断層ガウジは，母岩（新鮮～風化岩）に比較して，地
球化学的に著しく水－岩石反応を被った（化学的風化度の高い）物質であることが判明した．

［平成23年度］
低活動性断層の典型的事例である 2000 年鳥取県西部地震以後の地震断層およびその周辺地域との

比較検討を行う為に，山口県岩国断層帯から採取した試料を用いた断層ガウジの色調測定と全岩化学
組成分析を実施した．その結果，岩国断層帯大河内断層の多くの試料の色調は鳥取の余震域と同じ領
域にプロットされ，大河内断層は活断層と判断され，地形地質学的な観察結果から推定される断層帯
の活動性や露頭面の観察事実と矛盾がなかった．

花崗岩地域の断層ガウジの地球化学解析を進めた結果，岩国断層帯においても平成 22 年度の解析
結果と整合的であることが確認された．一方，断層ガウジの色調を基にした活動性評価では，ガウジ
の母岩を特定する必要性から，化学組成解析によるガウジの起源物質の特定手法，断層内における熱
水活動履歴の把握手法を提示し，断層ガウジの色調に影響されない断層ガウジ原岩の正確な特定法を
示した．

［平成24年度］
断層ガウジの鉱物化学的特性解析の高度化のため，全岩化学・同位体組成分析に加え，メスバウア

ー分析・顕微レーザーラマン分光分析・フーリエ変換型赤外分光分析を実施した．また，断層ガウジ
の色調再現実験を実施するとともに，断層ガウジの鉱物化学組成と断層活動性との関連性の検討を行
った．その結果，全岩化学・同位体組成分析では，①断層ガウジが周辺母岩・地表風化岩に比較して
著しく化学的風化した性質を有し，希土類元素等の難水溶性元素に富むこと，②断層ガウジの原岩の
特定だけでなく，断層ガウジ中の岩石―水相互反応の程度の推測，断層ガウジへの熱水変質作用の影
響の有無の判断が可能であることが示された．メスバウアー分析では微量な鉄含量（2wt% 以下）の
断層ガウジに対しても色調変化に重要な Fe2+/Fe3+ 比を正確に把握でき，顕微レーザーラマン分光分
析では断層ガウジ中の微細な結晶性鉄酸化物を同定できたが，フーリエ変換型赤外分光分析では断層
ガウジ中の微量な鉄鉱物の同定が困難であることが明らかとなった．色調再現実験では断層ガウジ中
の鉄鉱物と濃度を推定することが可能となった．断層ガウジの鉱物化学組成と断層活動性との関連性
では，粘土鉱物量および各鉱物フラクション中の鉄量，断層ガウジのオリジナル色調と断層の活動周
期に相関があることが認められた．

［平成25年度］
花崗岩地帯を主たる対象として検討が進められてきた断層ガウジの鉱物・化学的特徴に基づく断層

の活動性評価手法について，他の断層に対する適用可能性を確認するため，福島県の湯ノ岳断層・八
茎断層・井戸沢断層，福岡県の宇美断層・警固断層（塔原地区）の断層岩の岩石化学的特徴について
検討した．その結果，2011 年以降に活動した地震断層のガウジでは，周辺の風化岩石よりも化学的
風化度が低く，さらに新鮮な母岩に近い風化度を示すガウジが混在することが明らかとなった．これ
は，活動間隔の短い活断層では化学的風化度の高いガウジ（活動期が古いもの）と低いガウジ（活動
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期が新しいもの）が混在し，活動間隔の長い活断層では化学的風化度の高いガウジが主であることが
示唆される．また，同位体解析では，鳥取西部地震の断層試料の既存データを用いてガウジ固有の特
徴に関する見直しと再検討を行った結果，Sr-Nd イプシロン図の利用でガウジ固有の特徴を導出でき
る可能性を示した．

［平成26年度］
断層ガウジの鉱物化学的特徴に基づく断層の活動性評価手法の適用可能性を確認するため，活断層

である福岡県の宇美断層と茨城県関口―米平リニアメント（金成地区），地質断層である棚倉東縁断
層帯の道清・折屋地区の断層岩の鉱物化学的特徴について検討を行った．断層ガウジの鉱物化学組成
と断層活動性との関連性について総合的な検討を行い，活断層の断層ガウジの鉱物組成および各鉱物
フラクションの溶出量・色調と断層の活動間隔の関係は従来と同様な傾向を示し，本評価手法が有効
であることが示唆された．また，活断層と地質断層の断層ガウジの比較においては，鉱物組成は同様
であったが，量比に差があり，各フラクションの溶出量・色調にも差があることが認められた．全岩
化学・同位体組成分析では，従来検討不足であった断層帯の熱水脈の化学的特徴の把握および活断層
から採取した断層ガウジの Sr-Nd 同位体的特徴の把握を行い，断層ガウジが一般に著しく低いイプ
シロン SrI 組成を有し，イプシロン NdI は母岩と比較して大きく変化しないことを明らかにした．

2)-2　断層ガウジの鉱物化学組成と断層活動性との関連性
断層ガウジの鉱物化学的特徴に基づく断層の活動性評価手法について，他の断層に対する適用可能

性を検討するため，活断層と地質断層の断層岩の鉱物化学的特徴について検討を行うとともに，これ
までに得られた断層ガウジの鉱物化学組成と断層活動性との関連性の検討を行う．

(1)　試料と分析方法
・分析試料

分析試料の採取地は，福岡県の宇美断層，茨城県関口―米平リニアメント沿いの金成地区，棚倉東
縁の道清・折屋地区である．これらの地域から多様な色調を呈する断層ガウジを露頭から採取した．
採取試料の試料名，試料地点および色相を表 1.2.1.2-3 にまとめる．なお，宇美断層と関口―米平リ
ニアメント沿いの金成地区の断層は活断層，棚倉東縁断層帯は地質断層である．
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表 1.2.1.2-3　断層ガウジ分析試料一覧．

・粉末Ｘ線回折分析
①　全岩試料の粉末Ｘ線回折分析

試料は乾燥機において 50℃以下で 24 時間以上乾燥させた後，振動ミルを用いて粉砕・混合し，
粉末試料（200mesh, 95%pass）とした．微粉砕された粉末試料を，0.700g を上限として量りとり，
Ｘ線回折用アルミニウムホルダーに充填して不定方位試料を作成した．Ｘ線回折試験は，理学電気製
MultiFlex を使用し，以下の条件で測定を行った．

Target：Cu（Kα） Monochrometer：Graphite 湾曲
Voltage：40KV Current：40mA
Divergency Slit：1° Scattering Slit：1°
Recieving Slit：0.3mm Scanning Speed：1°/min
Sampling Range：0.02° Scanning Range：2 ～ 65°
Detector：SC Scanning Mode：連続法
Calculation Mode：cps

②　粘土粒子径試料の粉末Ｘ線回折分析
試料に含まれる 2μm 未満の粒子（粘土画分）を画分し分析を行った．試料を 500ml ビーカーにと

り，蒸留水を加えて超音波洗浄機，攪拌機を用いて 30 分程度分散作業を行った．室温で静置し，分
散状態を確認した後，Stokes の法則に従って所定時間・所定深度より上の上澄み液を採取した．分
散の不十分な試料については，分散剤として 1N の水酸化ナトリウムを適量加えた．採取した懸濁液
は 3,000 回転 30 分程度の遠心分離により固体粒子を濃集させた．この操作を数度繰り返し行い，所
定の画分の固体粒子を濃集させた．懸濁状態が認められなくなった時点を終点とした．同様な作業に
より粗粒な画分についても濃集させた．上記の画分試料の懸濁液をスライドガラスに無限厚さを保つ
ように塗布し乾燥させ，下記の条件にてＸ線回折試験を行った．なお，塩の析出により適切にスライ
ドガラス上に試料が定置しない場合は，遠心分離により粘土画分を数度，蒸留水で洗浄した．

Target：Cu（Kα） Monochrometer：Graphite 湾曲
Voltage：40KV Current：40mA
Divergency Slit：1/2° Scattering Slit：1/2°
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Recieving Slit：0.3mm Scanning Speed：1°/min
Sampling Range：0.02° Scanning Range：2 ～ 50°
Detector：SC Scanning Mode：連続法
Calculation Mode：cps

③　定方位法によるエチレングリコール処理試料のＸ線回折
定方位法による未処理 X 線回折で測定した試料に対し，エチレングリコール処理を Vapor 法によ

り行い測定した．処理方法は，金網を敷いて底上げした容器内にエチレングリコールを流し込み，金
網上にスライドガラスに塗布したサンプルを置いた．容器は密封し，70℃程度に加熱した乾燥機内
で焼く半日間加熱した．サンプルが十分にエチレングリコール蒸気を吸収した後，Ｘ線回折を行った．
測定条件は上記の定方位法による未処理Ｘ線回折と同様である．

④　定方位法によるKイオン飽和処理試料のＸ線回折
各画分の固体粒子を含む遠沈管に 1N の CH3COOK 溶液を加え，内容をよく混ぜ，遠心沈降させ

て上澄みを捨てた ( 遠沈洗浄 )．水を加えて遠沈洗浄を 2 回行い，過剰の塩溶液を除いた．水をよく
きり，少量の水を加えてスライドガラスに無限厚さを保つように塗布し，乾燥させＸ線回折測定を行
う．測定条件は上記の定方位法による未処理Ｘ線回折と同様である．

⑤　定方位法によるMgイオン-グリセロール飽和処理試料のＸ線回折
1N の (CH3COO)2Mg 溶液を用い，K イオン飽和処理と同じ手順で Mg イオン飽和処理定方位試料

を作成した．得られた試料を Vapor 法によりグリセロール処理した．なお，処理温度は 100℃，加
熱時間は約 4 時間である．測定条件は上記の定方位法による未処理Ｘ線回折と同様である．

・逐次選択抽出分析
乾燥させ粉砕した断層ガウジ 2g を秤取し，4 段階の逐次選択抽出試験を実施した．逐次選択抽出

試験の抽出条件や抽出手順は柳瀬ほか (1996) に準じた．第 1 段階は，TAO 試薬 (Tamm, 1932) を用
いて非晶質鉄酸化物を溶解させ TAO 抽出液を得た．第 2 段階は，CDB 試薬 (Mehra and Jackson, 
1960) を用いて結晶質 ( 水酸化 ) 鉄酸化物を溶解させ CDB 抽出液を得た．第 3 段階は，6M HCl 溶
液を用いて緑泥石等の粘土鉱物を溶解させ HCl 抽出液を得た．第 4 段階は，HF 溶液を用いて残存
する粘土鉱物やケイ酸塩鉱物を溶解させ HF 抽出液を得た．抽出後，各フラクションの鉄，マグネシ
ウムおよびカリウムの分布を決定するために原子吸光法により定量し，抽出量を求めた．また，抽出
試験実施前と TAO 抽出試験後の試料の質量減少量を TAO 抽出による固相の溶解量とした．同様に，
TAO 抽出試験以降の逐次抽出試験実施前後の質量減少量を，CDB 抽出による固相の溶解量，HCl 抽
出による固相の溶解量とした．なお，HF 抽出による固相の溶解量は，抽出試験実施前と HCl 抽出試
験後の質量減少量である．

・色調測定
断層ガウジの測色には，分光測色計 CM-2600d を使用した．なお，測色時には本測色計付属の白

色校正板による校正を実施した．測色データは，国際照明委員会によって 1976 年に制定された CIE 
L*a*b* 表色系によって表した．L* は明度を示し，その数値がゼロであると真黒に，100 であると真
白に対応する．a* は赤色度を示し，その数値が正の値であると赤を，負の値であると緑に対応する．
b* は黄色度を示し，その数値が正の値であると黄を，負の値であると青に対応する．a* および b* 値
の絶対値が大きくなると彩度が増す．
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試料の測色には，自作の簡易な色調測定セルを用いた．測定セルは，5mm 厚の白色テフロン板に
ϕ13mm，深さ 1mm の窪みをつけたものである．窪みに試料を入れ，ガラス板などで試料表面を平
らにし，試料の色調を測定した．

試料の測色は，逐次選択抽出試験と並行して行われた．具体的には，抽出試験の実施前 ( オリジナ
ル )，TAO 抽出後，CDB 抽出後および HCl 抽出後の計 4 回試料の色調を測定した．なお，測色前には，
試料を十分に乾燥させた．

(2)　分析結果
・粉末Ｘ線回折分析結果

断層ガウジ試料の全岩と粘土画分（<2μm）の粉末Ｘ線回折分析結果を表 1.2.1.2-4 にまとめる．
いずれの全岩試料も石英や斜長石，カリ長石，粘土鉱物から構成される．宇美の断層ガウジ中の粘土
鉱物は緑泥石，イライト－スメクタイト混合層鉱物，スメクタイトから構成される．関口―米平リニ
アメント沿いの金成の断層ガウジ中の粘土鉱物はイライト，緑泥石，パリゴルスカイト，スメクタイ
トから構成される．棚倉東縁の道清の断層ガウジ中の粘土鉱物は，スメクタイト，イライト，緑泥石，
パリゴルスカイトから構成される．棚倉東縁の折屋の断層ガウジ中の粘土鉱物は主としてスメクタイ
トとイライトから構成される．

表 1.2.1.2-4　全岩試料および粘土画分試料における検出鉱物．
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・逐次選択抽出分析結果
図 1.2.1.2-26 に逐次選択抽出分析によって得られた各鉱物フラクションからの鉄の溶出量を示す．

TAO 試薬は非晶質・低結晶性鉄酸化物（フェリハイドライト）を選択的に溶解する．CDB 試薬は結
晶性鉄酸化物（ゲータイトやヘマタイト）を選択的に溶解する．HCl 溶液で選択的に溶解されるのは，
粘土鉱物においては緑泥石とバーミキュライトである．HF 溶液では，残存する鉱物を溶解する．

各試薬によって溶出された鉄量の総量は，棚倉東縁の道清，宇美，棚倉東縁の折屋，関口―米平リ
ニアメント沿いの金成の試料の順に少なくなる．棚倉東縁の道清の試料では，HCl 溶液によって溶
出した鉄量は他の試薬によって溶出した鉄量よりも圧倒的に多い．HCl 溶液によって溶出されたこ
とから緑泥石を多量に含むことが示唆されるが，XRD の結果からは緑泥石の存在は少量を示すこと
から，当該試料に対しては XRD と逐次選択抽出分析の結果は調和していないようだ．また，TAO 処
理によって溶出した鉄量は他の試料よりも圧倒的に多く，当該試料の特徴となっている．宇美の試料
では，HF 溶液によって溶出した鉄量は他の試薬によって溶出した鉄量よりも多く，次いで HCl 溶液
により溶出した鉄量が多い．これらの試料には多量のイライトやスメクタイトが含まれることが示唆
され XRD の結果とも調和的である．棚倉東縁の折屋の試料では，HCl 溶液によって溶出した鉄量は
他の試薬によって溶出した鉄量よりも多く，次いで HF 溶液により溶出した鉄量が多い．棚倉東縁の
道清の試料と同様に，HCl 溶液によって溶出されたことから緑泥石を多量に含むことが示唆されるが，
XRD の結果では緑泥石は存在しない．関口―米平リニアメント沿いの金成の試料では，HCl 溶液に
よって溶出した鉄の含有量は他の試薬によって溶出した鉄量よりも多く，次いで HF 溶液により溶出
した鉄量が多い．

図 1.2.1.2-26 逐次選択抽出分析から得られた各鉱物フラクションからの鉄溶出量．

・色調測定結果
図 1.2.1.2-27 には，L*-a*-b* 表色系における各試料の L*-a* および L*-b*，a*-b* 平面上へのプロッ

トを示す．L* は明度を示し数値が大きいほど明るく，小さいほど暗い色調を示す．a* は赤色度を示
し数値が大きいほど赤みが強く，小さいほど緑色に近くなる．b* は黄色度を示し数値が大きいほど
黄色みが強い．

図 1.2.1.2-27 に示されるように，試料の L* は試料毎に特徴的な値を示しいている．宇美，関口―
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米平リニアメント沿いの金成および棚倉東縁の折屋の試料の L* 値はほぼ等しい値を示すが，棚倉東
縁の道清の試料はその値が小さい．一方，試料の L* の値は a* や b* の値に対して負の相関が認めら
れる．また，L* 値に対する試料毎の特徴と同様に，a* 値と b* 値に対しても試料毎の特徴を明瞭に確
認できる．a*-b* 平面上のプロットから，宇美と関口―米平リニアメント沿いの金成の試料は a* 値は
負で b* 値は正，棚倉東縁の折屋と道清の試料は a* 値と b* 値ともに正であるが，棚倉東縁の道清の
それらの値は折屋の値よりも高いことが認められる．

図 1.2.1.2-27　断層ガウジ試料の L*-a*，L*-b* および a*-b* プロット．

図 1.2.1.2-28 はオリジナル試料と逐次選択抽出後の試料の測色結果を示す．採取した試料を逐次
選択抽出することによって，結晶性鉄鉱物等の有色鉱物が除去され，試料の L* は単調に増加すると
予想され，実際に図に示すように，逐次選択抽出に伴う L* の変化は単調に増加した．一方，逐次選
択抽出に伴う a* と b* の変化は，有色鉱物の除去の順番に大きく依存することが予想される．a* の
変化は図に示されるように，第 1 段階の TAO 抽出によって a* が増加するタイプと減少するタイプ
に分かれるが，第 2 段階の CDB 抽出では a* が減少し，第 3 段階の HCl 抽出では a* が増加するのみ
である．b* の変化は，オリジナルから HCl 抽出後に向かって b* が減少するのみである．これらのこ
とから，色調，とりわけ a* の変化タイプは，試料の産地に依存していることが認められる．

図 1.2.1.2-28　逐次選択抽出試験に伴う断層ガウジ試料の色調変化．
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(3)　考察
・断層ガウジの鉱物組成，化学組成および色調の関係

図 1.2.1.2-27 から明らかなように，オリジナル試料の L* は a* や b* に対して負の相関が認められ，
同試料の a* と b* については正の相関が認められた．このことは，オリジナル試料に含まれる非晶質
鉄物質および結晶性鉄鉱物，粘土鉱物等の有色鉱物の存在や量比によって，試料の色調は決定される
と考えられる．

初めに，非晶質鉄物質，結晶性鉄鉱物および粘土鉱物と色調の関係について検討する．XRD によ
って非晶質鉄物質と結晶性鉄鉱物は検出されなかったが，逐次選択抽出分析による TAO 抽出の鉄
量 (TAO_Fe) と CDB 抽出の鉄量 (CDB_Fe) をそれぞれ非晶質鉄物質量，結晶性鉄鉱物量として代用
する．TAO_Fe に対して L* は負の相関を示し，TAO_Fe に対して a* と b* は正の相関を示した（図
1.2.1.2-4）．CDB_Fe に対して L* および a*，b* は前記の TAO_Fe と色調の同様な関係を示している
が信頼度 95% では有意であるとは認められなかった（図 1.2.1.2-29）．

図 1.2.1.2-29　断層ガウジのオリジナル色調に対する TAO 抽出により溶出した鉄量と CDB 抽出により溶出した鉄量の関係．

本試料中の粘土鉱物としてイライトおよび緑泥石，スメクタイトがあり，それぞれの粘土鉱物と
色調の関係は次のとおりであった．緑泥石に対して L* および a*，b* は統計学的に有意であるとは認
めらなかったが（図 1.2.1.2-30），イライトは色調に対して L* と正の相関，a* と負の相関 , b* と負
の相関を示し（図 1.2.1.2-30），スメクタイトは色調に対して非晶質物質と同様に L* と負の相関，a*
と正の相関 , b* と正の相関を示した（図 1.2.1.2-30）．

つまり，L* の減少はイライトの減少を示し，a* と b* の増加は非晶質物質とスメクタイトの増加を
示している．これは，イライトや緑泥石の風化過程で，鉄成分が溶出し，その溶出鉄が非晶質物質と
なり，溶出鉄以外の成分がスメクタイトを生成したと考えられる．

図 1.2.1.2-30　断層ガウジのオリジナル色調に対するイライトおよび緑泥石，スメクタイト量の関係．
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次に，粘土鉱物と断層ガウジ中の鉄量との関係を検討する．図 1.2.1.2-31 に示されるように，イ
ライトは断層ガウジ中の全鉄量に対して負の相関が認められ，スメクタイトは断層ガウジ中の全鉄量
に対して正の相関が認められた．一方，緑泥石は断層ガウジ中の全鉄量に対して統計学的に有意であ
るとは認められなかった．これらのことを前述の考察と合わせると，当該試料中のイライトとスメク
タイトは断層ガウジ中の鉄量と色調に大きく関与するが，両鉱物の色調への寄与は反対であることが
指摘される．

図 1.2.1.2-31　断層ガウジ中の全鉄量に対するイライトおよび緑泥石，スメクタイト量の関係．

最後に，断層ガウジ中の鉄量と色調の関係を検討する．図 1.2.1.2-32 に示されるように，断層ガ
ウジ中の全鉄量は L* に対して負の相関を示し，b* に対して正の相関を示している，なお，統計学的
には有意とは言えないが断層ガウジ中の全鉄量は a* に対して正の相関があるようだ．このことから，
断層ガウジの色調は断層ガウジ中の全鉄量によって特徴付けられることを意味する．前述の考察から
これらのことをまとめると，断層ガウジの色調は，断層ガウジに含まれる有色鉱物によって支配され，
その有色鉱物の量や存在比，さらに含まれる鉄の含有量によっても発色の度合いが異なることが指摘
される．つまり断層ガウジが風化反応によって構成鉱物を変化させると，その構成鉱物に従って断層
ガウジの色調も変化すると理解される．

図 1.2.1.2-32　断層ガウジ中の全鉄量に対するオリジナル色調の関係．
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・活断層と地質断層の断層ガウジの比較
活断層（宇美と金成）と地質断層（棚倉東縁の道清と折屋）の断層ガウジの鉱物組成は，表

1.2.1.2-3 に示されたように主としてケイ酸塩鉱物と粘土鉱物であり，ケイ酸塩鉱物として石英およ
び斜長石，カリ長石で，粘土鉱物としてイライトおよび緑泥石，スメクタイトであり，両断層ガウジ
の鉱物組成に違いは認められなかった．なお，断層ガウジにはマイナー鉱物として方解石やパリゴル
スカイトを含むものもあった．ただし，活断層（宇美と金成）と地質断層（棚倉東縁の道清と折屋）
の断層ガウジを構成する粘土鉱物量に対して明瞭な差が確認される．活断層の断層ガウジの場合，イ
ライトと緑泥石の存在量は地質断層の断層ガウジに含まれる量よりも多く，スメクタイトについては
活断層の断層ガウジに含まれる量よりも地質断層の断層ガウジに含まれる量の方が多い．これは，前
セクションの考察にも記したように，断層ガウジが地表環境において長期間の水―鉱物相互作用によ
ってイライトや緑泥石がスメクタイトに変化したと推察される．

次に，活断層（宇美と金成）と地質断層（棚倉東縁の道清と折屋）の断層ガウジの化学組成につい
て検討した結果，HCl 溶出鉄（HCl_Fe）と HCl 溶出カリウム（HCl_K）に対して明瞭な差が確認さ
れる（図 1.2.1.2-33）．地質断層の断層ガウジの方が，活断層の断層ガウジよりも HCl_Fe と HCl_K
はそれぞれ 2 倍，4 倍ほど多い．両断層ガウジの色調については，信頼度 95% で L* に対して明瞭な
差が確認される（図 1.2.1.2-27）．活断層の断層ガウジの方が，地質断層の断層ガウジの L* 値よりも
高い．

図 1.2.1.2-33　活断層と地質断層の断層ガウジ中の HCl 溶出鉄と HCl 溶出カリウムの関係．

2)-3　断層岩の地化学・同位体分析による断層活動性の検討
本年度は，これまでの断層岩の地化学・同位体分析による断層活動性の検討で不足していた断層帯

の熱水脈の化学的特徴の把握および典型的な活断層試料を用いた断層ガウジの Sr-Nd 同位体的特徴
の把握を行う．

(1)　試料と分析方法
・分析試料

化学分析を実施した試料は，福岡県の警固断層（塔原地区）のものであるが，活断層本体の試料で
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はなく，断層破砕帯周辺に多数発達する亀裂群の充填物および亀裂周辺の変質母岩（花崗岩起源）で
ある．採取試料の試料名，試料地点および岩相等を表 1.2.1.2-5 にまとめる．また，同位体解析用に
は岩国断層帯からの既存試料を用いた．

・分析方法
採取試料は鉄鉢および石川式自動メノウ乳鉢により微粉末化し，分析はカナダ Actlabs 社の ICP-

OES および ICP-MS で実施した．その際，試料分解は lithium metaborate/tetraborate 溶融法が用
いられ，重鉱物等を完全に融解できる分析手法が用いられた．

表 1.2.1.2-5　破砕帯亀裂充填物と変質花崗岩分析試料一覧．

(2)　結果と考察
・断層ガウジに対する熱水の影響

断層帯には，熱水活動を被る例が少なくない．ガウジの色調を作る粘土鉱物は，熱水の熱や化学
組成で変化することが考えられる．したがって，色調解析の際にはガウジへの熱水の影響の度合
いを把握する必要がある．このことに対して，本研究では A-CN-K 三角図（Nesbitt and Young, 
1984）が有効であることを明らかにした．なお，A-CN-K 図はガウジの全岩化学組成から，A(Al2O3)，
CN(CaO*+Na2O)，K(K2O) を頂点として，モル比で示した三角図である（図 1.2.1.2-34）．

本来，この図は岩石の化学的風化作用の解析に用いられ，新鮮な岩石は三角図上の CN50％−K50
％のラインにほぼ配列し，風化が進行すると A−CN 軸に平行な組成変化を生じる（図 1.2.1.2-34）．
組成が A−K 軸に到達すると，次は頂点 A に向かって変化する．一方，風化過程で熱水変質を被ると
K の付加が生じる．その場合はトレンドが A−CN 軸に平行なラインから K 頂点に引き寄せられた傾
きをもち，斜めのトレンドとなる（図 1.2.1.2-34）．本研究では，各種断層ガウジにも同様の変化が
認められた．
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図 1.2.1.2-34　A-CN-K 図における岩石の風化トレンドと変質トレンド．

図 1.2.1.2-35 は，岩国活断層帯の下長野と福岡西山断層において熱水変質を被った断層ガウジの
事例である．岩国下長野では，新鮮な花崗岩が CN50％−K50％のライン近くにあり，断層近傍の風
化花崗岩がやや A 成分に富み，断層ガウジはさらに A 成分に富む．また，この露頭には断層破砕部
に石英を多く含む脈が確認され，断層ガウジのトレンドは A−CN 軸に平行でなく，脈の方向に伸び
ている（図 1.2.1.2-35）．さらに，断層近傍の風化花崗岩もこのトレンドに沿うことが認められる．
これらは，本地点の各断層ガウジや風化花崗岩が石英に富む熱水脈の影響を被っていることを示す．
福岡西山断層では断層破砕部が花崗岩と堆積岩の境界を成すため，断層ガウジ組成は両者の混合線に
沿う．なお，同断層に進入する変質脈があり，その組成は，断層ガウジの組成トレンドの延長線上に
位置する（図 1.2.1.2-35）．これは，断層ガウジが熱水変質の影響を被っていることを示す．

上記のことより，A-CN-K 図において A−CN 軸に平行なラインから K 頂点に引き寄せられた組成
トレンドをもつ断層ガウジに対して，断層ガウジの色調判定を実施する場合，熱水変質を被った履歴
があることを考慮して行う必要がある．

図 1.2.1.2-35　A-CN-K 図における岩石の風化トレンドと変質トレンド．

一方，断層帯に数多く観察される熱水脈がガウジや母岩に影響を与えない場合も認められる．その
1 例として，福岡警固断層の九州大筑紫キャンパス付近と塔原のデータを示す（図 1.2.1.2-36）．九
州大筑紫キャンパス付近では，新鮮な花崗岩，風化花崗岩，古い断層ガウジが K 成分に引き寄せら
れたトレンドを作り，熱水変質を被ったことを示すが，同地の多くの熱水脈の組成はこのトレンドと
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無関係な所に位置する．また塔原でも，新鮮な花崗岩と風化花崗岩が熱水変質の影響を被るトレンド
を形成するものの，同地の熱水脈はこのトレンドと関係しない．これらは，現在確認される熱水脈の
多くが母岩やガウジの熱水変質後に新たに進入してきたことを示唆する．このことより A-CN-K 図は，
断層露頭における熱水脈がガウジに影響を与えているか否かを判定する図としても有効である．

図 1.2.1.2-36　A-CN-K 図における岩石の風化トレンドと変質トレンド．

・断層ガウジのSr-Nd同位体組成
断層ガウジの Sr-Nd 同位体を検討した結果，新鮮な岩石に比較して，Sr 同位体比（87Sr/86Sr）は

大きく変化し，Nd 同位体比（143Nd/144Nd）はほとんど変化しないことが明らかとなった．このことは，
母岩の形成年代が明らかな花崗岩に発達する活断層試料を用いたイプシロン解析（Papanastassiou 
and Wasserburg, 1970；DePaolo and Wasserburg, 1976）で明確に示される．その例として，鳥
取西部地震の余震域と岩国断層帯の結果を示す（図 1.2.1.2-37）．イプシロン解析において必要な年
代および同位体比等は次の通りである．鳥取地域の花崗岩母岩の形成年代は Iizumi et al.(1984) およ
び本研究のデータから 65Ma，岩国の花崗岩母岩の年代は Suzuki and Adachi (1998) から 93Ma と
した．Bulk Earth の現在地は 87Sr/86Sr = 0.7045, 87Rb/86Sr = 0.0827, 143Nd/144Nd = 0.512638 およ
び 147Sm/144Nd = 0.1966 とし（DePaolo, 1988；Goldstein et al., 1984），壊変定数は 87Rb で 1.42
×10-11/y（Steiger and Jäger, 1977），147Sm で 6.54×10-12/y（Lugmair and Marti, 1978）とした．

イプシロン図における鳥取地域および岩国地域の新鮮な花崗岩は加々美ほか（2000）による西南
日本弧の白亜紀～古第三紀花崗岩類の範囲に入る（図 1.2.1.2-37）．風化岩はイプシロン NdI（以
下，ɛNdI）が変化せずにイプシロン SrI（以下，ɛSrI）がやや低い方へ移動している．これは風化作
用に伴って希土類元素が動かないこと，また Rb-Sr 系の Rb よりも Sr の方がより溶脱することによる．
断層ガウジは，風化花崗岩と同様にε Nd が変化しないが，Sr は一般に Rb よりも著しく溶脱するた
め，ɛSrI が低い方へ大きく移動している（図 1.2.1.2-37）．一方，岩国断層帯の来巻のガウジ 1 試料
に炭酸塩脈の影響を受けたと考えられるガウジがあり，測定の結果，Sr（および Ca）が著しく高く
炭酸塩の影響を受けたことが分かり，それにより ɛSrI が増加したと考えられる．

以上より，断層ガウジは一般に著しく低い ɛSrI 組成を有すると言える．ただし，炭酸塩脈の影響
により Sr が増加した場合は，高 ɛSrI 側へシフトし，これらとは区別される．そして ɛNdI は母岩と
比較して大きく変化しない．イプシロン図を用いた断層ガウジの解析には母岩の形成年代が必要とな
るが，ガウジの特定指標の一つとして使用できる可能性がある．今後はガウジと同一露頭から採取さ
れる熱水脈等の同位体組成との比較を行い，ガウジに固有の同位体挙動をより鮮明にすることで，特
定指標としての役割を明確にできると考えられる．
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図 1.2.1.2-37 断層ガウジ，風化花崗岩，新鮮な花崗岩の Sr-Nd イプシロン図 .

2)-4　断層破砕物質を用いた低活動性断層評価手法の検討
本課題は，従来の変動地形学的手法では見落とされていた将来の活動性を持つ低活動性断層につい

て，断層面を構成する断層岩の物質科学的特徴を比較検討することによりその活動性を評価するため
の手法の確立を目指すために，①断層の活動度が同じで断層破砕帯構成岩石が異なる断層中の断層ガ
ウジの比較・検討，②断層破砕帯を構成している岩石が同じで活動度が異なる断層中の断層ガウジの
比較・検討，③本年度に分析した断層ガウジの特徴を整理し，先行研究を含めた断層ガウジの物質科
学的特徴と断層活動性との関連性の検討，④活断層と地質断層の断層ガウジの比較・検討を行った．
また，⑤断層岩の地化学・同位体分析による断層活動性の検討を行った．さらに，⑥断層ガウジの物
質科学的特徴による活動評価手法を提案し，この評価手法の科学的信頼性向上のために，⑦断層岩の
酸化還元環境の経時変化モデルを提案した．以下にその詳細を述べる．

(1)　断層の活動度が同じで断層破砕帯構成岩石が異なる断層中の断層ガウジの比較・検討
山口県岩国断層帯の大竹断層に形成された泥質岩起源と花崗岩起源の断層ガウジに対する XRD に

よる鉱物分析，逐次選択抽出試験および色調測定を行い，両断層ガウジの相違について検討を行った．
その結果，化学組成や色調には統計学的な差は認められなかったが，粘土鉱物のスメクタイトについ
ては有意な差が認められた．花崗岩起源の断層ガウジの方が泥質岩起源の断層ガウジよりもスメクタ
イトの存在量が多かった．他の粘土鉱物については有意な差は認められなかった．泥質岩の起源物質
が周辺の花崗岩であったと仮定すると，断層ガウジの元となる物質に大きな差がないため，形成され
る断層ガウジの物質科学的特徴にも大きな差が生じないと言える．つまり，断層ガウジの起源物質が
同様でかつ断層の活動度が同程度ならば，形成される断層ガウジの物質科学的特徴も同様であると示
唆される．

(2)　断層破砕帯を構成している岩石が同じで活動度が異なる断層中の断層ガウジの比較・検討
山口県岩国断層帯に形成された花崗岩起源の断層ガウジに対する XRD による鉱物分析，逐次選択

抽出試験および色調測定を行い，断層の活動間隔との関連性について検討を行った．その結果，緑
泥石の存在量は断層の活動間隔に対してかなり強い正の相関，イライトはやや強い正の相関，スメク
タイトはやや弱い正の相関，ハロイサイトはやや強い負の相関を示した．断層ガウジの化学組成では，
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断層ガウジの全鉄量は断層の活動間隔に対してかなり強い正の相関，全マグネシウムは非常に強い正
の相関，HCl_Fe と HCl_Mg は非常に強い正の相関を示した．断層ガウジの色調では，L*，a* およ
び b* は断層の活動間隔に対してやや強い正の相関を示した．これらのことから，起源物質が同様な
場合，断層の活動間隔の長短によって，水―鉱物相互作用の影響を被る期間が異なり，その結果形成
される断層ガウジの物質科学的特徴が異なり，その特徴も断層の活動間隔と正あるいは負の相関を示
すと考えられる．

(3)　断層ガウジの物質科学的特徴と断層活動性との関連性の検討
当該年研究と先行研究によって得られた花崗岩起源の断層ガウジに対する XRD による鉱物分析，

逐次選択抽出試験および色調測定の結果をもとに断層の活動間隔との関連性について検討を行った．
その結果，緑泥石とイライトの存在量は断層の活動間隔に対してやや強い正の相関，ハロイサイトは
やや弱い正の相関を示した（図 1.2.1.2-38）．

図 1.2.1.2-38　断層の活動間隔に対する緑泥石，イライトおよびハロイサイトの関係．

断層ガウジの化学組成では，断層ガウジの全鉄量と HCl_Fe は断層の活動間隔に対してやや強い正
の相関，HCl_Mg はやや弱い正の相関を示した（図 1.2.1.2-39）．
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図1.2.1.2-39　断層の活動間隔に対する断層ガウジ中の全鉄量，全マグネシウム，HCl抽出鉄およびHCl抽出マグネシウム量

の関係．

断層ガウジの色調では，L* のみが断層の活動間隔に対してやや弱い正の相関を示した（図 1.2.1.2-
40）．

図 1.2.1.2-40　断層の活動間隔に対する断層ガウジのオリジナル色調の関係．
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なお，関口－米平リニアメントの金成の断層ガウジを除くと，上記の相関はかなり良くなる．具体
的には，緑泥石とイライトの存在量は断層の活動間隔に対してかなり強い正の相関，ハロイサイトは
やや強い正の相関を示す（図 1.2.1.2-38）．断層ガウジの全鉄量は断層の活動間隔に対してかなり強
い正の相関，全マグネシウムはやや強い正の相関，HCl_Fe と HCl_Mg はかなり強い正の相関を示す
（図 1.2.1.2-39）．L* が断層の活動間隔に対してやや強い正の相関，a* がやや弱い正の相関を示す（図
1.2.1.2-40）．

これらのことから，断層ガウジの起源物質が花崗岩の場合，各岩体の差が予想されるにもかかわら
ず，断層の活動間隔と形成される断層ガウジの物質科学的特徴との間に正あるいは負の相関が認めら
れることから，断層ガウジの物質科学的特徴の普遍性が示唆される．ただし，極端に組成等が異なる
岩体に対しては，各岩体あるいは地域毎にデータを吟味し，考察した方が信頼性を高く評価できると
考える．

(4)　活断層と地質断層の断層ガウジの比較・検討
活断層として当該年研究と先行研究によって得られた花崗岩起源の断層ガウジと棚倉東縁の地質

断層の断層ガウジに対する XRD による鉱物分析，逐次選択抽出試験および色調測定を行い，両断層
ガウジの相違について検討を行った．その結果，両断層ガウジの粘土鉱物の存在量には統計学的な
差は認められなかったが，化学組成では CDB_Fe の母平均と HCl_K の母平均に有意な差が認めら
れ，活断層の断層ガウジの方が地質断層の断層ガウジよりも CDB_Fe が多く HCl_K が少なかった（図
1.2.1.2-41）．また，色調では L* の母平均に有意な差が認められ，断層の断層ガウジの方が地質断層
の断層ガウジよりも L* の母平均が高い（図 1.2.1.2-42）．これらのことは，活断層と地質断層の断層
ガウジの物質科学的特徴の差はわずかであることを主張しているが，地質断層の断層ガウジのデータ
数が少ないため引き続きデータを拡充し，再解析を実施する必要があると考える．

図 1.2.1.2-41　活断層と地質断層の断層ガウジの CDB 抽出鉄と HCl 抽出カリウムの関係．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-121

図 1.2.1.2-42　活断層と地質断層の断層ガウジの L* の対比．

(5)　断層岩の地化学・同位体分析による断層活動性の検討
断層岩の地化学・同位体分析による断層活動性を検討するため，6 項目についてまとめる．

①　断層ガウジの原岩判定図：
ガウジの色調を基にした活動度予測の検討が課題テーマの一つにあり，その際，ガウジが母岩に由

来することが必要条件となるが，しばしば熱水脈や小岩脈の進入で色調が変化することがある．その
ため，ガウジが母岩由来であることを保証する地球化学的手法を花崗岩地域の活断層（地震断層含む）
で検討した．その結果，Th/Sc vs Zr/Sc 図や Zr/TiO2 vs Th/TiO2 図などの堆積岩の原岩推定（Taylor 
and McLennan1, 1985 など）に用いられる解析がガウジの原岩特定にも有効であることが分かった．
図 1.2.1.2-43 に山口県岩国断層帯（下長野地点）および福島県湯ノ岳断層・八茎断層における Th/
Sc vs Zr/Sc 図の解析例を示す．

各露頭で採取された断層ガウジ，風化岩および新鮮な岩石は，露頭毎にまとまった組成範囲を示す．
Th/Sc および Zr/Sc は断層形成後の風化作用や変質作用の影響を受けにくい．したがって，各露頭
の断層ガウジが母岩の風化岩や新鮮な岩石と同一組成を示すことは，ガウジが母岩を原岩としている
ことを意味する．一方，岩国下長野において，断層帯のクラックを充填するアプライト脈がガウジと
離れてプロットされる．これはガウジがアプライト起源でないことを示す．また福島では，八茎断層
と湯ノ岳断層のプロットが離れている．これは各ガウジが異なる花崗岩質岩石を母岩とすることを示
す．

活断層は均一な岩相内（ある一つの岩体内）に発達するだけでなく，種類の異なる岩盤（もしくは
地質体）を挟んで存在する場合もある．そのときのガウジは，両岩盤の混合物で構成される．そのよ
うな場合の例として，福岡西山断層の検討を行った（図 1.2.1.2-44）．ここでは断層ガウジが花崗岩
と堆積岩（砂岩・泥岩・シルト岩）の境界部に発達している．
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Th/Sc vs Zr/Sc 図において，西山断層のガウジは母岩の花崗岩と堆積岩との間にプロットされる
のみでなく，断層中に進入している熱水変質脈の影響も被っている．そのため広い組成範囲をもつ．
このような場合，断層ガウジの色調の原因は，花崗岩，堆積岩および熱水脈の混合で形成されており，
不確定要素が高い．色調データを判定する上で慎重に検討する必要がある．

図 1.2.1.2-43　Th/Sc 対 Zr/Sc による断層ガウジの原岩判定図．

図 1.2.1.2-44　花崗岩－堆積岩の境界に発達した活断層のガウジ組成．

②　断層ガウジに対する熱水の影響：
この検討項目は平成 26 年度の内容のため，ここでは概略を記述する．断層ガウジへの熱水の影響

度を把握するために，A-CN-K 三角図（Nesbitt and Young, 1984）が有効であることを分かった．なお，
A-CN-K 図は全岩化学組成の A(Al2O3)，CN(CaO*+Na2O)，K(K2O) を頂点としたモル比で示した三
角図である．新鮮な岩石は三角図上の CN50％−K50％のラインにほぼ配列し，風化が進行すると A
−CN 軸に平行な組成変化を生じる．組成が A−K 軸に到達すると，次は頂点 A に向かって変化する．
一方，風化過程で熱水変質を被ると K の付加が生じる．その場合はトレンドが A−CN 軸に平行なラ
インから K 頂点に引き寄せられた傾きをもち，斜めのトレンドとなる．本研究では，各種断層ガウ
ジにも同様の変化が認められ，断層ガウジの色調を判定する場合，熱水変質を被った履歴の有無を考
慮して行う必要がある．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-123

③　ガウジの化学組成に基づく活動度予測：
断層ガウジの化学組成をもとに，図 1.2.1.2-45 には鳥取西部地震の余震域およびその近傍のリニ

アメントから得た試料の A-CN-K 図を示す．新鮮な岩石，風化花崗岩および断層ガウジはトレンドが
A−CN 軸に平行で，熱水変質の影響を受けていない．本研究により，断層ガウジはその母岩の新鮮
な花崗岩や風化花崗岩よりも A 成分に富むことが一般的であることが明らかとなった．しかし，鳥
取西部地震の余震域の断層破砕物で新鮮な花崗岩とほぼ同じ組成を示すものが存在する（図 1.2.1.2-
45）．これは，露頭で新鮮な岩盤が新たに破砕された部分として認識された破砕物である．すなわち，
この破砕物は，地震時の断層運動による新鮮な岩盤の破砕によって形成された集合体で，当然新鮮な
岩盤の破砕物であるため化学的風化度は低い．同様に風化度の低い破砕物として，母岩が玄武岩質で
はあるが，福島県の地震断層である井戸沢断層露頭の断層ガウジが確認され，湯ノ岳断層露頭の断層
ガウジは全て著しく A 成分に乏しいことが確認された（図 1.2.1.2-45）．

これらのことより，活動度の高いリニアメントの断層ガウジは，過去に何度となく繰り返された岩
盤破壊で生じた古い破砕物と新たな岩盤破壊で生じた新しい破砕物の混合物で形成され，その断層ガ
ウジの組成範囲が A-CN-K 図上では広くなる可能性があると指摘される．この仮説をもとにデータ
を再確認すると，岩国活断層帯の来巻では比較的ガウジの組成範囲が広く（図 1.2.1.2-45），岩国活
断層帯の下長野や福岡の西山断層の例も，熱水変質を被ってはいるが，組成範囲は広い（図 1.2.1.2-
43）．一方，活断層でない鳥取西部の古いリニアメントの断層ガウジには A 成分に極めて高く，化学
的風化の進んだ試料がある（図 1.2.1.2-45）が，これは断層ガウジ形成後の経過時間が長いためで
あると考えられる．この仮説が実証されるならば，A-CN-K 図から低活動度性断層を特定できる可能
性があり，今後の重要検討項目となるだろう．

図 1.2.1.2-45　A-CN-K 図における断層ガウジ組成（熱水の影響なし）．
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④　ガウジの主・微量成分元素の特徴：
断層ガウジの化学的特徴を把握するため，新鮮な岩石を基準とした組成変化を検討した．手法は

Nesbitt (1979) の The percentage changes to element ratios を用いた：
% change in ratio = 100×{[(E/Ti)Sample － (E/Ti)Parent] / (E/Ti)Parent }
Ti is used as denominator
断層ガウジは新鮮な母岩に比較して FeO/ Fe2O3 の低下，REEs，U および Sb の富化，CaO，

Na2O および Sr の枯渇が共通して確認される（図 1.2.1.2-46）．FeO/Fe2O3 の低下はガウジが主に水
－岩石反応により酸化されたことを意味し，REEs，U および Sb の富化は断層付近の風化岩より雨
水等で運ばれた難溶性元素（もしくは難溶性鉱物）が断層内に留まったことを示唆する．また，CaO，
Na2O および Sr の枯渇は斜長石の溶解を示している．A-CN-K 図において組成範囲が狭い断層ガウジ
は，新鮮な岩石とのパターン変化が小さく（特に鳥取の断層破砕物および福島の湯ノ岳；図 1.2.1.2-
46），新たに母岩が破砕されたことにより生じた新しいガウジと解釈することに矛盾しなかった．

図 1.2.1.2-46　新鮮な岩石を基準にしたガウジおよび風化花崗岩の元素増減パターン．

⑤　断層ガウジのSr-Nd同位体組成：
この検討項目は平成 26 年度の内容のため，ここでは概略を記述する．断層ガウジの Sr-Nd 同位

体を検討した結果，新鮮な岩石に比較して，Sr 同位体比（87Sr/86Sr）は大きく変化し，Nd 同位体比
（143Nd/144Nd）はほとんど変化しないことが明らかとなった．なお，炭酸塩脈の影響により Sr が増
加した場合は，高 eSrI 側へシフトし，これらとは区別される．

Sr-Nd 同位体を用いた断層ガウジの解析には母岩の形成年代が必要となるが，ガウジの特定指標の
一つとして使用できる可能性がある．今後はガウジと同一露頭から採取される熱水脈等の同位体組成
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との比較を行い，ガウジに固有の同位体挙動をより鮮明にすることで，特定指標としての役割を明確
にできると考えられる．

⑥　断層ガウジのメスバウアー分析：
断層ガウジの色調解析では，赤色系～黄色系の発色原因となる鉱物の特定が重要である（間中ほか，

2012）．これらの発色に最も鍵となる化学的因子に鉄分の 2 価 /3 価比が注目されており，ここでは
メスバウアー分析法によるガウジの Fe2+：Fe3+ を検討した．メスバウアー分光分析では，パラジュ
ウムに電着させた 57Co を γ 線源 (370MBq) とし，298 K で粉末試料の 57Fe メスバウアースペクト
ルを測定している．アイソマーシフト (I.S.) は金属鉄を基準とする．メスバウアースペクトルは赤坂・
進野 (1992) による QBMOSS プログラムで解析した．ピークはローレンツ曲線で近似し，解析結果
を χ2 とメスバウアーパラメーターの標準偏差によって評価している．

岩国活断層帯の来巻の断層ガウジ粉末試料を用いたメスバウアー分析では，Fe2+：Fe3+ が FeO 滴
定法で得られた Fe2+：Fe3+ と整合的で，かつより高精度のデータが得られることが分かった．また，
メスバウアー分析では鉄分の 2 価 /3 価比を支配している可能性の高い鉱物の推定に有効であること
が示された．さらにガウジの X 線粉末回折データと組み合わせることにより，鉄分の 2 価 /3 価比を
支配する鉱物特定に信頼度が増すことも明らかとなった（図 1.2.1.2-47）．

図 1.2.1.2-47　メスバウアースペクトルと解析結果の例（岩国活断層帯の来巻の例）．

鉱物種はX線粉末回折データで決定されている．ガウジの全岩分析を行い，各鉱物の鉄分の2価/3価比を解析している．下表

パラメータ：　 I.S.: アイソマーシフト，Q.S.: 四極分裂，Width: 半値幅，Area: ダブレット面積比，Assignment: Feの酸化

数と帰属鉱物． 



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-126

メスバウワー分析は，分離鉱物からデータを獲得することで，鉱物の Fe2+：Fe3+ を極めて正確に
獲得できる．そこで鳥取西部のガウジから TAO 処理，CDB 処理， HCl 処理により逐次選択抽出した
試料について，それぞれの分析も行っている．その結果，全岩の鉄分の 2 価 /3 価比に大きく影響す
る鉱物を推定できることが示された．今後は，色調解析から活動度解析が可能な典型試料を用いて鉄
分の 2 価 /3 価比解析を重ね，その発色要因の考察につなげていく必要がある．

(6)　断層ガウジの物質科学的特徴による活動評価手法
上述の考察および先行研究（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2009；2010）より，断

層岩の色調変化は断層岩を構成する鉱物，鉄成分を含む非晶質・低結晶性物質，結晶性鉄酸化物等を
反映していることを指摘するとともにこれらの鉱物相変化であることを示した．また，これらの鉱物
相は破砕帯の成因（地表部の応力開放による表層亀裂か，あるいは地下深部に至る震源断層か）と地
下浅所での酸化反応の進行の程度を示す指標である可能性を示唆した．さらに，断層活動が断層岩の
酸化反応の進行を制御する要因となりうることから，断層岩の物質科学的特徴が結果的に断層の活動
性の指標として利用できる可能性も指摘している．すなわち，現在地表近傍で採取される断層ガウジ
を構成する鉱物組合せは，基本的に 2 つの形成プロセスを示唆する鉱物種の集合であることを指摘
した（図 1.2.1.2-48）．具体的には，緑泥石・イライト・スメクタイト・バーミキュライト・ハロイ
サイトの様な粉末 X 線回折分析によって同定される粘土鉱物は，対象としている破砕帯が，地下数
km で発生した震源断層が地表隆起によって地表部に到達したものであるのか，あるいは震源断層の
活動による応力解法に伴い地表付近でのみ発生した浅所断裂系であるかの指標として用いられる．一
方，逐次選択抽出試験（または段階溶媒抽出試験）により検出される主な発色の要因物質として推定
される鉄成分を含む結晶質・非晶質物質の生成反応の進行が，断層活動の活動性を反映すると考えら
れる．

これまでに得られた断層ガウジの粉末 X 線回折分析の結果を再解析すると，高温還元的環境にお
いて生成することが推定される緑泥石やイライトと低温酸化的環境で生成するハロイサイトが同一試
料において観察される試料が多数確認され，断層ガウジ中に少なくとも 2 つの異なる形成プロセス
を示唆することを裏付ける証拠が見つかった．また，断層ガウジ中の全鉄に対する非晶質・結晶質鉄
酸化物中の鉄の割合は，断層の活動性（活動間隔）と正のやや強い相関が認められ，断層の活動間隔，
つまり断層活動からの経過時間，が長いほど水―鉱物相互作用によるイライトや緑泥石の溶解が進行
し，溶解した鉄から結晶性鉄酸化物が生成することを示唆している．

図 1.2.1.2-48　断層岩・断層ガウジの岩石・鉱物学的特徴に基づく活動性評価手法．

一方，断層の活動経過期間の評価指標として，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア (2010)
は逐次選択抽出試験の各抽出成分の相対量を提示し，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア
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(2013) は断層ガウジの粘土鉱物量，各鉱物フラクション中の鉄量および断層ガウジのオリジナル色
調を断層の活動周期に対して重回帰解析の結果を提示したが，本研究では緑泥石やイライトの溶解を
経由して生成した結晶性鉄鉱物による断層ガウジのオリジナル色調に注目し（図 1.2.1.2-49），簡便
な手法として，b*/a* 比による断層の活動間隔推定図（図 1.2.1.2-50）を提案する．各産地の断層ガ
ウジの色調を a*-b* 図にプロットすると（図 1.2.1.2-49），各産地のプロット位置はある範囲内に入り，
その範囲は各産地によって異なることが認められ，また，各産地のデータのみによる回帰直線の傾き
（b*/a* 比）は断層の活動間隔と負の相関にあることが見出された．これは，断層の活動間隔が短い
断層ガウジほど緑泥石やイライトが多く存在し，生成した結晶性鉄鉱物の色調（a* と b*）の影響を
あまり受けず，一方，活動間隔が長い断層ガウジほど全含鉄鉱物に対して結晶性鉄鉱物が多く存在し，
結晶性鉄鉱物の色調（a* と b*）の影響を強く受けたと考えられる．図 1.2.1.2-50 は，断層ガウジの
b*/a* 比と断層の活動間隔の関係を示した．断層ガウジの b*/a* 比は断層の活動間隔が長くなると小
さくなるが，断層ガウジの b*/a* 比は風化花崗岩の b*/a* 比よりも大きいようだ．断層ガウジの周辺
に存在した風化（変質）あるいは破砕化された花崗岩の b*/a* 比を実線で描き加え，斜線で誤差範囲
を示した．このことから，断層ガウジの色調変化は，花崗岩の風化による色調変化と異なることが言
える．両者の色調変化の差の理由については議論の余地が残されているが，断層ガウジと周辺の風化
花崗岩の b*/a* 比の差をとり，その差と断層の活動間隔を図示することによって，その比の差から断
層のおおよその活動周期を評価することが可能となる．

上記のことから，断層の活動間隔は，その断層の断層面を構成する断層ガウジの物質科学的特徴と
密接な関係を有していることが明らかとなった．それゆえ，従来の変動地形学的手法では見落とされ
ていた将来の活動性を持つ低活動性断層について，当該研究が展開してきた断層ガウジの物質科学的
特徴を比較検討することにより，その活動性を評価するための手法は適切なアプローチであると考え
られる．

図 1.2.1.2-49　断層ガウジと周辺風化（変質）花崗岩の a*-b* プロット．
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図 1.2.1.2-50　断層ガウジの b*/a* 比による断層の活動間隔（年）の推定．

(7)　断層岩の酸化還元環境の経時変化モデル
断層活動性と断層岩の酸化反応の進行との関連性について図 1.2.1.2-51 に整理した．このモデル

において断層岩の酸化反応は，地下深部で破砕された断層破砕部が地表隆起により，還元帯から酸化
帯に入った時点から開始する．再活動しない断層の場合（図 1.2.1.2-51 中のライン 1），単調に酸化
作用が進行し，酸化環境に対応した鉱物相が形成される．一方，酸化帯に入った後もズレ運動を発生
する破砕帯の場合（図 1.2.1.2-51 中のライン 2），断層運動に伴って，破砕帯の酸化状態が抑制され
るプロセスが機能する（この酸化抑制プロセスについては下記）．したがって，断層活動を繰り返す
破砕帯は，ズレ運動が発生する度に酸化反応が抑制され，結果として図 1.2.1.2-51 中のライン 1 と
2 の差が，断層活動性の相違として認識される．実際には，断層活動は複数回生じると考えられるた
め，直近過去の地震活動の加重平均間隔が短いほど酸化反応の進行が抑制され，断層活動が不活発な
断層との酸化程度の差が大きくなる傾向が生ずることとなるだろう．
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図 1.2.1.2-51　断層岩の色相変化と断層活動との関連．

断層岩の酸化反応を制御するプロセスとして産業技術総合研究所深部地質環境研究コア (2010) は，
断層活動に伴う地下深部からの還元性地下水の上昇を想定し，断層の活動性が高いほど還元性地下水
の上昇頻度が大きく，より酸化作用が抑制されると考えた．しかしながら，断層ガウジそのものの透
水性が悪いことから深部地下水の経路としての有効性に疑問があり，断層破砕帯は深部流体の上昇域
としての機能だけでなく，浅層水を地下深部への下降流路としての機能も無視できない．それ故，断
層破砕帯が酸化雰囲気となる制御因子として，断層ガスとして放出される水素ガスの関与が考えられ
る．

断層を経路として地下深部からの揮発性成分 (He, H2, CO2，ラドンガス等 ) が地表に放出される
現象は，古くから知られており「地殻化学探査」として断層検出手法として用いられてきた．特に
ラドンガス放出を指標とした放射能探査が断層探査手法の一つとして実施されてきた（貞広・見野，
1980）．一方，山崎断層から放出された最高 3% に達する水素ガスの検出（Wakita et al., 1980）を
契機として，歴史時代に活動履歴のある複数の断層に対する水素ガス観測がなされ，水素ガス放出量
が断層の活動度を反映する可能性が指摘されている（Sugisaki et al., 1983）．

断層からの水素ガスの発生に関して，水蒸気を含む室温から 200℃以下の環境下での花崗岩試料
を用いた破壊実験により，水素ガスの発生が確認されている（Kita et al., 1982）．この現象は，珪酸
塩鉱物の破壊によるラジカル反応を主とした水素生成反応として解釈される．すなわち，珪酸塩鉱物
の破壊は，微視的に見ると SiO4 四面体の (SiO4)n の切断を意味する．O-Si-O の結合が破断されると，
非常に反応性の高いラジカル［Si・］と［Si-O・］が生成する．生成したラジカル［Si・］は周辺
環境の H2O と反応し，SiOH と［H・］を形成し，［H・］同士が反応し水素ガスとなる (Kita et al., 
1982)．
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現在ズレ運動を発生していない断層の観測において水素ガスが検出されるのであるから，みかけ静
穏時の断層から水素ガスが放出されるプロセスを説明する必要がある．黒澤ほか (2010) は，水素ガ
スの移流シナリオとして，震源域で発生した水素ガスが地下水に溶解し断層沿いの高透水性ゾーンを
経路として地表に到達すると考えた．しかしながら，現在地表付近で高濃度の水素ガス放出は，破砕
帯ではなく，透水性の悪い断層ガウジ部で観察されている．また，この移流シナリオによる水素ガス
放出を想定すると，高水素ガス放出が確認される断層では，地下深部で微小地震が定常的に発生し常
時水素ガスを上部へ供給する必要があるが，最新の活動年代が数百年あるいは数千年以上もさかのぼ
る断層においても，微小地震が起き続けているとは考えられない．

黒澤ほか (2010) が報告した水素ガス放出量の経時変化グラフを確認すると，観測後 2 時間程度で
水素放出量は最高放出量を示し，その後ゆっくりとバッククラウンドレベルにまで低下する．このよ
うな経時変化を見ると，水素ガスが放出される経路が確立されていて，そこから継続的に水素ガスが
観測されているというより，むしろガス観測のために掘削した孔へ向かって断層ガウジ内部から拡散
放出されてくる水素ガス放出量を観測している可能性がある．この場合，ガス放出量は断層ガウジが
本来保持していた水素ガス濃度を反映していることとなり，水素ガスによる断層岩の酸化反応の抑制
効果からも矛盾がない．岩石破壊に起因する水素ガス放出現象は，断層岩の酸化指標による断層活動
性評価手法の確立において魅力ある仮説ではあるが，本手法の科学的信頼性向上のためには，その発
生プロセス・移動シナリオについて今後の検討が必要である．

上記の取りまとめから，本研究の手法をより一般的に適用可とするためには，次に挙げる課題に対
して検討の余地が残されていると考える．

・活断層の活動間隔をパラメータとした場合，精度よい解析を実施するためには，活動間隔が長い（数
万年以上）活断層からの事例数が著しく不足している．具体的には，金成データとそれ以外のデ
ータ間へのデータ拡充が必要である．

・活断層と地質断層の断層ガウジを比較するために，地質断層の断層ガウジ試料の物質科学的デー
タの拡充が必要である．具体的には，鳥取や岩国地域において活断層ではない断層の断層ガウジ
に対するデータを拡充し，断層ガウジの物質科学的データを比較検討する．この場合，岩体の地
域差が排除され，活断層と地質断層の断層ガウジの直接比較が可能となると考えられる．

・上記の課題と関連するが，岩体毎の断層岩についてデータをまとめ，比較検討する必要がある．
本研究の場合，採取した地域に偏りがあるため，得られた結果に普遍性があるか疑問が残る．

・他の岩種起源の断層ガウジと本研究で実施した花崗岩起源の断層ガウジの物質科学的特徴を比較
するために，種々の岩石起源の断層ガウジの物質科学的データの拡充が必要である．データを拡
充することによって，鉱物化学相変化モデルを検証し，より一般化した評価手法を得ることが可
能となる．

・本手法のさらなる科学的信頼性向上のために，断層ガウジの酸化還元反応プロセスの検討が必要
である．具体的には，断層の活動間隔が長いほど緑泥石やイライトが消失するのは長期間の水―
鉱物相互作用によると考えられるが，断層の活動間隔が短いほど緑泥石やイライトが多く残存す
ることについての考察が必要であり，その際，断層ガウジの酸化還元反応プロセスが重要な要因
であると考えられるためである．
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1.2.1.3　広域の地殻変動予測手法の検討
【実施内容】

平成 25 年度までの「我が国の過去の自然事象についてのデータベース化」の中の構造運動に関す
る情報整備として実施されてきた成果を踏まえ，平成 26 年度は日本列島周辺のプレート運動および
構造運動に係る知見を引き続き収集するとともに，プレート運動モデルおよびプレート運動に起因す
る地域的な地殻変動について整理を行う．日本列島周辺の地殻構造をモデル化し，数値実験を行い，
地殻変動のモデル化に関する検討と課題の抽出を行う．これらを総合して，広域の地殻変動予測手法
について総合的な取りまとめを行う．以上の成果は，精密調査地区選定段階において経済産業大臣が
定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定
に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1)　平成22～26年度の5年間における各年度の実施内容の概要
［平成22年度］

北海道中軸部が発散も収束もしないとする制約条件に基づいて，日本海溝に沿った浸食量の見積も
りを行い，日本海溝の西向き移動速度の 40% であることを明らかにした．

［平成23年度］
日本列島の地殻変動の長期予測を行うため，日本列島周辺のプレートの過去の運動を球面幾何学的

に再現するシステムを構築した．

［平成24年度］
プレート運動学的制約条件を組み入れて過去のプレート運動をシステム上で再現したところ，日本

列島に沈み込むプレートのうち，フィリピン海プレートの運動が日本列島の地殻変動のスイッチのオ
ン・オフを決めている可能性があることを明らかにした．日本列島の地質学的将来予測においては，
フィリピン海プレートの将来の運動を明らかにすることが鍵になる可能性があることが判明した．

［平成25年度］
プレートの速度ベクトルやプレート間相対運動の速度ベクトルを計算し，地質学的に観察された応

力場の変遷との関連を調べた結果，日本列島の今日の東西短縮テクトニクスと過去（300 万年前以前）
の中立的地殻変動が，フィリピン海プレートの運動に基づく日本海溝の移動で定性的に再現できるこ
とを明らかにした．

［平成26年度］
復元された日本列島の過去の運動に，各種の地質学的情報 ( 堆積物の種類，火山活動の性質等 ) を

重ねて表示するためのデータセットを作成した．その結果，2,500 ～ 1,500 万年前の日本海の拡大
時期にはその末期に日本列島が一気に水没し，1,500 ～ 300 万年前の中立的応力場の時期には日本
列島の広い範囲が海面下にあったことが示された．また，300 万年前にフィリピン海プレートの運動
方向が変わると日本列島を東西の圧縮応力場が支配し，東西方向に短縮を始め，島弧地殻は一気に隆
起して陸域が広がり，海成の泥岩や砂岩から礫岩へと堆積物が大きく変化した．

2)　広域の地殻変動予測手法の検討
現在の日本列島には，太平洋プレートとフィリピン海プレートの 2 つの海洋プレートが沈み込ん
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でおり，今日の日本列島の地殻変動がこれら 2 つのプレートの運動に支配されていると予想される．
したがって，日本列島の地質学的将来像を予測するためには，

①　現在の東西短縮地殻変動がプレート運動で説明できること．
②　地質学的過去の中立的地殻変動が過去のプレート運動で説明できること．
③　将来のプレート運動を予想して，地質学的将来の地殻変動を予測すること．
の三段論法を完結させる必要がある．これまでは，そのいずれも未解決であったが，1.2.1.3-1) 節

に記した 5 年間の研究により，その概要を明示できる段階に至っている．
日本列島周辺のプレートの過去の運動を球面幾何学的に再現するシステムを構築し，プレート運動

学的制約条件を組み入れて日本列島に沈み込む太平洋プレートとフィリピン海プレートの過去の運動
を復元したところ，フィリピン海プレートの運動が日本列島の地殻変動の制御している可能性がある
ことが明らかになった．プレートの速度ベクトルやプレート間相対運動の速度ベクトルを計算し，地
質学的に観察された応力場の変遷や各種の地質学的情報 ( 堆積物の種類，火山活動の性質等 ) との関
連を調べた結果，以下が明らかになった（図 1.2.1.3-1）．

・2,500 ～ 1,500 万年前の日本海の拡大時期には，その末期に日本列島が一気に水没したこと．
・1,500 ～ 300 万年前の中立的応力場の時期には，日本列島の広い範囲が海面下にあったこと．
・300 万年前にフィリピン海プレートの運動方向が変わると，日本列島を東西の圧縮応力場が支配

し，東西方向に短縮を始めたこと．
・300 万年前～現在にかけて，島弧地殻は一気に隆起して陸域が広がり，海成の泥岩や砂岩から礫

岩へと堆積物が大きく変化したこと．
以上の検討により，日本列島の過去 (300 万年前以前 ) の中立的地殻変動と今日の東西短縮テクト

ニクスは，フィリピン海プレートの運動に基づく日本海溝の移動で再現できることが明らかになった．
今後数十万年程度の時間スケールでは，現在の東西短縮地殻変動が大きく転換するとは考えられず，

日本列島では陸域の隆起と浸食が続くと予想される．しかしながら，この地殻変動が数百万年も継続
するとは考えられず，プレート運動に転換が生じることが予測される．具体的には，現在活動的な伊
豆背弧リフトがブレイクアップに至った場合，日本列島は 300 万年前以前の中立的な応力状態に戻
ることから，日本列島の広い範囲が再び水没すると予想される．そのタイミングを確定することが今
後の大きな課題として挙げられる．
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図 1.2.1.3-1　日本周辺のプレート運動と日本列島の地殻変動．

上から1200万年前，500万年前，20万年前の状況を復元したものである．東北日本に示されている丸印は，礫岩(茶色)，砂

岩(黄色)，砂岩・泥岩互層(緑色)，泥岩(青色)で，大局的にはこの順で堆積場が深くなる．日本海の拡大が終了した1500万年

前以降は中立的な応力場が続き，東北日本の広い範囲が深い海底にあったことが分かる．数百万年前頃から陸域が広がり始め

(出羽変動)，第四紀になると一気に陸域となった(島弧変動)．

1.2.1.4　複数の自然事象間の連関を考慮した動的地質構造モデリング構築の検討
【実施内容】

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震のようなマグニチュード 9 クラスの超巨大
地震が起こると，地殻にかかる応力状態が変化し，周辺地域での地震の誘発や火山活動の活発化等が
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発生するため，一つの自然事象発生による複数の自然事象への影響連関について検討する必要がある．
そのような各種の自然事象間の相互の連関のメカニズムに着目し，地殻内に存在するマグマ活動等が
隆起と断層活動に与える影響とその評価手法について事例研究を行い，1 万～ 10 万年スケールでの
動的地質構造モデリング（1）の構築に関する基礎的な検討と課題の抽出を行う．以上の成果は，精
密調査地区選定段階において経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原子力規制委員会が
意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1)　平成22～26年度の5年間における各年度の実施内容の概要

本課題は，平成 25 年度から検討を実施している．
［平成25年度］

自然事象間の相互の連関のメカニズムの検討において，地殻内に存在するマグマ活動などが断層活
動に与える影響を評価する手法の検討のために，①自然事象間の相互の連関のメカニズムの考え方お
よび必要な情報の整理を行い，②マグマの貫入様式と断層の関係について既存文献のレビューを通じ
て整理し，③北海道増毛山地や島根県津和野地域における現地調査結果の検討と併せて課題を抽出し
た．また，個別事象として，④日本海東縁域で認められるインバージョンテクトニクスについて，1
万～ 10 万年スケールでの動的地質構造モデリングの構築に関する検討に資するように既存文献のレ
ビューを主とした情報の整理を行った．

［平成26年度］
地殻内に存在するマグマ活動等が隆起と断層活動に与える影響とその評価手法について事例研究を

行い，1 万～ 10 万年スケールでの動的地質構造モデリングの構築に関する基礎的な検討と課題の抽
出を行った．東北地方の島弧横断方向を事例研究として，一定の応力下においても，10 万年スケー
ルで変形場（ここでは正断層から逆断層のインバージョンを起こしている逆断層の発達場）が背弧か
ら前弧に移動すること，この変形場の移動はマグマ活動の熱による地殻の強度弱化が寄与している可
能性があることを示した．また，これまでの検討結果の取りまとめを行った．

2)　地殻内に存在するマグマ活動等が隆起と断層活動に与える影響とその評価手法についての事例
研究
(1)　マグマ活動等が隆起と断層活動に与える影響とその評価手法に関する先行研究のレビュー

Townend and Zoback (2006) は，日本列島での地震の発震機構を用いた応力逆解析結果を踏ま
え，地形，歪み速度および地殻熱流量の関係について論じている（図 1.2.1.4-1）．Townend and 
Zoback (2006) は，東西方向の水平最大主応力（σhmax）が卓越している本州弧において，GNSS
（GPS）が示す強短縮地域と高地殻熱流量地域の相関がよく，それらの地域では周囲に比べて標高
が高いことを示した（例えば中部地域北アルプス周辺地域；図 1.2.1.4-1）．Townend and Zoback 
(2006) は，この相関をマグマ活動の熱による地殻の強度弱化によるものと説明しており，地殻の強
短縮を生じさせる側方圧縮応力によって隆起速度が高くなっている（地形が支えられている）ことを
示した．Hasegawa et al. (2005) は，東北地域において，地殻の短縮変形が現在最も進行しているの
は火山フロント付近であることを示し（いわゆる奥羽山地歪み集中帯），火山フロントでの火山マグ
マ活動によるその領域への応力集中によるものとしている．Yoshida et al. (2013) は，東北地域での
火山活動の位置と活動年代の関係から，火山フロントの位置が現在の位置と概ね変わらない最近 500
万年間において，背弧から火山フロントへの火山の活動場の移動を報告しており，その移動速度は 2 
cm/ 年程度である（図 1.2.1.4-2）．Awata and Kakimi (1985) は，東北地域の活断層（インバージ
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ョンを起こしている逆断層）を伴う褶曲構造において，堆積層が褶曲変形によって沈降から隆起に転
じた時期を推定している．Awata and Kakimi (1985) によると，日本海沿岸に近い北由利衝上断層
では 300 万年前頃から隆起している一方，火山フロント付近の奥羽山地東縁断層では 50 万年前頃に
隆起に転じており（図 1.2.1.4-3），背弧から火山フロント側へ短縮変形場が移動したと推定している．
Yoshida et al. (2013) と同様の手法で短縮変形場の移動速度を計算すると，4 ～ 6 cm/ 年程度となり，
火山マグマ活動の活動場の移動速度とは桁で一致する．また，島津 (1990) は，北部フォッサマグナ
新潟油田地域での褶曲構造について，ここ数 100 万年間での褶曲変形で生じた亀裂にそってマグマ
が地下から上昇した可能性について議論している．なお，ここでは，中村 (1971, 1975, 1989) や高
橋 (1994) が論じているような火山噴火によるマグマだまりの収縮による周辺の応力変化と断層活動
場（変形場）の関係は議論せず，火山マグマ活動による地殻強度への熱の効果と断層活動場（変形場）
の関係に関して検討した．

(2)　マグマ活動等が隆起と断層活動に与える影響に関するモデル計算
上記のレビュー結果を踏まえて，地殻強度の弱化をヤング率の低下と見なして東北地域の島弧断面

を簡略化した 2 次元モデル計算を行った（図 1.2.1.4-4）．ここでは，東北地域の島弧断面を長さ 200 
km で深さ 30 km の弾性体とし，一般的な地殻の強度としてヤング率を 60 GPa，熱による弱化した
領域のヤング率を 40 MPa と設定した．また，Yoshida et al. (2013) を踏まえて低ヤング率領域を背
弧側（図 1.2.1.4-4 の左）から火山フロント側（図 1.2.1.4-4 の右）へ分布させるようにした．なお，
計算によって求まる最大隆起域をその時点で短縮変形した領域と判断した．計算の結果，ヤング率領
域の分布に応じて隆起域が背弧から火山フロント側に分布するのが認められた（図 1.2.1.4-4b）．

図1.2.1.4-1　本州弧での地震の応力逆解析結果を踏まえた，地形，歪み速度および地殻熱流量の関係(Townend and 

Zoback, 2006)．

(a)地形分布．標高2 kmを超える地域を赤く色付けされている．(b)地震の発震機構を用いた応力逆解析で求めた最大水平主応

力軸（σhmax）の方向と歪み速度の空間分布．震源が35 kmより浅い地震を用いている．棒は求めた応力の最大水平主応力

軸の方向を示す．正断層応力：青色，横ずれ断層応力：緑色，逆断層応力：赤色．(c)地殻熱流量の空間分布．黒色三角は第

四紀火山の位置を示す．
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図 1.2.1.4-2　(a) 東北日本弧での火山の分布と (b) 火山活動の位置と活動年代の関係 (Yoshida et al., 2013)．

図1.2.1.4-3　(a)北由利衝上断層（上，bのK地点）と奥羽山地東縁断層(下，bのH地点)での隆起開始時期と(b)活断層の分布

(Awata and Kakimi, 1985)．
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図 1.2.1.4-4　地殻強度の弱化をヤング率の低下と想定した東北地域の島弧断面を簡略化した 2 次元での弾性体モデル．

(a) 設定したモデル（現在の場）と (b) 計算結果（青色：3 Ma，緑色：2 Ma，赤色：1 Ma，水色：現在）．

3)　複数の自然事象間の連関を考慮した動的地質構造モデリングの検討（図1.2.1.4-5）
10 万年を超える長期の複数の自然事象間の連関では，地質・地質構造だけでなく温度構造などを

含めた地殻構造の不均一性の時間変化を考慮し検討を行う必要がある．断層活動と火山活動の知見を
整理し，両者の関係性を考慮しておくことが，地質現象の長期的変化を検討する上で重要である．特に，
火山活動を含む熱による地殻強度の弱化を考慮することで，断層活動の開始時期や断層活動場（変形
場）の移動の検討が可能となる．そのため，深部の熱供給場の時空間変化をとらえることが重要となる．

地殻内の断層運動および変形過程をモデル化するためには，外力としてのプレート間の相互作用
と島弧地殻内での応力蓄積過程，島弧内での内的な非弾性変形と断層成長過程を解明する必要があ
る．特に，内的な非弾性変形と断層運動は，島弧地殻・最上部マントルのレオロジー構造に支配され
る ( 芝崎，2013)．レオロジー構造を決定するためには，岩石学的構造（各種岩石の分布），温度構造，
間隙水圧，水のフィガシティー，既存断層，岩石の粒径などを知る必要がある ( 芝崎，2013)．長期
間における動的モデリングを検討する際には，対象地域における地殻構造や岩石物性の不均一性およ
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びそれを引き起こす要因に関する情報を整理しておく必要がある．地質帯だけでなく温度構造などを
含めた地殻構造の不均一性の時間変化を考慮し検討を行うことで，それらの情報を反映すると考え
られる応力テンソルの位置づけをより明確に理解することが可能となる．例えば，Shibazaki et al. 
(2007) および Shibazaki et al. (2008) は，東北日本脊梁山脈付近において地殻の変形と断層形成過
程の 2 次元モデル化を行い，次の 4 つの過程を示した．

　①　地温勾配の高い領域で脆性 - 粘性遷移領域の深さが浅くなる．
　②　地殻深部で非線形流動による短縮変形が起こる．
　③　上部地殻に応力集中する．
　④　断層が形成される．
地殻下部もしくはさらに深部で断層運動を引き起こすのに十分となるような断層面の強度を弱化

させる要因（例えば，熱と流体の要因を合わせもつ火山・ マグマ活動の寄与）を検討する必要があ
る．前節（1.2.1.4.2 節）では，東北地域における断層活動の場の移動と火山マグマ活動の場の移動
について取りまとめた．西南日本においても，例えば中国地域では第四紀火山の位置は第四紀中もそ
の発生場所が 10 万年スケールで移動しており，それに合わせて地殻熱流量の高い領域が移動した可
能性が示唆される．東北地域と同様に，これらの火山活動およびそれに伴う地殻熱流量の高い領域の
移動は，断層活動の場の移動を引き起こす可能性がある．中国地域の前弧側にあたる四国地域は，第
四紀火山が存在せず，地殻熱流量は山陰などに比べると小さい．山陰地域と同じような D90（地震
発生震度の下限で地殻の厚さを示す指標の一つ） や等価弾性厚を持ち多くの地質断層が存在するにも
かかわらず，この地域では活断層は中央構造線周辺以外に顕著に発達していない．このことは，四国
地域の深部において火成活動およびそれに類する高地殻熱流量源が存在しないために，断層活動が抑
制されている可能性を示唆する．そのため，今後は力学的な背景（地殻の堅さや厚さ）と既存の弱線
としての構造線の関係に加え，このような各地域を特徴づける火山活動および熱流量異常場の移動と
活断層場の移動の関係を検討する必要がある．また，火山周辺地域においては，中村 (1971, 1975, 
1989) や高橋 (1994) が論じているような火山噴火によるマグマだまりの収縮による周辺の応力変化
と断層活動場（変形場）の関係についても検討していく必要があるだろう．

図 1.2.1.4-5　自然事象間の相互の連関の関係図．
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【まとめと今後の課題】
宇宙線生成核種を用いた侵食速度推定手法の検討においては，我が国おける侵食速度の時空間分布

の把握とその予測手法の高精度化にむけて、長期の侵食速度の推定に適した比較的半減期の長い宇宙
線生成核種 (10Be や 26Al) を用いて検討を実施してきた．平成 26 年度末時点で，宇宙線生成核種を用
いた侵食速度推定手法の適用が可能とほぼ確認され，運用が可能と考えられる地質・地形環境ついて
は，表 1.2.1.1-A-2 にまとめられている．これらは侵食（尾根部，山地斜面），河川下刻（離水年代），
断崖・断裂形成（露出年代）などが対象とされ，地質環境としては石英を多く含む花崗岩地域での適
用がほとんどである．花崗岩地域以外では，砂岩層やチャートなどの堆積岩を対象としたものが少数
含まれるが，砂岩層は石英長石質で石英を多く含み，またチャートは微結質石英の集合体であり，い
ずれも石英を多く含んでいる．本検討の「今後の課題」で既述したが，この手法を地形・地質・気候
条件等の環境条件に対応した侵食速度予測手法として用いるためには，試料の前処理法の改良により，
①採取すべき試料量の減量，②試料前処理過程に要する労力・時間を少なくすることが必須であり，
今後の重要な課題と考えられる．

沿岸域を対象とした隆起・侵食量予測手法の検討においては，造波水槽実験により海成段丘構成層
中の上部外浜相－下部外浜相境界が相対的海水準に必ずしも対応していないこと，前浜相－上部外浜
相境界を相対的海水準の高度指標として選定すべきであることを示し，野外における隆起量予測の基
準面として用いられてきた海成段丘面高度と海成段丘構成層中の旧海面指標高度に有意な差があるこ
とを示した．また，これらの海成段丘構成層の堆積相に関する知見を基に，沿岸域における隆起量・
隆起速度評価手法として，①海成段丘構成層の堆積相解析，② GPS 測量による標高測量，③数 10
万年程度を対象としたルミネッセンス年代測定による堆積年代決定を組み合わせた調査解析手法を確
立した．特に，従来年代測定法の適用が困難であった数 10 万年程度の年代測定に対して，pIRIR 法
によるルミネッセンス年代法の確立は沿岸域の隆起現象の評価のみならず，第四紀の地殻変動の推定
に適用可能と考えられ，第四紀の編年上重要な意味を持つと考えられる．今後の課題として，野外調
査においては露頭状況に応じた浅層ボーリングによる堆積相解析・分析試料採取が，ルミネッセンス
年代測定においてはその適用範囲の拡大，特に① 100 万年程度を見越した年代測定法の適用枠の拡
大（海外では適用実績あり），②カリ長石試料内部に存在するカリウムからの内部放射線による年間
線量の見積もり精度の精緻化，③フェーディング現象ほかルミネッセンス年代測定法の適用上の課題
の解消などがあり，今後の研究の着実な進展が望まれる．

断層の再活動性評価手法については，力学的な断層再活動性評価手法と断層破砕物質等を用いた低
活動性断層評価手法について検討を行った．

力学的な断層再活動性評価手法については，①断層活動の空間スケール・空間分解能，②断層活動
の時間スケール・時間分解能，③断層の摩擦強度や破砕帯発達の時間変化およびそれらの岩体変形ポ
テンシャルへの影響について，取りまとめと課題の抽出を行った．その結果，①および②については，
地殻応力場の第一次オーダーの大局的な空間的不均一性に応じた形でのスリップテンデンシー（ST）
を用いた断層再活動性評価の可能性について東北地方における具体的な解析例における適用性を示し
えたが，同様な解析を行った山陰地方において地質断層が高い ST を示し，断層の活動性に関する既
存の解釈の妥当性を含めた力学的な断層再活動性評価手法の適用性の再検討の必要性を示した．しか
しながら，この手法は理論的に確固たる根拠を有していることから，検討に用いた各種データや解釈
を含めた再検討が必要と考える．③については，断層破砕帯の組織・組成・力学物性が断層の摩擦強
度に影響を与える報告が出つつあり，10 万年を超えるような長期においては断層の摩擦強度や破砕
帯の力学物性が時間とともに変化し，それらが断層活動を促進あるいは抑制させることを検討する必
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要があることが示唆される．
断層破砕物質等を用いた低活動性断層評価手法については，従来の変動地形学的手法では見落とさ

れていた可能性の高い将来の活動性を持つ低活動性断層について，断層面を構成する断層岩の物質科
学的特徴を比較検討し断層活動性を評価するための手法の確立を目指すため，①断層の活動度が同じ
で断層破砕帯構成岩石が異なる断層中の断層ガウジ，②断層破砕帯を構成している岩石が同じで活動
度が異なる断層中の断層ガウジ，③断層ガウジの物質科学的特徴と断層活動性との関連性の比較・検
討を行い，④活断層と地質断層の断層ガウジの差について取りまとめ，⑤断層岩の地化学・同位体分
析による断層活動性の検討を行った．さらに，⑥断層ガウジの物質科学的特徴による活動評価手法，
⑦断層岩の酸化還元環境の経時変化モデルを提案した．また，その結果として，本手法をより一般的
に適用可とするための課題として，以下を示した．

・活動間隔が長い（数万年以上）活断層からの事例数の追加と事例研究の拡充．
・地質断層の断層ガウジ試料の物質科学的データの拡充．
・データを取得する地域の拡充．
・花崗岩起源以外の断層ガウジの物質科学的データの拡充．
・断層ガウジの酸化還元反応プロセスの実証的検討．
本検討においては，断層ガウジの酸化還元反応プロセスの把握と理解が最も重要と考えられるため，

断層ガウジの産状やその場の酸化還元環境を支配する地下環境の解析を含めた検討が今後の重要な課
題と考えられる．

広域の地殻変動予測手法の検討においては，日本列島周辺のプレートの過去の運動を球面幾何学的
に再現するシステムを構築し，日本列島の過去 2,500 万年以降の地殻変動を再現するための制約条
件を検討した結果，フィリピン海プレートの運動に基づく日本海溝の移動により，日本列島の過去
(300 万年前以前 ) の中立的地殻変動と今日の東西短縮テクトニクスが再現できることが明らかにな
った．また，今後数十万年程度の時間スケールでは，現在の東西短縮地殻変動が大きく転換するとは
考えられず，日本列島では陸域の隆起と浸食が続くと予想される．しかしながら，この地殻変動が数
百万年も継続するとは考えられず，現在活動的な伊豆背弧リフトがブレイクアップに至った場合，日
本列島の広い範囲が再び水没すると予想されるため，そのタイミングを確定することが今後の大きな
課題として挙げられる．

複数の自然事象間の連関を考慮した動的地質構造モデリング構築の検討においては，各種の自然事
象間の相互の連関のメカニズムに着目し，最も大きな影響を及ぼすと考えられる事象として地殻内に
存在するマグマ活動等が隆起と断層活動に与える影響とその評価手法について事例研究（北海道増毛
山地，島根県津和野地域，東北地方の島弧横断方向など）を行い，1 万～ 10 万年スケールでの動的
地質構造モデリングの構築に関する基礎的な検討と課題の抽出を行った．その結果，東北地方のよう
に太平洋プレートの沈み込みによる一定の応力が継続したと推定される地質環境下においても，10
万年スケールで変形場（ここでは正断層から逆断層のインバージョンを起こしている逆断層の発達
場）が背弧から前弧に移動すること，この変形場の移動はマグマ活動の熱による地殻の強度弱化が寄
与している可能性があることを示した．また，西南日本の中国・四国地方における断層活動の場の移
動と火山マグマ活動の場の移動についての検討から，各地域における力学的な背景（地殻の堅さや厚
さ）と既存の弱線としての構造線の関係に加え，火山活動および熱流量異常場の移動と活断層場の移
動の関係を考慮する必要があることを示しており，今後の長期にわたる地質変動を考慮する上で検討
すべき重要な知見と考える．
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1.2.2　火山活動予測手法
【実施内容】

平成 25 年度までに，沈み込むプレートの異なる東北日本と西南日本のそれぞれの火山・マグマ活
動について，火成岩の全岩化学組成・微量化学組成及びマグマ含水量に基づく岩石学的モデルの検討
を行った．その結果，東北日本においては脊梁から背弧側にかけた全岩化学組成とマグマ含水量の変
化に基づく岩石学的モデルを構築し，また，西南日本においては全岩化学組成・微量化学組成に基づ
いて広域のマントルダイアピルに対応した単成火山群の時空間分布に関する知見を得た．さらに，カ
ルデラ火山については北海道屈斜路カルデラや九州阿蘇カルデラに関する事例研究とマグマ蓄積プロ
セスを中心とした検討を行うとともに，地下に存在するマグマの含水量の推定手法を改良し全岩化学
組成に基づく岩石学的モデルと含水量推定結果を併せたマグマ活動位置の評価手法について検討を行
った．

平成 26 年度は，現地調査・分析等によって火山・マグマ活動の活動特性・時空間分布を把握する
ための情報を，火山噴出物の分布に関する現地調査，試料採取及び岩石学的分析によって取得し，平
成 25 年度までの検討結果を合わせて日本列島のような沈み込み帯におけるマグマ活動位置の評価手
法，新規火山活動の発生予測手法について取りまとめる（1.2.2.1-1）〜 1.2.2.1-5)）．さらに，日本
列島の長期的な熱水活動の時空間分布の将来予測を目的として，熱水活動の要因となる沈み込み帯に
おけるマグマ発生に係る最新の地球物理・物質科学的知見を収集しレビューを行う (1.2.2.2)．

1.2.2.1　マグマ活動位置の評価手法及び新規火山活動の発生予測手法の検討
マグマ活動位置の評価手法および新規火山活動の発生予測手法の検討として，1) マグマ発生にお

いて重要な役割を果たす含水量についてこれまで開発してきた測定手法を用いた島弧スケールでの空
間分布に関する検討，2) 単成火山群の新規出現予測・評価手法に関する検討，3) カルデラ火山の将
来予測を目的として，巨大マグマ溜りのマグマ蓄積・噴出プロセスに関する検討結果について述べた
後，4) 日本列島全体のマグマ活動の時空分布を概観し，5) 日本列島におけるマグマ活動位置・新規
火山発生予測の評価・予測手法に関する総括を行う．

1）　岩石学的解析とマグマ含水量推定手法を用いた沈み込み帯におけるマグマ活動位置の評価手法
の検討　―東北日本におけるマグマ・火山活動を例にして―
【実施内容】

平成 25 年度までの成果を踏まえ，平成 26 年度は岩石学的解析とマグマ含水量推定手法を用いた
沈み込み帯におけるマグマ発生とマグマ活動位置について検討するための補備的な現地調査および試
料採取を実施し，日本列島のマグマ活動についての評価手法の検討と課題の抽出を行う．

【成果】
・平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

平成 21 年度の報告 ( 東北日本単成火山の時空分布解析 ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究
コア，2010)) において東北日本弧の北緯 38.5 度付近に存在するホットフィンガー (Tamura et al., 
2002) の周縁部に出現した 3 つの新規火山 ( 肘折火山 ( 宮城，2007)，毒沢火山 ( 松浦，2000)，安達
火山 (Kanisawa et al., 1989)) の根元 ( 背弧側 ) と指先 ( 火山フロント側 ) との間でマグマの含水量の
空間分布が従来の認識 (Sakuyama, 1979) とは逆に火山フロント側で多く背弧側で少ない可能性が示
されたことを受け，東北日本弧のマグマ水量の地域分布を十分検証するため，マグマの含水量の定量
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方法を考案した．具体的には，水素同位体比用いたマグマの含水量の推定手法を新たに提案し，マ
グマの水素同位体比に関する基礎知識 ( 表記法，分配係数，同位体分別，マグマの水素同位体比推定
法，島弧とマントルの水素同位体比 ) を述べた上で，フロント側火山の例として青森県下北半島の恐
山 ( 富樫，1979) と北海道函館沖の銭亀火山 ( 山縣，1989)，背弧側火山の例として秋田県男鹿半島
の寒風山 ( 丸山，1988) と一目潟火山 (Katsui et al., 1979) を選び，角閃石の水素同位体比を分析し
た．その結果，前弧側の火山ではマグマ中の過飽和水量比が高めであるのに対し，従来の説とは逆
(Sakuyama, 1979) に，背弧側の火山では低いことが示唆された．この観察事実は，マグマの含水量
がフロント側で多く背弧側ほど少ないと解釈することができる．その場合，これまで説明が困難だっ
たいくつかの地質学的事実が合理的に解釈できる．例えば従来水が多いはずの背弧側の火山が溶岩流
を主体とした山体を形成し ( 岩木山，寒風山，鳥海山，月山 )，水が少ないはずの前弧側の火山がし
ばしば爆発的に噴火する ( 恐山，十和田 (Hayakawa, 1985)，七時雨，鳴子鬼首 (Ban et al., 2005))
という事実は，背弧側の火山ほど水が少ないと考えれば納得がゆく．また，従来水が少ないはずの東
北日本弧の火山活動フロント付近が最も活発で背弧ほど不活発になるという事実は，水の豊富な前弧
側ほど同じ温度上昇 ( あるいは圧力低下 ) に対するマントルのソリダスを大きく越えるために部分溶
融度が高く多量のマグマが発生するためだと考えれば納得がゆく．沈み込み帯における水の分布を明
らかにすることはマグマ活動位置を評価する上で有効な情報だと考えた．次年度以降に取り組むべき
課題として，含水量計の改良 ( 当該年度に見積ったものはマグマの過飽和水量比であって，本来必要
なものはマグマの全岩含水量である )，天然試料の分析事例の少なさ，そしてマグマの含水量とマン
トルの含水量の区別が曖昧であること，などが残された．

［平成23年度］
平成 22 年度に開発した水素同位体比を用いるマグマ含水量計 ( 産業技術総合研究所深部地質環境

研究コア，2011) の改良を行うとともに，天然試料の分析事例を増やし，マントルの含水量を代表す
る示標の提案を行った．具体的には，マグマの全岩含水量を求めるために必要なパラメータとして含
水鉱物の水素同位体比 (δMW)，マグマのメルト量比 (XD)，メルトの含水量 (CD)，そしてマグマの全
岩水素同位体比 (δT) であることを示した上で，含水鉱物の水素同位体比 (δMW) の測定方法および試
料選別の注意点，マグマのメルト量比 (XD) の算出方法，メルトの含水量 (CD) の測定方法，マグマ
の全岩水素同位体比 (δT) の仮定の根拠となる観測事例を述べた．またマントルの含水量を代表する
示標として，全岩含水量をカリウムの量で規格化することを提案した．当該年度は北海道の濁川カル
デラ ( 柳井，1992)，銭亀火山，東北地方の七時雨火山，肘折火山を対象に角閃石の水素同位体比分
析値を追加し，メルト量を加味して推定された全岩含水量を，マグマの結晶分化作用の程度やマント
ルの部分溶融度の違いを補正する目的で，カリウムの濃度で割って規格化したところ，平成 22 年度
の予察的結果と同様，東北日本弧のマグマ含水量はフロント側で高く背弧側で低いという傾向が再
確認できた．さらに，観察された含水量の空間分布とマントルの融解温度 ( ソリダス ) の含水量依存
性を使用して，東北日本の島弧横断方向のマグマ生産量の空間分布が背弧側の鳥海火山列および森吉
火山列で少なく，フロント側の脊梁火山列で最も多く，さらにフロント側の青麻恐火山列 ( 霜鳥ほか，
1984) で再び少なくなる理由を説明するモデルを提案した．すなわち東北日本弧においては水の量が
少ない背弧側ではマントルの融解が起きにくいためにマグマの生産量が少なく，逆に水の量が多い脊
梁火山列の下ではマントルのソリダス温度が低下 (Kushiro, 1972) したため，容易に融解してマグマ
の生産量が多くなり，さらに火山フロント付近では温度が不足するためにマントルの融解が起きにく
いためにマグマの生産量が低下するのだ，と考えた．次年度以降の検討課題として，マグマの発生量
を検討するためにマントルの融解量の温度・圧力・含水量依存性の検討，東北日本弧のマグマ噴出量
の二次元的な空間分布を把握するためマグマ含水量分析事例の追加，そしてマグマ含水量計の精度・
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確度を向上させるための改良が残された．

［平成24年度］
マントルの融解条件の検討，マグマ含水量分析事例の追加，そしてマグマ含水量計の精度・確度を

向上させるための検討を行った．具体的には，マントルの融解量の温度・圧力・含水量依存性を調べ
るため，代表的なマントル化学組成である KLB-1 および HK-66 に対して，マグマの熱力学解析ソフ
トウエア MELTS (Ghiorso and Sack, 1995) を用いて，含水量 0.1 〜 8 重量 % のマントル物質の融
解によって生じるメルト ( マグマ ) の量と化学組成に関する計算を行い，得られたデータを温度・圧
力平面上に等高線として描きハイパーテキストの相互リンクを張ってとりまとめた．その結果，地殻
下部あるいはそれ以深の圧力において，含水量 0.1 重量 %，温度 1200℃以上という条件で，二酸化
ケイ素濃度が 50 重量 % あるいはそれ以下の玄武岩が生じることを確認した．得られた結果のうちカ
リウム濃度に注目すると，マグマのカリウム濃度は基本的にマントルの部分溶融度で決まること，部
分溶融によって生じるメルトの分量は温度・圧力・そして含水量の影響を受けることがわかった．マ
グマのカリウム濃度は，温度が高いほど，含水量が多いほど，そして圧力が低いほど，低下する．ま
た，水素同位体比を用いるマグマ含水量計の改良については，マグマの全岩含水量を求めるために必
要なパラメータ ( 含水鉱物の水素同位体比 (δMW)，マグマのメルト量比 (XD)，メルトの含水量 (CD)，
マグマの全岩水素同位体比 (δT)) のうち，マグマの全岩水素同位体比 (δT) が最も不確定であり，マグ
マの含水量推定精度を向上させるには δT の地域分布の有無の確認が必要であることを示した．東北
地方のマグマ含水量の二次元的な分布を把握する目的で当該年度に角閃石の水素同位体比を新規ある
いは追加した火山は，北海道の銭亀火山，東北地方の七時雨火山，鬼首カルデラ，鳴子カルデラ，安
達火山，肘折カルデラ，そして比較のため中部日本の妙高火山 ( 早津，1972)，榛名火山 (Geshi and 
Oishi, 2011)，そして西日本の大山火山 (Tsukui, 1985)，姫島火山 ( 伊藤，1989)，である．東北日
本弧の北緯 40 度線沿いの火山から得られた角閃石の水素同位体比を概観すると，背弧側で水素同位
体比が比較的高く，脊梁の火山では低く，そして火山フロント沿いの七時雨火山では再び高くなる傾
向が認められた．このような変化傾向はマグマの過飽和水の量比が，背弧側では少なく，脊梁の火山
では多く，そして火山フロントでは再び少なくなっていることを意味するが，メルト量やマグマ溜り
の深度によっても変化したことによって過飽和水量比が少なくなった可能性も残された．したがって，
長期的なマグマ活動可能性を知る上で特に重要な，火山フロントの成因を理解する上で重要な位置付
けにある七時雨火山についてはマグマの深さやメルト量に関する調査が，次年度取り組むべき検討項
目として残された．

［平成25年度］
平成 24 年度に残された課題である，東北日本弧のマグマ含水量が背弧側から脊梁火山列にかけて

一旦増加したのち火山フロントで再び減少するかどうかの確認と，マグマの全岩水素同位体比 (δT)
の検証，そして角閃石の水素同位体比を用いたマグマ含水量計の確度・精度の確認を行った．具体的
には，火山フロントに位置する七時雨火山を対象に岩石学的検討を追加し，マグマ含水量を再検討し
た．七時雨火山の，溶岩流が卓越する前期活動と，軽石流を放出した中期活動，そして溶岩流や溶岩
円頂丘を形成した後期の活動 ( 石川ほか，1985；およびその引用文献 ) のうち，噴出後の冷却が比較
的早いために斑晶ガラス包有物の保存状態が良好だと考えられる，中期の軽石流堆積物を対象に，そ
の中でも特に冷却が早いと考えられる火砕流堆積物の基底部や降下火砕物から採取した試料を対象
に，電子線プローブマイクロアナライザを用いた斑晶と斑晶ガラス包有物の分析を行い，全岩化学組
成とマグマの熱力学解析ソフトウエア MELTS で得られた結果を，天然試料の斑晶組み合せや化学組
成分析値と比較することにより，マグマの温度・圧力条件を把握した．その結果，七時雨火山の全岩
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含水量は，マグマの深度が解析によって示された地下数〜数 10km であるならば，0.5 〜 1 重量 %
程度 ( 石英の存在条件より．また斑晶ガラス包有物のシリカ濃度の条件より ) 〜 2.5 重量 % あるいは
それ以下 ( 斑晶ガラス包有物のカリウム濃度の再現条件より ) だと考えるのが妥当であると結論され
た．これにより，東北日本弧のマグマ含水量が，背弧側から脊梁火山列にかけて増加したのちに火山
フロントで減少している可能性が益々高くなった．次に角閃石の水素同位体比を用いたマグマ含水量
計の確度を向上させる目的で，岩石学的データ，熱力学データ，そして水素同位体比の 3 つが比較
的よく判明している肘折火山を対象に，角閃石の水素同位体比から求めた含水量が，観察された岩石
学的データと調和的であるか否かを検証した．その結果，肘折火山の岩石学・熱力学的解析から求め
られたマグマ溜まりの温度・圧力・結晶度・含水量・過飽和水量の見積り結果は，角閃石の水素同位
体比から求めたマグマの過飽和水量比と調和的であり，実用的な誤差範囲で一致することが判明した．
これに加え，マグマの全岩水素同位体比 (δT) の地域分布の有無を確認するために，東北日本弧の延
長にある北海道南西部の羊蹄火山の噴出物，喜茂別火砕流，そして東北日本弧の寒風火山の噴出物
に捕獲された角閃岩 ( 下部地殻構成物質と考えられる ) を対象に，水素同位体比の分析値を追加した．
得られた結果は δT を -50‰と仮定した場合に角閃石の水素同位体比がとりうる範囲と一致しており，
なかでも寒風火山の角閃岩の値 (-34‰ ) が，メルトが存在しない環境で -50‰の水と角閃石が同位体
平衡した場合に期待される値 (-35‰ ) とほぼ一致することから，マグマの全岩水素同位体比を -50‰
と仮定することは，現時点においては，妥当だと考えた．次年度以降の課題として，東北日本弧のマ
グマ噴出量の二次元的な空間分布を把握するためマグマ含水量分析事例の追加，そしてマグマ含水量
計の精度・確度を向上させるためにマグマの全岩水素同位体比 (δT) の空間分布を把握するための分
析値の追加が，検討項目として残された．

・平成26年度の具体的な実施内容
平成 26 年度は東北日本弧のマントルの水の量を二次元的に把握するため，マグマ含水量推定値の

事例数を増加させた．具体的には，噴出物から角閃石斑晶が得られないために平成 22 年に開発した
水素同位体比を用いるマグマ含水量計が適用できなかった火山を対象に，Ushioda et al. (2014) が
本研究とは独立に求めたマグマ含水量データと統合した．Ushioda et al. (2014) は，天然試料に観
察される斜長石斑晶とメルトの間のカルシウム／ナトリウム分配を，高温高圧実験により求めた分配
の含水量依存性と比較することにより，メルトに溶存する水の量を間接的に推定する，比較的古典
的な手法である．平成 23 年度の報告書で指摘したように，もしもマグマ溜まりが水に飽和している
場合や，マグマが無水結晶を含む場合には，メルトの含水量は全岩のマグマ含水量と等しくないた
め Ushioda et al. (2014) を適用することができない．逆に言えばマグマが水に不飽和あるいは過飽
和水が十分少い場合で，かつ，マグマの結晶度が十分少ない場合には，メルトの含水量を全岩マグマ
含水量だと見做すことができるので，Ushioda et al. (2014) による含水量をカリウムで規格化した
結果を表 1.2.2.1-1 に示す．また，カリウムで規格化した東北日本弧のマグマ含水量の空間分布 ( 図
1.2.2.1-1) を，中川ほか (1986) が提唱した東北日本弧の火山分帯と噴出量空間分布と比較すると (
図 1.2.2.1-1)，水の多い地域では火山岩の噴出量が比較的多いことがわかる．以上のように，東北日
本弧の背弧側では水が少なくマントルが融けにくいためにマグマの生産量が少なく，逆に脊梁火山列
では水が多くマントルが融けやすいためにマグマの生産量が多く，また，温度も含水量も低下する火
山フロント付近ではマントルの融解が起きにくくなる，という産業技術総合研究所深部地質環境研究
コア (2011) の考えを裏付ける結果が得られた．
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表 1.2.2.1-1　東日本のマグマ含水量．緯度経度の座標系は WGS84 に準じた．

全岩K2O量の出典は以下のとおり．那須：Ban (1991)，安達太良：Fujinawa (1988, 1990)，蔵王：Tatsumi et al.(2008)，

安達：Kanisawa and Yoshida (1989)，舟形：Fujinawa (1982)，肘折：産業技術総合研究所深部地質環境研究コア(2010)，

岩手山：Kuritani et al.(2014)，寒風：丸山ほか(1988)，七時雨：石川ほか(1985)および産業技術総合研究所深部地質環境

研究コア(2012)，十和田：Hunter and Blake (1995)，岩木山：佐々木(2009，未公開データ)，恐山：富樫(1979)，銭亀

火山：産業技術総合研究所深部地質環境研究コア(2012)，濁川カルデラ：産業技術総合研究所深部地質環境研究コア(2012)，

有珠：Tomiya et al. (2010)，羊蹄：産業技術総合研究所深部地質環境研究コア(2013)，屈斜路：産業技術総合研究所深部地

質環境研究コア(2008)．

図 1.2.2.1-1　東日本のマグマ含水量の空間分布．表 1.2.2.1-1 に示したデータをプロットした．
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図 1.2.2.1-2　東北日本弧のマグマ含水量空間分布と，噴出量空間分布の比較．

表 1.2.2.1-1 に示したデータを，中川ほか (1986) が提唱した火山分帯に準じて解釈した．

・5年間を通じた総合的な取りまとめと課題の抽出結果
産業技術総合研究所深部地質環境研究コア (2011，2012，2013，2014) は，ある地域に将来火山

が発生するか否かを評価することを目的として，マントルや地殻の溶融温度を効率的に低下させる
「水」の量の空間分布を，先行研究の豊富な東北日本弧の火山を対象に，明かにした．その結果，カ
リウムで規格化した東北日本弧のマグマ含水量の空間分布は，中川ほか (1986) が提唱した東北日本
弧の火山分帯ならびに噴出量空間分布のうち，火山岩の噴出量が比較的多い脊梁火山帯で多く，噴出
量の少ない背弧側と前弧側では少ないという結果が得られた．この観察結果は，水が少ない場所では
マントルが融けにくいためにマグマの生産量が少なく，逆に水が多い場所ではマントルが融けやすい
ためにマグマの生産量が多い，というモデルを支持する．
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図 1.2.2.1-3　マグマの発生〜噴出プロセスの概念図．

表 1.2.2.1-2　マグマの発生と移動という観点から整理した，マグマ活動位置の評価．

マグマ活動位置の評価すなわち火山が地表に生じるかどうかを，マグマの発生と移動という観点で
整理した ( 図 1.2.2.1-3 および表 1.2.2.1-2)．火山は地下の岩石 ( マントルや地殻 ) が融解して生じた
「マグマ」が地表に噴出する現象である．火山活動は，(1) マントルや地殻が溶融してマグマが発生
するプロセスと，(2) 割れ目などを通じてマグマが地表に移動するプロセスの両方が成立して初めて
成立する．したがって (1) マントルや地殻が溶融しない場所では，仮に (2) マグマが地表に移動でき
る条件があったとしても，火山活動は生じない．逆に，(1) マントルや地殻が溶融するが (2) マグマ
が地表に移動できない場所では，マグマは地下に蓄積されることになるため，現在火山が存在しなく
とも，将来マグマが地表に移動できる条件が整えば，火山が生じる可能性がある．具体的には，火山
フロントよりも前弧側では水が少ないためマントルや地殻が溶融できない条件であると考えられるの
で，マグマの発生ならびに火山活動は起きないと考えられる．火山フロントよりも背弧側ではマント
ルや地殻が溶融できる条件だと考えられるので，現在火山がみられない場所であっても，将来新規に
火山活動が発生する可能性があると考えられ，水の量が多い脊梁火山帯では特に，その可能性が高い
と考えられる．
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今後取り組みが必要となる課題が残されている．本報告では中川ほか (1986) が提唱した南北に連
なる火山帯にならって，東北日本弧のマグマの含水量空間分布の概要を把握した．現時点の知見では，
火山フロントより背弧側の地域が全て，将来の火山活動可能性がある地域として認識される．しかし
ながら東北日本弧の火山はホットフィンガー (Tamura et al., 2002) によって，より小さな空間スケ
ールで東西に連なっていることが知られており，ホットフィンガーの隙間では火山活動が低調である．
今後ホットフィンガー内のマグマの含水量の空間分布を調べることにより，ホットフィンガーの隙間
に位置する地域における将来の火山活動の有無を議論できる可能性がある．東北日本弧では特に最近
5Ma 以降背弧側から火山フロント側にむかって火山活動域が約 2cm/ 年の速度で前進していること
が知られており ( 山田・吉田，2002)，この現象は，計算機シミュレーションにより海溝軸に垂直に
発達する小規模なマントル対流の結果だと解釈されている (Honda and Yoshida, 2005)．マントル
や地殻の溶融し易さは含水量だけでなく温度と圧力の影響も受けるので，マントルの温度構造に関す
る検討を組み合わせた考察を追加することにより，マグマが生じやすい地域の把握がより確度を増す
と考えられる．また，水素同位体比の質量保存計算にもとづく過飽和水量の推定手法の精度・確度を
向上させるためには，マグマの全岩水素同位体比 (δT) の絶対値および空間分布を把握する必要である．
δT の直接測定は困難であるから，火山岩の角閃石斑晶や，下部地殻由来の角閃石捕獲岩，そして斑
晶ガラス包有物の水素同位体比分析値を追加し，それらとつじつまが合うように δT の値を改善して
ゆくことが，δT をより正確に把握する上で有効だと考えられる．中部日本から西日本の火山のマグ
マ水の見積りについては産業技術総合研究所深部地質環境研究コア (2011，2012，2013，2014) で
は着手されなかった．日本列島全体の火成活動を理解するためには，日本列島全体についてマグマ水
量の分布を把握が必要である．

2）　単成火山群の新規出現予測・評価手法の検討　―西南日本，山陰地域の単成火山群に対する検討―
【実施内容】

日本列島の単成火山群の新規出現評価・予測の為に，日本列島における単成火山群の時空間分布お
よびその火山活動をもたらしたマグマ成因に関する検討を進めてきた．平成 25 年度までに，研究対
象として，日本列島において単成火山群の活動が活発な西南日本（山陰〜北九州地域）を中心に検討
を進めると共に，巨大カルデラ火山や複成火山活動が活性化する以前に背弧側で単成火山活動が活発
であったな北海道東部地域に帯する検討を進めてきた．平成 26 年度は，西南日本単成火山群におい
て既存の研究事例が少ない山陰地域を対象とし，本地域での単成火山群出現の傾向と，それをもたら
したマグマセイントの関連について検討を行うと共に，日本列島における単成火山群の新規出現に予
測・評価手法の開発に向けた今後の課題抽出を行う．

 
【成果】
・平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

九州北部における新第三紀以降の単成火山群を対象とした検討を行った結果，50km× 数 10km ス
ケールの単成火山群クラスターを区分することができ，その活動期間は 300-400 万年に及ぶ事が示
唆された．全体的な特徴として，単成火山群クラスターの活動初期には，初期には流紋岩 から玄武
岩質のマグマ組成範囲の広い単成火山群が形成されるが，中期以降は玄武岩 ~ 安山岩に マグマ組成
範囲が収斂する．また単成火山群クラスターは 100-200 万年スケールの活動休止期間をもち，再活
動することもあることが示唆された .

また，この地域で認められた単成火山クラスターは，東北日本の Hot Finger に匹敵する地下深部
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からの高温 ( マントル ) 物質の巨視的な湧き上がり運動に相当し，各単成火山群はその活動の中で形 
成されるマントルダイアピルの活動に相当するものとも考えられた．これは東北日本の Hot Finger 
に比べると，時間・空間的スケールが大きく，北西九州地域の単成火山活動の特徴と言える．また，
Sakuyama et al (2009) は，北西部九州地域の幅 200km にも及ぶ地域に分布する新第三系以降の火
山活動を，1 つの巨大なマントルダイアピルに起因する活動とするモデルを提案している . 本研究デ
ータにおいても，当該地域に噴出した 10Ma 以降の玄武岩の全岩微量元素組成は，海洋島弧玄武岩
の特徴を一貫して示しているとともに，Sakuyama et al (2009) は，北西部九州地 域の単成火山群は
フィリピン海プレートのアジアプレートへの潜り込み活動に規制されないマグマ活動との見解を示し
ており，本研究の成果と調和的である．

［平成23年度］
西南日本の単成火山群の時空分布解析として，噴火年代が未確認であった山陰地域の火山体に対

する K-Ar 年代測定を行った．その結果，蜘ヶ家火山及び高鉢山火山から更新 世前期の活動を示す 
K-Ar 年代 (1.05±0.02 Ma，1.35±0.03 Ma) を得る事ができ，従来 , 第四紀火山の分布が知られてい
なかった大山 - 蒜山火山の東方地域において更新世前期に火山活動が発生していたことが判明した .

平成 24 年度には，北海道東部地域は，現在の火山フロント沿いに阿寒カルデラや屈斜路・摩周カ
ルデラ等の巨大カルデラ火山や複成火山が形成されている一方で，その背弧側（北見地域）には若干
時代的には古いが単成火山群の活動が見られる地域である．この地域の単成火山群をもたらす火成活
動の長期的な変遷を検討する上で重要であることから，既存文献を用いて単成火山群に対する時空分
布解析を行うと共に，岩石試料を用いて，その岩石化学・同位体組成の特徴を明らかにした．その結果，
これらの火山岩は，プレート内ソレアイト玄武岩，安山岩，そして少量の流紋岩と石英安山岩が噴出で，
Nb と Ta 成分に枯渇し，LILE と Pb に富む，島弧マグマの地球化学的特徴をもつことが判明した .

これらの玄武岩〜珪長質岩のストロンチウム・ネオジム・鉛同位体組成は，N-MORB 的に枯渇し
た特徴を示し，現在の千島弧および北海道東部の火山岩の特徴と共通する . この地球化学的特徴は 
12-2Ma に渡り変化がなく，北海道西部，シホテアリン，そして日本海に噴出した火山岩とは明瞭に 
区別することができることが判明した .

［平成25年度］
新生代の北海道北東部，北見地域の単成火山群噴出物に対して，岩石化学・同位体組成の特徴に基

づき，マグマの成因とその時間変化に対する検討を行った，その結果，この地域の火山岩の地球化学・
同位体的特徴が長期（12Ma から 2Ma） に渡り変化しなかった事が明らかとなった，このことは北
海道東部地域のマントルが長期に渡り隔離され，中国北東部からのアセノスフェアの注入を免れてい
たことを意味する . 北見火山岩がプレートの沈み込みに関係する地球化学的特徴を示すという事実は，
太平洋プレート の沈み込みによってもたらされた水に富む流体が付加したことと，熱いアセノスフ
ェアが上昇したことによってマントルが融解したことを示している．これによって，北海道東部地域
の単成火山群の出現に関して，マントルの温度構造だけで無く，潜り込むスラブに関係する水に富む
流体上昇の空間分布が重要な要因の一つであることが推測される．

・平成26年度の具体的な実施内容
日本列島における第四紀火山の分布を見た場合，西南日本（特に，山陰地域から九州北部地域）には，

多くの単成火山群が分布している．西南日本は東北日本に比べると，フィリピン海プレートの北〜北
北西方向への潜り込みの影響を強く受けており，日本海溝から西方に潜り込む太平洋プレートが作る
マントルウエッジの上位に，フィリピン海プレートが南南東から東北東方向に，低角度で潜り込んで
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いることになる．このため，西南日本・山陰地域の火山の分布や発生するマグマの化学組成は，特徴
的なものとなっている．

10 数 Ma 以降の長期的な山陰地域の火山分布については，宇都 (2005) により単成火山群の時空分
布解析がなされ，フィリピン海プレートの低角もぐり込みの北進と共に日本列島における背弧火山活
動が前弧域から阻害され，火山活動が徐々に背弧側に限定されていくモデルが（図 1.2.2.1-4）が提
唱された．その後，（Kimura et al, 2003, 2005, 2014 等）は，これに火山噴出物の組成変化を組み
合わせた総合的な火山形成モデルが提唱されている（図 1.2.2.1-5）．

図 1.2.2.1-4　西南日本における火山活動場の変遷とプレートもぐり込みとの関連モデル（宇都，2005）．
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図 1.2.2.1-5　西南日本における火山活動場およびマグマ成因とプレートもぐり込みとの関連モデル (Kimura, 2015)．
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宇都，Kimura らの火山帯形成モデルに従うと，西南日本・山陰地域の火山活動は，長期的には，
フィリピン海プレートの潜り込みの伸張とともに，火山活動場が前弧側から背弧側に推移したと考え
られている．山陰地域の火山活動は，4Ma 以降にもぐり込んだフィリピン海プレートと日本海側の
背後アセノスフェアとの相互作用によりスラブメルティングを起こし，アダカイトと呼ばれる特徴的
なマグマ活動を発生している（Kimura et al., 2003, 2005, 2014）．したがって，山陰地域の今後の
マグマ活動の位置は，もぐり込みを続けるフィリピン海プレートと，アジア大陸側から日本列島に向
かうマントルアセノスフェアとの温度関係に規制されている．山陰地域より背弧側（日本海側）では，
フィリピン海プレートの位置が不明確であるが，大山付近でアダカイトが噴出することから，現在こ
の付近でスラブメルティングが生じる状態にあると推察される．

大陸側のマントルウエッジ部の温度構造に変化が無い限り，もぐり込みを続けるフィリピン海プレ
ートがこの付近でスラブメルティングを継続するものと推定され，今後十万年スケールでの山陰地域
の単成火山活動の変遷を検討する上では，当該地域の単成火山活動の時空分布解析が重要な鍵となる
と考えられる．

そこで，平成 26 年度は山陰地域（島根から）鳥取西部地域の単成火山（特に，これまで情報収集
が乏しかった倉吉周辺域）の噴出時代未詳火山岩類について，新たに K/Ar 年代を測定すると共に，
全岩組成（主成分・微量元素組成・同位体組成）分析を実施し，マグマ発生の時空分布とマグマ組成
の化学的進化との関連性を整理した．

 本年度，分析作業を行ったサンプルの分析地点を図 1.2.2.1-6 に，特に詳細に検討する倉吉地域
の試料採取地点を図 1.2.2.1-7 に示す．倉吉地域は 5 万分の 1 地質図幅「倉吉」および「鳥取南部」
が出版済みで，地質の概要は明らかにされていた．しかしながら，放射年代の公表は不十分で，宇都
(2005)  が概要を示していたに過ぎない．また，Kimura et al. (2003 など ) は山陰地域の火山岩に対
する多数のデータをコンパイルしているが，倉吉地域の玄武岩〜安山岩〜デイサイト質の火山活動に
関しては，限られたデータしか示していない．

図 1.2.2.1-6　サンプル分析地点．本研究における山陰地域の分析試料採取点を示す．

ベースマップとして国土地理院の色別標高図を使用した．
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・検討結果
a)　火山ステージ区分

今回の年代測定と火山岩の分布を検討した結果，以下の火山活動ステージの区分が可能である．

a-1)　先倉吉単成火山群（噴火年代：約5Ma）：
5 万分の 1 地質図幅「倉吉」「鳥取南部」において「坂本安山岩類」と一括されるかんらん石を含

む安山岩溶岩．侵食の進んだ比高の低い火山岩台地を作っており，詳細は不明であるが，溶岩流を主
体とする単成火山を形成していたと思われる．今回の年代測定で確認された分布域としては，中国山
地中心部のダルガ峰および倉吉市の平野部に残された大平山もこれに該当する．岩石は，サブアルカ
リ玄武岩質である．噴火年代が隔絶していることから，本報告では，これらの単成火山群を先倉吉単
成火山群と仮称する．

a-2)　高鉢山複成火山群（約2Ma）：
5 万分の 1 地質図幅「倉吉」「鳥取南部」において，「三徳山安山岩類」とされる，輝石・黒雲母

を含有する角閃石石英安山岩類．溶岩を主体とするが三徳山 ( 標高 900m)，高鉢山 (1,203m)，鷲峰
山 (921m) などの山塊を作っており，噴火中心を持った複成火山を形成していたものと思われる．岩
石はサブアルカリ玄武岩およびアダカイトの特徴に近いデイサイトである（岩石学的検討については
次節）．山体の大部分は 2Ma に形成されたと考えられるが，山頂部（高山：標高 1,053m）付近から
は，サブアルカリ玄武岩の分化した安山岩が分布し，これからは主要な山体とは年代的にかけ離れた
1Ma との K/Ar 年代値が得られている．西来ほか (2013)「第四紀火山・貫入岩データベース」で三
朝火山とされたものであるが，現在の地形的特徴においてもそれぞれピークを持つ最低 3 つの山塊
を作ることから，複数の成層火山体から構成されていると考えられ，これらを一括した地質体として，
本報告で高鉢山複成火山群と仮称する．

a-3)　倉吉単成火山群（約1.6〜1Ma）：
主に「俵原板状安山岩類」，「御冠山安山岩類」および「鉢伏山板状安山岩類」の一部，とされる無

斑晶質および輝石・黒雲母を含有する角閃石安山岩類からなる．大山の北西側の山麓扇状地の埋積さ
れ残った低平な丘陵として分布するほかに，高鉢山複成火山群の周辺域において孤立した分布を示す
溶岩流からなる．地形的にも個々に独立した溶岩流として区分することが可能である．従来の研究で
は，年代値が測定されていた岩体を個別の火山として呼称していたが（例えば，西来ほか (2013) に
よる八幡山），本研究による K/Ar 年代の再測定の結果，1.6 〜 1.0Ma の単成火山を一括して，倉吉
単成火山群と呼称することにした．岩石は，サブアルカリ玄武岩が僅かに含まれるが，Kamei et al. 
(2009) が示した典型的なアダカイトおよび関連岩する岩石からなる．
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図 1.2.2.1-7　大山西部（倉吉地域）の火山岩のサンプル分析地点．

本研究における，倉吉地域の分析サンプル採取地点を示した．20万分の1シームレス地質図(詳細版)一部を修正し，地形陰影

図化処理を施した．

b)　岩石学的検討
b-1)　アダカイト

図 1.2.2.1-8 と図 1.2.2.1-9 に山陰地域の 5Ma 以降の火山岩に対する全岩組成を示す．
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図 1.2.2.1-8　倉吉地域の 5Ma 以降の火山岩の全岩組成（主要成分）．
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図 1.2.2.1-9　倉吉地域の 5Ma 以降の火山岩の全岩成分（微量成分）．

これらのうち，安山岩からデイサイトの一部は土屋（2008）や Kamei et al.（2009）が総括した
アダカイトの岩石化学的特徴と一致する．すなわち，Defant and Drummond (1990) による Y-Sr/Y
図（図 1.2.2.1-10）においてアダカイト領域にプロットされ，大山火山噴出物のアダカイト（Kimura 
et al., 2014）の組成分布とほぼ一致する．また，Martin et al. (2005) による区分では，大部分の試
料が High-SiO2 アダカイトの組成領域にあり，1 試料は大山火山の無斑晶質安山岩（Kimura et al., 
2014）の組成範囲と重なり，これは Low-SiO2 アダカイト領域に入る．また，微量元素組成に対す
るスパイダー図（図 1.2.2.1-11）もアダカイトの特徴を示している．

Kamei et al. (2009) は，アダカイト質流体の影響を受けた地殻物質の再溶融により形成された珪
長質岩の存在を記述し，その化学的特質による判別図を提案している．その判別図によると，倉吉地
域の火山岩類は，海洋性スラブ起源のアダカイト領域内にある（図 1.2.2.1-12）．
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図 1.2.2.1-10　Y-Sr/Y 図．

図 1.2.2.1-11　山陰地域アダカイトに対するスパイダー図．(a) コンドライトで規格化，(b) MORB で規格化．

図 1.2.2.1-12　Al2O3-K2O/Na2O, Sr-K2O/Na2O によるアダカイト判別図（Kamei et al., 2013）．
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b-2)　玄武岩
5Ma 以降の火山岩の中には，上記のアダカイトの他にサブアルカリ玄武岩が認められる（図

1.2.2.1-13）．倉吉単成火山群においても，アダカイトの活動が主であるが，サブアルカリ玄武が一
部で認められる．

図 1.2.2.1-13　山陰地域玄武岩に対するスパイダー図．(a) コンドライトで規格化，(b) MORB で規格化．

b-3)　同位体による検討結果
図 1.2.2.1-14 に主成分と Sr 同位対比との関係を示す．倉吉単成火山群は SiO2 含有量に比較して，

非常に幅の広い Sr 同位体比を示し，地殻物質の同化作用の影響を様々に受けている事が判る．アダ
カイトと判定された岩石に限ってみた場合，low-Si アダカイトとされた 1 試料は，大山 - 無斑晶安
山岩と同位体組成においても一致している．岩石化学・同位体的特徴から，この試料を含めて，大山
- 無斑晶安山岩は成因関係において区分される一つのサブグループとして，1Ma 前後に活動したと考
えられる．

倉吉単成火山群は，直径 40km 域内に広く分布した火山群として活動している．個々の噴火過程
の上昇過程において生じた地殻物質との相互作用が同位体組成の変化を生じた要因となったと考えら
れる．これに対して，複成火山を形成した大山においては，マグマと地殻物質との同化作用が抑制さ
れる何らかのシステム（例えば，ある程度の体積を持ったマグマ溜りが形成され，マグマ上昇経路が
限定されたことでアダカイトマグマと地殻物質の同化プロセスが限定された）が形成され，同位体組
成の変化が少なかったものと考えられる．
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図 1.2.2.1-14 SiO2-Sr 同位体比．

c)　周辺の単成火山群の時空分布変遷
大山火山の西部には，直径 60km を越える広域の地域に 2-1Ma にかけて多数の玄武岩単成火山が

形成され，横田単成火山群とされている．Kimura et al. (2014) に示された横田単成火山群の噴火年
代年代値の頻度分布（図 1.2.2.1-15）からは，この火山群の活動は 200 万年および 160 万年〜 100
万年の活動ピークが認められる．空間分布および年代分布の推移は Sudo et al. (1998) が五島火山群
で示したダイアピルモデルと同様の推移をたどっており，マントルダイアビルに代表される高温領域
の地下深部からの上昇に従って，地表の火山分布が規制されるとするモデルと良い一致を示す．

図 1.2.2.1-15　横田単成火山群の年代値分布（データは，Kimura et alk. 2014 による）．

一方，倉吉地域においては，4 〜 5Ma 前後に広い範囲で島弧タイプのアルカリ玄武岩による活動
が発生した．その後，2Ma 前後に比較的限られた範囲に複数の成層火山群（高鉢山成層火山群）が
活動した後，1.6 〜 1.0Ma にかけて単成火山群（倉吉単成火山群）の活動に推移した．マグマ組成
からみると 2Ma 以降の火山活動ではアダカイト質のマグマの活動が認められる．大山・蒜山地域の
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アダカイト質マグマの活動は 1Ma 以降であり，火山活動の区域もずれており，横田単成火山群の分
布域にオーバーラップしている．

横田単成火山群の地域での 100 万年以降の火山活動としては，中海に大根島火山が形成された活
動が 25 万年ないし 20 万年前に発生した（Morris et al., 1990, 1999: 沢田ほか，2006）．大根島地
表部から採取したサンプルに対する微量元素組成に対するスパイダー図によると，Ti や Nb の欠乏
が顕著ではなく，横手単成火山群とは異なる特徴を示した（図 1.2.2.1-16）．このことから，大山火
山以西の火山活動としては，最大直径 40km にも及ぶ範囲で横手単成火山群の活動が 1.6-1.0Ma に
発生した後，噴火活動は休止した．大根島火山の噴火は，横田単成火山群の最大分布域を越えた地域で，
50 万年以上の休止期を挟んで発生した火山活動で，噴出マグマの化学的特徴も異なる．このことから，
大根島火山の噴火は 20 万年前後から始まった新たなマグマ活動によるものと考えられる．

図 1.2.2.1-16　横田単成火山火山群と大根島火山のスパイダー図 .　(a) (b) コンドライトで規格化，(c) (d) MORB で企画化，

(e) (f) 始原的マントルで規格化．横田単成火山群のデータは Kimura et al. (2014) による．

・5年間を通じた総合的な取りまとめと課題の抽出結果
西南日本（九州北部および山陰地域）および北海道東部地域を対象に日本列島において形成される

単成火山群の時空文武解析並びにそのマグマ成因について検討を進めてきた．その結果，地域毎に単
成火山群が活動する時空分布形態に違いがあり，マグマ発生において潜り込む海洋プレートからもた
らされる流体がマグマ発生に重要な寄与を示すことが示された．

すなわち九州北部の単成火山群は，直径 40-50km オーダーの範囲内に複数の単成火山群 ( 空間的
広がりとして 10km 程度 ) が集中する ” 単成火山群クラスター ” の存在が確認され，全体の活動期間
は 100 万年を越える．一方，山陰地域では，1 つの単成火山群が 40-50km スケールの空間分布をもち，
その活動期間は数十万程度である．

西南日本の単成火山群において，山陰地域の単成火山群は全岩組成において島弧の火山岩に特徴
的な性質（具体的には全岩組成において Ta, Nb に乏しい等）を示すのに対して，北部九州地域の他
の単成火山群（例えば，五島列島や壱岐，東松浦玄武岩）は海洋島玄武岩の特徴を示す（図 1.2.2.1-
17）．Kimura et al. (2014) は，西南日本における島弧タイプ玄武岩の活動は山口県阿武単成火山群か
ら大山東部に限られる活動とに限られるとし，このようなマグマ発生には潜り込むフィリピン海プレ
ートが重要な要因となることを推測している．一方，五島列島や北部九州等の玄武岩質単成火山群は，
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海洋島玄武岩に区分されることから，その成因はマントル下部から上昇する高温のアセノスフェアプ
ルームに関連したものと考えられる．

図 1.2.2.1-17　西南日本の新生代玄武岩質単成火山群噴出物に対する MORB 組成で規格化したスパイダー図．

東松浦玄武岩データは産総研 (2010)，壱岐玄武岩および五島列島玄武岩は Hoang et al., (2013) による．

山陰地域と九州北部地域などの単成火山群の成因の相違は，結果として地表に形成される玄武岩質
単成火山群の空間パターンやその持続性に関連すると考えられる．単成火山群の将来予測・評価の研
究対象を単成火山群の新規出現に特定した場合，山陰地域においてはフィリピン海プレートのスラブ
メルティングの発生評価およびマントルウエッジ部での島弧タイプの玄武岩マグマ形成評価手法の確
立が必要である．前者に対する今後の課題としては，潜り込むフィリピン海プレートと周辺リソスフ
ェアの温度構造を明らかにした上での温度分布・時間変化の予測に関する研究が必要となる．また，
後者については東北日本の背弧側温度構造進化の検討と共に，ウェッジマントルへの流体供給につい
ての検討が必要である．

3)　カルデラ火山の将来予測手法 –巨大マグマ溜りのマグマ蓄積・噴出プロセスの検討-
【実施内容】

平成 25 年度までに，カルデラ火山については北海道屈斜路カルデラや九州阿蘇カルデラに関する
事例研究とマグマ蓄積プロセスを中心とした検討を行った．平成 26 年度は，平成 25 年度までの成
果を合わせて，カルデラ火山のマグマ活動についての評価手法の検討と課題の抽出を行う．

【成果】
・平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

巨大カルデラ噴火の発生ポテンシャル評価を目的として，噴火履歴が比較的明瞭な屈斜路カルデラ
(Reference:) を対象に，地質と噴火史の先行研究のとりまとめを行うとともに，噴出物の化学・鉱物
組成分析結果にもとづいて組成変化に関する数値計算を行い，巨大カルデラ噴火を生じたマグマ溜
まりに対する岩石学的モデル化を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2011；1.2.2.2-A
地質・岩石学的手法による巨大カルデラ火山の長期的マグマ供給システムの検討 )．その結果，屈斜
路カルデラ形成噴火のうち一番規模の大きい KpIV 噴火では，マグマ供給系が 1 つの珪長質マグマ
と 3 つの苦鉄質マグマから構成されることを示し，珪長質マグマは同一の珪長質マグマからの結晶
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分化作用では生じないが，地殻物質の部分溶融によっては生じうるとした．また，地殻中部〜浅部
に上昇・蓄積するマグマの熱履歴に関する数値計算を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コ
ア，2011；1.2.2.2-B 地殻内に蓄積される巨大マグマ溜まりの熱的・化学的安定性の検討 )．その結果，
地殻内に繰り返し玄武岩質マグマが注入されるケースにおいて生じる流紋岩質マグマ溜まりの空間的
な位置は，一極集中しやすいこと ( 巨大なマグマ溜まりの蓄積が生じやすい ) ことと，固化した流紋
岩質マグマ溜まりは将来少量の玄武岩マグマが注入されることにより容易に再移動可能な溶融体に変
化しうることを示した．将来ある場所で巨大カルデラの活動が新たに生じる／あるいは再開する可能
性を評価するために必要な地球物理学的探査は，溶融マグマが存在するか否かを調べるだけでは不十
分であり，低融点物質 ( 花崗岩体等 ) の有無や，地殻の温度構造も対象にすべきだと結論した．さらに，
現時点でのマグマ蓄積の程度を検知する手法の開発のため，屈斜路カルデラを対象に精密重力や比抵
抗探査データを用いた事例研究を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2011；1.2.2.2-C
地球物理学的観測手法によるカルデラ火山マグマ供給系観測 )．その結果，屈斜路カルデラの下に非
常に低い比抵抗値の領域 (C3；Satoh et al., 2001) が存在することを再確認したほか，屈斜路の後カ
ルデラ火山のアトサヌプリ火山活動のマグマ供給経路を検出し，摩周カルデラ下においても不明瞭な
がら低比抵抗域が示唆された．このほか，新たなカルデラ火山出現のポテンシャル評価手法の開発の
為に，北海道中東部地域の巨大カルデラ群と阿蘇火山を対象として，噴出物の化学組成，活動変遷，
テクトニクス，ならびにマグマ成因に関する長期的かつ広域的な相互関係を整理し，今後解決すべき
課題の抽出を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2011；1.2.2.2-D 長期的かつ広域的な
マグマ成因に基づく巨大カルデラ火山発生プロセスの検討 )．その結果，今後岩石学的モデルの構築
だけでなく，火山毎のモデルの多様性についても明らかにすることが必要であると提案した．

［平成23年度］
巨大マグマ溜まり蓄積プロセスの岩石学的なモデル化を行うため，地殻内に注入された玄武

岩マグマの結晶分化作用と地殻の部分溶融作用について，マグマの熱力学計算ソフトウエア
MELTS(Ghiorso and Sack, 1995) を用いて，珪長質マグマの生産量と化学組成に関する解析を行っ
た ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2012；1.2.2-C 巨大カルデラ噴火に至るマグマ溜まり蓄
積プロセスの岩石学的モデル化の検討 )．その結果，地殻の部分溶融によって珪長質マグマが効率的
に生じる条件は，地殻の化学組成が上部地殻的であること，地殻浅所の圧力で融解が起きること，融
解時に水が存在すること，であることが示された．さらに地殻の部分溶融液のマグマへの混入につ
いて，屈斜路カルデラ，岩手火山（伊藤，1989），阿蘇カルデラ ( 小野・渡辺，1985)，そして姶良
カルデラ (Matsumoto, 1943; 上野，2001) などから得られた火山噴出物について同位体地球化学的
な事例研究を行い，巨大マグマ溜まりの形成条件について，マグマの化学組成変化および同位体組
成変化の点から検討を行い，また日本列島におけるカルデラ火山形成条件の検討するため，最近数
十万年に巨大カルデラ群が活発に活動した北海道東部から東北地方を対象に，最近 3 百万年の代表
的な火山噴出物の化学・同位体組成の特徴について検討した ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，
2012；1.2.2-D 北海道東部地域における巨大カルデラ群発生条件の検討 )．その結果北海道中軸部と
東部におけるマグマ起源マントルには違いがあり，相対的に高温状態にあると考えられるマントルが
前弧側にまで到達している北海道東部地域のマントルのほうが，相対的に低温状態の北海道中軸部よ
りも容易に溶融し，多量のマグマが生じうる可能性を示した．

［平成24年度］
巨大カルデラの新規出現あるいは再活動プロセスに至るマグマ蓄積プロセスを明らかにする目的で，

阿蘇カルデラと，その内部に位置し阿蘇カルデラと同時期の 14 〜 15 万年前 (Itaya et al.，1984) あ
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るいは 8 〜 11 万年前 ( 松本ほか，1991) に活動したとされる根子岳火山の火山岩のストロンチウム
同位体比の測定を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2013；1.2.2.3 巨大カルデラの新
規出現 ( および再活動 ) に至るマグマ蓄積プロセス )．その結果，根子岳火山は，活動の時間的空間
的位置が阿蘇カルデラと重なっているにもかかわらず，噴出物の地球化学的特徴が大きく異なり，阿
蘇カルデラ形成以前の噴出物や基盤岩の花崗閃緑岩に類似していることが示された．このことは，時
間空間的に隣接した 2 つの火山が別のマグマ供給系に由来することを示唆している．阿蘇火山のマ
グマ供給系のメカニズムを理解するためには，基盤岩の性質に着目し，分析と考察を行うことが有効
だとした．

［平成25年度］
前年度の結果を受け，阿蘇カルデラについてマグマと捕獲岩に対して同位体地球化学的手法によ

る検討を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2014；1.2.2.4b 大規模なマグマ溜まりの
地球化学的な不均質 )．その結果，阿蘇のカルデラ期および間カルデラ期の噴出物のストロンチウム
同位体比はシリカ量と殆んど関係なしに狭い範囲の値 (0.7040-0.7042) を示したのに対し，珪長質捕
獲岩の同位体比は大きくばらつく (0.7045-0.709) ことがわかった．また，根子岳火山の噴出物もス
トロンチウム同位体比がばらつく (0.7041-0.7089) ことが判明した．噴出したマグマの同位体比の多
様性が，深部から供給されるマグマの多様性に起因するのか，それとも母岩の反応の多様性によるの
かを区別するためには，今後，ゼノリスによるマグマの混染プロセスを定量的に確認する必要がある．
特に，混合プロセスによる質量保存関係を把握することが有効になると考えられる．また，阿蘇近傍
に算出する母岩のなかでも比較的珪長質な岩石 ( カルデラ南部に分布する御船層群の砂〜泥岩，カル
デラ北部〜北西部に分布する花崗岩類や変成岩類 ) に対してストロンチウム同位体比の測定を行うこ
とが効果的だとした．

・5年間を通じた総合的な取りまとめと課題の抽出結果
北海道屈斜路カルデラや九州阿蘇カルデラに関する事例研究とマグマ蓄積プロセスを中心に研究を

行った結果，北海道屈斜路カルデラのマグマ成因に関する岩石学的モデルと，カルデラの下に存在す
るマグマを地球物理学的手法で検出する事例研究の成果が得られた．阿蘇カルデラに関しては，カル
デラ内に存在する根子岳火山と大規模カルデラ噴火の噴出物を対象にした地球化学的研究にもとづい
て，マグマ供給系とその周辺 ( 母岩 ) の不均質性と複雑さが把握できた．また，北海道中東部地域の
巨大カルデラ群を対象として，噴出物の化学組成，活動変遷，そしてテクトニクスの長期的かつ広域
的な相互関係を整理した結果，北海道東部で活発なカルデラ噴火活動が起きた原因が，その地域の下
のマントルが相対的に高温状態であることにより多量のマグマが生たためである可能性を示した．

将来の大規模カルデラ噴火の発生可能性を評価するためには，上記の研究によって解明されたマグ
マ供給系の中で起きている事柄が，どのような時間スケールで進行しているかを知る必要がある．現
時点においては，日本の大規模カルデラの噴火準備過程のタイムスケールに関する知見は，海外の
例 (Costa, 2008) に比べて圧倒的に不足している．カルデラ噴火の準備過程は，100 万年規模の非常
に長期間と同時に，数年以内の短期間の両方の時間スケールで観察を行う必要がある．長期間のマ
グマ活動により地殻内に徐々に蓄積されてゆく一方で (Bindeman and Simakin, 2014)，大量の珪長
質マグマによるマグマ溜まりの再充填が僅か 100 年程度のタイムスケールで起きうる (Druitt, et al., 
2012)．マグマ供給系の活動が幅広いタイムスケールで進行することは大規模カルデラ噴火に限られ
たことでなく，例えば，2011 年に発生した霧島火山のプリニー式噴火においては，1 年以上かけて
苦鉄質マグマが定常的に注入された一方で，噴火の直接の引き金となったマグマ混合は噴火直前数日
以内という非常に短かいタイムスケールで起きたことが，噴出物の斑晶の組成累帯構造の解析から判
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明している (Tomiya et al., 2013)．日本の大規模カルデラの噴火準備過程の理解をより詳細にしてゆ
くための研究対象となる火山は，地下のマグマ供給系に現存しているマグマや火山ガスを直接採取し
ての岩石学的・地球化学的解析と地球物理学的な解析 ( 地殻変動・重力変化・電気伝導度 ) を総合的
に行なえるという意味で，現在も活動が継続中のカルデラ火山が適している．例えば姶良カルデラの
後カルデラ火山である桜島，阿蘇カルデラの後カルデラ火山である阿蘇中岳，洞爺カルデラの後カル
デラ火山である有珠山，支笏カルデラの後カルデラ火山である樽前山，などが挙げられる．

4)　日本列島のマグマ・火山活動の時空間分布の検討
【実施内容】

平成 25 年度までに，沈み込むプレートの異なる東北日本と西南日本のそれぞれの火山・マグマ活
動について，火成岩の全岩化学組成・微量化学組成及びマグマ含水量に基づく岩石学的モデルの検討
を行った．平成 26 年度は，平成 25 年度までの成果を合わせて，日本列島のマグマ活動についての
評価手法の検討と課題の抽出を行う．

【成果】
・平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

広域的かつ長期的な火山活動プロセスの理解をすすめるため，北海道中部地域の新第三紀以降の火
山噴出物を対象として，全岩化学組成，微量元素組成，ストロンチウム・ネオジム・鉛同位体比の分
析を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2011；1.2.2.2-D 長期的かつ広域的なマグ
マ成因に基づく巨大カルデラ発生プロセスの検討 )．その結果，北海道中東部地域に噴出した火山岩
の起源マントルは，新第三紀以降殆んど変化がないことが判明した．また，約 2 百万年以降は，マ
グマ発生に関与したと思われる流体の起源が，プレート上の海洋性堆積物由来から，沈み込む海洋
プレート由来のものに変化したと考えられることから ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，
2011；Hoang et al., 2011)，流体の起源の相違がマグマ発生領域の含水量の影響を与えてマグマ発
生頻度に影響を与えた可能性や，3 百万年前〜およそ 170 万年前にかけて運動を停止した北千島前
弧スリバーの運動変化による地殻浅所の応力変化がマグマの噴出仮定に影響を与えた可能性を示した．

［平成24年度］
北海道中東部地域の火成作用の長期的な変化プロセスに関する理解を深化させるため，北海道北東

部の紋別 - 上士幌地溝帯地域で採取された玄武岩〜流紋岩 ( 北見火山岩類 ) について，ストロンチウ
ム・ネオジム・鉛同位体比の分析を行い，広域的な構造運動と，マントルの化学組成の時間発展と
いう見地から検討を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2013；1.2.2.2 水の付加に
よるマントルの溶融により生じた北海道北部の第三紀火山活動 )．その結果，これらの火山岩は大半
がソレアイト質であるにもかかわらず，プレート内火山活動の特徴 ( 高 Zr および Zr/Y 比 ) を示しつ
つ，典型的な島弧火山活動の特徴である Nb や Ta の大幅な枯渇と鉛に富む地球化学的特徴をもちあ
わせたものも含むことが判明した．これらの時間変化を解釈した結果，この地域ではマグマ起源物質
であるマントルが，少なくとも 14 百万年前から現在に至るまで入れ替っておらず，太平洋プレート
の沈み込みによりもたらされた水がマントルを融解させたことによって引き起こされた可能性を指摘
した．この事は，日本海・オホーツク海・千島海盆のマントルが日本海の形成の進行とともに EM2
型から EM1 型へと大規模に入れ替わったこと (Nohda, et al., 1988; Okamura, 2003; Okamura et 

al., 2005) と対照的である．
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［平成25年度］
沈み込み帯におけるマグマ発生とプレート運動に関する最新の地球物理・物質科学的知見を整理し，

沈み込み帯に入り込む流体に関する文献調査と沈み込み帯のマグマ起源物質に関する平成 24 年度の
研究をさらに進めた ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2011；1.2.2.2 マグマ発生とプレ
ート運動 )．その結果，沈み込むプレートとともに地下に入る流体は，2000 年以前は海水の一部が
中央海嶺の地下数 km で生じた玄武岩の熱水変質作用によって含水鉱物として固定されたものだとさ
れていたが，2000 年以降は二重深発地震面の下側の成因を説明する要請によりマントルを地下数十
km まで水和させる必要が生じ，プレート上層から 50km 程度まで相当量の蛇紋石が含水鉱物として
存在する可能性が指摘された (Kerrick, 2002)．沈み込み帯のマントルに流入する水の量は，変質玄
武岩の含水鉱物がら予想される約 10 倍になる可能性がある．新生代の北海道北東部の火山岩に関し
てストロンチウム・ネオジム・鉛同位体比の検討を行い，平成 24 年度とほぼ同じ結論を得た．具体
的には，これらの火山岩は Nb と Ta に枯渇し LILE と鉛に富む島弧マグマの地球化学的特徴を持つ
こと，そしてそれらは 12 百万年前から 2 百万年前にわたり変化がなく，マントルがこの期間にわた
り孤立していたが，沈み込むプレートから供給された水がマントルの融点を下げてマグマを発生させ
たのだと結論した．

・平成26年度の具体的な実施内容
平成 26 年度は，過年度までの検討では比較的狭い地域のマグマ成因を対象としていたことを受け

て，過年度までの研究内容に文献の内容を合わせて得られたマグマの成因を 3 つのグループに分類し，
日本列島全体におけるマグマ活動の時空分布を概観し，図 1.2.2.1-18 および図 1.2.2.1-19 にとりま
とめた．

既存文献をもとに新生代の日本列島の火山活動を概観すると下記のようになる．
日本列島の火山活動は太平洋プレートとフィリピン海プレートの沈み込みと，日本海，オホーツク

海，そして千島海盆の拡大に大きな影響を受けている (Tamaki et al., 1992; Taira, 2001)．日本列
島は東北日本弧と西南日本弧から成り，それぞれ太平洋プレートとフィリピン海プレートに関連して
いる．

日本海は主に 21 百万年前〜 14.5 百万年前に沈み込み帯の背弧が拡大したもの (Tamaki et al., 
1992) だと考えられているが (Tamaki et al., 1992; Nohda et al., 1988; Nohda, 2009)，西方から
高温のマントルの注入したことに伴ない海溝が 23 百万年前〜 15 百万年前ごろにかけて東にロール
バックしたことによって日本海が拡大したとする考えもある (Tatsumi et al.1989)．

漸新世の火山岩の分布は東北日本弧の日本海側に限られており，苦鉄質〜珪長質な火山活動が北海
道西部で 28.8 百万年前〜 31.9 百万年前の年代値を示し，佐渡島の珪長質な火山活動の年代は 28.6
百万年前から 28.7 百万年前である．東北日本弧には中新世前期の火山岩分布が少なく，この時期に
火山活動が低調だったことを示している．

その後 23 百万年前〜 22 百万年前頃から東北日本弧の火山活動は活発になり，23 百万年前〜 15
百万年前にかけて苦鉄質〜珪長質な火山岩が生成した．
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図1.2.2.1-18　日本の火山活動の時空分布．火山活動をマグマの成因で「背弧海盆／プレート内火山活動(Back-arc/

intraplate)」，「やや島弧的／地殻の混染のある火山活動(Island Arc-influenced, crustal involvement)」，「島弧の火山

活動(Island Arc)」に分類し，時間軸を現在から32百万年前までとし，空間軸を北緯46度から北緯31度までとして，東北日

本弧についてはTamura et al.(2002)のホットフィンガーの番号とともに，平面上に表現した．
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図1.2.2.1-19　日本の火山活動の時空分布．火山活動を岩石の種類で「石英安山岩質岩〜流紋岩質岩(Dacite-Rhyolite)」，

「安山岩質岩〜珪長質岩で一部苦鉄質岩を含む(Intermediate-silicic with some amount of mafic)」，「苦鉄質岩およ

び苦鉄質岩の分化したものと珪長質岩(Mafic and evolved intermediate and felsic)」，「安山岩を主体とする(Mostly 

intermediate)」，「高マグネシウム安山岩と珪長質な安山岩(High-Mg andesite, silicic andesite)」，「苦鉄質岩を主体と

する(Mostly mafic)」の6種類に分類して示し，時間軸を現在から32百万年前までとし，空間軸を北緯46度から北緯31度ま

でとして，東北日本弧についてはTamura et al.(2002)のホットフィンガーの番号とともに，平面上に表現した．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-175

一方で，日本海の拡大に伴い日本海盆と西南日本弧 ( 例えば隠岐島後 ) では大量の苦鉄質岩が 21
百万年前〜 15 百万年前にかけて生成したが，西南日本弧における前期〜中期中新世の火山活動は東
北日本弧に比べて低調であった．東北日本弧で 23 百万年前〜 12 百万年前にかけて噴出した火山岩
の量は 150，000 立方キロと見積られており，これは鮮新世〜第四紀にかけて噴出量よりも大量であ
る (Tatsumi et al., 1989)．

日本海の拡大の停止に続いて (15 百万年前〜 14.5 百万年前 )，東北日本弧の火山フロントは現在
とほぼ同じ位置に向けて移動した．東北日本弧の火山活動は 2.5 百万年前以降太平洋プレートの影響
を受けている．ただし北海道では太平洋プレートの影響に加えて，15 百万年前頃の中期中新世〜現
在にかけてオホーツク沿海の拡大と，千島海盆の沈降 (15 百万年前〜 9 百万年前 ) の影響も受けている．

西南日本弧の火成活動は，東北日本弧に比べて複雑である．中新世〜現在にかけて中国地方の火山
活動は，日本海の拡大とフィリピン海プレートの沈み込みの両方の影響を受けている．フィリピン海
プレートの沈み込みは，北東九州および北西九州そして琉球弧の火山活動をひきおこしている．北東
九州および北西九州の火成活動は，日本海の拡大の影響だけでなく，東支那海の拡大と，沖縄トラフ
の背弧海盆の沈降の影響も受けている．

・5年間を通じた総合的な取りまとめと課題の抽出結果
日本列島における広域的かつ長期的な火山活動プロセスの理解をすすめるため，北海道中東部地域

を対象に，火山噴出物の全岩化学組成，微量元素組成，ストロンチウム・ネオジム・鉛同位体比にも
とづいて，マグマの発生にかかわったマントルの長期的な入れ替わりプロセスに関する事例研究を行
った（産総研深部地質環境研究コア，2013, 2014）．その結果対象地域では少なくとも 14 百万年前
から現在に至るまでマントルが入れ替わっておらず，太平洋プレートの沈み込みによってもたらされ
た水がマントルを融解させ火山が生じたことを示した．プレートとともに沈み込み帯のマントルに流
入する水の起源は，海嶺の熱水変質で生じた変質玄武岩中の含水鉱物が主であるとする考えかたから，
沈み込み帯前方の折れ曲り部で地下数十 km におよぶ広範囲のマントル中に生じた変質鉱物が主だと
する考えかたに 2000 年以後変化している．日本列島は太平洋プレートとフィリピン海プレートの沈
み込みだけでなく，日本海，オホーツク海，そして千島海盆の拡大の影響を受けている．現在におけ
る日本列島の火山活動を理解するためには，日本海が拡大した 21 百万年前頃からの長期的な視野で，
マグマを発生させたマントルの変遷を考える必要がある．

5)　沈み込み帯におけるマグマ活動位置の評価手法及び新規火山活動の発生予測手法に関する総合
的な取りまとめ
【実施内容】

1.2.2.1-1) 〜 1.2.2.1-4) までの検討結果と平成 25 年度までの成果を合わせて，沈み込み帯におけ
るマグマ活動位置の評価手法及び新規火山活動の発生予測手法について総合的な取りまとめを行う．

【成果】
・平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

日本列島において単成火山群の形成が卓越している西南日本 ( 特に北九州地域 ) を対象として高
精度カリウム・アルゴン年代測定を行い，単成火山群形成の時間・空間分布の規則性を明らかにし，
単成火山を形成したマグマのモデルを考察した ( 産業技術総合研究所深部地質環境コア，2011；
1.2.2.1-B 北西九州における単成火山出現のモデル化 )．その結果，この地域で認められた単成火山
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のクラスターは，東北日本のホットフィンガー (Tamura et al., 2002) に相当する高温マントル物質
の巨視的な上昇部に相当し，各単成火山群はそれぞれ対応するマントルダイアピルの活動に相当する
ものだと考えられた．これらが東北日本のホットフィンガーと異なる点は，時間・空間的スケールが
大きいことであり，東北日本とは大幅に異なる北西九州地域の活動が西南日本のどの地域にまで及ぶ
かどうかを見積るため，山陰地域も含めたより広範囲の火山活動の時空分布解析が必要であることを
指摘した．

［平成23年度］
西南日本との比較として，東北日本弧の磐梯山のボーリングコア試料 (JMA-V19) を用いて，磐梯

山が新規に出現した時点におけるマグマ発生プロセスを，噴出物の全岩化学組成，微量元素組成，ス
トロンチウム・ネオジム同位体比といった岩石学的特徴にもとづいて明らかにした ( 産業技術総合研
究所深部地質環境コア，2012；1.2.2-B 東北日本における新規火山出現時のマグマ発生過程の検討 )．
その結果，磐梯火山はカルクアルカリ岩系の安山岩が卓越する成層火山であるのに対し，その最初期
には分化程度の小さな玄武岩質安山岩やソレアイト系列の安山岩が噴出していたことが，明らかにな
った．観察された岩石学的特徴を，マントル由来の成分と下部地殻由来の成分の混合比の時間変化と
して解釈し，最初期にはマントル由来成分を主体としたのに対し，時間とともに地殻由来成分がより
混合しやすくなったものと考えた．また，このような時間変化は，繰返し注入した苦鉄質マグマの熱
により地殻下部の温度が徐々に上昇したことに対応していると考えた．このことは，地震波など地球
物理学的観測で示される活火山の下の構造は，時間とともに変化してゆく下部地殻のマグマ供給系の
現在におけるスナップショットであること (Annen et al., 2006) を念頭におかねばならないことを示
している．火山の出現初期の噴出物は刻々と変化するマグマ供給系のマグマ発生条件に関する重要な
情報を持つ可能性があることを，指摘した．

［平成25年度］
東北日本に約 1 万 2 千年前に新規出現した肘折火山 ( 宮城，2007) の噴出物に対して，物理探査

等によるマグマ溜まりの検出に必要となるマグマの性状 ( 深さ，大きさ，形状，物性 ) を求める目的
で，岩石学的な研究を行った ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014；1.2.2.4.c マグマ
溜まりの大きさ・形状・深さ・物性 )．噴出物の化学組成と微細組織を熱力学を併わせて解析した結果，
マグマ溜まりの圧力・温度・結晶度・全岩含水量，そしてマグマの物性 ( 体積弾性率と密度 ) および
その深度分布が明らかになった．肘折火山のマグマ供給系の深度は地下約 14km から 2km に及ぶ縦
長であり，マグマ溜まりの主体は比較的浅い地下 4km 程度に存在すること，浅部の溜まりではマグ
マの結晶度が約 5 割を越えほぼ固化した状態であること，そしてマグマ溜まりの体積の 1 〜 3 割を
過飽和水が占めること，が判明した．この検討により，肘折火山のように比較的浅所に存在するマグ
マ溜まりの物性がマグマに含まれる水の量により大きく左右されることが判明した．

・5年間を通じた総合的な取りまとめと課題の抽出結果
火山が直接的・間接的に地層処分場に与える影響を，火山活動の新規性および規模という観点で整

理した ( 図 1.2.2.1-20)．既知の火山のうち中小規模の火山については，概要調査地区選定上の考慮
事項 ( 原子力発電環境整備機構，2002) のうち火山活動に関する「第四紀火山から 15km 以上離れた
地区」という条件が十分であるかどうかは別として，噴火による直接的影響を受けない距離を置くこ
とにより回避できる可能性があるため，地下水を経由した腐蝕性のマグマ揮発性成分が処分場の機能
を低下させる懸念や，噴火に伴ない地下水系が変化することにより処分場の隔離性能を低下させる懸
念など，間接的な影響への対応が主となろう ( ただしカルデラ噴火では 15km の距離で排除できない
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恐れがある )．一方，これまで火山が無い地域に生じる新規火山については，間接的影響に加え，噴
火活動の一環として母岩 ( 処分場も含む ) の破壊と地表への放出といった，噴火の直接的影響も懸念
される．噴火の直撃に耐える施設の建造は明らかに非現実的である．したがって新規火山への対策と
しては，立地による回避が必要となる．そのため，将来対象地域に新規火山が生じる可能性を検討す
るためには，火山がある場所に生じる理由の解明や，現在地表に出現していないが地下にマグマ供給
系が存在するか否かを判断するための探査手法の開発が必要となる．

図 1.2.2.1-20　放射性廃棄物の地層処分場と火山活動の関係．

マグマが存在しない場所には火山の出現しない．火山の地下に存在する高温マントルの時間・空間
スケールが西南日本 ( 特に北九州地域 ) と東北日本弧とで大きく異なることを，平成 22 年度の検討
は示した．高温のマントル物質はマグマを生じ，火山活動の原動力となる．したがってそれら高温の
マントルの流れの分布や生成メカニズムを把握することは，ある地域で将来新規に火山活動が生じる
可能性を考える上で基礎となるが，現時点では北西九州地域のようなマントルの活動が西南日本のど
の地域にまで及ぶかどうか把握できていないため，山陰地域も含めたより広範囲の火山活動の時空分
布解析を今後追加する必要がある．

探査対象の深度や広がりや物性に関する情報は，マグマ供給系の有無を物理探査で調べる際にどの
ような種類の信号をどのような精度で必要とするかを決定する上で重要になる．マントルの部分融解
によって生じた高温のマグマが地殻内で冷却を受けることにより化学組成を変え，逆に熱を受けた地
殻は部分融解してマグマに混入し，その結果噴出したマグマの化学組成が刻々と変化したことを，平
成 23 年度は磐梯火山最初期噴出物の例で示した．また，新規に出現した肘折カルデラに関する平成
25 年度の研究では，マグマ供給系の主要な部分が地下 4km 程度に存在すること，ほぼ固化している
こと，数割もの体積の過飽和水を含むこと，等が示された．個々の火山は噴出物の化学組成や噴火様
式に個性があるため，地下のマグマ供給系にも個性があると思われるが，物理探査の対象となるマグ
マの物性を詳細に推定した例は少なく，物性にどの位の変化幅があるのか把握できていない．今後は
肘折火山や磐梯山で行ったような，マグマ供給系の実体を明らかにするための地球化学的・岩石学的
な研究を，他の火山についても行う必要がある．
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1.2.2.2　マグマ発生に係る最新の地球物理・物質科学的知見のレビュー
【実施内容】

沈み込み帯におけるマグマ発生とプレート運動に関する最新の地球物理・物質科学的知見を調査・
整理し，日本列島の長期的な熱水活動の時空分布の将来予測の観点から検討を行い，課題を抽出した．
以上の成果は，精密調査地区選定段階において経済産業大臣が定める基本方針等の妥当性について原
子力規制委員会が意見を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する科学的知見に反映される．

【成果】
1)　沈み込み帯でのマグマの発生

日本列島には太平洋プレートとフィリピン海プレートが沈み込んでおり，沈み込み帯特有の火山活
動が活発な場所となっている．その原因は沈み込むプレート（スラブ）によって水がマントル内に
もちこまれ，重要な役割を果たすものと考えられてきた（例えば巽，1995 など）．実際に沈み込み
帯の火山岩からは宇宙線により生成され海洋底に堆積される放射性核種である 10Be（半減期＝ 1.51
×106 年）が検出され，沈み込んだ海洋プレートから流体が発生していることは確実である（Morris 
and Tera, 1989）．特に近年，スラブ起源流体の発生・移動に関する理論的・実験的理解が進むと伴
に，地球内部の状態や流体分布を制約する上で重要な地震波速度構造の解析が進み，観測結果とモ
デルとの対比から，沈み込み帯でのマグマの発生過程への理解は飛躍的に進んでいる（長谷川ほか，
2008；Kimura et al., 2009；中村・岩森，2010；岩森・中村，2012 など）．

図 1.2.2.2-1　沈み込み帯で提案されている流体やマグマの輸送概念図（Iwamori ，1998）．

スラブの地殻部分は，一般に海水や表層水と反応して固体相中に水を含んでいるため，水を地球内
部に持ち込む運び手となっている．そして沈み込みによる圧力の増加により固体相から脱水反応によ
って放出されるものと予想されている（図 1.2.2.2-1；Iwamori, 1998）．すなわち，スラブ中の含水
鉱物の安定性とスラブ沿いの温度構造が，地下深部でのスラブ起源流体の発生過程を支配している
（Nakamura and Iwamori, 2009）．圧力 2.5-10 GPa の間では主要な含水鉱物（緑泥石や蛇紋石）
は 600-700℃以上で脱水反応を起こすが，スラブとその周辺は一般に比較的低温（深さ数百 km で
も 600℃以下）であるため，多くの沈み込み帯では比較的深部（100km 以深）にまで持ち込まれ，様々
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な熱力学的性質を反映してやがて脱水反応を起こし，液体相の流体を発生させる．例えば，太平洋プ
レートが沈み込む東北日本では 150-200km の深度でスラブ起源流体が生じている（Iwamori, 2000; 
2007；長谷川ほか，2008）．太平洋プレートとフィリピン海プレートが沈み込んでいる中部日本では，
マントル・ウェッジ内で前者の上に後者が重なるため，マントルの温度構造が東北日本よりも冷たく
なっている．そのためスラブ起源流体は 250-300km の深度で発生すると予想されている（Iwamori, 
2000）．中日本の御嶽や両白山地の火山は両スラブからの流体を供給される位置にあり，他の地域の
火山よりも多くの流体が供給されているものとみられる．さらに両スラブからの流体は同位体組成が
異なるため両者の寄与率が評価可能となっている（図 1.2.2.2-2；Nakamura et al., 2008）．

図 1.2.2.2-2　太平洋スラブ（PAC）流体とフィリピン海スラブ（PHS）流体の空間分布．（Nakamura et al., 2008）．

(a) 各円の半径は各火山に対応する溶融領域に加わった水の量に比例し，赤色がPHS流体，緑色がPAC流体の量比を示してい

る．(b) 両白地域の南北断面を示す模式図．による．

地震観測網が密にあり，かつスラブを震源とする地震が多発する日本では，地震波の伝搬時間を
用いたトモグラフィーにより地下の地震波速度構造が詳細に求められている（Zhao et al., 1992；
Hasegawa and Nakajima, 2004；Nakajima et al., 2005 など）．その結果，スラブの沈み込みによ
って二次的に生じたと思われる低速度域はスラブにほぼ平行で，火山フロントでモホ面に達し，その
地震波速度低下率が第四紀火山の密集域下で最も大きいことが明瞭に示された．さらに Nakajima et 

al. (2005) では P 波と S 波の速度低下率から，地震波低速度異常域の存在は均質なマントルの高温異
常だけでは説明できず，最大で数％のメルトが深さに応じて様々な形態で存在している必要があるこ
とを提示している．

Kimura et al. (2009) は，地震波観測結果やスラブ起源流体の実験結果を踏まえた上で，実際の東
北日本の第四紀玄武岩の液相濃集微量元素及び同位体組成を説明するためのモデルを構築している
（図 1.2.2.2-3）．そこでは，様々な起源マントル組成を仮定して，考えられる温度圧力経路上でのス
ラブの相平衡関係，脱水した流体成分の移動によるマントルかんらん岩との反応による流体の組成変
化，その流体の付加によるかんらん岩の開放的融解を考慮している．その結果，第四紀玄武岩の組成
は上記モデルで十分に説明可能で，火山フロントに近いほど高温・低圧・高部分溶融度のマントル溶
融が必要であるとする従来の研究結果とも整合的な結果を得ている．また，彼らは火山フロントにお
ける初成メルト含水量が 5-12wt%，マントルの含水量が 2-5wt% 程度と見積もっている．今後は主
成分元素組成も含めてマントルの溶融度や溶融深度とも整合的かどうかの検討が必要である．
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図 1.2.2.2-3　島弧玄武岩マグマシミュレーションモデル（Kimura et al., 2009）．赤破線は等温線を示している．

黒細矢印はマントル対流の流線，青細矢印は流体の移動を示している．Chl＝緑泥石，Serp＝蛇紋石，Amp＝角閃石，Zo＝

ゾイサイト，Law＝ローソナイト．マントルウェッジ内の黄色-橙色-赤色は地震波速度異常に対応する．

2)　マグマがもたらす熱水活動
火山から周辺に広がる熱水は，高温，低 pH，高塩濃度，高 CO2 の特徴を持つため，人工バリアに熱的・

化学的な影響を及ぼすため，これを立地選定で排除する必要がある（産総研，2007）．熱源としての
マグマ定置後，地殻上部に地熱系が発達するためには一定の時間が必要で，数値計算によると少なく
とも 104 年のオーダーが必要とされている（Garg and Kassoy，1981 など）．したがって，例えば
桜島火山のような活火山の場合，その活動は比較的新しく（形成後 2.9 万年程度），現在，めぼしい
地熱系の発達は見られないものの，今後，周辺に地熱系が発達する可能性が十分に考えられよう．ま
た，現在活動中の大規模な地熱系の構造を検討した Tamanyu (1992) や玉生（1994）は，地熱熱源
と最も若い第四紀火山との時代的，地理的な位置関係は必ずしも一致せず，最新期のマグマ溜まり以
外のものが地熱熱源として重要な役割を果たしていることを指摘している．すなわち，地熱系の発達
はマグマ溜まりの単純な冷却モデルだけでは説明しきれず，マグマ貫入後の熱の付与の効果がかなり
大きいことを意味している．

新規出現した火山活動の地下水に対する影響範囲を検討する場合，その検討範囲は対象とする火山
のタイプ（成層火山か，あるいはカルデラ火山か）によって大きく異なる点に注意が必要である．す
なわち，成層火山の地下水系への影響を対する研究事例では，地下水系に対するマグマ分離成分の寄
与は山体の構造に影響を受けた浅層地下水システムと，火山体に達する断層系を経路とする地下水シ
ステムに強く認められ，その範囲は火山中心から 10km 圏内に及ぶことが示された（産業技術総合
研究所深部地質環境研究コア，2007）．一方，巨大カルデラ火山の地下水系への影響に関する事例研
究では，カルデラから 50km 遠方域の地下水にまでマグマ分離成分の影響が及ぶが，その影響を被
る区域は新第三系基盤岩の地下構造に規制されていることが示された（産業技術総合研究所深部地質
環境研究コア，2009）．
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3)　将来予測の考え方
マグマ活動とその結果生じる熱水活動の将来予測を行うためには，過去の活動場の時空分布変遷を

将来に外挿することが基本となる（産総研，2007；2012）．特にマグマの発生場は日本列島に一様
に分布するわけではなく，前述したようにプレートの沈み込みに支配され，火山弧毎に偏在する傾向
が顕著である．すなわち，日本列島の第四紀火山は，プレートの沈み込み境界から陸側プレート内に
200 〜 300km 離れた位置にある火山フロント上に最も密に分布し，火山フロントと沈み込み境界の
間（前弧域）には火山が分布しない．近年の地球物理・物質科学的知見は，ウェッジマントル内の高
温領域の上昇が火山フロントを形成することを示しており，火山フロントの位置の変遷を理解するこ
とが，将来予測では重要である．

図 1.2.2.2-4　東北本州弧における火山フロントの軌跡（吉田ほか，1995）．

東北日本は，日本海溝に沈み込む太平洋プレートに対峙する島弧である．現在の火山フロントの位
置は北海道の渡島半島の東から東北地方の奥羽山地の東にあり，フロント沿いには中間組成の成層火
山体や珪長質のカルデラ火山が分布する．東北日本における新生代後半の火山フロントは，漸新世
には背弧域に大きく後退していたものの，中新世前期 - 中期の日本海拡大時に大きく海溝側に前進し，
その後，現在の位置まで徐々に後退したことが確認されている（図 1.2.2.2-4；吉田ほか，1995）．

日本海拡大時に火山フロントが海溝側に前進した原因には，日本列島下への高温アセノスフェアの
貫入が考えやすい（Tatsumi et al., 1989）．また，日本海拡大時に前弧域で噴出した火山岩は，その
化学的特性からマグマ発生にスラブ脱水流体の寄与が小さかったこと（Hanyu et al., 2006；Hoang 
et al., 2009）や，アダカイトや高 Mg 安山岩を伴ったこと（Yamamoto and Hoang, 2009）など，
第四紀の島弧火山活動とは全く成因の異なるマグマが噴出したものである．東北日本における現在の
ような島弧火山活動の開始は，日本海拡大時に貫入した高温アセノスフェアが次第に冷却した後の後
期中新世からと考えられている（吉田ほか，1995）．Honda and Yoshida (2005) が数値計算で示し
た東北日本下のマントルウエッジ内の対流パターンの時間変化では（図 1.2.2.2-5），太平洋スラブの
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沈み込みとともに，高温二次対流の上昇域東端がゆっくり後退する様子が再現され，図 1.2.2.2-4 の
後期中新世以降の火山フロントの後退と調和的である．このことは，日本海拡大時のような高温アセ
ノスフェアの貫入事件がなく，定常的な太平洋プレートの沈み込みが続く限りは，マントルウエッジ
の冷却が進行することで火山フロントは今後も徐々に後退し続けるものと考えられよう．したがって，
太平洋プレートの沈み込みにより徐々に火山フロントが後退する傾向は，今後，少なくとも 100 万
年程度は継続するものと見られる．不確実性をもたらす高温アセノスフェアの貫入の兆候は，東北日
本弧を横断する現在の地震波トモグラフィーでは見いだされていない．今後，ウェッジマントル深部
から高温アセノスフェアの上昇が始まったとしても，マントルの対流速度（最大 10cm/ 年程度）で
は地殻に影響が現れるのに数 100 万年の時間が必要となる．

図 1.2.2.2-5　東北日本下のマントルの対流パターンの 3 Ｄ解析結果（Honda and Yoshida, 2005）．

図は等温面を示し，沈み込む太平洋プレート下の高温マントルとウエッジマントル内の高温部の輪郭に対応する．数字は日本

海拡大停止時の太平洋スラブ沈み込み再開時からの経過時間（Myr）である．

西南日本のうち山陰・北部九州地域に分布する第四紀火山は青野山火山群や神鍋火山群に代表さ
れる単成火山群が卓越することが特徴で，複成火山は大山，三瓶山，大江高山など少数に過ぎな
い．本地域に存在する火山は分布がまばらなために，東北日本のような明瞭な火山フロントを確定
することは困難である．地震波速度解析に基づく地下深部の温度構造によると，この地域は，南方
の南海トラフからフィリピン海プレートが低角度で潜入することで，日本海溝から潜り込む太平洋
プレート上部のマントルウエッジに期待される単純な熱構造パターンが阻害されている（Nakajima 
and Hasegawa, 2007）．すなわち，本来はアジアプレート東縁のマントルウエッジ内のマントル流
動に起因する火山・マグマ活動（主にアルカリ玄武岩を主とする火山活動）が卓越する地域である
（Iwamori, 1989; 1991）．長期的な火山活動場の変遷を見ると，約 20 Ma 前後には現在の四国〜山
陰地域の広い地域で火山・火成活動が認められるが，12 Ma 以降前弧域側（四国から瀬戸内地域）
の火成活動が見られなくなり，4 Ma 以降には山陰地域に限定される（図 1.2.2.2-6：Kimura et al., 
2003）．火山活動場の変化に伴って噴出するマグマの岩石学的特徴にも特徴があり，火山活動場の
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背弧側への移動に伴ってアダカイト質マグマの噴火が認められている（Kimura et al., 2003, 2005）．
このような西南日本の火山活動場の変化に関しては，約 20 Ma 以降マントルウエッジ内に潜入して
きたフィリピン海プレートの影響が考えられており，地殻浅部に到達する火山活動域はフィリピン海
プレートの進行と供にアルカリ玄武岩（およびそれに関連する）の火山・火成活動が抑制（遮蔽）
され，結果として火山活動場が北方 ( すなわち日本海側 ) に限定されてきたと考えられている（既出，
図 1.2.2.1-7：宇都，2005）．

図 1.2.2.2-6　西南日本火山活動域の火山・火成活動場の変遷（Kimura et al，2003）．

したがって，数百万年スケールでみると山陰・北部九州の火山活動域は南海トラフから見て背弧側
に徐々に遷移・限定されており，この活動推移の傾向は，今後百万年間は継続すると思われる．フィ
リピン海プレートの潜入速度が大幅に変わらないとした場合，将来 100 万年スケールにおいて本地
域での将来の火山活動の発生は第四紀火山の分布域周辺（より背弧側）に限定される．ただし，地下
深部からの高温上昇流がフィリピン海プレートにより遮蔽されている地域であっても，高温フルイド
( 熱水 ) がフィリピン海プレートの一部を浸透し，地殻浅所に到達している事例が認められる ( 紀伊
半島中央部 )（図 1.2.2.2-7：Nakajima and Hasegawa, 2007）．このような地下深部からの熱水上
昇が他の地域でも発生し得る可能性は否定できないが，その時期を現状の知見では予測することがで
きない．
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図 1.2.2.2-7　紀伊半島から丹波地域の地震波トモグラフィー断面とその解釈（Nakajima and Hasegawa，2007）．

西南日本のうち中部九州以南は，琉球海溝に沈み込むフィリピン海プレートに対峙する島弧であ
る．現在の火山フロントは，中部九州の国東半島両子火山から九重・由布火山群，阿蘇カルデラを
へて，南九州の霧島火山群，鹿児島湾からさらに南のトカラ列島へと続いている．日本海拡大に伴
って前弧域では，15-14 Ma に尾鈴山や大崩山などの巨大カルデラをつくる珪長質火山活動が起きた
が，その原因は島弧の南進により高温の四国海盆が強制的に沈み込んだためと解釈されている（高橋，
1986，1999）．後期中新世以降の琉球弧は，10 Ma 頃から始まった沖縄トラフの背弧拡大（Kodama 
and Nakayama, 1993; Kamata and Kodama, 1994）に連動するように，他の島弧にはない火山性
地溝をつくるような伸長場の火山活動が起きている．すなわち，中部九州では別府 - 島原地溝の形成
と火山活動が約 6 Ma から始まり，5 Ma 頃に最盛期を迎え，その後縮小した（Kamata, 1989）．また，
南部九州では，肥薩火山岩（7.6-0.4Ma）・北薩火山岩（4.5-1.0 Ma）・南薩火山岩（9.0-2.0 Ma）
など地溝を伴う安山岩の卓越した火山活動が起きている（図 1.2.2.2-8；長尾ほか，1999；宇都ほか，
1997）．1.0 Ma 頃からは，中部九州では，それまでの東西方向の火山配列が北東−南西方向へと変化し，
阿蘇・耶馬溪・今市など巨大カルデラ噴火の頻度が高くなっている（鎌田，1986）．また，南九州で
も肥薩火山群や北薩火山岩と斜交するように南北方向に伸びる鹿児島地溝の形成が始まり，姶良・阿
多・鬼界・加久藤などの巨大カルデラ噴火が地溝内で集中して発生した（Nagaoka, 1988）．中部・
南部九州で約 100 万年前から始まった火山活動が今度どれほど継続するのか，さらに長期の将来に
おいてどのように変化・移動するのかを考えることは難しい．その理由は，中部・南部九州の現在の
テクトニクスが不安定であることで，このことが将来予測における大きな不確実性となっている．例
えば，現在，GPS により測地学的に観測される中部・南部九州の動きは，大分・宮崎周辺，鹿児島
周辺などで互いに運動方向の異なる複雑な動きを示している（Nishimura and Hashimoto, 2006）．
おそらくこのことには琉球弧に衝突中の九州 - パラオ海嶺が関係しているとみられるが，確定的なモ
デルは得られていない．また，沖縄トラフやその周辺の地溝が今後どのように拡大発展するのかも定
かではない．九州地域における同様の将来予測の困難さは，NUMO の国際テクトニクス会議の報告
書でも既に指摘されている（Chapman et al., 2009）．
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図 1.2.2.2-8　中〜後期中新世から前期更新世の南部九州における火山活動場の変化（宇都ほか，1997）．
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1.3　各種調査手法・評価手法の構築及び適用性検討
堆積岩地域における間隙水圧分布形成と地下水流動駆動力に関する検討として塩分濃度などの化学

ポテンシャルによる異常間隙水圧の室内実験による検討と，数値解析手法による異常間隙水圧と地下
水流動の駆動力の関係について検討を行う．
平成 25年度までに，地表からのボーリング調査による微生物および溶存有機物の分析手法の開発

と核種移行に係る予察的な評価手法を構築した．また，気圧変動による間隙水圧変動から鉛直方向の
水理定数を評価する手法について，適用性の検討を行った．
平成 26年度は，堆積岩地域における異常間隙水圧の成因，地下水流動および核種移行に与える影

響の実験および数値解析による評価手法について，塩分濃度，溶液種等に関する文献データを調査し，
より現実的な間隙水の水質条件でのデータ整備を行うとともに，平成 25年度までの成果を反映し概
要調査段階での調査・評価手法の取りまとめを行う．
また，平成 24年度までに実施した透水異方性の原位置評価手法，微生物および有機物の水質・核

種移行への影響に関する調査・評価手法の成果を，地表からのボーリング調査における適用性，地下
水流動および核種移行への影響に与える不確実性の観点から取りまとめを行う．さらに，水理 - 力学
連成挙動評価手法に関して，概要調査段階における岩芯試料を用いた室内実験による評価手法および
数値解析による評価手法の成果について取りまとめを行う．

1.3.1　平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
平成 22年度の段階において，概要調査段階で実施される地表からのボーリング調査結果の評価に

関して，基盤研究等で十分な成果が得られていないが，地層処分の安全評価上重要と考えられる課題
に対する調査・評価手法の構築を目的として個別課題が設定された．以下に年度ごとの成果を示す．
［平成22年度］
・	 水理異方性の評価手法に関しては，堆積岩試料を用いた多方向弾性波速度評価，マイクロフォ

ーカスX線 CTによる微視的構造評価と様々なサイズの定方位試料を用いた透水試験による異
方性評価を行った．その結果，堆積岩においては最大 200mm程度のコア寸法の異方性を評価
することで原位置スケールにおける異方性の評価の代表値とすることも可能であることが示さ
れた．また，地表からのボーリング調査における実施が想定される多段の間隙水圧モニタリン
グ結果から，気圧変動に伴う間隙水圧変動を抽出し，そこから水理特性を評価する手法につい
ての解析的な検討を実施し，圧力応答の位相差を利用することで，鉛直方向の透水係数を評価
可能であると同時に比貯留係数に関しても原位置透水試験と比較して精度良く評価可能である
ことが示された．この成果は実際の概要調査で得られるデータに適用可能であることから，課
題が終了した．

・	 微生物と有機物の相互作用に関しては，ネプツニウムの低酸素環境下における微生物への吸着
挙動を室内実験によって評価し，分配係数は酸化還元環境および有機物の存在に依存すること
が示された．また，概要調査段階における微生物群集解析のために，堆積岩に含まれる腐植物
質からDNAを分離・精製を行う手法を第三紀堆積岩に適用し，微生物群集構造を解明するとと
もに，有機物とメタンをエネルギー源にする微生物の割合を比較することで，地下水中に存在
する溶存有機物の量・種類を推定することが可能になった．

・	 間隙水圧分布形成に関しては，堆積岩の岩芯試料を用いて化学的浸透圧パラメータを評価する
ための簡易的な室内実験システムを構築し，浸透圧発生実験を行うとともに，圧力および塩分
濃度データから浸透圧パラメータとなる反射係数を算出するためのデータ解析手法を提案した．

・	 水理−力学連成挙動評価に関しては，非排水過程から排水過程までを連続的に評価する三軸変
形・透水試験手法を堆積岩に適用し，多孔弾性特性と水理特性を同時に評価することが可能と
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なった．三軸圧縮試験で得られる間隙水の挙動は理論的な解釈が可能であり，一連の試験結果（供
試体の変形と排水量のデータ）から供試体の多孔弾性定数と水理定数の両方を同時に評価可能
であることを確認し，実際の概要調査で得られる試料に適用可能であることから，課題が終了
した．

［平成23年度］
・	間隙水圧分布形成に関しては，原位置の応力状態と同様の応力状態における透水−拡散−浸透圧

の同時計測システムを構築した．予備的な実験の結果，浸透圧発生に関しては透水係数，拡散係
数のような深度依存性が見られないが，細孔径分布に依存することが示された．また，浸透圧
モデルとしては従来の Bresler モデル (Bresler,	1973) が適用可能であることが示された．また，
汎用性の高い多相多成分地下流体流動解析コードである TOUGH2に浸透圧効果を組み込み，従
来のモデルと整合性が高い解析結果が得られることが示された．

・	微生物と有機物の相互作用に関しては，実際に地下実験施設において採取された地下水を用いた
放射性元素の吸着試験を行い，共存する有機酸の種類によって放射性元素の還元パターンが４種
類程度に分類できることが示された．また，放射性元素を吸着させる溶存有機物は，サイズ排除
クロマトグラフィー接続誘導結合プラズマ質量分析によって定量的評価が可能であるが，地下実
験施設の地下水に適用する場合には濃縮が必要であることが示された．また，地下水化学環境に
影響を与える微生物を，DNA抽出法の改良と遺伝子配列データベースの利用によって効率的に
実施できることを示した．

［平成24年度］
・	間隙水圧分布形成に関しては，平成 23年度に開発した実験装置を用い，幌延深地層研究センタ

ーの珪質泥岩に適用した．その結果，透水係数および拡散係数に関しては既往研究報告と整合性
が高い値が得られ，反射係数に関しては類似条件での既往研究成果と整合性が高い結果となった．
また，透水係数と反射係数の相関関係等のデータが得られた．解析手法に関しては，より物理的
な条件を考慮した反射係数モデルを TOUGH2に組み込み，解析コードを改良した．

・	微生物と有機物の相互作用に関しては，遺伝子配列の効率的な解析手法によって，地下実験施設
周辺地下水の経時的な微生物群集解析を行い，施設建設による影響を評価することが可能となっ
た．また，有機物による核種移行評価のために，有機物濃縮手法を適用し，有機物に吸着してい
る核種アナログ元素の存在が評価可能となった．

［平成25年度］
・	間隙水圧分布形成に関しては，イオン種の違いによる浸透圧発生の相違を検討するために，塩

化カリウム溶液を用いた実験を実施し，Bresler の物理化学モデルと整合性の高い結果となった．
また，浸透圧効果を組み込んだ TOUGH2によって，圧密等の一時的な水圧上昇と化学的浸透圧
の間隙水圧分布への影響を評価した．その結果，同等の圧力上昇が生じた場合に，化学的浸透圧
による間隙水圧上昇は，一時的な圧力上昇と比較して数オーダー長い持続時間を持つことが示さ
れた．浸透圧パラメータ評価手法として，TOUGH2の逆解析コードである iTOUGH2に反射係
数逆解析モジュールを追加し，室内実験結果に適用し，理論的に評価された反射係数を再現可能
であることが示された．

・	水理−力学連成解析手法に関して，最終的な取りまとめの前段階として，室内実験結果の不連続
体解析による評価手法の検討を行い，スケール変換等の課題を抽出した．

・	水理異方性の評価に関しては，岩芯試料による室内透水試験結果を用いたモニタリング深度やセ
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ンサーの選定等を行う調査の流れと，解析上の解の一意性等の課題を抽出した．
・	微生物と有機物の相互作用に関しては，調査行為による擾乱を評価し，最小化する方法として，

ボーリング孔掘削時のトレーサー濃度の採水時の評価を行うとともに，微生物活動と関連が薄い
塩分濃度を地下水混合の評価基準とすることの有効性を示した．

［平成26年度］
・	間隙水圧分布形成に関しては，イオン種の違いによる反射係数の相違に関するデータを拡充し，

電気化学的な検討を加えることにより，イオン種の違いによる電気伝導度の相違によって発生す
る流動電流が要因である可能性を指摘した．

・	水理－力学連成挙動に関しては，現状の室内実験手法を総括するとともに，空隙内の流体流動の
評価手法として，X線マイクロフォーカスCTと格子ボルツマンモデルによる流速等の評価から，
異なる応力状態における空隙構造変化と流速等の流体移動特性の変化をモデル化可能であること
が示された．

・	微生物と有機物相互作用，水理異方性の評価手法においては，既往の研究成果を総括し，ボーリ
ング調査における適用性と課題を示した．
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1.3.2　異常間隙水圧の成因及び評価手法のデータ拡充及び取りまとめ
【実施内容】
異常間隙水圧の成因および地下水流動等に与える影響及びその評価手法に関する既往研究を取りま

とめるとともに，室内実験によって，処分深度に存在し得る複数の塩に関して，塩分濃度と浸透圧発
生に関するデータを拡充し，浸透圧に関するパラメータを算出して，既往の濃度依存性モデルとの比
較を行う．以上の成果は原子力規制委員会が作成する概要調査結果の判断指標あるいは技術指針に反
映されるとともに，水圧モニタリング等から堆積岩地域地下水流動を評価する際の新しい基準となる．

【成果】
1.3.2.1　評価に用いた試料
実験には，既往委託研究と同様に独立行政法人日本原子力研究開発機構幌延深地層研究センターか

ら提供を受けた北海道幌延地域の稚内層から採取された珪質泥岩を用いた．具体的な試料はHDB-9
コアの 514mおよびHDB-11 コアの 774m，同コア 897m，同コア 984m，同コア 982mである．
各岩石コアから高さ 10mm直径 50mmに整形した岩石試料を，0.1Mの各水溶液中で脱気し，実験
開始までの間同水溶液中で保管した．

1.3.1.2　実験装置と実験条件
既往委託研究において開発した高精度室内実験装置 ( 竹田ほか，2013) の改良装置を当該実験に用

いた．また，実験条件は，浸透圧を発生させる塩以外，既往委託研究と同様であり，透水・化学的浸
透実験における条件を表 1.3.2-1 に示す．上下溶液槽の閉鎖時における容積は事前に校正実験を行い，
また同閉鎖時における圧縮貯留は Song	et al.	(2004) と同様の校正実験を行った．その結果，得られ
た圧縮貯留は既往委託研究での得られた値と概ね等しかった．

表 1.3.2-1　透水・化学的浸透実験の条件．
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1.3.2.3　結果と考察
図 1.3.2-1 に，典型例としてHDB-11	982mの岩石試料を用いて実施した透水・化学的浸透実験に

おける高濃度と低濃度溶液槽内の溶液の圧力，KCl 濃度の計測データを示す．岩石試料を用いた透水
実験は 1日以内に定常状態に達し，化学的浸透実験においてもおよそ１日以内に高濃度溶液槽の溶
液圧力が上昇し，準定常状態となった．化学的浸透実験は準定常状態に達した後は溶液槽間での濃度
差が減少するにつれて高濃度溶液槽の溶液圧力は徐々に低下した．他の岩石試料についても，透水と
化学的浸透による圧力・濃度の時間変化は多少の差異はあるものの同様な傾向を示した．	

図 1.3.2-1(a)　HDB-11 982m を用いた透水実験における計測データとフィッティング結果．

図 1.3.2-1(b)　HDB-11 982m を用いた化学的浸透実験における計測データとフィッティング結果．

図 1.3.2-1 には，透水・化学的浸透実験の計測データ ( 青 ) とともに，各実験データに対して既往
委託研究で得た解析モデルからの式を非線形最少二乗法によってフィッティングした結果 ( 赤 ) を示
す．得られた透水係数，比貯留率，実効拡散係数，反射係数を表 1.3.1-2 にまとめた．
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表 1.3.2-2　透水・化学的浸透実験の結果．

透水係数と比貯留率の値はそれぞれ 2.55×10-12 ～ 7.12×10-11(m/s) と 1.59×10-7 ～ 3.52×10-4(1/
m) となった．ここで求めた透水係数の値は既往委託研究で得られた同サンプルの値の約 0.1 ～ 5 倍
程である．図 1.3.2-2 から明らかなように，透水係数の値は全体的に岩石試料の採取深度が深くなる
につれ小さくなる傾向が認められる．この透水係数と深度の関係は，採取深度が深い岩石ほど全空隙
に占める細孔の割合が高くなるため，採取深度が深い岩石ほど透水経路の流量を支配する最狭空隙径
が小さくなり，透水性が低くなる可能性を示唆している．一方，比貯留率の値は採取深度との相関は
低い ( 図 1.3.2-2)．なお，塩の違いによる比貯留率の違いは認められない．
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図 1.3.2-2　透水係数，比貯留率，実効拡散係数，反射係数と採取深度の関係．

KCl と KHCO3 の実効拡散係数は，既往委託研究で得られた同サンプルのNaCl に対する値とオー
ダーは同じであるが，その係数値は KCl，NaCl，KHCO3 の順に小さくなることが認められる．な
お，各塩に対する実効拡散係数と採取深度による明確な差異は認められないが ( 図 1.3.1-2)，これは
表 1.3.1-1 に示される各岩石の空隙率に顕著な差異がないためと考えられる．本研究で求めた反射係
数の値は，既往委託研究で得られた同サンプルの値の 0.1 ～ 20 倍程度であり，塩の違いによってそ
の値は異なることが確認される．図 1.3.1-2 に示されるように，本研究の反射係数の値は岩石試料の
採取深度が深くなるにつれ大きくなる傾向が認められる．これは岩石中の化学的浸透を支配すると考
えられる微細な空隙が採取深度の深い岩石コアほど多いためと考えられる．
本研究と既往委託研究の一連の実験では粘土質岩の反射係数，透水係数，実効拡散係数を北海道幌

延地域の稚内層の異なる深度から採取された珪質泥岩を例として評価した．その結果，化学的浸透，
移流，拡散に関する各パラメータは主に岩石の空隙性状に支配されるが，これらの岩石試料の反射係
数，透水係数は採取深度が深くなるにつれ増加，低下する傾向が認められたが，実効拡散係数に関し
ては空隙率の値がほぼ同程度であるため，採取深度に対して顕著な傾向が認められなかった．ただし，
反射係数や実効拡散係数については溶質の違いによって異なることが確認された．
次に，図 1.3.2-3 に透水係数を基準に整理した反射係数と実効拡散係数を示す．図から明らかなよ

うに，NaCl を用いた試験結果から得た透水係数と反射係数には明瞭な相関が認められるが，KCl や
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KHCO3 から得た透水係数と反射係数には明瞭な相関が認められない．一方，透水係数と実効拡散係
数との間には溶質の違いにかかわらず明瞭な相関は認められないが，実効拡散係数の値は各溶質によ
ってある値の範囲内に入るようである．

図 1.3.2-3　透水係数と実効拡散係数，反射係数の関係．

KCl を用いた試験結果は，NaCl を用いた試験結果と異なり，透水係数に対する反射係数の依存性
が確認されなかったため，	HDB-11	984mの岩石試料を用いてKCl の初期濃度差（実験開始時の高濃
度と低濃度の差）を変化させた試験を追加した．その結果を図 1.3.2-4 に示す．図には，実験開始時
の高濃度と低濃度の平均濃度に対して化学的浸透，移流，拡散に関する各パラメータとの関係を示し
た．図から明らかなように，透水係数と比貯留率は平均濃度の増加とともに増加する傾向がある．実
効拡散係数は平均濃度の増加とともに増加するがある濃度以上になると頭打ちになるようである．反
射係数は，平均濃度が増加するほど低くなり，一定値に近づくようである．これは，KCl 濃度が増加
することにより，陽イオン濃度が増大し岩石試料中の粘土鉱物表面の負電荷の影響が低下するため，
陰イオン排除効果が低下し，溶質の拡散可能な間隙の割合が増大 ( 間隙率に近づく ) するためと考え
られる	( 例えば Rousseau-Gueutin	et al.,	2009)．
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図 1.3.2-4　塩濃度 ( 実験開始時の高濃度と低濃度の平均 ) に対する透水係数，比貯留率，実効拡散係数，反射係数の関係．

上記の試験結果や考察から，実効拡散係数や反射係数の値は岩石の空隙性状のみによって決定され
るのではなく，溶質の違いによっても決定されることが明らかとなった．溶質の違いに焦点をあてて
考察を続けると，水溶液の塩濃度は同一の条件下で試験を実施しているが，同一濃度においても各溶
質によって電気の通り易さの尺度である電気伝導度が異なっている．そこで，各水溶液の平均電気伝
導度（実験開始時の高濃度側と低濃度側の電気伝導度の平均）に対して反射係数と実効拡散係数の値
を図示する（図 1.3.2-5）．

図 1.3.2-5　実験開始時の高濃度側と低濃度側の電気伝導度の平均に対する実効拡散係数と反射係数の関係．
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図から明らかなように，反射係数は，各溶質によってばらつきが認められるが，各深度において平
均電気伝導度に対して負の相関が認められる．反射係数の電気伝導度への関連性については，界面電
気現象のひとつである流動電位が原因であると考えられる．流動電位とは，毛細管や多孔質媒体に圧
力差によって流れを引き起こすと，界面近傍の電荷をもった溶液が流れることによって生じる電位
差である．なお，この電荷をもった流れ（流動電流）と電位差によって生じた電流の和はゼロであ
り，電位差による電流は電気伝導度に比例する．流動電位は，電気二重層モデル中のゼータ電位に影
響を与える．つまり，流動電位の変化によって生じたゼータ電位の大小によって溶質の移動可能な間
隙の割合が支配されることになり，本実験の結果で見られるような反射係数の電気伝導度への依存性
が確認されたと考えられる．ただし，この仮説の検証については今後の課題であり，そのためには
KHCO3 のデータ拡充が必要である．一方，実効拡散係数は平均電気伝導度に対して正の相関が認め
ら，各溶質でのばらつきは小さいようだ．ただし，自由水中でのNaCl の相互拡散係数に対するKCl
の相互拡散係数の比は約 1.24 であり，本研究で得たそれぞれの値の平均に対する比は約 1.29 であり，
両者はほぼ等しいことから，各溶質の実効拡散係数は図 1.3.2-5 が示すような電気伝導度に依存する
のではなく，溶質本来の相互拡散係数の値を反映したものと考えられる．

1.3.2.4　異常間隙水圧の成因に関する評価手法
堆積岩地域に見られる異常間隙水圧は，地下水流動を規制する要因として重要なだけではなく，上

昇流の発生による地表への短絡的な流動という点で，安全評価上重要な要因と考えられる．
平成 22年度から検討を行っていた塩分濃度による化学浸透圧以外の異常間隙水圧の発生要因とし

ては，平成 25年度報告書に示したように，続成作用時の圧密あるいは結晶水の放出による圧力上昇や，
難透水層等の地質構造による間隙水圧の上昇 ( 伊藤ほか，2004) が挙げられる．異常間隙水圧の持続
時間に関しては簡単なシミュレーションの結果からも，浸透圧による間隙水圧持続時間が数オーダー
大きくなることが示された．実際の異常間隙水圧発生は，浸透圧，力学的な要因等の組み合わさった
ものである．竹田ほか	(2011) では，理論的解析によって，幌延地域の珪質泥岩で水頭数m程度の異
常間隙水圧が発生し得ることを示し，異常間隙水圧のかなりの部分は浸透圧で説明可能であることを
示したが，余剰部分は例えば脱水作用による水圧発生を考慮する必要がある．
浸透圧の評価においては，Takeda	et	al.	 (2014) に示されている室内実験によって十分な制精度で

評価を行うことが可能であるが，観測される圧力は温度の影響を強く受けるため，十分な温度制御が
必要である．また，Takeda	et	al.	 (2014) の手法は，浸透圧パラメータのみならず，透水係数および
拡散係数も同時に評価可能な手法であるため，核種移行特性も含め，この手法で評価を行うことが望
ましい．
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1.3.3　調査・評価手法に関する既往成果の取りまとめ
【実施内容】
水理異方性の原位置評価手法，微生物および有機物の影響の評価手法および異常間隙水圧の成因に

関する評価手法に関して，既往委託研究の成果のみならず，最新の国内外の研究成果のレビューを行
い，特に概要調査段階における地表からのボーリング調査での手法の適用性を評価するとともに，不
確実性に関しては知見の集積において低減可能な不確実性と，本質的なランダム性によるものに分類
して取りまとめる．以上の成果は，原子力規制委員会が作成する概要調査結果の判断指標あるいは技
術指針に反映される．

【成果】
1.3.3.1 水理異方性の原位置評価手法の適用性
水理異方性の評価手法に関しては，1.3.1 に過年度成果を示したが，概要調査段階の地表からのボ

ーリング調査に適用する際に観測されるデータのノイズが大きな不確実性要因となり得る．
現在，地震の前兆現象把握のために各地で圧力観測井が設置され，水位のモニタリングが実施さ

れている (Matsumoto	and	Koizumi,	2013)．それらの観測井における地下水位の変動は，気圧応答，
地球潮汐，降雨に加え，地震による力学的な変動が重なった結果である．地震の調査においては，気
圧応答，地球潮汐，降雨等のデータをノイズとして除去するが，水理特性を評価する目的においては，
ノイズとして除去される水位データが重要となる．Mastumoto	et al.	 (2003) においては，統計学的
な手法を用いて水位観測データを気圧応答成分，潮汐応答成分，降雨応答成分，ノイズ成分，その他
の応答成分に分離している．Mastumoto	et al.	 (2003) による榛原観測井におけるデータ評価例を図
1.3.3-1 に示す．

図 1.3.3-1　水位観測データの成分分離例 (Mastumoto et al., 2003)．
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気圧変動等の周期的成分による水圧応答の大きさは，平成 22年度報告書に示したようにあらかじ
め推定することが可能であり，観測可能範囲であることが予想されるが，安全評価に適用可能な水理
特性を評価するためには，応答の位相差を把握することが必要である．実際に位相差を把握するため
には，観測の時間間隔の切り替え等柔軟な対応が必要となる．
また，水理異方性を議論する上での基本データとなる水平方向の水理特性は，ボーリング孔を用い

た原位置水理試験で評価することが一般的である．原位置水理試験は，現在ではパルス試験－スラグ
試験－揚水試験を段階ごとに判断しながら順次実施するシーケンシャル試験 ( 竹内ほか，2007) が行
われている．実際に幌延深地層研究センターで実施されたシーケンシャル試験の流れを図 1.3.3-2 に，
実測データの例を図 1.3.3-3 に示す ( 産業技術総合研究所地質調査総合センター，2011)．

図 1.3.3-2　シーケンシャル試験の流れ．
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図 1.3.3-3　シーケンシャル試験の実測データ例．

シーケンシャル試験のデータ解析は，それぞれの試験段階における時間－水位回復量両対数プロッ
トの傾きを用いて実施されるが，同時に時間－水位回復量の時間微分プロット（Derivative	Plot）を
行い，水平放射状流を示すデータ区間を評価に用いることが重要である．
結晶質岩等の亀裂性岩盤においては，通常の水理試験解析の前提条件である水平放射状流の仮定が

成立しない場合が多い，Barker	 (1988) は，ネットワーク状を示す亀裂性岩盤における水理試験の分
析として，非整数次元流動の概念を導入した．非整数次元流動を模式的に示したものが，図 1.3.3-4
である (Dershowitz	and	Doe,	1997)．
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図 1.3.3-4 Dershowitz and Doe (1997) による非整数次元流動の概念．

実際の水理試験データからの評価においては，Sandia	National	Laboratory の nSight 等，非整数
次元流動を考慮した水理特性逆解析手法が実用化されているため，特に亀裂性岩盤においては有効と
考えられる．

1.3.3.2 微生物と有機物の相互作用評価手法の適用性
概要調査段階の地表からのボーリング調査において，微生物および溶存有機物の評価を行うことは，

施設建設前の擾乱が少ない状態での化学環境を評価すると同時に，安全評価における核種移行特性の
付加的要因の評価を行う意味で重要と考えられる．
既往の平成 22 ～ 24 年度における成果で，希薄な溶存有機物の濃縮による評価，核種の吸着特性

の基礎データ取得手法，高速DNA分析による微生物群集評価手法はほぼ確立されたが，最も不確実
性を生じる要因としては試料採取が挙げられる．
調査における最大の擾乱要因は，ボーリング孔掘削時の掘削流体の地下への混入が挙げられる．そ

れらの擾乱を最小化するために，例えば，Suzuki	et al.	 (2009) では，無菌化した上で溶存酸素を除
去した清水を掘削流体とした深層ボーリングにおいて，地下の生物化学環境の評価を行った．しかし
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ながら，岩盤状況によって，清水掘削が適用できる範囲は限られる．幌延深地層研究センターにおけ
るボーリングでは，溶存メタンのために泥水掘削のみが適用可能であるため，掘削泥水中に蛍光トレ
ーサーを投入し，地化学調査，微生物調査等における地下水採水時に，採水中のトレーサー濃度が
十分に低下するまで事前に排水を実施している ( 産業技術総合研究所地質調査総合センター，2011)．
ボーリング孔周辺の水理特性によっては，事前の排水においても十分な濃度低下が見られない場合が
あり，その際には掘削水の混合を考慮した評価を行う必要がある (Fukuda	et al.,	2010)．
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1.3.4　水理－力学連成挙動評価に関する既往成果の取りまとめ
【実施内容】
水理－力学連成挙動評価手法に関して，室内実験および数値モデルの観点から，最新の国内外の研

究成果のレビューおよび室内実験結果からの評価手法として，岩石の空隙構造データおよび力学およ
び水理室内実験データを用いた連成挙動解析手法の比較を行い，室内実験スケールでの評価結果の不
確実性に関する検討と取りまとめを行う．以上の成果は，原子力規制委員会が作成する概要調査結果
の判断指標あるいは技術指針に反映される．

【成果】
1.3.4.1　水理－力学連成挙動評価手法について
地下にある構造物周辺や地下岩盤の直接の変形や透水性の把握，およびこれらの相関を知ることは

構造物や岩盤の保守・管理の面から重要であり，かつ将来予測を含めた現象の理解のための基礎デー
タとなり得る．現状の科学の最前線の知識を持ってしても，地下岩盤の 3次元的に複雑な状態を呈
している亀裂系の定量評価は不可能であり，ましてやそこを通過する流体移動を定量化することはご
く一部のごく狭い領域における原位置試験を除けば全く不可能という状態である．原位置計測試験結
果から周辺の kmオーダーにおける現象の理解や将来予測などは，各種境界条件を絞り込んで初めて
可能と言える段階であり，一般化されている状況ではない．
それでは，単一の亀裂についてはどこまで解明されているかといえば，Matsuki	et al.	 (2010)，松

木ほか	(2012) の成果を挙げることができる．特に後者の文献において，稲田花崗岩を対象岩石とし
て選定し，深さが 500m，1,000m，2,000mの場合の平均的な地殻応力と間隙水圧条件における任
意方向の単一亀裂が任意方向の 1次元的な圧力勾配を受ける場合の透水性評価を行っている．この
ような単一亀裂の開口幅分布やせん断変位分布などを任意の応力および任意の流れ場方向に関して一
般化した研究事例はいまだ見当たらない．稲田花崗岩の新鮮な引張り亀裂における力学的性質に関す
る定数，水理学的開口幅に関する定数，せん断に伴うダイレーション角の実験式など既存研究成果を
取り込みながら，稲田花崗岩という岩石に関する任意の応力と方向，任意の流れ場を一般化した数値
計算を実施している．したがって，逆断層や正断層，そして横ずれ断層における透水場の変化も正確
に評価している点は地質学的な将来予測の観点からは重要な研究事例といえる．
一方，通常の三軸試験を行いながら最大主応力方向もしくは真三軸試験であれば中間主応力方向の

透水性の変化を計測した事例もあり，既述の単一亀裂とは異なり，ある応力条件下における亀裂群を
含んだバルクとしての透水性評価ということができる．これは工学的にはより重要な単一の亀裂を対
象とするよりは，より広域的な領域を対象として，すなわち室内試験であればバルクとしての評価に
中心をおいた試験研究であり，地質的な変化特に長時間にわたる地質年代的な影響による変化を推定
する場合には最適な結果を提供することができる．日本のような地質学的に複雑な過程を被っている
地盤の透水性の変化を推定するためには，三軸試験装置を用いたせん断―透水試験の方がより地質学
的見地からの説得力のあるデータを提供できる可能性がある．
放射性廃棄物地層処分において，天然バリアの性能評価に必要となる断層破砕帯の透水係数は，原

位置試験によると，場所ごとの変動が大きく，幅広い分布（100 ～ 10-9	m/s）と強い異方性を示して
いる．断層の示すこうした性質は，原位置試験結果に基づく現象を解明・評価・予測できる妥当性の
高い断層内水理モデルを要請するが，このようなモデルは世界的にも確立されていない．一般的には
地質学的な時間変化を考慮すると，断層の発生前（せん断変位の成長と断層の生成過程）と断層発生
後（断層の成長・合体）に大きく事象を区別することができる．三軸室内透水試験では，これら一連
の岩石の変形と透水性の変化に対応できる手法と考えられる．そこで，室内せん断―透水試験手法に
ついて概説する．
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以下では，室内せん断―透水試験手法に関して概要をのべ，単一亀裂を対象とした研究事例の概要，
真三軸試験を用いた研究事例，マイクロフォーカスX線 CTを用いた非破壊・非接触による岩石内
空隙の3次元幾何学情報の抽出およびその技術を用いた成果の概要などについて現状を述べる．また，
具体的なデータ取得事例としてべレア砂岩を用いた三軸せん断―透水試験に関する成果，三軸圧縮応
力場から三軸伸張応力場における急激な応力変化がもたらす岩石の変形と内部構造の変化に関する成
果，そしてより広域的な水理場の流れにも解釈できるよう格子ボルツマン法を用いた多孔質媒体内の
流体移動可視化手法とその成果について述べる．

1.3.4.2　室内せん断－透水試験手法の取りまとめ
(1)　一面せん断試験
一面せん断試験は上部・下部に分かれたせん断箱に円柱または直方体供試体を入れ行う．その概念

図を図 1.3.4.2-1 に示す．せん断方法は図に示されているように，垂直応力Nを上部せん断箱に加え，
次いでせん断力 Sをせん断面に沿って一方のせん断箱に加える．通常，垂直力は供試体の変形時の
垂直変位が自由となる剛性平面に加えられる．せん断箱の底部・側部は同様に変形しないような剛体
面と仮定する．

図 1.3.4.2-1　せん断試験の概念．

せん断箱の端部のせん断歪みはせん断面上で集中的に大きくなり，せん断箱の中心部では供試体の
厚さに渡って比較的均一で最小となりRoscoe	(1953)，供試体中に発生するせん断歪みの分布は均一
ではない．この一面せん断試験法と透水試験をカップリングさせるとき，透水方向はせん断面に対し
て平行または直交の両方とも可能であることが利点として挙げられる．一面せん断試験は装置が簡単，
操作が容易，大変形までの試験が可能，しかも繰り返しせん断も可能で，垂直およびせん断変形の計
測が容易などの利点を持っている．

(2)　リングせん断試験
直接ねじりせん断試験は中空円盤あるいは中空円筒状の供試体の上下面に，ねじりモーメントを加

えてせん断させる．図 1.3.4.2-2 に示すリングせん断試験法 (Hvorslev,	1936) は，リング状の供試体
を円環状のせん断箱に拘束しせん断を行うもので，その断面図は一面せん断試験と類似している．垂
直応力をせん断箱の上下方向に加え，リング状の供試体の内外側面に法線方向の応力を誘発させる．
ねじりモーメントを上部箱に加え，供試体の平面に平行したリング状の断面に沿ってせん断を行う．
リングせん断試験は基本的に一面せん断試験と同様な利点をもっており，さらに供試体がせん断方向
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に無限の長さを持つため，連続的に大きな歪みの発生が可能である．また，せん断方向と垂直方向に
せん断面に沿ってリングの内側から外側へまたは外側から内側への透水試験が可能である．しかし，
リングせん断試験も一面せん断試験と同様な欠点があり，さらにせん断変位の非均一性 ( せん断歪み
は半径方向で異なる ) や装置と実験操作の複雑さなどの問題点が挙げられる．
リングせん断試験法を利用し，Olsson	(1992)，Olsson	and	Brown	(1993) は岩盤不連続面の垂直

およびせん断変形による透水特性の変化を計測した．その結果，岩盤不連続面の垂直応力の変化によ
る透水係数の変化は 2～ 3倍程度であるのに対し，せん断変形による透水係数の変化は数オーダー
であると報告している．

図 1.3.4.2-2 リングせん断試験の概念．

(3)　中空ねじりせん断試験
中空ねじりせん断試験は，	図 1.3.4.2-3 に示すように円筒形供試体の内外側面および軸方向に圧力

を加え，上下面をねじり，せん断歪を発生させるものである (Haythornthwaite,	1961)．中空円筒形
供試体の厚さを小さくすることで供試体に発生する歪みの不均一性を小さくすることができるが，寸
法効果により実際の原位置の地盤や岩盤を代表できなくなる恐れがあり，また供試体の作成も困難に
なる．この試験は中間主応力が強度の低い堆積岩などの力学的挙動に及ぼす影響を調べるために多く
の研究者に用いられてきた (Saada	and	Townsend,	1981;	Saada,	1988;	Wijewickreme	and	Vaid,	
1991;	Ampadu	and	Tatsuoka,	1993)．せん断面に沿った方向に透水試験を行うことは不可能である．
中空ねじり試験は応力状態の制御が容易，中間主応力の力学的挙動に及ぼす影響が調べられ，また比
較的大変形までの試験が可能等の利点を持っている．しかし，この方法は応力および変形に非均一性
があり，せん断面に沿った透水試験が不可能で，また比較的強度の高い岩盤材料への適用が難しい等
の欠点が挙げられる．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-214

図 1.3.4.2-3 中空ねじりせん断試験の概念．

(4)　三軸圧縮試験
通常の三軸圧縮試験は，円柱形に整形した試料の側面および端面に垂直応力を作用させ，これに伴

う歪みを測定する試験である ( 図 1.3.4.2-4）．供試体の長軸方向の荷重は剛体プレートを通して加え
られる．主応力の載荷部には球座が用いられ，供試体の傾斜に自由度を与え変形を均一化する工夫が
なされている．両端は通常，載荷中の供試体から流体の排出・流入を可能とするため，ポーラスメタ
ルが使用されている．
供試体の側面は不透水性で，柔軟性のあるゴムスリーブやシリコンゴムで覆われており，側圧は流

体によって載荷される．供試体の軸方向の応力は最大（三軸圧縮）あるいは最小主応力（三軸伸張）
となる．
通常，供試体からの排・吸水量によって変位を計測し，強度の比較的高い岩石の場合では，供試体

表面に直接歪みゲージを貼りまたは変位計により計測する．
せん断面は軸に傾いた方向に生じる．また，供試体への透水は側面が不透水性のメンブレンによっ

て拘束されているため軸方向のみ可能である．さらに，供試体に発生するせん断面の方向および進
展 ( 破壊パターン ) は供試体の形状と載荷条件に左右される．Li	et al.	 (1994) は三軸圧縮試験を用い，	
Yinzhuang 砂岩に対して拘束圧や供試体寸法などの要因を考慮した一連のせん断透水同時試験を行
っている．その結果，軸歪みの増加に伴って三種類の透水係数の変化パターンが報告されているが，
これは供試体の破壊パターンの違いによるものと思われる．また，李小春ほか	(1998) は三軸試験法
を用い，拘束圧の増加による白浜砂岩の脆性から延性へ遷移する挙動に伴う供試体の体積および透水
特性の変化について調査しており，透水係数の変化が供試体の体積歪みの変化とよく関連していると
報告している．
円柱形供試体を用いた三軸試験によるせん断透水同時試験について要約すれば，試験法が簡単，応

力状態の制御も容易であり，通常の試験法としてよく用いられている利点が挙げられるが，大変形ま
でのせん断試験が比較的困難で，変形にも非均一性をもっており，せん断歪みの適切な評価が難しい．
また，せん断面に沿った透水試験が不可能であり，端面拘束効果の影響等の欠点が挙げられる．
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図 1.3.4.2-4 Triaxial compression test (for soils as an example)．

1.3.4.3　単一亀裂に関する研究事例
松木ほか	(2012) は地殻応力下における稲田花崗岩の単一亀裂の透水性評価に関する研究を発表し，

以下のような単一せん断亀裂と透水性に関するまとめを行っている．
単一き裂の力学的性質としては，①垂直応力によるき裂の閉鎖挙動は著しく非線形であり，この

非線形性はき裂の相関性（matedness）が低いほど大きくなること (Goodman,	1976;	Brown	and	
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Scholz,	1986;	Pyraknolte	et al.,	1988;	Matsuki	et al.,	2001;	Giwelli	et al.,	2009)，②き裂のせん
断剛性は垂直応力とともに大きくなること (Bandis	et al.,	1981;	Yoshinaka	and	Yamabe,	1986;	
Yoshinaka	et al.,	1991;	Mitani	et al.,	2002)，③垂直応力が小さい場合，せん断変位を受けると表
面突起の凹凸のためにき裂が開口する（シェアダイレーション；shear	dilation）が，シェアダイレ
ーションは垂直応力により抑制され，垂直応力が大きくなるとシェアコントラックション（shear	
contraction）に転ずること (Bandis	et al.,	1981;	Yoshinaka	and	Yamabe,	1986;	Yoshinaka	et al.,	
1991;	Esaki	et al.,	1999;	Mitani	et al.,	2002;	Karami	and	Stead,	2008)，ならびに④き裂の力学
的挙動には寸法効果があること (Bandis	et al.,	1981;	Yoshinaka	and	Yamabe,	1986;	Yoshinaka	et 

al.,	1991;	Matsuki	et al.,	2008;	Giwelli	et al.,	2009)，などがわかってきたと述べている．

1.3.4.4　真三軸試験によるせん断―透水試験手法
圧縮応力によって真三軸応力場を再現する種々の手法を大きく 3つの種類に分類し，1980 年代以

降実施されている試験手法を以下のように整理する．
1)　3方向剛体ピストンによる方法
2)　2方向剛体ピストンと流体圧による方法
3)　1方向岡体ピストンと 2方向流体圧による方法
各手法について概略説明し，試験上のメリット・デメリットについて比較検討した．近年の一般的

な傾向として，強度・変形特性以外の物性測定として弾性波速度測定や透水試験手法との組み合わせ
が採用されている．このような観点から上記 3つの手法を比較した場合，種々の制約を比較的受け
ないのは 2) の 2方向剛体ピストンと流体圧による方法と思われる．
真三軸試験では，中間主応力もしくは最小主応力をどのような媒質で載荷するかが重要な問題であ

り，1960/70 年代は主に剛体ピストンと剛性の高い金属エンドピースとの組み合わせが主流であっ
た．最大主応力方向は常にピストンとエンドピースとの組み合わせでなければならないが，中間主応
力方向を端面拘束の少ない手法で載荷するための工夫が行われるようになった．小さな金属ブロック
の集合体や PVC（polyvinyl	chloride，ポリ塩化ビニル）でできたブロックで載荷する方法が考案さ
れるようになった．また，最近では円柱供試体の円周方向に内圧を変えた金属製のチューブを配管
し，内圧差から中間・最小主応力を負荷する手法も考案されている (Crawford	et al.,	1995)．ここで
は，岩石における真三軸試験手法に関して，圧縮応力を用いた載荷手法に着目して整理してみる．な
お，中空円筒供試体を用いて内圧・外圧に軸応力を作用させる手法や更に軸方向の捻りを作用させた
手法，あるいは封圧下での圧裂・引張り試験などによる真三軸試験方法については，ここでは特に触
れない．あくまでも圧縮応力による載荷手法について整埋する．

(1)　三方向ピストンによる載荷
立方体形状の岩石供試体を 3組の剛体ピストンと載荷盤で載荷する方法であり，多くの研究者に

よって主に岩石の強度特性に及ぼす組み合わせ応力の影響や破壊条件式の検討が行われた．多軸圧縮
試験（poly-axial	or	multiaxial	compression	test）と称されることが多かった．図 1.3.4.4-1 はこの
手法の代表として古住・杉本	(1986) の装置の概念図を示す．基本的には最大主応力となる鉛直方向
の載荷方法と同じ構造が，中間・最小主応力方向の水平方向の載荷構造である．油圧増圧器（ラム）
と荷重検出のためのロードセル（受圧器），そして供試体を直接載荷するエンドピース（固定圧盤や
アンビル）から構成されている．彼らの装置では，3基の油圧ラムで構成されているタイプであり，
操作が簡便で製作費も安価となるなどのメリット等が考えられる．このような手法では一般的には以
下のような欠点が考えられる．
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1)　エンドピース間の接触を回避するため側方もしくは主軸方向の載荷面積を小さくしている．
2)　特に，最小主応力方向は端面拘束の影響が顕著となり，破壊後の変形特性に大きな影響を及ぼす．
3)　破壊挙動に最も敏感な最小主応力方向が固体圧なので，物性測定の精度が流体圧の時に比べ劣

る．

図 1.3.4.4-1　古住・杉本 (1986) による装置概念図．

しかしながら，同手法における端面拘束や境界条件の問題は Atkinson	and	Ko	(1973) による	
multiaxial	cell と flexible	cushions の採用によってほぼ完全に解決されている．なお，境界条件の
違いによる強度・変形特性への影響についてはHegemier	and	Read	(1985) に詳しくレビューされ
ている．Andenaes	et al.	 (1977) は図 1.3.4.4-2 に示すようなセルおよび各種減摩材 ( 供試体側から
皮製，ポリウレタン製 )，メンブレン，変位計用保護材，変位計（proximitor と称するギャップセン
サー），そして反力枠として作用するmain	wall から構成される立方体型のセルを考案した．同様に
図 1.3.4.4-3 は供試体と	fluid	cushion および供試体と圧盤（steel	plate）との相対的な位置関係を
示している．供試体の稜角部はどのような手法を用いても完全に載荷することは不可能であるが，供
試体寸法を大きく（彼らの場合には 4インチ）することによって影響を小さくすることが可能とな
っている．なお，彼らの供試体はモルタルおよびコンクリートである．
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図 1.3.4.4-2　Andenaes et al. (1977) によるセルおよび減摩材の概要．

図 1.3.4.4-3　Andenaes et al. (1977) による圧力容器周囲の様子．

Sayers	et al.	 (1990) は箱型の反力枠に 3組みのジャッキを備えた装置を用いて，砂岩の 3方向の
弾性波速度を測定した．弾性波のセンサーは各方向のエンドピース内に埋め込まれている．このタイ
プでは，供試体中心を変形のいかなる段階においても一定に保っている点がほかの手法と大きく異な
っている．また，各載荷軸には両端に球座が配してあり，載荷に伴う偏心を抑え，均一な載荷を可能
としている．3方向とも最大 30t（294kN）の載荷容量しかないので，供試体の種類や載荷レベルに
限定的とならざるを得ない．
King	et al.	 (1995) は図 1.3.4.4-4 に示すような載荷装置を用いて，変形中の砂岩の弾性波速度と

透水係数との変化を測定した．中間・最小軸は最大 115MPa，最大軸は 750MPa まで載荷可能である．
また，間隙水圧は 5MPa まで負荷可能である．この装置で特徴的なのは加圧板と供試体との間の減
摩材として厚さ 5mmのマグネシウムを用いている点である．通常，このタイプの試験装置で透水試
験を実施する場合，供試体稜角部におけるシール機構が技術的に困難と思われる．
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図 1.3.4.4-4　King et al. (1995) による装置概念図．

図 1.3.4.4-1 と図 1.3.4.4-4 に示した装置の違いは前者が 3個の油圧ラムで載荷し，供試体の反力
を利用して各主応力の応力値を得ているのに対し，後者は 3組みのペアの油圧ラムで各主応力を得
ている点である．前者の載荷方法では供試体の中心と載荷軸の中心を一致させながら載荷することが
困難となり，変形や応力の増加とともに両者の軸中心のずれが大きくなる．この影響が強度や変形に
どの程度影響するのかを定量的に議論した事例はない．

(2)　2方向ピストンと流体圧による載荷
このタイプの真三軸試験はMogi	 (1971) に代表される．図 1.3.4.4-5 は圧力容器の概念図である．

直方体の供試体を用い，圧力容器の中でピストンによる二軸圧縮試験を行うものである．彼の 1960
年代からの一連の岩石試験を通して，供試体の破壊に最も敏感な最小主応力を端面拘束のない理想
的な載荷とするため，流体圧での載荷を実現したことによってこのタイプの真三軸試験が完成され
た．彼は岩石の変形特性，特に延性状態から中間主応力の増加に伴う脆性化の過程における 3主応
力方向の歪みを測定し，体積歪みおよびダイラタンシー歪みを評価した．また，ロードセルを圧力容
器内部に設置し，より正確な応力値を計測することができた．高橋・小出	(1989)，Takahashi	and	
Koide	(1989) は供試体を最大 5×10×10cmと大型化した試験が可能な装置を用い，特に堆積岩の強
度・変形特性を調べた．また，高橋ほか	(1984) は変形特性と同時に 3主応力方向の P波速度や最小
主応力方向の S波速度 2成分を測定し，ウェスタリー花崗岩の応力によって生じるマイクロクラッ
クの分布やアスペクト比などを中間主応力の関数として評価した．高橋	(1991) は σ3 方向の合計 9
通りのパスの P波速度を測定し，一次元流れにおける水のフロントの移動をモニターすると同時に，
振幅比の変化も計測し，速度よりも振幅比の方がフロント移動に敏感であることを報告している．あ
るいは，高橋ほか	(1993)，Takahashi	et al.	 (1995) は真三軸応力下における最大主応力方向の透水
係数の変化も測定している．以上のように，このタイプの真三軸試験の最大のメリットである最小主
応力方向の物性測定ができるという点を活かした研究が行われている．
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図 1.3.4.4-5　Mogi (1971) による圧力容器概念図．

(3)　ピストンと2方向流体圧による載荷
図 1.3.4.4-6 は Michelis	 (1985) の装置の概念図である．茂木式とは異なり通常の封圧三軸試験用

の圧力容器内に PVCバッグ（最大圧 200MPa）を介して中間主応力と最小主応力を負荷する仕組み
となっている．この PVCバッグは厚さが 2～ 3mm，内圧は最大 250MPa までの載荷が可能である．
供試体と PVCバッグとの間には steel	prism と呼ばれる小さな断面積を持つ載荷盤の組み合わせが
配置され，茂木式にあるような中間主応力断面全体を剛体載荷盤で加圧する手法と異なっている．こ
の組み合わせにより載荷盤の端面拘束を減少させ，供試体の変形を均一化することは間違いない．変
形は steel	prism 面の背後に直接変位計測のためのロッドを配し，直接供試体変位を測定している．
最小主応力も同じ構造で載荷していることから，特に脆性領域における最小主応力変形特性に茂木式
の流体圧による載荷手法との違いが鮮明となっている．同様な載荷手法はHojem	and	Cook	(1968)
によっても行われている．彼らは中間・最小主応力を銅製のフラットジャッキで載荷する手法を考案
した．ただし，フラットジャッキの耐圧が小さく最大でも 42MPa の中間主応力しか負荷することが
できなかった．
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図 1.3.4.4-6　Michelis et al. (1985) による装置概念図．

1.3.4.5　CT技術で取得できる岩石内空隙の3次元幾何学情報について
実際の情報から空隙構造を定量化するためには，岩石の内部空隙構造の観察が必要である．これま

で種々の観察手法や計測手法が実用化されてきた．その一つに，水銀圧入式ポロシメータを使った計
測手法がある．水銀圧入式のポロシメータを用いることにより，空隙のサイズ分布や空隙率を評価す
ることができる．同測定手法は，ASTMによりその詳細が基準化されており (American	Society	 for	
Testing	and	Materials,	1985)，国内においては土質および岩石への適用が行われている ( 内野・一
ノ瀬，1984；池永・山口，1992；一ノ瀬・後藤，1993；林ほか，1995)．さらに，水銀圧入式ポロ
シメータで得られる細孔分布や計測の過程で得られる密度（bulk,	skeletal）のデータを用いて，細
孔容積と圧入圧力との関係からフラクタル次元が定義される (Angulo	et al.,	1992)．また，高い圧力
で微細孔まで測定するため，圧縮率や屈曲度が求められる．さらに，浸透率や導電率を求める手法も
提案されている	(Katz	and	Thompson,	1986;	1987)．細孔分布から等価管路モデルに基づいて透水
係数を評価する試みも行われ，砂および砂とカオリンの混合土について透水係数の推定が行われて
いる (Juang	and	Holtz,	1986)．岩石に対しては，水銀圧入式ポロシメータで得られる細孔分布から，
透水係数を推定する各種評価モデルの検討を行った林ほか	(1999) のレビューを挙げることができる．
以上のように，水銀圧入式ポロシメータのデータを用いることにより，空隙の寸法分布情報を適用

した各種物性情報の評価が可能となっているが，やはり個々の空隙に関する空間的位置情報は得られ
ていない．
近年では，X線 CTを用いることにより，非接触・非破壊で空隙率を評価することも可能となっ

た (Lindquist	et al.,	2000;	Anderson	et al.,	2003;	Karacan	et al.,	2003;	Vangeet	et al.,	2003;	
Ketcham	and	Iturrino,	2005)．この場合には，高分解能な 3次元ボリュームデータを取得し，また
空隙とそれ以外の判別を客観的に行う（通常は閾値による判定）必要がある．しかしこれらCTを用
いた手法でも，空隙のサイズに関する情報とバルク全体における空隙率の情報を提供するのみで，個々
の空隙に関する位置関係や 3次元的な幾何学的情報を引き出すことは容易ではない．
マイクロフォーカスX線 CTを用いて岩石の空隙に関する 3次元ボリュームデータを取得し，こ
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のデータから以下に述べるような空隙の詳細情報を評価する手法を導入した．

(1)　Medial	Axis	Analysisについて
図 1.3.4.5-1 は多孔質媒体を粒子と空隙で近似し，その状態を模式的に示した図である．空隙部分

のみに注目すると，粒子間距離が最小となる箇所（図中赤の破線で表示）と，そこよりも長い箇所が
存在する（図中青の破線で表示）．この場合，粒子間の距離が最短となるところを「スロート（throat）」
と定義し，スロートとスロートとにはさまれたスロートよりも距離がある部分を「ポア（pore）」と
定義する．ポアは当然のことながら複数粒子に囲まれた領域を示し，スロートを介して他のポアと接
続することになる．同図において，2次元的ではあるが，ポア P1は 4個の粒子に囲まれているので，
この場合「配位数（coordination	number）」は 4となり，同様にポア P2は配位数 3となる．

図 1.3.4.5-1　medial axis の 2 次元概念図．

空隙中心軸（medial	axis）とは，球であればその中心を通り，円柱であれば断面の中心を通る回
転中心軸に相当する．一般的には不定形な 3次元形状において空隙中心軸を決定するには，”burn	
algorism”(Lindquist	et al.,	1996) が採用されている．図 1.3.4.5-2 は図 1.3.4.5-1 の右上の一角を拡
大表示し，”burn” アルゴリズムの概念を示したものである．同図においてグレイ領域は粒子を，そ
れ以外は空隙領域を示している．この 2次元平面上にてボクセル単位で表示し，粒子に接している
ボクセルから ”burn	layer	1” として定義し，離れるごとに ”burn	layer	2”，”burn	layer	3” と定義
する．この操作を各粒子境界から実施し，”burn	number”が高く，しかも同じナンバーのボクセルを”
medial	voxel” と定義することにより，空隙中心軸が得られることになる．最終的な空隙中心軸を決
定するための種々のアルゴリズムに関しては，Lindquist	et al.	 (1996) に詳しく述べられている．ち
なみに図 1.3.4.5-3 は，このサイズにおける ”burn	number” の頻度分布がわかる．”burn	number	
3” ～ ”burn	number	5” のボクセルが卓越していることを示している．こうして得られた空隙中心
軸とその寸法，粒子との関連を一例として図 1.3.4.5-4 に示す．空隙の幅を示す空隙中心軸の ”burn	
number” がレインボー表示され，3次元的な位置関係および幾何学的情報を示している．細線化は
各空隙の中心を通るように線をつなぎ，細線化された中心線と，空隙の壁までの距離に応じてレイン
ボー表示を行っている．暖色系が空隙の幅が狭いことを意味している．
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図 1.3.4.5-2　バーンアルゴリズムの概念．

図 1.3.4.5-3　ガラスビーズのバーンナンバー分布．

図 1.3.4.5-4　ガラスビーズの空隙中心軸状況．
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このような基本的なデータを元に，空隙のネットワーク構造は可視化され，定量化されることにな
る．この表示によって，CTデータから得られた空隙に関するすべての情報が表示可能となる．

(2)　平均粒径600μmガラスビーズの解析結果
上記した内容に従い，平均粒径 600μm のガラスビーズを解析し，その結果を図 1.3.4.5-5 に示す．

同図（a）は空隙中心軸の 3次元分布を，そして同図（b）は視覚的に把握しやすいようにガラスビ
ーズそのものと重ね合わせたものである．ガラスビーズのパッキング状態に応じた空隙のサイズ，そ
して空隙中心軸の寸法などが，再現性の高い結果となっていることがわかる．ちなみに図 1.3.4.5-6
には，これらの元になったポアおよびスロートのサイズ頻度分布が示されている．ポアの半径で 100
～ 130μm に分布のピークが，そしてスロートでは 60～ 85μm に分布のピークが存在している．当
然ながらポアの数よりもスロートの数が多くなっている．ポアに隣接してスロートが存在することに
なるので，具体的には図 1.3.4.5-5 および図 1.3.4.5-6	 (b)	を見ることによって，視覚的に理解する
ことができる．

図 1.3.4.5-5　ガラスビーズの空隙中心軸解析結果．

(a) medial axis transparent network computed for glass bead

(b) some indication of glass bead and medial axis



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-225

図 1.3.4.5-6　(a)　ガラスビーズのポアサイズ分布 , (b) ガラスビーズのスロートサイズ．

図 1.3.4.5-7 はポアの半径と配位数の関係を示している．半径が平均粒径の約半分程度の 260μm

を超えるポアが存在し，このとき配位数は最大値 19に達している．平均的には配位数は，3～ 4に
ピークが存在している．
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図 1.3.4.5-7　配位数解析結果．

(a) 配位数とポア半径との相関，(b) 配位数分布．

ガラスビーズのような単純な空隙構造に移流による物質移動を考えた場合，流体は図 1.3.4.5-6 の
空隙中心軸分布に示すように流れることは容易に想像できる．流路の表現として，一辺の両端間の距
離に対する実際の流路の距離を「屈曲度（tortuosity）」として評価している．図 1.3.4.5-8 は，この
屈曲度を 3方向ごとにその分布を示したものである．粒径が揃っているガラスビーズを用いている
ことから，いずれの方向においても屈曲度の値の差が小さく，1.45 から 1.7 の範囲内に分布している．
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図 1.3.4.5-8　X, Y, Z 軸方向における tortuosity 分布．

1.3.4.6　べレア砂岩を用いた三軸―透水試験と空隙構造変化
(1)　はじめに
岩石中の空隙の量，空隙率や空隙サイズ分布は水銀ポロシメータやガス吸着装置で評価できる．し

かしながら，空隙の幾何学は 3次元位置情報を含めCTを用いた構造解析以外では評価できない．今
回，軸圧載荷用のシリンダーを組み込んだマイクロフォーカスX線 CT用圧力容器を用い，三軸圧
縮応力下で軸圧を変化させながら取得した画像データから，堆積岩の空隙構造，特に幾何学情報が軸
圧の変化に伴い，どのように変化するかを調べた．

(2)　実験条件
圧力容器と画像解析に用いた応力歪み曲線について述べる．図 1.3.4.6-1 は軸圧のシリンダーを組

み込んだ圧力容器の全体である．拘束圧をモニターする小さなアナログ圧力ゲージと軸圧シリンダー
の内圧をモニターする圧力ゲージが設置されていることが分かる．圧力容器自体は間隙水圧付加に
も対応しているので，通常の間隙水圧を考慮した岩石三軸試験も実施可能である．供試体の大きさ
は直径 10mm，高さ 20mmのベレア砂岩である．なお，CTデータは，実験前，拘束圧負荷時，軸
圧 80，100，110MPa，そして実験終了した後，拘束圧除荷後の各段階で取得した．図 1.3.4.6-2 か
らもわかるように供試体上半部，そして最終破断面に最も近い 3mm	cube を解析領域とした．な
お，画像処理にて幾何学情報の定量化を実施する際，空隙率を尺度として与える必要があるため，図
1.3.4.6-3 に示すような応力 - 歪曲線との関連を決めた．すなわち，CT撮影時には軸圧の連続的な
記録は現段階では不可能であり，シリンダーの内圧を軸応力に変換する形で軸圧を変化させた．こ
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の際，応力 - 歪曲線の取得に用いたサンプルは直径 50mm，高さ 100mmのサンプルであり，CT
用サンプルとの間に強度に及ぼす寸法効果が存在する．すなわち，大型サンプルでは軸差応力で
130MPa の最大強度を示すものの，CTサンプルでは平均 115MPa の軸差応力を示す．したがって，
図 1.3.4.6-3 は画像処理に必要な空隙率の算出のための体積変化を推定するための相関を示している
ことになる．将来的にはCT撮影時に，同時に軸圧をモニターすることが，ロガーを設定することに
より可能となるので，より説得力のあるデータ取得が可能となる．

図 1.3.4.6-1　軸圧同時載荷用 CT 圧力容器の概要（写真）．

図 1.3.4.6-2　CT 画像による最終破断面と解析領域との位置関係．
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図 1.3.4.6-3　直径 50mm サンプルにおける応力 - 歪関係と画像解析に用いた空隙率の値

(3)　解析結果
各軸差応力の変化による幾何学情報の変化についてまとめて述べる．
表 1.3.4.6-1 に各軸差応力下におけるX，Y，Z軸方向の number	of	connecting	path，tortuosity

（min，	med，max），number	of	nodal	pore（starting	face，ending	face），そしてX，Y，Z軸方
向の shortest	path 変化を示した．空隙の大きさは最大 6ピクセルに相当する 87.4 ミクロンまでの
分布が表示されている．これらから以下のことが読み取れる．

1)　大気圧から拘束圧 15MPa 載荷時に number	of	connecting	path はいずれの方向においても減
少する．これは単純に静水圧の増加に伴う体積収縮現象と一致する．

2)　軸圧 80MPa では何故かＸ軸方向の連結数（189 から 384）が増加するものの，載荷軸である
Ｚ軸では減少傾向となる．Z軸方向の圧縮歪みとの関連が考えられる．

3)　軸圧 100MPa では X軸，Z軸とも連結数が減少．図 1.3.3.6-1 の応力 - 歪関係では体積収縮の
最大値と一致すると解釈できる．

4)　軸圧 110MPa では，連結数は X軸が大きく減少するものの，Y，Z軸は大きく増加する．ダ
イラタンシーの急激な増加と考えると内部構造の様子を反映していると考えられる．

5)　除荷後には連結数は各軸方向とも大きく増加を示し，三軸圧縮応力における破壊の様子をうか
がうことができる．巨視的にはサンプルには最終破断面が確認されるだけであるが，応力 - 歪
曲線との関連を考える場合，内部の空隙構造の様子，特に幾何学情報の変化を把握することが
でき，非破壊・非接触の検出ツールとしてのマイクロフォーカスＸ線CTの威力を確認するこ
とができる．
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表 1.3.4.6-1　軸差応力の変化による各種幾何学情報．

(4)　まとめ
直径 10mm，高さ 20mmのベレア砂岩を用いて，拘束圧 15MPa における三軸圧縮試験を実施した．

大気圧条件下，拘束圧負荷時，軸圧 80，100，110MPa，そして除荷後の 6段階におけるマイクロ
フォーカスX線 CTデータを取得した．破断面近傍の領域を解析対象として選び，応力歪み曲線か
ら対応する空隙率の変化を抽出し，画像解析を実施した．供試体の外部で計測した応力 - 歪曲線の関
係と対応する空隙の幾何学情報変化に関する解析結果を得ることができた．Shortest	path 分布から
は，同じ軸方向でも開始点と終点を入れ替えることで path の分布が異なっていることが確認された．
これらは，透水係数測定の異方性との関連において役立つと考えられる．

1.3.4.7　格子ボルツマンモデルを用いた岩石内流体移動可視化手法について
(1)　はじめに
岩石内の流体移動を可視化するため，格子ボルツマン手法を用い圧力分布や流速・流速ベクトルを

求め，岩石内の粒子・空隙構造と重ね合わせて表示することで，岩石内での流体移動の具体的な理解
を深めることを目的とした．格子ボルツマン法（Lattice	Boltzman	Method，以下 LBMと称する）
は，計算機を利用する流体力学シミュレーション手法の一つである．LBMは流体を衝突と併進運動
を繰り返す多数の粒子の集合体として捉え，これら粒子は規則的な構造を持つ空間格子上を移動する
とし，この格子点上ですべて衝突と併進を繰り返し起こす事によって，流体の空間移動を表現する手
法である．したがって，多孔質媒体のような複雑な境界を有する流れ場の解析に向いているとされて
いる．この出力結果をCT画像の 3次元可視化ツールであるVGStudio	Max 上で表示させ，空隙構
造と空隙内の流体移動の同時可視化を目指した．

(2)　計算処理の流れ
以下の流れで，計算実行・結果の整理を行う．
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1)　input	file の作成
・VGStudio	MAXにて CT	volume	data を作成，現在 610×160×160 まで可能
・ExFact	Analysis で grain と pore の二値化を行う
・LBM解析に使えるように，grain は “1”，pore は “0” で表現した ”raw”	file を作成する

2)　LBMの計算実施
・実験条件の設定，現在は流速一定条件で流体を注入した場合の流れ場を計算，スペックとし
て圧力勾配も設定可能，圧力は出口側で解放とする

・解析の実行，各 3次元座標ごとに圧力と流速ベクトルの情報が得られる
・x-y 平面における平均値の計算を実行

3)　結果の整理（VGStudio	MAXにて表示する場合）
・LBM計算結果をVGStudio	MAXで読み込める形式に変換
・3次元座標における圧力分布をカラー表示
・3次元座標における流速分布をカラー表示
・3次元座標における流速ベクトル分布をカラー表示

以上のような処理の流れとなる．なお，計算結果の処理はこのほか，MicroAVS12.0 を用いた 3
次元圧力分布や 3次元流速ベクトル表示，あるいは Excel を用いた y-z 平面における平均 porosity，
平均圧力，平均流速分布等の表示も可能である．

(3)　計算結果―ベレア砂岩の圧力効果について―
大気圧条件と 25MPa 拘束圧条件を比較して検討する．図 1.3.4.7-1 は計算を行った領域における

Z軸方向から見た x-y 断面の平均的な空隙率分布である．これはCT	volume	data をもとにしており，
空隙率そのものは水銀圧入式ポロシメータおよび静水圧実験による変形計測からの体積収縮を考慮し
て求めた数値がもとになっている．拘束圧の増加に伴い，x-y 断面の空隙の高まりが手前側にやや移
動していることが分かる．図 1.3.4.7-2 は圧力分布を示している．各ステップの変化は相対的には大
気圧条件の方がより高い圧力を示し，そして圧力が高くなっているフロント部分の形状は大気圧条件
と拘束圧条件では異なっていることが分かる．これは，図 1.3.4.7-4 に示されるように connecting	
paths の数からもまた最短経路の形状の違いからも理解できる．図 1.3.4.7-3 は流速ベクトルの 3次
元的分布を示している．手前側の稜角部を切り取り，内部を可視化できるように表示した．連結する
ポアやスロートの 3次元的な様子が明瞭に確認できる．大気圧条件下では奥部の流速の遅い領域が
広がっているのに対し，拘束圧条件下ではこの傾向は計算開始初期の 10,000 ステップに認められる
ものの，その後のステップ数の増加とともに奥部の低流速部分は目立たなくなっている．この関係は
図 1.3.4.7-4 に示すMedial	Axis	Distribution にも明瞭に認められる．



第 1 章　精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

1-232

図 1.3.4.7-1　x-y 断面における空隙率分布．

図 1.3.4.7-2　各ステップごとの 3 次元圧力分布．

図 1.3.4.7-3　ステップごとの 3 次元流速分布．
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図 1.3.4.7-4　Medial Axis 分布と shortest path 分布．

(4)	まとめ
岩石内の流体移動を可視化するため，格子ボルツマン手法を用いベレア砂岩の大気圧条件と拘束圧

条件下における圧力分布や流速・流速ベクトルを求めた．これらの結果は岩石内の粒子・空隙構造と
重ね合わせて表示することで，岩石内での流体移動の具体的な理解を視覚的にそして三次元的に把握
することが出来るようになった．拘束圧条件は大気圧条件に比べ，空隙同士の connecting	path の
現象を引き起こし，最短経路の数も空間的な分布も異なり，結果として空隙内を通過する流体の圧力
分布，流速分布，流速ベクトル分布を複雑なものへと変化させていることが今回の数値計算結果から
具体的かつ空間的な変化として知ることが出来た．

1.3.4.8　三軸圧縮応力場から三軸伸張応力場への応力変化に伴う岩石内亀裂構造の変化と流体移動
変化について
(1)　はじめに
正断層が発生するような応力場は，主応力空間で 3主応力が圧縮で且つ最大主応力と中間主応力

が常に等しい，三軸伸長応力場と推定される．このような実験的試みは岩石力学実験の黎明期には実
施されていたが，封圧下の三軸圧縮試験（逆断層場）のように一般的とはなっていない．三軸伸長応
力場（σ1	=	σ2	>	σ3	>	0，圧縮応力場）における岩石の内部構造を詳細に把握するために，35×35×
70mmの来待砂岩を用いて真三軸伸長試験を実施した．三軸伸長応力場では三軸圧縮応力場に比べ，
より脆性的な変形挙動を示すこと，破断時の最大強度が増加すること，明瞭な conjugate	multiple	
fracture を形成することなどの特徴を観察することができた．実験後サンプルを用いてマイクロフォ
ーカスX線 CTによる 3次元ボリュームデータを取得し，空隙の 3次元幾何学情報について解析した．
また，このデータを用いて LBM解析を実施し，流体流れに関する数値計算結果を取得したので，報
告する．

(2)　真三軸試験による伸張応力場について
主応力空間で表示される伸長応力場とは図 1.3.4.8-1 に示されるような経路をたどることになる．

円柱サンプルを用いて，流体圧で σ1=σ2 を実現する場合，図 1.3.4.8-1	 (a) のような一旦供試体を静
水圧で最大主応力まで負荷したのち，最小主応力方向の軸圧（σ3）を減じるような経路をたどる．一方，
角柱試料を用いる真三軸試験では，図 1.3.4.8-1	(b) に示されるように静水圧で σ3 を与え，その後，
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剛体ピストンで σ2=σ1 となるように載荷する．したがって，円柱供試体を用いるか，角柱供試体を
用いるかで載荷経路および圧力負荷の方法が流体圧か剛体によるかの違いが生じる．図 1.3.3.8-2 は
真三軸試験装置を用いて三軸圧縮応力試験と三軸伸長応力試験を実施した来待砂岩の変形挙動を示し
ている．この図から三軸伸長応力場では三軸圧縮応力場に比べ，より脆性的な変形挙動を示すこと，
破断時の最大強度が増加することなどの特徴を伺うことができる．

図 1.3.4.8-1　伸張試験の載荷経路の概念 (a) 円柱サンプルを用いた場合，(b) 角柱サンプルを用いた真三軸試験の場合．

図 1.3.4.8-2　同一の σ3 条件下における三軸圧縮（TTC）試験と三軸伸張試験（TTE）の応力 - 歪曲線．

図 1.3.4.8-3 は実験後の来待砂岩のマクロフォーカスX線 CT画像 ( 高橋ほか，2002；高橋ほか，
2007) の供試体中央部付近の σ2-σ3 断面（2次元）の様子を示している．比較のため，同図 (a) は
σ2=σ3 の三軸圧縮試験結果を示した．三軸伸張応力場が三軸圧縮応力場と大きく異なることがこの
図からもわかる．
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図 1.3.4.8-3　実験後の CT データ 三軸圧縮（左側）と三軸伸張（右側）．

(3)　実験結果および空隙3次元情報について
CTデータから空隙構造を抽出し，空隙体積を計算した後，領域内の最も大きな空隙を “ポア ”と

定義し，それに連結しているより小さな空隙を “スロート ”としてその直径や長さを算出し，空隙の
骨格構造を表現する手法を 3DMA（Dimensional	Medial	Axis）法と称している (Takahashi	et al.,	
2009;	高橋ほか，2009)．この手法に基づいて三軸圧縮と三軸伸張応力条件下における 3DMA分布
を表現すると図 1.3.4.8-4 の様になる．三軸伸張応力場の空隙構造が，三軸圧縮応力条件に比較する
と空隙の局所化がより顕在化していることがわかる．これは図 1.3.4.8-3 の 2 次元 CT画像からも納
得できる．図 1.3.4.8-5，図 1.3.4.8-6 は両応力場におけるポアサイズ分布と Z軸方向の最短経路分
布を示している．表 1.3.4.8-1 に示した両応力場における各軸方向の幾何学情報の数値の比較と合わ
せると，両応力場における空隙構造の大きな差異を理解することができる．

図 1.3.4.8-4　三軸圧縮と三軸伸張場における 3DMA 分布．
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図 1.3.4.8-5　三軸圧縮と三軸伸張場における ”pore” のサイズ分布．

図 1.3.4.8-6　三軸圧縮と三軸伸張場における z 方向の shortest path 分布．

表 1.3.4.8-1　三軸圧縮と三軸伸張応力場における X, Y, Z 軸方向の幾何学情報．

(4)　流体移動に関する解析手法
流体力学計算手法の一つである LBM（Lattice	Boltzman	Method）を用いた数値計算を両応力場

における空隙構造に対して適用した事例を図 1.3.4.8-7 に紹介する．解析方向は図 1.3.4.8-4 でも両
応力場における明瞭な差異が明らかとなっている Z軸方向に関する結果である．解析領域は 32-179
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までの 147 ボクセルについてであり，左側（上流側）から流速 0.001（無次元）を与えた場合の各
時間ステップの圧力と流速分布を示している．既述したように両応力場における空隙構造の大きな差
異を反映し，その空隙同士の連結性の高さから三軸伸長応力場における圧力分布は三軸圧縮応力場に
比べ数値も小さく，解析領域の前半に平坦な様子を示す．速度分布は逆に三軸伸張応力場において高
い値を示す．

図 1.3.4.8-7　三軸圧縮と三軸伸張場における空隙，流体圧，流速分布の時間変化について．

(5)　まとめ
来待砂岩を用いた三軸圧縮試験と三軸伸張試験との両応力場における変形特性の差異を明らかにし，

実験後サンプルを用いてマクロフォーカスX線 CT撮影を実施した．このデータから空隙構造の幾
何学情報や骨格構造・連結性などの情報を抽出し，両応力場による構造変化を空隙構造変化に代表さ
せて整理した．また，LBMを用いて両応力場における流体流れの数値計算を行い，空隙構造内にお
ける流速や圧力分布の時間依存性を明らかにした．
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【まとめと今後の課題】
平成 22年度から 26年度までの成果と課題を以下にまとめる．
・	異常間隙水圧の評価手法（間隙水圧分布形成）に関しては，室内実験手法の整備と解析手法の整

備を行っており，室内実験手法に関しては十分な精度を持つ装置が構築され，拘束圧の違いやイ
オン種の違いによる反射係数，透水・拡散係数の評価を行うことが可能となった．特に平成 26
年度に関しては，イオン種の違いによる反射係数の変化に対して電気化学的な検討を加えること
で，電気伝導度が間接的に反射係数に影響している可能性が示された．実際の地下水中での浸透
圧の大きさに関しては，今後検討を進める必要がある．また，解析手法に関しては，平成 25年
度までに汎用コードであるTOUGH2および逆解析コード iTOUGH2への浸透圧効果の実装を行
い，浸透圧の長期的な影響の評価や室内実験からのパラメータ逆解析が可能となったが，理論的
に未だ不十分な部分が残されていると同時に，浸透圧以外の異常間隙水圧要因との同時解析が可
能なような改良として，水理－力学連成解析への実装等が必要と考えられる．

・	水理－力学連成挙動評価に関しては，室内実験による連成パラメータ等の評価と同時に，平成
26 年度において，微視的スケールでの流体流動評価を行うために，応力条件を変化させた状態
でのCTによる空隙構造解析と格子ボルツマンモデルによる流体流動モデルによる解析を提示し
た．室内実験に関しては，現状の手法で必要十分なデータを得ることが可能であるが，解析手法
に関しては，より広域的な地質事象がもたらす変動要因の抽出と将来予測手法への拡張が課題と
なる．

・	その他の，微生物と有機物相互作用および水理異方性の評価手法に関しては，前者においては分
析手法，後者においては理論的な解析手法の構築を平成 22 年度～ 25 年度にかけて実施し，実
際のサイトでの適用や評価を行うことが可能な段階となっている．
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1.4　平成23年東北地方太平洋沖地震の知見整理と今後検討すべき課題の抽出
平成 23 年東北地方太平洋沖地震に関して，地震・津波等を含む地質・気候関連事象について，現

時点までに明らかとなっている知見等を可能な限り収集・整理を行い，これまで当該規制支援研究で
実施してきた研究内容を踏まえ，精密調査地区選定段階における基本方針等の妥当性を判断するため
の基本的な考え方の策定に資する観点から，今後検討を必要とする研究課題について抽出を行う．

平成 25 年度は，平成 23 年いわき内陸地震に伴う温泉の大量湧出事例について，温泉湧出の原因
と地質，地下構造との関係について既往資料を基に検討を行った．

平成 26 年度は，平成 25 年度の検討結果に基づき，いわき市における温泉湧出の原因と熱水の上
昇経路および成因について既往資料による情報の整理，現地調査による試料採取および試料分析を行
い，将来にわたる断層活動による熱水の影響予測に必要となる課題を整理する．

1.4.1　平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
本課題は平成 23 年東北地方太平洋沖地震に伴い平成 24 年度から設定された．

［平成24年度］
平成 23 年東北地方太平洋沖地震に関する知見の収集・整理を行った．2011 年 4 月 11 日に起きた

いわき内陸地震は，地下水，温泉水の噴出現象を伴うものであったが，一向に減衰しない事象であり，
その原因究明と評価が重要であることを指摘した．海溝型巨大地震による応力変化，広域的および局
所的な応力の空間変化および時間変化と隆起沈降運動との関係に関する評価手法の検討などの課題が
ある．温泉水湧出現象については，地殻歪変化による間隙水圧変化，地震動による透水性変化，温泉
水，地下水の供給系（流動系）の変化などが考えられるが，そのいずれも単独の原因では説明が難し
い．湧出する地下水は深層から供給されていると考えられる高温の NaCl 型の水が存在し，その水は，
地下に伏在する花崗岩の割れ目系を水みちとして供給されている可能性を指摘した．

［平成25年度］
いわき市における地下水および温泉水の大量湧出について，既存地下水試料の分析を行うことによ

り，その関与が明らかとなった高温端成分の NaCl 型熱水の成因の検討をおこなった．その結果わか
ったこと等をまとめると，1) NaCl 型熱水は海水起源であるが，続成作用を受け，塩分濃度が海水よ
りも低い，2) 高い水温 (60℃以上 ) は，相当深い深度に温泉水が存在し，その起源は深い，3) 常磐堆
積盆下のプレート境界の温度は 210℃ /50km と低い，4) 基盤岩を形成する花崗岩の亀裂中に高温の
NaCl 型温泉水が存在する．この特徴から，NaCl 型熱水は，1) 常磐堆積盆にたまった温泉水が上昇 (
深さ 5-6km 程度 ) あるいは 2) プレート境界で沈み込む太平洋スラブ搾り出された間隙水が上昇 ( 深
さ 50km) の可能性が指摘された．また，いわき市周辺における地震前の地殻応力の状態を見積もっ
た結果，10-2 MPa オーダーの小さな差応力であることがわかった．いわき市周辺では東北地方太平
沖地震や福島県浜通りの地震による応力変化の影響が非常に大きかったことを示し，そのような低差
応力状態での地震発生の要因として，間隙水圧の寄与が挙げられ，震源域 ( 約 10km) 以深の深部熱
水活動の存在が推定される．この深部熱水の存在は，地震波速度構造や地震分布からも同様に推定が
可能である．一方，断層活動の影響予測に必要な課題の整理のため，断層活動に関連すると考えられ
る地下水湧出事例について，淡路島および松代の例を紹介し，その原因や影響について，いわき市の
事例と比較検討を行った．

［平成26年度］
温泉水の大量湧出に関する現地調査・分析を引き続き行い，湧出量や水質等の変動に関するデータ

の収集を続けた．いわき市およびその周辺部の地震活動や地殻変動について既往資料による情報の
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整理を行い，熱水の湧出原因について検討結果を取りまとめた．その結果をまとめると，熱水は，1) 
太平洋スラブの間隙水が関与している，2) 基盤岩である花崗岩中あるいはさらに深部に大型の熱水
溜まりが存在している，3) スラブ深度 50km で放出された熱水が分岐断層に沿って，いわき地域の
内陸地震震源域に上昇している等である．将来予測については，地下に大型の熱水溜まりが存在して
いるかどうか，熱水供給系が存在しているかどうかの観点から観測研究をさらに進めることが重要で
ある．
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1.4.2　既存井等における地下水採取及び各種文献情報によるデータ整理
【実施内容】

いわき市における温泉水の前例のない温泉水の大量湧出に関する現地調査・分析を行い，湧出量や
水質等の変動に関するデータの収集を続ける．

以上の成果は，原子力規制委員会が作成する概要調査結果の判断指標あるいは技術指針における基
礎的資料となる．

【成果】
2011 年いわき内陸地震では，いわき市の 3 ヶ所 ( 図 1.4.2-1 の B, C, D) において地震後に温泉水

の湧出が起きており，湧出量などの調査が続けられている ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コ
ア，2014)．この 3 ヶ所において，2014 年 5 月から 11 月まで 6 回の現地調査を実施した．調査項
目は，湧出量，水温，pH，電気伝導率で，いずれも温泉水の採取を行った．また，市内の 1 ヶ所 (
図 1.4.2-1 の E) において新たに温泉水の湧出が確認され，周辺における聞き込み調査によっていわ
き内陸地震後から湧出が起きたことが判明したため，7 月から 11 月まで 5 回の現地調査を実施した．
現地測定項目は前述の 3 ヶ所と同じで，温泉水の採取も行った．その他に市内の湧水 1 ヶ所におい
て 7 月に現地調査を行い，湧水試料を採取した．

調査で採取した温泉水および地下水試料と産総研が保有する既存温泉試料 ( 計 28 試料 ) につい，
主成分陽イオン・陰イオン組成，酸素安定同位体組成，全炭酸の炭素同位体比の分析を実施した．

図 1.4.2-1　いわき内陸地震後に観測された地下水変化の分布．
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1.4.3　温泉湧出の原因と熱水上昇経路に関する情報整理
【実施内容】

平成 25 年度の検討により，いわき市における熱水の前例のない大量湧出の原因は，深部から断層
に沿って NaCl 型の熱水の供給が続いているために生じている可能性が示された．いわき市およびそ
の周辺部の地震活動や地殻変動について既往資料による情報の整理を行い，熱水の湧出量等との関連
性を整理する．また，上昇経路についても同様の整理・検討を行う．以上の成果は，原子力規制委員
会が作成する概要調査結果の判断指標あるいは技術指針における科学的知見に反映される．

【成果】
1.4.3.1　地震活動及びそれに伴う地殻変動

気象庁一元化震源によると，いわき内陸地震周辺の余震活動は徐々に低下しているものの , いわき
内陸地震発生前に比べ活発な状況が継続している ( 図 1.4.3.1-1)．2014 年 7 月 16 日には M4.6 の地
震が発生した ( 地震調査委員会，2014).

地殻変動については，国土地理院の電子基準点（GNSS 観測点）によって捉えられた地殻変動デ
ータが公開されている ( 国土地理院，2015)．それによると，図 1.4.2-1 の GNSS いわき観測点と
GNSS いわき 2 観測点との基線長の変化は，2014 年は 1cm 以下であった．ちなみにこの基線長は，
2011 年東北地方太平洋沖の際に約 8cm の伸長が，同年 4 月のいわき内陸地震の際に約 16cm の短
縮が観測されている ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2013)．

図 1.4.3.1-1　いわき内陸地震の余震活動．

左図：気象庁一元化震源のうち，M>3，震源の深さ 20km 以浅を表示

右図：左図黒線枠内の地震の 1 か月ごとの余震の個数を表示

1.4.3.2　熱水の湧出原因
図 1.4.3.2-1 に，B 地点および C 地点における温泉湧出量の測定結果を示す．C 地点の湧出量につ

いて，昨年度までは民家の中庭における測定結果を表示していたが ( 産業技術総合研究所深部地質環
境研究コア，2014)，排水工事によって測定が不可能となったため，民家の前の道路の側溝を流れる
排水量を表示した．この側溝には民家および周辺において湧出して温泉水が流れ込んでおり，雨など
の地表水の影響がない時は，この地域の温泉湧出量の総量を示していると考えられる．

温泉湧出量の時間変化を見ると，2013 年以降は湧出量が落ち着いているように見える ( 図
1.4.3.2-1)．具体的には，B 地点では日量約 400 トン，C 地点では日量約 100 トンで湧出が続いてい
る．2013 年以降は水温，pH，電気伝導率の現地測定値についてもほとんど変化はなく，主成分陽イ
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オン・陰イオン組成，酸素安定同位体組成，全炭酸の炭素同位体比についてもほとんど変化は見られ
なかった．その他にも，A 地点では旧坑道内の水位がいわき内陸地震によって上昇し，2014 年にお
いて地震前よりも水位が約 4m 高い状態を維持している．D 地点でも，いわき内陸地震後に温泉の湧
出が起きているが，湧出量は 2014 年において地震直後のレベルを保っており，2013 年以降は水温
や水質等にも変化は見られていない．

A，B，C，D 地点で採取された温泉水の水質は，C と D 地点は良く似ているものの，その他は大
きく異なっている ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014)．このことは，それぞれ異な
るプロセスによって温泉水の水質が形成されていることを示している．それにも関わらずすべての地
点において温泉の湧出が安定的に継続していることから，いわき市の広い範囲において地下水流動状
態をほとんど乱すことなく広域的に水頭圧を一様に押し上げるような現象が起きていると考えられる．

図 1.4.3.2-1　いわき市内の温泉自噴量変化．

B：内郷高坂町，C：内郷御厩町（場所は図 1.4.2-1 を参照）

降水量データはアメダス平観測所による ( 気象庁 , 2015)

3 年以上継続して広域的に水頭圧を押し上げる原因として，a) 貯留量が非常に大きく，被圧性が非
常に高い温泉貯留層（帯水層）に対する地震後の圧縮歪みの影響，b) 地震によって動水勾配が変化
することにより，地表水からなる貯留量の大きい帯水層から温泉貯留層への水の供給，c) 地震によ
って温泉貯留層深部の透水係数が大きく変化することによる深部からの熱水の供給が考えられる．

a) については，観測している水位・温泉湧出量が降水量の影響をある程度受けており被圧性が高
くないと判断されるため，可能性は低い．b) については，いわきの温泉貯留層は非常に貯留量が大
きいと考えられており，それに大きく影響を与える地表近くの帯水層を考えにくいために，可能性は
低い．c) については，深部熱水の供給量は大きくすることは可能であり，また，温泉の成分は深部
起源のものが含まれるため，可能性は十分あると考えられる．なお，現在のところ，それぞれの地点
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で採取された温泉水の水質の変化がないが，間隙水圧は熱水自体より早く影響を与えることができ，
また，元々の温泉貯留層の貯留量が非常に大きいため，熱水の供給による水質の変化がかなり遅れる
ことが想定される．

鈴木ほか (2014) では，いわき内陸地震後の地下水位の上昇や温泉水の湧出を地震後の岩盤の歪み
によるものとして，断層からら 0.1-1km における動水勾配の変化を算定し，地層処分システムへの
影響を評価している．上記で述べたとおり，3 年以上継続する温泉の大量湧出の原因とは考えにくい．

1.4.3.3.　熱水の上昇経路
これまでの調査・研究 ( 産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2013, 2014) により，いわき

市で湧出する温泉水のうち高温の水は，1) NaCl 型の端成分組成を示す熱水の関与があること，2) 
端成分の水の安定同位体比は海水起源を示すが，その NaCl 濃度は海水よりも低いこと，3) 天水によ
る希釈を 80％以上受けているが 60℃以上の高温で湧出していることなどがわかっている．また，こ
の温泉水は基盤岩を構成する花崗岩の亀裂系を上昇してきていると考えられ ( 産業技術総合研究所
深部地質環境研究コア，2014)，前述したように深部に大型の熱水溜まりの存在が想定される．こ
のような組成の水は，東北地方の背弧側に存在する油田鹹水で見られ，続成作用により粘土鉱物等
から脱水した層間水が海水に付加することにより生成可能である ( 加藤・梶原，1986；加藤ほか，
2000)．油田鹹水は地下 5km 以深の油層に存在し，200℃ほどの温度環境に存在する．東北地方の太
平洋側沿岸部では，地温勾配が低く，地下 50km のプレート境界においても 210℃程度と考えられ
( 片山ほか，2010)，同様の続成作用は相当深い場所で生じていると考えられる．Togo et al. (2014)
は，水温およびヨウ素等のハロゲン濃度の関係から，福島浜通り〜いわき・北茨城周辺に存在する
NaCl 型温泉水の一部が，地下数 10km で続成作用を受けたスラブの間隙水に由来すると考えた．一
方，Imanishi et al. (2012) は福島県浜通り〜北茨城周辺で起きる地震の発震機構が，2011 年東北地
方太平洋沖地震 (Mw9.0) が起きる前から正断層型であったことを指摘し，前弧側の地殻内部で生じ
る地震の分布から，いわき沖のプレート境界 ( 地下 50km) からいわき ( 地下約 15km) に向かう分岐
断層の存在を示唆した．Togo et al. (2014) はこれらの知見をもとに，沈み込むスラブの間隙水が分
岐断層に沿って上昇し，いわき市周辺の断層を通して地表へ湧出している可能性に言及している ( 図
1.4.3.3-1)．Togo et al. (2014) の指摘は，これまでの湧水や地震活動等の観測結果と矛盾する点がみ
つからないため，いわき周辺の温泉水の上昇経路として最も妥当であると考えられる．

図 1.4.3.3-1　いわき地域への水みちとなる断層系の模式図 (Togo et al., 2014)．

分岐断層（太い赤線）および微小地震（灰色○）はImanishi et al. (2012)による．福島沿岸の断層系はSato et al. (2013)による．
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1.4.4　断層活動の影響予測に必要な課題の整理
【実施内容】

いわきの事例から得られる現象の原因・持続性等の検討結果から将来にわたる断層活動の影響予測
ついて取りまとめ，今後必要となる課題を整理する．以上の成果は，原子力規制委員会による概要調
査結果の判断指標作成において，断層活動の影響について評価するための基礎資料となる．

【成果】
1.4.4.1　熱水噴出の持続性と予測に関する課題

前節までの熱水の湧出原因および上昇経路の検討結果から，NaCl 型熱水の供給源が深度 50km の
太平洋スラブの堆積物中に存在する間隙水であることから，熱水は長期的観点から見ればプレート運
動に伴い運搬・放出される．また，3 年以上にわたる温泉水の大量湧出の事実から深部に大型の熱水
溜まりが存在し，地表へはそこから熱水が供給されると考えられる．大元の間隙水からの供給は常時
続いており，上昇経路のどこかで，熱水溜まりを形成し，熱水溜まりから地表への水みちが確保され
た場合に比較的長い期間にわたり熱水上昇が続くというモデルが考えられる．

いわき地域において熱水供給・上昇システムがいつまで働くのか？については，以下に示す 2 点
が関係する．ひとつは，活動期間が地下に存在が推定される大型の熱水溜まりの規模に依存する点で
ある．規模が大きいと減衰が緩慢であり，湧出が長期にわたり継続しうるが，小さい場合は湧出量の
減衰が観測されるであろう．二つ目は，活動の停止は，上昇経路が鉱物の沈殿等によりふさがる場合
にも生じる点である．この場合は，いわきの熱水供給システムが他の火山性熱水のシステムと異なる
点に留意が必要である．いわきは火山性熱水と違い CO2 が多く含まれていないため，150-200℃の
温度環境で CaCO3 の沈殿による水みちの閉塞が起きにくい点は重要であろう．また，300-400℃で
沈殿する石英に関しては，いわき地域の供給システムが高々 200℃程度である点で溶存シリカ濃度が
比較的低いため，重要な水みち沈殿鉱物ではない．つまり，いわき地域の熱水上昇はその起源が海水
起源の間隙水と続成流体であるため，水みちを閉塞させるに有効な鉱物が少ないという特徴があると
いうことである．

ある地域において，将来，いわき地域で見られた現象が起こりうるかどうかについては，いわき地
域と同様の熱水供給システム（スラブ間隙水の絞り出し—分岐断層—大型の熱水溜まり）が存在し
ているかどうかを確認することがまず重要であろう．Imanishi et al. (2012) によれば，いわき地域
の太平洋側に微小地震活動の帯が存在し，分岐断層の存在の根拠のひとつとしている ( 図 1.4.4.1-1)．
いわき地域ほど顕著ではないが，宮城県の太平洋側でも，微小地震活動が活発な帯が見られる．この
ような微小地震活動について熱水上昇と関係があるのかどうかは今後調査を行うべきであろう．そも
そも熱水の供給はいわき沖だけに生じているわけではない．他の地域において，間隙水を起源とする
水がどこに上昇しているのかについて，理解を深めて行くことも超長期にわたる将来予測の上で重要
な課題である．
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図 1.4.4.1-1　東北地方太平洋沖地震後の地震活動 (Imanishi et al., 2012)．

いわき内陸地震付近の断面 E-E’ では，プレート境界といわき内陸地震を結ぶ分岐断層の存在が示唆された．

1.4.4.2　誘発内陸地震の発生条件と普遍性に関する検討
断層直下に存在する可能性がある地殻流体が断層活動に影響を与えるためには，断層への流体の

供給メカニズムを把握する必要がある．2011 年福島県浜通りの地震を起こした断層（井戸沢断層
および湯ノ岳断層）の直下に地震波低速度層が存在し，地殻流体が存在している可能性が示唆され
ている (Kato et al., 2013) ( 図 1.4.4.2-1)．ここで，地殻流体の移動経路として，地殻内の亀裂や断
層などが想定される．また，地殻内の亀裂や断層の開き具合 (dilation) は，その亀裂を流体が通り
やすいかどうかを大きく左右する．そのため，亀裂や断層を含む地殻の応力状態が，これらの亀裂
や断層の dilation を支配する要因の一つとして挙げられる (Ferrill et al., 1999)．特に，亀裂や断層
の dilation と流体の通しやすさは，亀裂や断層の面に作用する有効法線応力の大きさに依存する ( 図
1.4.4.2-2a)．そこで，井戸沢断層および湯ノ岳断層について，2011 年東北地方太平洋沖地震の前後
の応力状態に対する dilation tendency (Ferrill et al., 1999) を計算した ( 図 1.4.4.2-2b)．応力状態は，
「1.2.1.2　断層の再活動性評価手法の検討 3) 詳細な入力パラメータ（断層形状・応力）を用いた活
断層への適用事例」のものを用いた．その結果，井戸沢断層および湯ノ岳断層ともに，東北地方太平
洋沖地震前の応力状態では dilation tendency が低いのに対し，東北地方太平洋沖地震後の応力状態
では dilation tendency が高い．これにより，東北地方太平洋沖地震前に比べて，東北地方太平洋沖
地震後の方がそれぞれの断層が地殻流体の移動経路として機能する力学的ポテンシャルが高くなって
いたと推測される．このことより東北地方太平洋沖地震後は井戸沢断層および湯ノ岳断層直下の地殻
流体がそれらの断層へ供給されやすくなっていた可能性が高い．つまり，超巨大海溝型地震発生後
にマグニチュード 6 〜 7 程度の内陸地震が発生するためには，(1) 対象とする断層が活動しやすい応
力場に変化すること，(2) 対象となる断層直下に圧力をもった地殻流体が存在すること，(3) dilation 
tendency が高くなるような断層幾何（断層配置），の条件が揃うことが重要である．これらの条件
が揃えば，他地域においても超巨大海溝型地震発生後にマグニチュード 6 〜 7 程度の内陸地震が発
生する可能性がある．東北日本においては，前弧阿武隈および北上の準平原および山岳地域では地形
効果や上盤側プレートのベンディング等により，背弧に比べて正断層応力になりやすいために，前弧
では背弧に比べていわきと同様の事例が発生する条件が揃う可能性がある．東北地方の前弧側におけ
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る内陸誘発地震の発生可能性については，熱水活動を付随する点を含めてさらに検討を行うべきであ
る．

図 1.4.4.2-1　福島県いわき市周辺の地下の速度構造 (Kato et al., 2013)．

2011年福島県浜通りの地震を起こした断層の直下（地下9 km周辺）に地震波低速度層が存在し，地殻流体が存在している可

能性が示唆されている．

図 1.4.4.2-2　東北地方太平洋沖地震前後の応力状態での井戸沢断層および湯ノ岳断層に対する DT の変化．

【まとめと今後の課題】
2011 年東北地方太平洋沖地震により誘発されたいわき内陸地震 (Mw7.0) の影響により，いわき市

において現在も温泉湧出が続いている．現地調査による試料採取および試料分析および既往資料によ
る情報の整理等により，湧出の原因と熱水の上昇経路および成因について検討し取りまとめた．その
結果を下記にまとめる．
1) 温泉湧出は正断層型のいわき内陸地震により震源域より下に存在する岩体に存在が推定される大

型の熱水リザーバーの透水係数が大きく低下することによる深部からの熱水の供給の可能性が考
えられる．

2） その結果，浅層−深層地下水系全体に影響する水頭ポテンシャルの増加が生じ，水質の異なる地
下水，温泉水の湧出が起きたと考えられる．
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3） 湧出量の減衰が見られない原因は熱水リザーバーの規模が大きいためである可能性がある．
4） 深部からの熱水の起源は，その化学・同位体組成から太平洋スラブの海水起源の間隙水に続成流

体が付加された熱水と考えられる．
5） 熱水は地下50km付近で絞り出されたものと考えられ，分岐断層を水みちとして，西方へ上昇し

ていると考えられる．
将来予測に関する課題として，いわき地域で見られた現象が他の地域で起こりうるかどうかについ

ては，いわき地域と同様の熱水供給システム（スラブ間隙水の絞り出し—分岐断層—大型の熱水溜ま
り）が存在しているかどうかを確認することがまず重要である．宮城県の太平洋側でも，微小地震活
動が活発な帯が見られ，スラブ間隙水の上昇と関係がある可能性がある．東北地方沿岸部におけるス
ラブ間隙水の上昇に関して，地域性があることは明らかである．地域性の原因およびいわき地域以外
の場所でのスラブ間隙水の上昇先に関して今後も検討を続ける必要がある．また，熱水上昇の発端と
なった正断層型内陸地震が他の地域で発生しうるかについての検討も重要である．
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2.　最終処分施設建設地選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討
原子力規制委員会は，最終処分施設建設地の選定に際し，最終処分法に基づき，経済産業大臣が定

める基本方針および最終処分計画の一部の事項のうち，安全の確保のための規制に関する事項につい
て経済産業大臣から意見を求められる．

ここでは，最終処分施設建設地選定段階における基本方針の妥当性について原子力規制委員会が意
見を述べる際に必要な基本的考え方の策定に資する観点からの研究を行う．

また，最終処分施設建設地の選定後は，事業許可申請が行われることから，許可に係る技術基準策
定に資する観点からの研究を行う．

特に，深部流体・熱水活動の将来予測および影響範囲とその定量的評価手法の検討については，深
部流体・熱水活動の将来予測手法の開発を目標として実施する．

平成 25 年までに，同位体および溶存成分を用いた深部流体の判別・検出方法の開発を行い，ヘリ
ウム同位体等を用いた深部流体の滞留時間評価手法等を開発した．また，NaCl-CO2 型の熱水と深部
低周波地震の分布に相関性があることを示し，地震発生と熱水の上昇との関連性に関する科学的根拠
を提示した．さらに，熱水活動に関与する流体の組成の特徴と範囲について取りまとめ，成層火山お
よびカルデラ火山における熱水の影響範囲とマグマ起源物質の地下水系への影響評価手法を提示した．

平成 26 年度は，平成 25 年度までに実施した深層地下水データベース等の成果を利用し，九州，
北陸および中部地方等のデータ密度の低い地域については既存井等における地下水採取調査を行って，
熱水に関する各種変動パラメータの変化の幅，影響の持続期間についての推定手法をテクトニクスに
対応した地域毎に取りまとめる．また，平成 25 年度までの成果と最新の知見も踏まえて，問題点や
不確実性に係る課題について取りまとめる．

2.1　平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
［平成22年度］

深層地下水データベースのデータ等を活用し，Li/Cl 比および深部起源炭素 Cds 濃度が高い塩水で
ある深部上昇流体の混入している地下水の分布を検討した．この分布と地下 20-40km の地殻下部に
震源を持つ深部低周波（DLF）微動・地震の震源域の分布との間には関連があることがわかった．こ
の結果は DLF 微動・地震が地殻下部で活動する熱水により引き起こされているという仮説を支持す
る．しかし，正確に位置が一致するわけではない．実際の深部流体の上昇場は，断層・構造線に沿
っており，厚い地殻のため DLF 微動・地震の震源域の直上には上昇できず，“ 水みちとしての断層，
構造線 ” に沿って上昇していると考えられる．このような深部上昇流体の上昇場である断層周辺地下
水等の事例を用いて，断層のタイプとその水みち機能に関するとりまとめを行った．

［平成23年度］
深部流体の特徴，起源，流量についてまとめた．スラブ起源水とされる有馬温泉水およびそれに

酷似する湧出水の端成分組成を求めた．津和野に湧出する NaCl-CO2 型の深部流体は，端成分の
Cl 濃度は 40g/L 以上（NaCl 相当濃度として 6wt% 以上），全 DIC 濃度は，津和野の湧水において
0.55wt%C あるいは 0.46 mol/L である．有馬温泉水では 0.6mol/L 程度と推定された．スラブの脱
水量（モデルによる推定値）とスラブ起源熱水と考えられる湧出水の観測流量に矛盾はなく，よく一
致していると言えることから，これまでに深部から上昇していると考えられてきた NaCl-CO2 型の湧
出水はスラブ起源の深部流体であると推定される．
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［平成24年度］
地下深部から上昇する深部流体・熱水の上昇域の把握の目的のため，ヘリウム同位体比およびリチ

ウム濃度による深部流体・熱水の地下水への混入の指標を用いて分布を示した．また，停滞型深部流
体については，リチウムと合わせて水の安定同位体組成などの指標を用いて分布を示した．さらに，
結晶質岩や堆積岩地域における深部流体の流出の産状や地下水流動による影響範囲などを事例別にま
とめた．その結果，深部流体の上昇域に関しては，マントル内および地殻内における流体の存在に関
する不均質性に依存し，上昇場が存在すること，上昇型の深部流体が検出される地域と浅発内陸微小
地震の分布が一致することがわかった．また，停滞型深部流体は，堆積岩地域および沿岸部に存在す
ることがわかった．以上より，深部流体の影響の空間的変動範囲は，プレート運動，火山や断層等の
存在の有無，地質構造，地下水流動場，さらには，将来にわたる地殻変動や海面変化の影響を受ける
ことを示した．また，断層を水みちとして上昇する場合の周辺への影響は，地下水流動により規制さ
れるため，結晶質岩地域では，比較的狭い範囲の影響が見られ，堆積岩地域では，広域に影響が広が
ることを示した．さらに，深部流体・熱水活動により生じる各種水質の地下水について，その成因に
ついてまとめ，水質の時間的変動について検討をおこなった．地下水流動系の流動量と深部流体の供
給量によって，濃度変動が決まる．地下水系の水質や濃度の変動はその原因物質である深部流体の組
成に大きく依存するため，現状で一般化困難であるため，水質の変動幅については，その変動の最大
値をもって予測値とすべきとした．上昇型の深部流体では，Cl 濃度が最大で 40,000-60,000mg/L に
なること，CO2 濃度は深度 500-1,000m で 0.3-0.6M が想定できることを示した．停滞型の深部流体
では，Cl 濃度の最大値として 23,000mg/L を，CH4 濃度については最大で 0.1M を想定すべきであ
るとした．

［平成25年度］
マントル起源ガスの上昇域の特徴について，3He/4He 比の分布から，その地域性および特徴を抽出

した．また，Li/Cl 比によるスラブ起源熱水の分布範囲についてまとめるとともに，新たなスラブ起
源流体指標として Br/Cl 比を提案した．Br/Cl 比はハロゲン元素比であり反応性は低いが，固体—溶
液間の分配比が異なるため，含水鉱物由来のスラブ起源水と間隙水由来のスラブ起源水等の化学組成
の異なる熱水を起源分別できる可能性がある．これにより，さらに詳細なスラブ起源水の活動範囲が
わかる．また，スラブ水供給のメカニズムが東北日本弧と西南日本弧で大きく異なることもわかった．
スラブ起源水の供給経路，地殻内における挙動等についてまとめるとともに，地下水系に与える影響
因子として，水温，化学組成，流量，時間等を挙げ，そのパラメータの変動特性や初期値，モデル化
する際の境界条件等の検討を行った．

［平成26年度］
プレートテクトニクスのシステムにより上昇場が制御されることと，スラブ内での水の存在形態に

よりスラブ起源流体の組成が異なることから，日本列島に含まれる東北日本弧，西南日本弧，九州，
および，北海道の 4 つの異なるテクトニクス場についてスラブ起源流体の上昇域の分布や組成など
についてとりまとめた．上昇域は概ね第四紀火山近傍が多いが，いくつかの非火山地域（西南日本弧
の前弧側のほぼ全域，北海道の空知—エゾ帯，東北および九州の前弧側の一部地域）においても，ス
ラブ起源熱水を含む地下水が存在することがわかった．また，スラブ起源熱水はその成因に基づいて，
a） 沈み込むスラブ上面の堆積物に含まれるスラブ間隙水，b） 沈み込む海洋地殻や堆積物中の含水鉱
物の分解により放出されたスラブ起源水がそのままマントル内部を熱水として上昇するスラブ脱水流
体，および，c） 脱水したスラブ起源水がマントルを部分溶融しマグマを生成，地殻内で固化し放出
されたマグマ起源熱水の三種に区分し，その化学特徴をまとめた．スラブ間隙水は海水成分を主体と
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するが，続成流体の影響を受け塩分濃度が相対的に低いこと，また，スラブ脱水流体およびマグマ起
源熱水は，基本的に NaCl-CO2 型であり地層の破壊の主要因となることを示した．

次に，スラブ起源熱水が地下水系に与える影響については，NaCl-CO2 型の地下水の水質変化およ
び濃度変化は，上昇時間や上昇量の変動に関係することを示した．スラブ起源熱水の活動予測につい
ては，その供給は定常的であると考えられるが地殻内での上昇は間欠的であり，その原因は，地殻内
部にある大型の熱水溜まりの影響や地震・断層活動の影響が考えられることを指摘した．
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2.2　深層地下水データベース等の成果の利用及び既存井等における地下水採取調査によるデータの整備
【実施内容】

平成 25 年度までの成果により，深部流体・熱水の上昇場に地域性が認められ，地震発生と熱水の
上昇との関連性に関する科学的根拠を提示した．しかし，九州，北陸および中部地方等の地域につい
ては，まだ不明な部分がある．そのため，データ密度の低い地域において既存井等を用いた地下水採
取調査および各種分析を行い，深層地下水データベースと合わせて深部流体に関するデータを整備す
る．

【成果】
深部流体・熱水に関するデータの少ない九州地方（鹿児島県，熊本県，宮崎県，大分県），北陸地

方（富山県，福井県），中部地方（岐阜県，長野県），東北地方（宮城県，岩手県）の 204 地点にお
いて，既存井等を用いた地下水調査を実施した．なお，東北地方における現地調査は，2.3 節の実施
内容であるが，現地調査として，本節でまとめて報告する．

調査では地下水試料（204 試料）を採取するとともに，温泉分析表や井戸掘削資料などから水質や
深度情報を収集し，地下水の付随遊離ガスの有無について確認し，一部については，ガス試料（17
試料）の採取を行った．調査で採取した地下水試料について，主成分陽イオン・陰イオン組成，同位
体組成，全炭酸の炭素同位体比の分析を実施し，ガス試料の主要ガス組成の分析を行った．一部試料
については，溶存ガスの希ガス組成，ヘリウム同位体比（3He/4He：11 試料），遊離ガスの希ガス組
成と 3He/4He の分析（7 試料）を実施した．

また，産総研の保有する既存地下水・溶存ガス試料のうち，深部流体・熱水の寄与が想定される既
存地下水試料について，放射性炭素同位体比（16 試料），放射性塩素同位体比（30 試料），低レベル
トリチウム濃度（25 試料）の分析を実施した．

これらの分析値に加えて，深層地下水データベースから，九州，西南日本，東北日本，北海道の地
域ごとに，データ抽出を行って，深部流体に関するデータを整備した．データ抽出では，地域ごとの
分類の他に，試料の採取場所や分析手法等の詳細情報が確認できて，データの信頼性が担保できるこ
とを条件とした．
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2.3　スラブ起源流体の発生場所，形態等による水質特徴の違い及び上昇場の地域性に関するまとめ
【実施内容】

平成 25 年度に NaCl-CH4 型の深部流体の成因について検討した．その結果，スラブ起源であって
も低温・低圧下では水質組成がまったく異なる熱水が発生する可能性があることが指摘された．以上
の結果を受けて，平成 26 年度ではスラブ起源流体の発生場所，形態等の違いによって水質特徴，上
昇場がどのように変わるのか，その原因と地域性についてまとめる．地域性を検討する上で，データ
の不足する岩手，宮城沿岸部において現地調査を実施し，試料収集し分析を行う．以上の成果は，沿
岸域—内陸部に上昇する異なる成因の深部流体による変動の幅や持続時間の検討結果に科学的根拠を
与える上でも必須であり，原子力規制委員会が作成する精密調査結果の判断指標あるいは技術指針に
おける科学的知見に反映される．

【成果】
2.3.1　熱水活動に関連するテクトニクス環境
2.3.1.1　東北日本

東北日本弧は，太平洋プレートが北アメリカプレートへ沈み込む場に位置している．典型的な島弧
の特徴を有していると言われ，日本海溝の走向に平行して弧状の列島，火山列，地震帯を形成している．
沈み込む太平洋プレートは，非常に古く低温であり，地震波トモグラフィの手法によれば，高速度（高
Vp，高 Vs）で特徴づけられ（Zhao et al., 1992）．沈み込んだスラブには深さ 700km まで深発地震
面が認められ（例えば，Hasegawa and Nakajima, 2004），150 〜 200km 程度の深さまで含水鉱物
が引きずり込まれて脱水していることが推定されている（Iwamori, 1998）．一方，地質学的には非
常に複雑である．東北日本弧の地形は，日本海拡大時に形成されたホルスト（地塁）とグラーベン（地
溝）の列で特徴づけられ，島弧と平行に配列した地質構造が形成されている（小池ほか編，2005）．
海溝側には，北上山地・阿武隈山地に中生代から古生代の花崗岩が露出し，厚く安定した大陸地殻
の縁辺がまとまって存在している（小池ほか編，2005）．背弧側は，約 2500 万年前（25Ma）に開
始した日本海拡大により，地殻の応力場が拡大方向に引張となり（鹿野ほか，1991），背弧側を中心
に地殻が薄化，棚倉・畑川構造線などの横ずれ変位の急速な進行（鹿野ほか，1991）およびリフト
構造形成による深部から地表へと繋がる亀裂が多数形成された（佐藤ほか，2004）．約 350 万年前
（3.5Ma）になると，太平洋プレートの沈み込みにより東北地方における広域な地殻の応力場は東西
圧縮へと変わった．脊梁から日本海沿岸部には大きな短縮変形が生じ（Sato, 1994），リフティング
により形成された亀裂は逆断層として現在も活動を続けている（岡村，2000）．奥羽山脈では，更新
世前期に広い地域で大規模な珪長質火砕流の噴出があったが，更新世中期以降は一部の地域を除いて
安山岩質の成層火山体の活動に変化している．このような火山活動の変化からも，奥羽山脈付近では
1 Ma 前後から，特に 0.5 Ma 前から地殻歪速度が増大したことが示唆されている（粟田，1988）． 

浅発微小地震および深部低周波（DLF）地震活動を図 2.3.1.1-1 に示す．深部低周波地震は，深
さ 20-40km に震源があり火山の近傍で主に発生している．微小地震は火山近傍において多く発生し，
その震源が浅い特徴がある．前弧側では，宮城県東部および福島県いわき市周辺で浅発地震が多く発
生しているが，いわき市周辺の地震活動は 2011 年 3 月以降に発生しており東北地方太平洋沖地震の
誘発による地震活動と考えられる．なお，DLF 地震は熱水活動による可能性が指摘されている（例
えば，Ohmi and Obara, 2002）．
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図 2.3.1.1-1　東北日本における浅発地震および深部低周波 (DLF) 地震の震源分布．

浅発地震は，2001 年から 2013 年までの気象庁一元化震源データのうち M>1.0 のものを示す．

▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．

2.3.1.2　西南日本
西南日本弧は，南海トラフにおいて四国海盆の拡大により誕生した若いフィリピン海プレートが沈

み込む場に位置する．相対的に薄くて熱いスラブが，高温のマントルに沈み込む環境にある．それ
が原因となり，深さ 60-80km 以深では非震性スラブとなっている．最近では，約 100km （九州東方，
島根沖では約 400km）の深さまで相対的に高速度の領域が存在することが地震波トモグラフィによ
りわかっており，フィリピン海スラブである可能性が指摘されている（Huang et al., 2013）．スラ
ブ深度が約 100km の場所が山陰地方に相当し，第四紀火山活動の場となっている．大山，三瓶山な
どの成層火山が発達しているが，噴出マグマの岩石学的特徴がアダカイト質であることから海洋地殻
の溶融の痕跡が認められる．相対的に高温のスラブが相対的に高温のマントルに沈み込むことにより
生成したものと考えられる．また，沈み込み角が浅いことも特徴のひとつで，中央構造線の前弧側（外
帯）に付加体が発達する．付加体内にも多くの構造線，衝上断層が中央構造線とほぼ平行に東西に発
達し，北から低温高圧変成作用を受けた三波川変成帯，秩父帯，四万十帯等を区分する．四国北部〜
中国地方の大部分は，陸弧時代の地殻であり，主に中・古生代の付加体とそれに貫入した白亜紀の花
崗岩類および同時期の流紋岩からなる．中央構造線の北側には領家花崗岩とそれに関連する高温低圧
型の領家変成帯が東西に延びる．模式断面図を図 2.3.1.2-1 に示す．
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図 2.3.1.2-1　西南日本の模式断面図 ( 磯﨑ほか，2010)．

西南日本での応力場について簡単に示すと，東－西方向の圧縮軸をもつ逆断層応力と東－西方向の
圧縮軸かつ南－北方向の引っ張り軸をもつ横ずれ断層応力である（Terakawa and Matsu'ura, 2010）．
また，糸魚川－静岡構造線より西側の中部日本から西南日本の島弧内には，横ずれ断層や逆断層が分
布し，この島弧が東－西方向に圧縮軸をもつ逆断層応力状態にあることを示している（Tsutsumi et 

al., 2012）．これは，糸魚川－静岡構造線から近畿三角帯までの範囲では，最近 10 万年程度の間の
応力状態が時間的にも空間的にも変わらなかった可能性を示す．中央構造線を含めた西南日本全体の
断層活動は，東－西方向の圧縮軸をもつ応力場で，中期更新世の約 0.5 Ma あたりから，基盤褶曲は
破断段階に入り，断層地塊化が進み現在に至っている（藤田，1993；寒川，1986）．

糸静線以西の主要な活断層の多く（跡津川断層，花折断層など）は中部地方から近畿地方にかけて
分布する．中国・四国地方においては中央構造線が存在するものの，中部・近畿地方に比べて活断層
の数は少ない（安芸灘断層群など）．中部・近畿地方における主な活断層は，ほぼ南－北方向の走向
をもつ断層と，東北東－西南西方向からほぼ東－西方向の走向をもつ断層とに大別される．中国・四
国地方でもっとも大きな中方線はほぼ東－西方向の走向を持ち，数は少ないものの中国・四国地方に
おける断層もほぼ東－西から東北東－西南西方向の走向を持つ．西南日本弧は全体として，逆断層と
横ずれ断層が混在する（活断層研究会編，1991；中田 ･ 今泉編，2002）．

現在，最大せん断歪速度の大きい地帯は，北信越から跡津川断層系につながり，近畿三角地帯を経
て中央構造線に続いているように認められる（新潟－神戸構造帯 ; Sagiya et al., 2000）．これを日
本海東縁変動帯の連続とする考えもある（鷺谷，2002）．新潟から中部日本にかけての変動は 3 〜 2 
Ma に始まっており，近畿地方の堆積盆地形成の変遷から 3 Ma 頃に地殻応力場が南－北方向の圧縮
軸をもつ応力状態から東－西方向の圧縮軸をもつ応力状態へ変化している（竹村，1999）．

中央構造線の運動はそれに沿った四国地域の堆積盆地の発達から 3 〜 2 Ma から活動が始まって
いる．山陰沖では，4.0 Ma 以降現在まで，東－西方向の圧縮軸をもつ応力状態のもとで南－北方向
の隆起帯が形成されていることが火成活動の時期，堆積物の時代，地形変化から推定される（伊藤
･ 荒戸 , 1999）．西南日本内帯の逆断層（南－北方向）および横ずれ断層（北東－南西方向，西北西
－東南東方向）が，鮮新世中頃から始まったフィリピン海プレートの斜め沈み込みによる圧縮応力
状態で形成されているが，地域的に形成時期の差があることが報告されている（岡田，1986；岡村，
1990）．また，海底地形および音波探査プロファイルに基づく海底地質構造から，南－北方向と島弧
方向の波曲構造が確認されている．南－北方向の構造は，第四紀に始まった西南日本全域での東西圧
縮場の下で形成され，現在も進行している（岡村，1990）．

西南日本弧では，第四紀火山（山陰地方）の近傍に，浅発微小地震および DLF 地震が発生するが，
前弧側においても，両方の地震活動が活発な地域が広く分布する（図 2.3.1.2-2）．四国から紀伊半
島にかけて帯状に分布する DLF 地震は 30-40 km の深さにあるプレート境界にて生じるが（Obara, 
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2002; Obara et al., 2004），フィリピン海スラブの特徴となっているゆっくり地震（スロースリップ・
イベント）に伴い発生していることがわかっている（Hirose et al., 2010）. また，神戸—大阪地域
には，孤立的クラスターをつくって DLF 地震が発生するが，非火山地域であり，深部熱水流体活動
によるものと考えられる．浅発微小地震活動は，四国東部から近畿地方全域にわたり活発である．一
方で，広島—岡山にかけて浅発微小地震活動がなく，震源が深い地域が存在する．

図 2.3.1.2-2　西南日本における浅発地震および深部低周波 (DLF) 地震の震源分布．

浅発地震は，2001 年から 2013 年までの気象庁一元化震源データのうち M>1.0 のものを示す．

▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．

2.3.1.3　九州
九州は，ユーラシアプレートにフィリピン海プレートが沈み込む場に位置している．フィリピン海

プレートは，南海トラフ（西南日本弧）と琉球海溝（琉球弧）へと沈み込み，その接合部には九州・
パラオ海嶺が沈み込んでいる（小池ほか編，2005）．南海トラフと琉球海溝では，沈み込むプレート
の角度および拡大年代が異なり，前者は相対的に新しく非常に浅く緩角，後者は古く深く急角である
（小池ほか編，2005）．九州・パラオ海嶺より南西側の琉球弧は，海溝の走行に平行な火山列（西来ほか，
2012）およびプレートの境界に沿った深発地震が見られ（植平ほか，2001），典型的な島弧の特徴
を有している（図 2.3.1.3-1）．しかしながら，九州の地質構造および火成活動は複雑であり，その特
徴として，臼杵—八代構造線・仏像構造線のような低角度な構造線や火山性の地溝である別府—島原
地溝帯（松本，1979）が火山列に斜交するように存在している（図 2.3.1.3-2）．この別府—島原地
溝帯は，現在も拡大している沖縄トラフの北東延長とされ（多田，1984），1.4cm/ 年で南北方向に
拡大しており（多田，1993），第四紀火山と正断層が分布している．火成活動は，火山列，地溝帯の
火山に加えて，佐賀県や長崎県北部域に単成火山が存在する．
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図 2.3.1.3-1　九州地域の深発地震面の等深線図 ( 植平，2001)．

深さの単位は km．▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．
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図 2.3.1.3-2　九州地域の地質および構造線．

地質図はシームレス地質図(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2010)を使用．▲は第四紀火山を示す(西来ほか，

2012)．実線および破線は構造線を示す(松本, 1979；日本の地質『九州地方』編集委員会編，1992)．

九州での応力分布は，九州では東－西方向の圧縮軸かつ南－北方向の引っ張り軸をもつ横ずれ断層
応力が支配的である（Terakawa and Matsu'ura, 2010）．琉球弧島嶼部においては，島弧方向（およ
そ北東－南西方向）に平行な引っ張り軸を持つ正断層応力が支配的である（Kubo and Fukuyama, 
2003; Otsubo et al., 2008）．一方，沖縄トラフにおいては，島弧方向に直交もしくは広角に交わる
引っ張り軸をもつ正断層応力が支配的である（Kubo and Fukuyama, 2003; Otsubo et al., 2008）．
九州中央部では，南海スリバーの西方への移動により南－北方向性の引っ張り軸をもつ正断層応力が
働いているというモデルがある．

九州・琉球弧に分布する主な活断層の多くは九州中部から北部にかけて分布する．琉球弧に分布す
る断層は，西山断層帯や警固断層帯など北西－南東方向の走向をもつ断層と，布田川・日奈久断層帯
や人吉盆地南縁断層など北東－南西方向の走向をもつ断層とに大別される．琉球弧は全体として，正
断層と横ずれ断層が混在する（活断層研究会編，1991；中田 ･ 今泉編，2002）．別府－島原構造線
および沖縄トラフの形成は 6 Ma 前後から始まっており，現在も継続している．中央構造線の活動は，
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6 Ma のフィリピン海プレートの沈み込み再開に伴い右ずれ運動を開始し，さらに 2 Ma 前後のフィ
リピン海プレートの西方への運動方向の変化を反映している．

地震活動の特徴として，DLF 地震の発生は主に第四紀火山近傍にあり，浅発微小地震も同様の場
所に多い（図 2.3.1.3-3）．基本的に前弧側では活動が低調である特徴がある．

図 2.3.1.3-3　九州地域における浅発地震および深部低周波地震の震源分布．

浅発地震は，2001 年から 2013 年までの気象庁一元化震源データのうち M>1.0 のものを示す．

▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．

2.3.1.4　北海道
北海道は，現在，太平洋プレートが沈み込む場に位置しているが，大きく分けて，道南地域の東北

日本弧の延長部，中央部を南北に延びる日高帯等の古第三紀の衝突帯，道東地域の千島弧の西端部分
からなる（図 2.3.1.4-1；日本地質学会編，2010）．多様な形成史を経ているため，ウェッジマント
ルの構造も複雑である．沈み込む太平洋プレートは東北日本弧の場合と同様に，非常に古いため相
対的に分厚く低温である．そのため，北海道では全域にわたり深発地震面（図 2.3.1.4-2; Kita et al., 
2010）が存在し，太平洋スラブの位置を知ることができる．東北日本弧と千島弧の二つが接合して
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いる場所にあるため，火山配列は一見複雑である．第四紀火山はスラブ上面深度が約 100-160km の
場所に存在する．道南および道東部はカルデラ火山が多いことが特徴として挙げられる．千島弧にあ
る第四紀火山は国後，知床，屈斜路—阿寒の少なくとも 3 本の配列で火山が雁行配列する．中央部
の大雪，十勝，丸山の第四紀火山群は，その地理的位置から千島弧に属し雁行配列しているように見
えるが，詳細はよくわかっていない．

図 2.3.1.4-1　北海道地域の地質および地帯区分．

地質図はシームレス地質図(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2010)を使用．▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を

示す．点線は地帯区分を示す(日本地質学会編，2010)．
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図 2.3.1.4-2　北海道の太平洋プレート境界面の等深線図 (Kita et al., 2010) ．

深さの単位は km．▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．

北海道中央部では南北方向に西から礼文—樺戸帯，空知—エゾ帯，日高帯，常呂帯に区分される
（図 2.3.1.4-1）．これは古第三紀にユーラシアプレート東端とオホーツクプレートが衝突しできた構
造であり，主に古第三紀〜ジュラ紀の付加体および花崗岩類で構成される．空知—エゾ帯および日高
帯では高圧変成岩やカンラン岩があり，地殻下部からマントル内に存在した岩石が露出している．地
震波トモグラフィによる沈み込み帯の速度構造から北海道の地下深部構造がわかりつつある（Kita et 

al., 2014）．Kita et al. （2014）によれば，オホーツクプレートは衝突後地表に乗り上げた部分があり，
マントルが地殻内にせり上がっている（図 2.3.1.4-3）．また，北海道中央部の衝突帯では，地殻が厚
くなり沈み込み角も浅い特徴がある（図 2.3.1.4-4）． 

北海道での応力場は，大局的に東－西方向の圧縮軸をもつ逆断層応力であるが，北海道東部にお
いては，東－西方向の圧縮軸かつ南－北方向の引っ張り軸をもつ横ずれ断層応力であり（Terakawa 
and Matsu'ura, 2010），これは千島弧前弧スリバーの西進の影響の可能性を示す．ユーラシアプレ
ート（あるいはアムールプレート）と北米プレート（あるいはオホーツクプレート）の境界は，北海
道北部から沿海州にまたがる可能性がある（森谷，1999）．鉱脈から得られた広域地殻応力場は，北
海道北東部では中期中新世後半から鮮新世まで，北海道南西部では後期中新世から現世まで，北西－
南東方向から西北西－東南東方向の圧縮場を示す（渡辺，1986）．千島弧に分布する主要な活断層（十
勝平野断層帯・黒松内低地断層帯など）の多くはほぼ南－北方向の走向を持ち，一部知床半島（標津
断層帯など）において北東－南西の走向を持つ．ほとんどの活断層は 45° 程度の傾斜を持つ逆断層と
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して認定されている（活断層研究会編，1991；中田 ･ 今泉編，2002）．
北海道北東部では，中新世以降の変動はほとんど認められない（平，2002）が，北海道中央部では，

中新世の中期〜末期にかけての東西圧縮による逆断層運動によって，中軸部の日高山脈で急激に隆起
した．隆起速度は後期中新世に最大 2.8 mm/ 年（宮坂，1987）に達するが，鮮新世以降 0.7 mm/
年となる．第四紀の逆断層運動の場は日高山脈の西側に移動し，特に第四紀の垂直変位量が 1 〜 2 
km と大きな逆断層は天塩地域の日本海沿岸から樺戸山地東縁〜石狩低地東縁，日高沿岸に分布して
いる（粟田ほか，1997）．活断層もこれらの地域に集中しており，現在も活動していることが報告さ
れている（粟田ほか，1997）．

地震活動の特徴として，深部低周波（DLF）地震の発生は主に第四紀火山近傍にあり，浅発微小地
震も同様の場所に多い（図 2.3.1.4-5）．しかし，北海道中央部にある DLF 地震活動は第四紀火山の
十勝岳の約 30km 南にあり，非火山地域で生じている．また，北海道北部の非火山地域（空知—エ
ゾ帯の北部）において，浅発微小地震活動が活発である．

図 2.3.1.4-3　地震波の減衰率の 3 次元空間分布の解析結果に基づく北海道の模式的断面図 (NE-SW) (Kita et al., 2014)．

図 2.3.1.4-4　地震波の減衰率の 3 次元空間分布の解析結果に基づく北海道の模式的断面図 (NW-SE) (Kita et al., 2014)．
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図 2.3.1.4-5　北海道における浅発地震および深部低周波地震の分布．

浅発地震は，2001 年から 2013 年までの気象庁一元化震源データのうち M>1.0 のものを示す．

▲は第四紀火山を示す ( 西来ほか，2012)．
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2.3.2　スラブ起源流体の発生，上昇，形態
2.3.2.1　スラブ起源流体の発生と上昇

日本列島の位置する沈み込み帯では，スラブに含まれる水（以下，スラブ水と呼ぶ）が大量にマン
トル内部に運搬されている（例えば，Jarrard, 2003; 小野，2000）．地球内部に供給される水は，沈
み込む海洋プレート上面にある堆積物や地殻の大部分を構成する玄武岩に含まれる水である．前者
（以後，スラブ間隙水と呼ぶ）は主に海水起源の間隙水であり，沈み込む過程で圧密による間隙水の
搾り出しや続成作用等により含水鉱物の形成，分解が生じる．また，後者（以後，スラブ脱水流体と
呼ぶ）は中央海嶺でマグマが噴出した際に海水と反応してできた玄武岩中の含水鉱物に含まれる水が
主であるが，沈み込む際にプレートが割れて間隙水が侵入し含水鉱物をプレート内部に生成するプロ
セスも考えられている（Ranero et al., 2003）．Jarrard （2003）によれば，スラブ間隙水の約 80% は，
圧密により絞り出されスラブから地殻に供給される．残りの間隙水は含水鉱物化しマントルに運搬さ
れる．また，スラブ内の含水鉱物の約 30％は脱水により直接地殻に供給され，約 10% は主に蛇紋石
等の含水鉱物はさらに深所に運搬され脱水することによりマントルにスラブ脱水流体として供給され
（Hacker, 2008），島弧マグマ発生の原因となる．スラブ内の含水鉱物の半分以上は，100km 以深
のマントルに供給され，島弧地殻には供給されない（図 2.3.2.1-1）．マントルに供給されたスラブ脱
水流体は高温マントル（1300℃）に到達するとマントルを部分溶融し珪酸塩メルトを生成し，マン
トルダイアピルとして上昇，マグマとなる．スラブ脱水流体の上昇経路がメルトを生成する温度に
達しない場合は，熱水流体のまま上昇すると考えられる．有馬型温泉水（Matsubaya et al., 1973; 
松葉谷ほか，1974）は，スラブ脱水流体を起源とすると考えられている（例えば，Kusuda et al., 
2014; 西村ほか，2006）．地殻下部に上昇したマグマは，その大部分が固化し，深成岩あるいは沈積
岩として地殻岩石として付加される．その際，熱水流体が放出され火山近傍に上昇すると考えられる．
この熱水流体を以後，マグマ起源熱水と呼ぶ．なお，浅部マグマ溜りやマグマ火道上部で発生するマ
グマ起源ガスを溶解した強酸性の熱水は，火山の極近傍に限られることから，本稿では扱わない．以
下，スラブ起源流体として，スラブ間隙水，スラブ脱水流体，およびマグマ起源熱水の 3 種類を区
別して扱う．

図 2.3.2.1-1　固体地球の水循環に関わる水フラックス (Hacker, 2008)．
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2.3.2.2　スラブ起源流体の形態・区分
前節で述べたように，スラブ起源流体はスラブから放出された水を起源とした熱水流体であるが，

地下水系まで上昇後，希釈される．本節では，地下水に含まれるスラブ起源流体について，前節にお
いて区分したスラブ間隙水，スラブ脱水流体，マグマ起源熱水の 3 種類について，それぞれについ
て検出するための指標をまとめる．地下水に含まれる溶存ガスを含む化学成分で深部由来のものを捉
えるのに有効な指標は，マントル起源ヘリウム（3He），深部起源炭素濃度（Cds），Li/Cl 比，Br/Cl
比などが提案されている（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2011, 2013, 2014）．

マントル起源ヘリウムについては，伝統的に 3He/4He 比を用いて議論されている．3He/4He 比は，
マントルと地殻起源のヘリウムの混合比であり，日本列島のような沈み込み帯の地下水では，マント
ル起源ヘリウムは上部マントルの値である 8Ra（1Ra は 1.4×10-6）を，地殻起源ヘリウムは 0.02Ra
を端成分とする（例えば，Dogan et al., 2006）．マントル起源ヘリウムが地殻内部を拡散で移動し
てきた場合は，地殻の岩石に含まれる U,Th 等による放射壊変起源の 4He が付加されるため，高い
3He/4He 比を持つことができない（Sano, 1986）．そのため，地下水中の 3He/4He 比が高い値を示す
場合は，マントル起源ヘリウムがいずれかの形で地下水系まで運搬されてきたことを示す．ヘリウム
は流体に濃集しやすい性質をもつことや，ヘリウム同位体比の分布がスラブ脱水流体およびマグマ起
源熱水（Li/Cl 比 >0.001）の分布と整合的であることから，マントル起源ヘリウムはスラブ脱水流体
およびマグマ起源熱水によって地表へ運ばれてきていることが考えられる．また，地下水系の平均滞
留時間が非常に長い場合は，地殻の構成岩石の含有する Th や U の放射壊変により生じた地殻起源
の 4He の付加が生じる（Morikawa et al., 2005）ため，3He/4He 比は本来の値を維持していない点
に注意を要する． 

深部起源炭素は，炭素同位体比（δ13C）を用いて定義された指標である（産業技術総合研究所深
部地質環境研究コア , 2009）．地下水中の溶存無機炭素の δ13C は，起源物質によって取り得る値の
範囲があり，地下水が涵養したときに溶解する土壌中の CO2（生物起源炭素）では，-20‰前後の
値であるのに対して，マントル起源やマグマ起源（スラブ起源）の炭素はほぼ -6 〜 -2‰の範囲にあ
る（Hoefs, 2009）．この δ13C の違いを利用すると，溶存炭素のうち深部起源炭素の割合を求めるこ
とができる．ただし，δ13C だけで炭素の起源物質の同定をすべて行うことは原理的にできないため，
対象とする地下水の賦存する地質，構造，水質特性や鉱物との反応などを考慮して，起源物質の可能
性をしぼってゆく必要がある．例えば，炭酸塩の溶解や炭化水素の生成や分解が想定されるような地
域では，注意を要する．海成炭酸塩の δ13C は 0‰前後の値を示すし（Hoefs, 2009），有機物からメ
タンが生成するときに，同時に生成される全炭酸の δ13C は非常に高くなる（Coleman et al., 1981; 
早稲田，2010）．そのため，炭酸塩の溶解により付加された炭素やメタン生成に関与した炭素成分は，
深部起源炭素として求められてしまう．このような問題点はあるものの，地下水中にスラブ起源流体
をはじめとする外来の炭素成分の寄与を表すために，非常に有効な指標である． 

リチウム（Li）を用いた指標に関しては，風早ほか （2014）によると，水の同位体比が有馬型温
泉水あるいはマグマ水の端成分方向にシフトしている地下水は Li/Cl 比が高く，スラブ脱水流体やマ
グマ起源水の検出に有効であるとしている．指標として用いるのは Li/Cl 重量比 >0.001 であり（風
早ほか，2014），海水の Li/Cl 重量比が約 0.00002 であるので，約 2 桁の違いがあり塩水の起源判別
に適している．Li は岩石—水反応により 350℃以上の高温で熱水に溶出し，その後温度が低下して
も熱水にとどまることが実験的に知られている（James et al., 2003; You et al., 1996）．したがって，
高い Li 濃度は高温を経験した指標として用いることができると考えられる．

臭素（Br）は，塩素（Cl）と同じハロゲン元素であり，比較的反応性に乏しい元素である．深層
地下水の Br/Cl 重量比は，0.0003 から 0.01 の範囲にあり，海水では 0.0034 である．John et al. 
（2011）は，沈み込み帯で生成された蛇紋岩に含まれるハロゲンの分析により，蛇紋岩生成時に取
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り込まれる Br/Cl 比が低くなり，熱水の Br/Cl 比が高くなる傾向にあることを示した．これは，蛇紋
岩の脱水作用により生成されると考えられるスラブ脱水流体の Br/Cl 比が低くなることを示している．
実際に，スラブ脱水流体を起源とすると考えられる有馬型温泉水では，Br/Cl 比が海水より低いこと
が知られており（Matsubaya et al., 1973），また，マグマから放出された熱水を起源とすると考え
られる長野県松代群発地震時に湧出した塩水も低い Br/Cl 比を示す．スラブ脱水流体およびマグマ起
源熱水（Li/Cl 比 >0.001）は，概ね Br/Cl<0.025 と整合的である（産業技術総合研究所深部地質環
境研究コア，2014）．一部に Li/Cl 比および Br/Cl 比の両方が高い地下水も存在するが，その原因に
ついては，現在のところ不明である．
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2.3.3　スラブ起源流体の化学的特徴
スラブ起源流体が地下水系に供給される場合，現在の希釈率が将来にわたり一定であれば，現在の

分析値を用いて影響評価ができるが，その保証はない．スラブ起源流体の混入率の変化により，処分
地の化学的破壊が進行する可能性があるため，本節ではまず，スラブ起源流体の化学的特徴について
まとめる．

スラブ脱水流体
スラブ脱水流体は，含水鉱物の分解由来の流体であって，Br/Cl 比が海水よりも低くなると考えら

れる（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014）．そこで，海水よりも明らかに低い値（Br/
Cl<0.0025）の深層地下水を抽出し，さらに，後述のマグマ起源熱水と分けて考えるために，第四紀
火山から 15km 範囲外にあるものについて解析した．

スラブ脱水流体の寄与があると考えられる深層地下水は Cl 型，Cl･HCO3 型，Cl･SO4 型等の Cl が
第一成分であるものが多く，70 〜 85% を占める．次に HCO3 が第一成分となるものが 10 〜 20%
程度ある．SO4 型がある程度見られるのは，東北日本のみで，15% 程度の数を占めるが，他の地域
では 10% 以下しか見られない．また，これらの深層地下水に CO2 が付随するものがあることから，
HCO3 型は CO2 の供給によるものと考えられる．したがって，スラブ脱水流体は，Cl と CO2 で特徴
づけられる．スラブ脱水流体が NaCl-CO2 型である証拠として，ピナツボ火山の噴出物に含まれるマ
ントル捕獲岩の流体包有物中に同様の組成の流体が見つかり，有力な物証となっている（Kawamoto 
et al., 2013）．

スラブ脱水流体を特徴づける Cl と CO2 は，どちらもスラブ水とともにもたらされるが，地表水へ
影響の現れ方が異なる．Cl では，スラブ水が上昇するときに天水起源の地下水に混入し，その流動
にしたがって広範囲に拡散すると考えられる．一方で，CO2 では，スラブ水からガスとして分離して，
比較的限定された上昇となると考えられる（本章付録 1）を参照）．このことは，次のマグマ起源熱
水でもあてはまる．

マグマ起源熱水
マグマ起源熱水は，スラブ脱水流体がマグマを経て地表に到達したものと思われる．そこで，含水

鉱物の分解由来であって（Br/Cl<0.0025），第四紀火山から 15km 範囲内にある深層地下水を抽出し
て解析した．

マグマ起源熱水の寄与があると考えられる深層地下水は Cl 型，Cl･HCO3 型，Cl･SO4 型等の Cl が
第一成分であるものが多いが，その割合は，北海道や東北と西南日本で異なっている．なお，九州地
域は第四紀火山の近傍のデータ数が少ないため，ここでは扱わない．北海道や東北日本では Cl 型が
75 〜 80% で，次いで SO4 型が第一成分となるものが 15 〜 25% 程度であり，HCO3 型は 5% 以下
しか見られない．一方，西南日本では，Cl 型が 50% 程度で，次いで HCO3 型が第一成分となるもの
が 30% 程度であり，SO4 型が 20% 程度である．

いずれの地域もスラブ脱水流体と比較して，SO4 型が多い特徴がある．産業技術総合研究所深部地
質環境研究コア （2014）で指摘されたように，東北日本や山陰地域の第四紀火山周辺の深層地下水（強
酸性の火山性温泉水を除く）に含まれる SO4 は，その硫黄同位体比が海水起源であることを示して
おり，マグマから放出されたものではない．この SO4 は，これらの地域に分布するグリーンタフか
ら供給されている可能性がある．Ohwada et al. （2007）は，グリーンタフ地域の深層地下水の SO4

濃度が上昇は，その地域に深部から供給された CO2 により，地層中の海水起源の硬石膏（CaSO4）
の溶解が促進されることで起こるとしている．深層地下水の SO4 は，深層から上昇した CO2 により
地層から溶出したものの可能性を考慮すべきである．したがって，マグマ起源熱水は，Cl と CO2 で
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特徴づけられるとしても矛盾はない．

スラブ間隙水
スラブ間隙水は，スラブが沈み込む過程で圧密による間隙水の搾り出しによってもたらされた海水

起源の流体であって，前弧域のいくつかの地域で確認されている．大沢ほか （2010）は，宮崎県の
1,000m 級の深井戸から得られる温泉水の起源として，海底堆積物間隙より排出される海水と，海洋
堆積物の続成過程においてスメクタイト – イライト相転移の際に，粘土鉱物（スメクタイト）の層間
から放出された水があると結論づけた．また，福島県浜通り地域においても，沈み込んだ堆積物から
もたらされた流体が上昇している可能性が指摘されている（Togo et al., 2014）．粘土鉱物の層間か
ら放出される水の溶存成分の濃度は低いと考えられるが，海水を起源としていることから，主要な成
分は NaCl であると考えられる．これは，いわき内陸地震に伴って大量湧出が続いている温泉の化学
組成の詳細な検討からも支持される．

沿岸部においては，CO2 ではなく CH4 を付随する NaCl-CH4 型の深部流体が分布しており（産
業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014），宮崎平野や福島県浜通り地域の温泉においても，
CH4 を付随することが多い．沿岸部の CH4 が，スラブ起源流体にともなって上昇しているかどうか
については，まだ検討を要する課題であるが，スラブ間隙水は，Cl と CH4 で特徴づけられる．
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2.3.4　上昇場の地域的特徴
2.3.4.1　東北日本

東北日本弧におけるスラブ起源熱水の上昇域は，深層地下水中の Li/Cl 重量比をスラブ起源水の混
入指標（Li/Cl>0.001）として，広域的な分布が明らかになっている（図 2.3.4.1-1; 産業技術総合研
究所深部地質環境研究コア，2014）．東北日本弧では，背弧側のホットフィンガー（Tamura et al., 
2002）と呼ばれる島弧に垂直な方向に並んだ第四紀火山および火山フロント近傍に見つかるマグマ
起源熱水にスラブ脱水流体が分布する．また，前弧側には，西南日本弧に見られるような非火山性
のスラブ起源熱水を含め，スラブ起源水の上昇はみつからない．同様に深部起源流体の指標となる
3He/4He 比によるマントルヘリウムの分布範囲（図 2.3.4.1-2）は，スラブ起源水とほぼ同様の分布
範囲を示す．中でも高い 3He/4He 比をもつ深層地下水は，リフト期に形成された断層の再活動によ
る逆断層，棚倉・畑川構造線等の断層に沿って分布している．これは，マントル起源ヘリウムがスラ
ブ起源水に伴い，深部から地表へ続く断層や火道を水みちとして上昇することを示唆する．しかしな
がら，火山フロント近傍において，スラブ起源水とマントル起源ヘリウムの分布に相関のない地域が
見られる．この原因として，地殻を構成する岩石の地殻起源ヘリウムの生成量，地殻内の熱水リザー
バの存在，古い地下水の混合などにより放射起源ヘリウムが付加されていることなどが考えられるが，
具体的にはまだわかっていない．

図 2.3.4.1-1　東北日本の Li/Cl 重量比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター, 2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター, 2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．
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図 2.3.4.1-2　東北日本のヘリウム同位体比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．

2.3.4.2　西南日本
西南日本弧におけるスラブ起源熱水の上昇域は，深層地下水中の Li/Cl 重量比をスラブ起源水

の混入指標（Li/Cl>0.001）として，広域的な分布が明らかになっている（風早ほか，2014）．図
2.3.4.2-1 に示すように，西南日本弧では，（1） 山陰地方にある第四紀火山近傍および火山フロント
から背弧側に見つかるマグマ起源熱水，（2） 近畿地方を中心に有馬高槻構造線，中央構造線，仏像構
造線等に沿って見つかる非火山性のスラブ脱水流体が分布する．紀伊半島〜四国の南部にみつかるス
ラブ脱水流体は，その直下にはウェッジマントルは存在せず，プレート境界で発生する深部低周波微
動上あるいはそれよりも海溝側に分布する．風早ほか （2014）は，中央構造線よりも海溝側に存在
するスラブ脱水流体は，付加体に東西方向に発達する低角の衝上断層系に沿って上昇してくる可能性
を指摘している．図 2.3.4.2-2 に示すように，3He/4He 比によるマントルヘリウムの分布範囲におい
ても，紀伊半島南部および四国南部の一部において有意に高い 3He/4He 比をもつ深層地下水が存在
しており，スラブ脱水流体が，ウェッジマントルを通過し，付加体の構造線に沿って低角度で上昇す
ることを支持する．
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図 2.3.4.2-1　西南日本における Li/Cl 重量比の分布 ( 風早ほか，2014)．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．
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図 2.3.4.2-2　西南日本におけるヘリウム同位体比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．

2.3.4.3　九州
九州におけるスラブ起源熱水の上昇域は，他地域と同様に深層地下水中の Li/Cl 重量比をスラブ起

源水の混入指標（Li/Cl>0.001）として，広域的な分布を図 2.3.4.3-1 に示す．九州は，地溝帯域の
第四紀火山，九州北部域の単成火山近傍および火山フロントから背弧側ではマグマ起源熱水が，前
弧側である宮崎県南部沿岸域では西南日本弧と同様に非火山性のスラブ脱水流体が分布し，単成火
山周辺域を除く福岡・佐賀県一帯と，秩父累帯・四万十累帯北帯を除いて，概ね全域にわたってス
ラブ起源熱水成分が分布している．中でも宮崎県南部沿岸域は，プレートの沈み込む深さ方向に Li/
Cl 重量比が高くなっている傾向が見られる．他方，3He/4He 比によるマントルヘリウムの分布範囲
（図 2.3.4.3-2）は，火山フロント，別府―島原地溝帯，九州北部域の単成火山近傍のマグマ起源熱
水分布域に集中しており，高い 3He/4He 比をもつ．これは，マントル起源ヘリウムがマグマ起源熱
水に伴い，火道や地溝帯域の断層を水みちとして上昇していることを示唆する．また，スラブ脱水流
体の上昇場である宮崎県南部沿岸域の 3He/4He 比もわずかながらプレートの沈み込む深さ方向に高
くなっている傾向が見られる．しかしながら，絶対的にみてその値は低く，マントルヘリウムの上昇
はほとんど見られない．フィリピン海スラブは九州においては，急角度で沈み込むため，前弧側に
おいてもスラブの温度は比較的高温になると考えられるので，Li/Cl 比が高くなりうる．マントルヘ
リウムを伴わないスラブ起源流体としては，スラブ内の間隙水が起源として考えられる（大沢ほか，
2010）． 
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図 2.3.4.3-1　九州における Li/Cl 重量比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．



第 2 章　最終処分施設建設地選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

2-26

図 2.3.4.3-2　九州のヘリウム同位体比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．

2.3.4.4　北海道
北海道におけるスラブ起源熱水の上昇域について，他地域と同様に深層地下水中の Li/Cl 重量比を

用いて図 2.3.4.4-1 に示す．北海道の南半分の地域では，第四紀火山の分布域にスラブ起源熱水が上
昇している．しかし，北海道北部の非火山地域においても，高い Li/Cl 比を示す場所が存在し，スラ
ブ起源熱水の上昇を示唆する．この地域は，浅発地震も多い地域であり，熱水上昇と調和的である．
また，これらの地域は空知—エゾ帯の北部であり，Kita et al. （2014）による地震波の減衰域から類
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推される地殻流体（熱水）が空知—エゾ帯（南部のみ解析されている）に存在していることと，関係
があるかもしれない．この地域は衝突帯であるため，西側のプレートがマントルに向かって潜り，地
殻が厚くなっており，東側は逆にせり上がりマントルの岩石が地表に現れている場所でもある．この
ような場で地殻内の水がどのように地下深部にもたらされ，上昇しうるのかについて，今後検討が必
要である．一方，3He/4He 比によるマントルヘリウムは，その分布範囲（図 2.3.4.4-2）から，第四
紀火山の近傍にのみ存在し，空知—エゾ帯北部の Li/Cl 比によるスラブ起源熱水上昇場では明瞭では
ない．これは，この地域にマントルを経由したスラブ起源流体の上昇がないことを意味する．

図 2.3.4.4-1　北海道における Li/Cl 重量比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．
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図 2.3.4.4-2　北海道のヘリウム同位体比の分布．

青線は活断層(産業技術総合研究所地質調査総合センター，2009)，グレー線は地質断層(産業技術総合研究所地質調査総合セ

ンター，2010)，▲は第四紀火山(西来ほか，2012)を示す．



第 2 章　最終処分施設建設地選定段階における基本方針等の妥当性レビューに向けた検討

2-29

2.4　地域別の各種変動パラメータ及び影響の持続期間
【実施内容】

平成 25 年度までの成果により，熱水に関する各種変動パラメータの変化の幅，影響の持続期間の
評価に関する検討を行った．熱水がスラブの脱水起源のものである場合，それぞれの変動パラメータ
は，テクトニクスの違いにより大きく異なる可能性がある．そのため，九州，西南日本，東北日本，
北海道等の地域別に各種変動パラメータの変化の幅，影響の持続期間についての評価検討を行う．さ
らに問題点や不確実性に係る課題についてとりまとめる．以上の成果は，原子力規制委員会が作成す
る精密調査結果の判断指標あるいは技術指針に反映される．

【成果】
2.4.1　水質の変動
2.4.1.1　スラブ熱水の水質バリエーション

ここでは，スラブ起源流体の特徴的な化学成分である Cl 濃度，CO2 濃度について，Cl 濃度と水素
同位体比（δD）の関係を利用して推定した結果をまとめる．

スラブ脱水流体・マグマ起源熱水
非火山地域のスラブ脱水流体は，スラブから直接上昇した熱水であると考えられるが，火山近傍の

マグマ起源熱水は，マグマの固化に伴い放出された熱水の可能性もあるため，直接熱水の形で上昇し
たかどうかの判別は困難である（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア , 2014）．化学組成にお
いても，両者を区別することが困難であるため，スラブ脱水流体とマグマ起源熱水を本項でまとめて
示す．

産業技術総合研究所深部地質環境研究コア （2012, 2013）では，有馬・石仏・津和野・鹿塩とい
った地域において，Cl 濃度が 40,000mg/L 程の深部流体（有馬型熱水端成分）が共通して存在する
ことが指摘された．これらは，Li/Cl 指標によって上昇型の深部流体として抽出され，高温を経験し
た流体の上昇が考えられる地域であるが，津和野は Br/Cl 比がやや高めであって，有馬・石仏・鹿塩
とは異なる由来の流体である可能性がある．ほかにも，紀伊半島の中央構造線沿いや有馬—高槻構造
線沿いで同程度の Cl 濃度の流体の上昇があるものと考えられる．また，類似した傾向を示す大分地
域について，本報告のデータセットと網田ほか （2005）のデータを合わせると，Cl 濃度が有馬型熱
水よりも，やや低い領域（25,000 〜 30,000mg/L）に端成分があるように見える．福島県会津地域
においても，高濃度の Cl を含む流体の存在が確認できるが，水の同位体組成から見ると，有馬地域
とは異なる端成分を示す．

これらの地域の温泉付随ガスは CO2 であるが，スラブ起源流体成分の寄与が高くなるほど，地下
水の全炭酸濃度が高くなるわけではない．CO2 がガスとして放出してしまう有馬や，深部流体の上
昇中の地層との反応による CO2 除去が想定される鹿塩では，全炭酸の濃度が低めになると考えられ
る（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014）．そのため，CO2 ガスと溶存炭酸を合計した
推定を行うことが重要である．津和野地域の河川や有馬に近い三木市の深井戸（1,500m）において，
流量観測を実施した結果，CO2 ガスと溶存炭酸としての湧出を合計すると，津和野で 0.3mol/L，三
木では 1.1mol/L であった（高橋ほか未公表データ）．この濃度は，天水起源の地下水による希釈の
影響を含んだ値であるため，スラブ起源流体の CO2 濃度は，さらに高い可能性がある．

流体包有物の分析においても，熱水鉱床の石英鉱脈中に NaCl-CO2 型流体が一般的に見られる．特
に深部で生成すると考えられるタングステン鉱床では，NaCl 相当濃度として，18,000-60,000mg/
L （3-10wt%：武内，1977），CO2 濃度として 1.7-4.4M （CO2/H2O のモル比として 0.03-0.08：
Kazahaya and Matsuo, 1985）が報告されている．これらの濃度範囲は，スラブ起源流体の濃度推
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定の結果に近い値を示している．三木市における CO2 湧出量の観測は，より地下深部の状況を捉え
ていると考えれば，これまでの CO2 濃度の見積りである最大 0.6M （産業技術総合研究所深部地質環
境研究コア，2014）は過小評価であって，流体包有物に見られるような，より高濃度の化学組成を
示す流体の上昇を見込むべきである．また，流体包有物の化学組成に関する知見の集積とともに，ス
ラブ起源流体との関連について検討する必要がある．

スラブ起源流体の Cl 濃度がもっと低いと考えられる地域として，シオワッカ（北海道），静岡（藤
枝〜森町），高知（沿岸部）がある．端成分の Cl 濃度が，シオワッカでは 10,000mg/L 程度，静岡
や高知では 2,000mg/L 程度と推定された．東北日本においても，スラブ脱水流体の Cl 濃度は，海
水と同レベルか，それよりも低いと思われる．シオワッカでは CO2 が付随するが，静岡や高知では
CH4 が付随することから，静岡や高知はスラブ脱水流体ではなく，スラブ間隙水として扱うべきか
も知れない．そこで，大沢ほか （2010）で提案された Li-B-Cl の関係を用いた解析を実施したところ，
これらのうちのいくつかは，宮崎地域で確認されたスラブ間隙水と同じ傾向を示した．一方で，Br/
Cl 比からは明らかにスラブ起源水の寄与があることが示されており，これらの地域の流体は，スラ
ブ脱水流体とスラブ間隙水の両方の特徴を合わせ持つようであり，今後の検討が必要である．

ともに Li/Cl 比が高く，高温を経験している含水鉱物の分解由来のスラブ起源流体であっても，有
馬型熱水に代表されるような，Cl 濃度が海水よりも高いものと，海水よりもずっと低いものがあ
ることがわかった．また，北海道や東北日本においては，Li/Cl 比が高くはないが，Br/Cl 比が低く，
スラブ脱水流体の寄与が伺えるようなものの中には，化学・同位体組成からは，海水との混合が示唆
されるようなものや，油田灌水のような高濃度塩水が関与していると思われるようなものもある．ど
うしてこのような違いが生じるのかを明らかにするためには，沈み込むプレートの違いやプレートの
沈み込み深度といったスラブ起源流体の生成環境の違いや，どういった反応がどのくらい進行するの
か，それらの反応で流体の化学組成がどう変化するのかといったプロセスの解明が必要である．

スラブ間隙水
スラブ堆積物の間隙水の Cl 濃度としては，深海コアの間隙水の濃度が目安となる．例えば，深海

掘削計画（DSDP）により得られたコア間隙水の Cl 濃度は 17,500 〜 22,500mg/L で（Jenden and 
Gieskes, 1984），海水よりも濃度が高い傾向にある．一方で，沈み込み環境では，粘土鉱物等の相
転移があり，その都度，様々な塩濃度の流体が生成されると考えられる．大沢ほか （2010）でスラ
ブ間隙水の寄与が指摘されている宮崎地域で観測されるスラブ起源流体の Cl 濃度は，5,000mg/L 程
度と推定される．

福島県浜通り地域の温泉やいわき内陸地震に伴って湧出が続く温泉の化学組成を検討すると，海水
と同じ程度の Cl 濃度を示す流体と宮崎地域と同様に低い Cl 濃度を示す流体の混合があると推定され
た．前者について，海底堆積物間隙より排出される海水が上昇しているのか，現在の海水が混入して
いるのか区別するためには，さらなる検討が必要である．この流体は Br/Cl 比や Li/Cl 比を指標とし
た分類では，スラブ起源流体の寄与があることがわからない．東北日本においては，この 2 つの指
標では検出できないスラブ起源流体が存在する可能性がある．そこでスラブの間隙水由来のスラブ起
源流体が上昇すると見込まれる沿岸部における深層地下水について検討を行った．いわき周辺に同じ
傾向を示す深層地下水が確認されたが，それも大量湧出している温泉水データとの比較によって確認
できるもので，その他の地域では，Cl 濃度の変化が小さいか，海水との混合による Cl 濃度上昇と区
別することができず，いわき地域で見られたようなスラブ起源流体の寄与があるかどうか判別ができ
なかった．他の地域でも，いわき地域での事例のように詳細な検討を行うことが必要である．

スラブ間隙水の CH4 濃度はわかっていないが，新潟や茂原（房総）の水溶性ガス田における
CH4 濃度の推定値である 0.1M 程度（名取，1997；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編，
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2012）よりも低いと考えられる．

2.4.1.2　水質変動の原因と影響
スラブ起源流体の水質変動の原因には，（1） ローカルな地下水系の流動量の変化，あるいは，スラ

ブ起源流体の流入量の変化に伴う希釈率の変動による濃度変化，（2） 地層内での鉱物等との反応（沈
殿を含む）等による変化が考えられる．前者については，2.4.2 において記載する．本項では，各種
反応に伴う水質変化についてまとめる．スラブ脱水流体は，地殻内を上昇する過程で様々な物理・化
学プロセスにより変化すると考えられる．そもそも脱水流体が地表付近で NaCl-CO2 型が多いのも，
様々な反応の結果できたものである．水質変動に関する将来予測手法の構築のためには，それぞれ自
然のシステムで生じた反応の種類，および，その反応の原因，条件等をまとめておく必要がある．

スラブ脱水流体およびマグマ起源熱水は，前節で述べたように，NaCl-HCO3-CO2 型である．上部
地殻に供給された熱水は，NaCl-CO2 型であったと考えられ，高温の有馬温泉水などがその特徴を有
している．しかし，非火山地域にみつかるスラブ脱水流体を含む地下水は，地下にマグマ等の熱源が
存在しないため，基本的に低温のものが多い．産業技術総合研究所深部地質環境研究コア （2014）
がまとめたように，地層中で岩石に pH がコントロールされ高くなると，CO2 の HCO3 化が進行し，
CaCO3 の沈殿なども生じる．長野県鹿塩で自然湧出する塩水は，有馬温泉水と似た水の同位体組成
や Cl 濃度を持つが，炭酸成分がほとんどないのが特徴である．これは，当初は多量の CO2 を有して
いた熱水が，超塩基性岩の地層と反応することにより，ほぼすべての炭酸成分が CaCO3 として沈殿
除去されたためと考えられる（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア , 2014）．産業技術総合研
究所深部地質環境研究コア （2014）は，水質の変化（反応の進行）の度合いの違いについて言及し
ており，上昇時間との関連を指摘している．つまり，相対的上昇時間が長いと反応が進行し，水温も
低下する．さらに，上昇時間の違いは，地下深部に存在する熱水貯留槽の規模の違いである可能性を
指摘している．

さて，CO2 が地層に供給された場合は，炭酸塩化だけでなく同時に地層の化学的破壊現象を伴う
ため，影響としても重要である．地層の破壊は熱水変質作用や風化作用により進行するが，その時に
生じる反応は，温度，母岩と熱水の組成等の違いにより多様である．基本的には，CO2 の炭酸塩化
にともない放出される H+（H2O + CO2 = H+ + HCO3

-）が鉱物と反応し，多種多様な粘土鉱物を生
成する．
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2.4.2　流量の変動と影響の持続時間
スラブ起源流体を含む地下水はその混入率が様々である．最も高いものが有馬温泉水で地下水成分

は 10% 以下しか含まれない源泉がある．スラブ起源流体はその混入率が十分低ければ，地層の破壊
に大きな影響を与えないが，将来にわたりその割合が一定である確証はない．スラブ起源流体の混入
率の変化は，地層の破壊を含む影響の評価に重要となる．その変化の原因として，地下水系へのスラ
ブ起源流体の相対的流量変化が挙げられる．ここで，地下水系の流量変化も長期にわたる気候変動の
影響により変動するため考慮すべきであるが，気候関連事象において検討すべき課題であるので，こ
こでは扱わない．本項では，スラブ起源流体の地下水系への供給率の変動に関して，その原因と変化
幅について検討を行う．

産業技術総合研究所深部地質環境研究コア （2014）によれば，スラブ脱水は恒常的に生じている
と考えられるので，長期的かつ広域的には，供給量はほぼ一定に保たれるはずである．しかし，短期
的には，スラブ脱水流体は，断層系の亀裂を上昇しても，すぐに石英等の脈沈殿鉱物により水みちが
塞がれてしまう．そして熱水供給が続けば，再び破壊が生じ亀裂が形成される．そのため，上昇場で
は浅発微小地震が多く観測されるのであろう．このようにスラブ脱水流体の上昇は断続的に生じてい
るものと考えられるが，地下に大型の熱水溜まりが存在する場合は，その活動の間欠性，活動期間な
どが内陸地震活動等の影響により制御される可能性がある（1.4 章参照）．つまり，長期的には供給
率は一定であっても，短期的には休止，活動を繰り返す間欠的活動となる可能性がある．直接スラブ
から上昇するスラブ脱水流体やスラブ間隙水の活動の持続時間は，流量の変動幅の検討と同様の理由
で，基本的には長期的かつ連続的に活動するものと考えられる．しかし，上述したように地表付近ま
で上昇する過程には，様々なプロセスや水みちが想定されるため，様々な時間スケールの間欠的現象
が生じうる．このような活動実態については，まだ解明がすすんでいないのが現状であり，スラブ起
源流体の関与により生じた変質帯などの調査を含めて長期的な影響を評価すべきであると考えられる．
また，スラブ起源流体の上昇のモデル化には，深部に存在する熱水溜まりの規模やその場における熱
水の滞留時間等の情報が必要である．これらの情報を得るためには，地下深部から供給される熱水の
端成分の組成情報や上昇時における各種混合プロセスの解明（本章付録 1））に加えて，36Cl/Cl 比等
から熱水の地殻内での滞留時間に関する情報（本章付録 2））を得るための手法開発を進める必要が
ある．

【まとめと今後の課題】
本章では，昨年度までに判明した，1） スラブ起源流体の上昇場がプレートテクトニクスのシステ

ムにより制御されること，および，2） その組成が水の存在形態により異なることを受け，日本列島
に含まれる東北日本弧，西南日本弧，九州，および，北海道の 4 つのテクトニクス場についてスラ
ブ起源流体の上昇域の分布や組成などについてとりまとめた．上昇域は概ね第四紀火山近傍が多い．
しかし，いくつかの非火山地域（西南日本弧の前弧側のほぼ全域，北海道の空知—エゾ帯，東北およ
び九州の前弧側の一部地域）においても，スラブ起源熱水を含む地下水が存在することがわかった． 

スラブ起源熱水は，その成因別に以下に示す 3 種類の熱水流体に区分可能である．すなわち，a） 
沈み込むスラブ上面の堆積物に含まれるスラブ間隙水，b） 沈み込む海洋地殻や堆積物中の含水鉱物
の分解により放出されたスラブ起源水がそのままマントル内部を熱水として上昇するスラブ脱水流体，
および，c） 脱水したスラブ起源水がマントルを部分溶融しマグマを生成，地殻内で固化し放出され
たマグマ起源熱水である．これらの化学特徴をまとめると，a）は海水成分を主体とするが，続成流
体の影響を受け塩分濃度が相対的に低い，また，b）は地殻内で滞留し変質する場合もあるが，基本
的に NaCl-CO2 型であり，c）のマグマ起源熱水と化学的に区別することが難しいことがわかった．
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次に，スラブ起源熱水が地下水系に与える影響については，NaCl-CO2 型の地下水の水質変化およ
び濃度変化についてその原因をまとめた．水質変化（CO2 から HCO3 あるいは炭素種の除去）に関
しては，上昇時間に関係すること，および CO2 が気泡を形成することにより様々な濃度バリエーシ
ョンを生み出すことを示した．また，この水質変化そのものが，処分場の母岩の化学的破壊の原因に
なることを示した．スラブ起源熱水の活動予測については，その供給は定常的であると考えられるが
地殻内での上昇は間欠的であること，また，その間欠性は，地殻内部にある大型の熱水溜まりの影響
や地震・断層活動の影響が考えられることを指摘した．

今後の課題としては，1） スラブ起源熱水の NaCl-CO2 型の特徴により引き起こされる岩石の化学
的破壊が，どのようなものであるのかについて地質学的エビデンスを収集することにより検討する必
要がある．また，2） 上昇量（フラックス）は現在の値がそのまま将来にわたり安定である保証がな
いことから，上昇場の長期的な安定性の評価と超長期にわたる平均的な流量値を予測する手法を検討
するべきである．

付録1)　トリチウムおよび放射性炭素指標を用いたスラブ水起源のClとCO2の地域地下水との混合及
び端成分に関する検討

これまで，トリチウム指標を用いてスラブ水（深部流体）の化学組成の推定を実施してきた（産業
技術総合研究所深部地質環境研究コア，2012, 2013）．トリチウムによるスラブ水の化学組成の推定
は，浅層地下水に含まれるトリチウムがスラブ水には含まれないことを利用するもので，スラブ水と
混合関係にある浅層地下水や河川水試料のトリチウム濃度と化学成分の濃度の関係から（図 A-1.1），
トリチウムを含まない端成分の化学組成を求めて，スラブ水の化学組成の推定値としてきた．しかし，
同じ地域や隣接地域において，トリチウム濃度と Cl 濃度の関係が複数の直線を示すことがあり（図
A-1.1），スラブ水の端成分推定において，試料の吟味が重要となる．これは，一部の試料では，ス
ラブ水がトリチウムを含まない天水起源の地下水と混合した後に，トリチウムを含む浅層地下水と混
合するような多段階の混合を経験したことを示している．このことは，上昇してきたスラブ水起源の
Cl が，地下水流動にしたがって，広範囲に拡散することを示している．

スラブ水の上昇地域において，Cl と CO2 の付加が見られる地点を見ると，必ずしも同じ地域に
広がっているわけではない．例えば，津和野地域では，Cl 濃度が高い地域が広範囲に広がっており，
山口県徳佐地域においても，Cl 濃度の上昇が報告されているが（西山ほか，2014），CO2 の湧出は，
津和野町寺田地区を中心とした狭い範囲に集中している．地下水流動による拡散の影響は，Cl では
見られるが，CO2 では限定的であると言える．スラブ水がある程度の深度まで上昇すると，CO2 は
スラブ水から分離して気体となると考えられることから，天水起源の地下水に混入しても気体のまま
地表までもたらされるため，CO2 ガスの上昇域が限定されたと考えられる．もちろん，天水起源の
地下水に溶解する CO2 成分もあるため，やはり地下水流動により拡散する成分もあるが，CO2 ガス
ではなく溶解した炭酸成分として検出されると考えられる．このことは，放射性炭素（14C）濃度の
結果からも支持される（図 A-1.2）．CO2 がガス成分として上昇している地域においては，14C 濃度
が非常に低く，現代炭素の混入がほとんどないことがわかる．つまり，CO2 成分は地下で滞留する
ことなくすみやかに上昇していると考えられる．鹿塩やいわきでは炭素成分が地表に到達するまでに，
現代炭素の混入が多いことが示されており，これらの地域においては，スラブ水の上昇速度が遅く，
地下水中で炭素物質との反応を起こす時間があったものと考えられる．鹿塩地域ではスラブ水の上昇
速度が比較的ゆっくりであるとする報告（産業技術総合研究所深部地質環境研究コア，2014）とも
矛盾しない．

同じ地域内でも，トリチウムを含まない天水起源の地下水の混合がないものと，あるものが混在し
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ているが，掘削によって地下深くから採取しているような温泉水では，天水起源の地下水の混入が少
ない．また，同じような掘削孔からの試料であっても，スラブ水の上昇エリアの中心に近いと考えら
れるような地区とその周辺地区でも差があるようである．

図 A-1.1　スラブ水の混入があると思われる地下水試料のトリチウム濃度と Cl 濃度の関係．

図 A-1.2　スラブ水の混入があると思われる地下水試料の 14C 濃度と溶存無機炭酸 (DIC) 濃度の関係．

付録2)　深部流体の36Cl/Clの地域特性と滞留時間に関する検討
これまで，産業技術総合研究所深部地質環境研究コア （2009, 2012, 2013, 2014）において，深

部流体の端成分の 36Cl/Cl およびその地域的な特徴について検討を行ってきた．今年度新たに 36Cl/Cl
データを取得した深部流体試料について，Cl 濃度と 36Cl/Cl との関係を図 A-2.1 に示し，その特徴を
まとめる．図 A-2.1（a）には，今年度に測定を行った大分の 4 試料（Li/Cl >0.001）に加え，比較
のため，昨年度までに取得したデータの内，有馬―高槻構造線周辺，中央構造線周辺，関東山地北縁
部，津和野，シオワッカ（北海道）の試料について，Li/Cl 重量比が 0.001 以上の地点を抽出して示
している．大分の 4 試料は，Cl 濃度が比較的低いにも関わらず，36Cl/Cl は 2-3 × 10-15 程度の低い
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値に集中していることがわかる．これは，既に得られているスラブ起源流体の値（有馬地域や関東山
地における高 Cl 濃度の端成分の値）に近いことから，同様に U，Th 濃度が低い環境を経て上昇し
てきたスラブ起源流体であることを示唆している．

図 A-2.1（b）には，上記以外の地域の塩水について今年度取得したデータを示している．月山志
津の塩水については，Cl 濃度が海水よりも高く，36Cl/Cl が 4 × 10-15 程度と比較的低い．Li/Cl 比が
0.001 以上であることからスラブ起源流体である可能性が考えられるが，その滞留時間については付
近の岩石組成の検討が必要である．次に，寒河江の地下水試料の内，Cl 濃度が 10,000 mg/L 以上の
ものについては，36Cl/Cl は 10-15 台後半の値を一致して示している．対応する岩石の化学組成から計
算される 36Cl/Cl 放射平衡値は 1 × 10-14 前後であることから，この地域の塩水はある程度古い年代
を持っていることが推察される．福島内陸部の塩水については，高 Cl 濃度のものは 36Cl/Cl が 3 × 
10-15 程度と低く，年代としては比較的若いと思われる．一方，東北地方の内陸部の地下水試料につ
いて，トリチウム濃度は 2 試料（0.4 TU および 1.0 TU）を除いて検出限界以下であり，これらの
36Cl/Cl に対する非常に若い天水の混入の影響はほとんどない．36Cl/Cl は 10-15 台後半のものが多いが，
Cl 濃度が最も高い試料（1900 mg/L 程度）については，2.4 × 10-15 と低い値を持っており，若い端
成分が存在している可能性もある．しかしながら，概ねこれらに対応すると考えられる岩石の化学組
成に基づくと，3-7 × 10-15 程度と低めの放射平衡値が計算されることから，滞留時間については明
確な判断は難しい．九州南部の地下水試料については，トリチウム濃度は 1 試料（0.6 TU）を除い
て検出限界以下であり，36Cl/Cl への影響は無視できる．36Cl/Cl は 10-15 台後半のものが多く，宮崎
層群の岩石の放射平衡値（1 × 10-14 前後）で代表できるとすれば，ある程度の時間が経過した塩水
が起源となっている可能性がある．

図 A-2.1　深部流体試料の Cl 濃度と 36Cl/Cl との関係．

典型的なスラブ起源流体の上昇域（a）およびそれ以外の地域（b）について示した．（a）については，Li/Cl重量比が0.001

以上の地点を抽出してある．図中の曲線は，海水（36Cl/Cl = (0.71 ± 0.08) × 10-15，Cl = 19,000 mg/L）と浅層地下水

（36Cl/Cl = 100 × 10-15，Cl = 5 mg/L）との混合線を示している．
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3.　安全審査に向けた基本的考え方の整備
安全設計の基本的要件や安全評価の基本的考え方等の，安全審査に向けた基本的考え方を精密調査

地区選定開始時期までに取りまとめるため，安全審査の際に一般的に活用される指標や代替的指標の
抽出とその活用方法について検討する．

3.1　時間スケールや処分環境を考慮した地質・気候関連事象の長期的な活動予測モデルの整備並び
にその適用条件・適用範囲及び不確実性の把握
地層処分の安全評価における地質環境条件評価の不確実性や時間スケールが評価に与える影響を考

慮しつつ，地質環境条件に影響を与える地質・気候関連事象とその影響メカニズムについて検討し，
各事象について長期的な活動を予測するためのモデル化手法と対応する時間スケールを提示するもの
である．
平成 25 年度までに，地質環境に影響を与える地質・気候関連事象の連関について，国際 FEPs に

基づく整理および安全評価の観点から，核種移行解析等によって各種パラメータの岩種の相違による
重要度の分類を行った．
平成 26 年度は，平成 25 年度までの成果を実際の安全審査の観点から取りまとめた上で，地質・

気候関連事象によるパラメータの経時変化を考慮した水理，力学，地下水流動，地化学プロセス（以
下「各プロセス」という．）のパラメータおよび境界条件の変動を考慮した核種移行解析手法の検討
と結果の取りまとめを行う．また，取りまとめ結果を用いて，結晶質岩，堆積岩といった我が国にお
ける類型化された地質条件について，事象から各プロセスへの連関関係評価における課題を抽出する．

3.1.1　平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
本課題は，地質・気候関連事象が核種移行特性に与える影響に関して，事象が地質特性に与えるプ

ロセスの分類，プロセスによって水理，熱，力学，化学環境および境界条件への影響という観点での
整理を行い，核種移行評価への影響モデル構築に関する知見を整理することを目的として実施した．
平成 22年度から平成 26年度までの成果を以下にまとめる．

［平成22年度］
・	地質事象として，断層活動，隆起・侵食，単成火山，複成火山，巨大カルデラ，深部流体に関して，
水理，熱，力学，化学環境への影響を連関図として整理した．

・	地質事象の発生確率の取り扱いに関して，断層活動および火山・マグマ活動の2事象に体する総論
的な課題の抽出を行い，活断層，海溝型巨大地震，新規火山の発生に関する調査上の課題を示した．

［平成23年度］
・	地質・気候関連事象の影響の連関性に関する検討では，処分場のライフサイクルを考慮した評価の
不確実性に関する検討を行い，断層活動における内陸地震，派生断層，地質断層の再活動に関して，
不確実性を低減させるのに必要な情報と評価可能性を提示した．

・	地質・気候関連事象の発生確率の取り扱いに関しては，海水準変動，隆起・侵食の2事象に関して，
将来予測における蓋然性の高い考え方と問題点を示した．

［平成24年度］
・	影響の連関関係に関しては，平成22年度の連関図の再整理を行い，事象から影響までの時間に着
目して，遅延が無いプロセス，物質移行による遅延を伴うプロセス，熱によるプロセスに分類可
能であることを示した．
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・	地質・気候関連事象の発生以外の不確実性に関する検討を行い，母岩の水理特性等の不確	実性に
加え，起因事象によって発生しうる新規の流動経路，あるいは既存の流動経路の経時変化に関す
る不確実性の影響が重要であることが示された.

［平成25年度］
・	連関関係に関しては，平成24年度に整理したプロセスの分類に関して詳細な検討を実施し，それ
ぞれのプロセスにおいて安全評価上の不確実性を生じさせる要因に関するリストアップを行った．

・	類型化した地質環境における影響度の評価として，多孔質岩盤と亀裂性岩盤において，各種パラメ
ータが安全評価に与える影響に関するモデル解析を実施した．結果として，亀裂性岩盤モデルでは
亀裂開口幅が線量，到達時間ともに影響し，多孔質媒体モデルでは分配係数が到達時間のみに影響
することが示された．

［平成26年度］
・	結晶質岩および堆積岩における水理的な特徴，隆起・侵食に伴う風化，断層活動による水理場の変
動に関する研究事例を参考とし，断層活動と付随する熱水・深部流体が結晶質岩においては難透水
性断層コアの形成等において重要なプロセスであることが示された．堆積岩に関しては，断層コア
の透水性は母岩と大差が無い事例，母岩の固結度によってはダメージゾーンが形成されない場合が
あることが示された．

・	影響度の評価手法として，隆起・侵食を考慮した安全評価手法の適用を行った．その結果，地表面
への廃棄体の露出が起こらない条件下においても，隆起・侵食速度が線量評価に与える影響が大き
いことが示された．
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3.1.2　パラメータ及び境界条件の変動を考慮した核種移行解析手法の検討
【実施内容】
既往の連成プロセスに関する研究成果に基づき，各種の地質・気候関連事象による経時的なパラメ

ータ・境界条件の変動を考慮した地下水流動解析および各種移行解析を行い，結果を取りまとめる．
以上の成果は，原子力規制委員会が作成する概要調査結果の判断資料あるいは技術指針に反映される．

【成果】
3.1.2.1　研究目的
100 万年以上の超長期間にわたる処分場システムの安全性能を評価するためには，その期間中に想

定される地質変動の影響を無視することはできない．処分場性能を左右する地質変動として，隆起・
侵食活動，火山・火成活動，地震・断層活動などの地質・気候関連事象が挙げられ，これらの事象が
どのように処分場システム全体の安全性能に影響するかを理解しておく必要がある．このような地
質・気候関連事象の中で，火山・火成活動，地震・断層活動などの極めて明確な地質変動事象が，処
分場性能に対しておよぼす影響は極めて大きいことは明らかである．一旦噴火や地震のような規模の
大きなイベントが処分場近辺で生じると，処分場システム性能そのものがそのイベントが発生する以
前とは全く異なったものになると考えられるため，イベント発生以降のシステムの性能評価方法はそ
れらのイベント前とは連続性の低い新たな評価を導入せざるを得ない．これに対して，隆起・侵食活
動ではその活動量は数年数十年の期間ではmmオーダーの極めて小さいものではあるが定常的に処
分場性能に影響をおよぼし続け，100 万年といった超長期間の処分場システムの性能評価においては
全く無視できないものとなる．隆起・侵食活動は連続的な変化であるため，これまでに開発してきた
処分場システムの性能評価コードを用いて，隆起・侵食活動が処分場性能に与える影響を評価するこ
とが可能であると考えられる．
そこで，JAEA2000 年レポート（核燃料サイクル開発機構，1999）に準拠した模擬処分場を対象

として天然バリア内の漏洩放射性核種移行シミュレーション計算を行い，生物圏に漏洩する放射性核
種の時間変化を求めることにより，隆起・侵食活動が天然バリア内の放射性核種移行にどのような影
響を与えるかについて評価することを目的とした検討を行った．

3.1.2.2　隆起・侵食活動
日本列島はプレート境界に位置するため地質変動が活発で，また降水量も比較的多いために，これ

に起因する隆起・侵食活動が盛んである．過去の隆起・侵食活動については，多くの地域で，ボーリ
ング調査，反射法弾性波探査，航空写真などのさまざまな方法を用いた数多くの調査事例が報告さ
れている（Ota	and	Omura,	1991;	吉山・柳田，1995；田中ほか，1996；増田，2001；藤原ほか，
2004；藤原ほか，2005；梅田ほか，2005）．	しかし，これら過去のデータを用いて単純に直接将来
の隆起・侵食活動について予測することは不可能であり，過去のイベントを詳細に調査することによ
り，ある程度の将来予測が可能となると考えられる．隆起については海成段丘の旧汀線高度分布や河
岸段丘や第三記層と第四紀層の境界を利用した地形学的手法や，ボーリングコアや反射法弾性波探査
による地質構造や堆積層構造解析を利用した地質学的手法を用いた報告がなされている．それらによ
ると数十万年以前から現在に至るまで，地域的な隆起速度はほぼ一定しており，特に中部山岳地帯や
地震・断層活動に起因する隆起が発生している半島先端部などの一部地域を除いては 0.6mm/y 以下
であると推定されている．
これら従来の研究成果を用いて評価対象である処分場近辺の隆起・侵食量を推定する必要があるが，

前述のとおり将来にわたって同程度の隆起量となるかどうかは明らかではない．さらに処分場予定地
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が決まっていない現状では，処分場性能評価に資するための隆起・侵食量を設定する明確な判断基準
がない．
また，隆起・侵食活動に伴う影響は処分場システムが地表面へ接近するため地圧の低下などに起因

する，処分場システムを構成する岩盤物性の変化，地下水流動状態の変化，地下水の生物，化学成分
などの地下水環境が変化により，処分場性能が低下することが考えられる．さらに，このような物性
の変化だけでなく，処分場システムが地表面，すなわち生物圏に接近することにより，新たな生物圏
への漏洩経路が生じ，さらに早くに放射性核種が我々の生活圏に漏洩してくることも考えなければな
らない．

3.1.2.3　天然バリア内核種移行解析
隆起・侵食活動の影響を考慮したシミュレーションを行うためには，移行解析に必要なパラメータ

が隆起・侵食活動によってどのように変化するかを理解する必要がある．しかし，移行解析に必要な
パラメータは多種多様でこれらすべてについて，隆起・侵食が与える影響を把握し，パラメータの変
動量を設定することは困難である．パラメータの中で特に隆起・侵食活動によって影響を受けるもの
として，透水量係数，動水勾配，亀裂開口幅，空隙率などの物性値とこれらの変化によって生じる地
下水の移行経路の変化が考えられる．これまでの研究でこれらの物性値の中でも特に透水量係数は核
種の移行量に大きく影響することが分かっているため，ここではまず透水量係数について着目し，隆
起・侵食活動による透水量係数の変化を推定し，天然バリア内の核種移行解析を行い，隆起・侵食活
動の影響についての評価を試みた．透水量係数の変化を推定するためには，処分場周辺の隆起・侵食
量を設定する必要がある．しかし処分場予定地が決まっていない現状では，処分場性能評価に資する
ための隆起・侵食量の明確な判断材料がない．そのため，本解析においては従来の研究成果を基に保
守的な評価が行えることを考慮して 1年間の隆起量を 0.5mmとし，侵食速度は隆起速度と同じと仮
定する．
本解析においては，処分場性能に影響する地下水の涵養域，流出域を含めた処分場全体が一様に隆

起し，一様な侵食作用を受けるものと仮定する．すなわち処分場性能を左右する地下水流動において
動水勾配は隆起・侵食活動に伴って変化せず，放射性核種の移行経路も変化しないものとする．処分
場深度は 500mとし，隆起速度 0.5mm/y より 100 万年後に処分場が地表面に達するため解析時間
は 100 万年とした．
処分場深度が浅くなるに従って，かぶり圧が減少する．このかぶり圧の減少量を地下岩盤の応力の

変化量としてとらえ，透水量係数がどのように変化するかを推定することとした．深度や封圧の変化
に伴う透水係数の変化については，さまざまな研究報告がなされている（米田・小屋開地，1993；
井尻ほか，1999；相澤ほか，2007；上原，2007；Uehara	et al.,	2011）．処分場以浅の岩石の比重
を 2.6 とすると 500mでかぶり圧は約 12.7MPa となる．封圧を 12.7MPa から減少させた場合の透
水係数の増加割合は，実験条件や岩種などにより異なるものの 5MPa あたり数倍程度と考えられて
いる．これらの報告を考慮し深度 50mにつき 1MP減少するとした．すなわち，10万年ごとにかぶ
り圧が 1MPa 減少するとした．本設定では評価期間の 100 万年で 10MPa 減少することから，透水
係数の増加は 10 倍以下である．透水係数と透水量係数の関係は 1次であるとして，保守的な評価
を行うために 100 万年間で透水量係数が 1桁増加し，レファレンスケースの 1E-10m2/s から 1E-9	
m2/s まで深度に比例して変化するとした．実際の計算においては透水量係数は連続的では無く 10
万年ごとに 1E-10m2/s 増加させて移行解析を行った．本シミュレーションに用いたパラメータは
JAEA2000 年レポートの値に準拠している．
解析結果から，79Se に代表されるようなレファレンスケースの透水量係数では数万年後に移行量
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の最大値が生じる核種，135Cs に代表されるようなおよそ 10 万年後に移行量の最大値が生じる核種，
さらには 235U に代表されるような 100 万年以降に移行量の最大値が生じる核種の 3通りに類別され
る結果が得られたので，これら 3通りの結果について述べる．

3.1.2.4　核種移行解析結果
1)　79Se
レファレンスケースでは数万年後に移行量の最大値が生じる核種として 79Se の核種移行解析結果

と解析に用いた 1E-10m2/s から 1E-9m2/s まで 10 通りの透水量係数を用いて核種移行量を計算した
結果を図 3.1.2-1 および図 3.1.2-2 に示した．隆起・侵食を考慮した解析結果の図 3.1.2-1 には解析
に用いた透水量係数の最大値 1E-9m2/s とレファレンスケースの値である最小値 1E-10m2/s の結果
も合わせて示した．図は天然バリア出口における漏出放射性核種 79Se による放射能量を表している．
横軸は処分開始後からの経過時間，縦軸は放射能量である．数万年前後に移行量の最大値が生じる核
種 79Se では，隆起・侵食を考慮した結果と，レファレンスケースで計算した結果がほぼ同じである．
これは 79Se では透水量係数が変化する 10万年以降では，核種移行量がピーク値の 1/5 程度に大きく
減少していることと，透水量係数によらず 10万年以降の核種移行量の変化が同じであることに起因
していると考えられる．すなわち，透水量係数を 2E-10m2/s に変化させた時点ですでに 79Se の大部
分は天然バリア出口に移行しており，その後透水量係数が増加しても明確な移行量の変化が起こらな
いこと．また透水量係数によらず 10万年以降の核種移行量の変化が同じであるため，隆起・侵食活
動を考慮しても数 10万年以降の核種移行量に差を生じない．そのため核種移行に与える影響が小さ
い．この結果から数万年までに移行量の最大値が生じ，10万年以降の透水量係数の変化に起因する
核種移行量の差異が小さい核種では，隆起・侵食活動の影響が小さいと言える．

図 3.1.2-1　隆起侵食活動を考慮した移行種解析結果 (79Se)．
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図 3.1.2-2　透水量係数を変化させた場合の核種移行解析結果 (79Se)．

2)　135Cs
10 万年後に移行量の最大値が生じる核種として 135Cs の核種移行解析結果と解析に用いた 10通り

の透水量係数を用いて核種移行量を計算した結果を図 3.1.2-3 および図 3.1.2-4 に示した．135Cs では
レファレンスケースの移行解析結果と比較して，隆起・侵食活動を考慮した解析結果の方がピーク値
の出現する時間が少し早くなっている．ピーク値についてはほぼ変化は見られない．79Se と比較して
135Cs の方が核種移行時間は遅く，10万年以降も天然バリア内に核種が残留しており，その核種が透
水量係数の増加に伴ってより早く天然バリア出口に到達すると考えられる．また 10万年以降の放射
能量の時間変化も 79Se と異なり，透水量係数が異なれば放射能量の変化も異なるため，ピーク以降
の変化もレファレンスケースとは異なる結果になっていると考えられる．その結果 135Cs は 79Se の結
果に比べ隆起・侵食活動の影響が大きくなっている．

図 3.1.2-3　隆起侵食活動を考慮した移行種解析結果 (135Cs)．
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図 3.1.2-4　透水量係数を変化させた場合の核種移行解析結果 (135Cs)．

3)　235U
100 万年後に移行量の最大値が生じる核種として 235U の核種移行解析結果と解析に用いた 10通り

の透水量係数を用いて核種移行量を計算した結果を図 3.1.2-5 および図 3.1.2-6 に示した．図では明
らかではないがレファレンスケース，すなわち透水量係数が 1E-10 の時は 100 万年まで天然バリア
出口における核種の漏出はほとんど見られなかった．235U ではレファレンスケースの結果と比較し
て，隆起侵食活動を考慮した解析結果では明確違いが見られる．レファレンスケースでは隆起量が処
分場深度を越える 100 万年の間に，天然バリア出口に 235U	はほとんど出現しない．それに対して隆
起・侵食活動を考量した結果では，約 60万年以降で出現している．少し保守的な評価計算を行った
ので，核種の漏洩時間が少し早くなっていると考えられるが，隆起・侵食活動の影響で 235U の漏出
が数十万年早まることがわかる．100万年の評価期間内では100万年が最も高い漏出量を示している．
これはこの時点で天然バリアを含む処分場システム全体にまだ多くの 235U が存在していることを示
すものであり，100 万年以降仮に処分場システム特に核種移行経路が地表面に露出するに従って一気
に生物圏に漏出することも考えられる．そのため，隆起侵食を考慮した処分場システムの性能評価に
おいては．処分場システムの地表への接近時間と核種移行時間変化との関係は極めて重要な要素であ
ると言える．

図 3.1.2-5　隆起侵食活動を考慮した移行種解析結果 (235U)．
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図 3.1.2-6　透水量係数を変化させた場合の核種移行解析結果 (235U)．

3.1.2.5　まとめ
隆起・侵食活動が天然バリア内の放射性核種移行に与える影響は，処分場深度，隆起・侵食速度に

よって異なり処分場深度が深く，隆起・侵食速度が遅い程，移行結果が受ける影響が小さい．また，
隆起・侵食活動の影響が無い場合の核種移行量の時間変化の違いが，隆起・侵食活動の影響を考慮し
た解析結果に影響することが明らかである．隆起・侵食速度，処分場深度に左右されるものの，現有
の知見，および設定条件では 100 万年を経過すると処分場が地表面に極めて接近する可能性が高い．
そのため，核種移行速度の遅いウランやトリウムの様な放射性核種は，処分場システムが地表面に到
達した時点で一気に漏出するようなことも考えられる．また逆に核種移行速度の速いセレンやセシウ
ムの場合は，移行速度が少し速くなる傾向があるが，隆起侵食の影響は小さいと考えられる．
いずれにしても，隆起速度が重要な要素であり，処分場深度を仮に 500mとすると，隆起と侵食

速度を同じとして，隆起速度が 0.5mm/y であれば 100 万年後，0.1mm/y であれば 500 万年後に地
表面に到達することになり，この時間と核種の移行時間の関係が処分場システムの性能に大きく影響
する．

3.1.2.6　今後の課題
本解析では，かぶり圧の減少に伴い天然バリア内の岩石の封圧が減少し，それに伴い透水量係数が

増加すると仮定した．封圧の減少に伴う透水係数の増加は，従来の研究成果では直線的に変化すると
報告されているため，透水量係数が処分場深度に比例して変化するとして移行解析を行った．しかし
隆起・侵食活動により処分施設が地表面に近接した場合，すなわち封圧が 0MPa に近い領域での透
水係数の変化について述べた報告はほとんど見当たらないため，0MPa 近傍まで直線的に変化するか
どうかは分からず，指数関数的に急激に増加することも考えられる．封圧が 0MPa になるには処分
施設や移行経路が地表に極めて近くなる必要があるが，そのためには長時間の時間経過が必要となり，
比較的移行速度の速い核種では受ける影響は小さいものの，ウランの様にレファレンスケースでは移
行速度の遅い核種では透水量係数の大幅な減少による影響は大きい．そのため処分場システムが地表
面に接近した場合の透水量係数の変化についてはさらに詳細に把握しておく必要がある．また，今回
の解析では，涵養域，流出域を含め一様に隆起・侵食すると仮定したが，実際には傾斜した隆起が生
じるとするのが自然であり，それに伴って動水勾配も変化し透水量係数に与える影響も同じ隆起量で
あっても異なった結果となることが予想されるため，傾斜隆起についても評価を行う必要がある．
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また，処分場システムが地表面に接近した場合は，天然バリアの出口，すなわち生物圏との接触地
点があらたに生じることも十分考えられる．その結果透水量係数の変化に関係なく，さらに早く放射
性核種が生物圏に到達することも考えられるため，天然バリアと生物圏の境界についても何らかの評
価を行う必要がある．
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3.1.3　地質・気候関連事象と影響の連関関係評価における課題抽出
【実施内容】
我が国における典型的な地質条件の類型化として，結晶質岩，堆積岩の 2種の条件に対し，各プ

ロセスの影響に関する連関関係ベースラインにおける地質環境条件の相違，地質・気候関連事象の発
生様式の相違等を考慮して，各プロセスの重要度を規模と時間の観点から整理し，課題を抽出する．
以上の成果は，原子力規制委員会が作成する概要調査結果の判断資料あるいは技術指針に反映される．

【成果】
3.1.3.1 類型化された地質条件の特徴
安全評価における地下水流動および核種移行の観点から，結晶質岩と堆積岩の特徴を以下に示す．

1)　結晶質岩
結晶質岩においては，亀裂の存在しない岩石（マトリックス）部分の空隙率は小さく，例えば國丸

ほか（2012）では，瑞浪花崗岩およびスイス・グリムゼルの花崗閃緑岩の健岩部岩芯試料の間隙率を，
通常の水飽和法と水銀圧入法で測定し，水飽和法で 0.8-2.6%，水銀圧入法で 0.2-0.3% という値を示
した．マトリックス部の水理特性に関しては，堤ほか（1994）において同じ瑞浪花崗岩に対してト
ランジェント・パルス法（Brace	et al.,	1968）を適用し，1.25×10-10cm/s という値を得ているように，
一般的に難透水性と考えられる．したがって，結晶質岩においては岩体中の亀裂が支配的な透水経路
となる．吉田	（2012）は，花崗岩類の結晶質岩に対して，断層活動とは構造的に無関係と考えられる，
岩体の冷却，隆起時に生じた亀裂に関して，既往の亀裂観察結果から岩体の形成年代と亀裂頻度の関
係を整理し，冷却による脆性破壊が生じた後には頻度が変化せず，比較的安定な状態を示しているこ
とを明らかにした．また，透水性亀裂の長期的な挙動として，岩体の冷却と脆性破壊に伴う熱水循環
による緑簾石，緑泥石等の充填と周辺母岩の選択的変質，岩体の上昇による透水性の高い亀裂を経路
とした比較的低温・還元性の地下水浸透による沸石，方解石等の充填と変質，地表付近までの隆起に
伴う応力解放による亀裂の発生とを天水起源の地下水による変質という段階の概念モデルを提唱して
いる．透水性亀裂周辺の変質に関しては，苗木花崗岩における分析事例として，酸化還元フロントが
亀裂から 150mm程度の深度に存在するという研究事例がある（Akagawa	et al.,	2006）．
結晶質岩における断層活動が安全評価上の地下水流動や核種移行への影響に関する研究事例として，

例えば，吉田ほか（2009）では岐阜県北東部から長野県にかけての濃飛流紋岩からなる阿寺層，苗
木－上松花花崗閃緑岩に発達した阿寺断層に関して，従来の亀裂の幾何学的分布のみから評価される
プロセスゾーン（Vermilye	and	Scholz,	1998）に対して，地下水流動や物質移行に関わる機能的な
面から考慮されるダメージゾーンを定義し，阿寺断層周辺岩盤における亀裂発生等の影響範囲は断層
から約 200mの範囲であること，熱水上昇等の化学的影響範囲はより狭い範囲に限られることを示
した．
Evans	et al.	（1997）は，米国ワイオミング州の花崗岩および片麻岩中の East	Fork 逆断層に関し

て同様の透水試験を実施し，断層コアの部分が母岩よりも低透水性であり，ダメージゾーンの透水性
は母岩よりも 1オーダー以上高いことを示し，断層のバルクとしての水理地質構造として，低透水
の断層コアと高透水のダメージゾーンでモデル化することを提唱した．
また，Seront	et al.	（1998）では，米国ネバダ州の結晶質岩中の正断層である Stillwater 断層に対

して，断層コア，ダメージゾーン等で採取した岩石試料を用いた各種試験の結果，ダメージゾーンの
透水性が周辺と比較して有意に高く，断層コアが難透水性であることを示した．ただし，断層コアに
関しては，断層活動によって一時的に破壊が進行することで透水性が上昇するが，断層活動サイクル
の繰り返しの間に，熱水によるセメンテーションが進行するというモデルを提示している．
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2)　堆積岩
堆積岩は結晶質岩と異なり，断層活動や褶曲活動以外の初生的，脆性的な亀裂が発生しないため，

亀裂が少ない箇所においては流体流動の観点からは多孔質媒体としての挙動を示す．堆積岩において
は，堆積方向（一般的に鉛直方向）と直交方向における透水性の相違（異方性）が存在することが知
られ，例えば，末永ほか，（2002）では，第四紀～新第三紀中新世の堆積岩を対象として，試料の方
向を変化させた室内透水試験を実施し，水平方向が鉛直方向と比較して 1.5 ～ 10 倍程度高い透水係
数を示すという結果を得た．
断層活動等の影響を受けた堆積岩地域においては，発生した亀裂が主要な透水経路となると考えら

れるが，舟木ほか（2009）では，北海道幌延地域の新第三紀堆積岩中の亀裂と透水性の関係を解析し，
岩質によって亀裂の連続性や開口性に差があるために，亀裂を主要な透水経路として考慮すべきか否
かは一概には言えないことを示した．また，断層活動の水理場への影響としては，同地域において石
井ほか（2006）は高角度の断層である大曲断層についての調査解析を実施し，大曲断層が幅 10 ～
20cm程度の断層コアと 120m程度のダメージゾーンから構成される断層帯であり，原位置試験での
バルクの透水係数は，ダメージゾーンにおいて母岩よりも 2～ 3オーダー高い値であることを示した．
また，石井・福島	（2006）は，幌延地域の小断層帯に着目して，層理面に対して高角な横ずれ小断
層帯は母岩と比較して 1～ 4オーダー高い透水係数を示す一方，層理面と平行な縦ずれ断層は透水
性が低いことを示し，その原因として，断層の成因による開口度の違いであることを指摘している．
多孔質な砂質岩石中に形成されるせん断帯においては，微小亀裂の発生を伴うようなダメージゾー

ンは形成されにくく，断層周辺での透水性も大きく変化しないという報告（Antonellini	and	Aydin,	
1994）がある一方，佐藤・堤	（2003）は付加体中の砂岩，頁岩等を母岩とする柳ケ瀬断層に対し，
断層コアとしてガウジ帯，ダメージゾーンとしての断層角礫帯，母岩のそれぞれから採取した試料に
対する透気試験を実施し，断層角礫帯が母岩と比較して 1～ 2オーダー高い浸透率を示すこと，ガ
ウジの浸透率は断層角礫帯とほぼ同じであり，母岩と比較して高い値であるということを示した．こ
の結果は，比較的固結度の高い堆積岩においては高透水性のダメージゾーンが形成され得ること，堆
積岩においては低透水性の断層コアが形成されない場合があることを示している．
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3.1.3.2　重要プロセスの抽出
3.1.3.1 に示した類型化された地質の特徴から，既往報告書で示した事象ごとのインフルエンス・

ダイアグラムにおける重要プロセスを抽出する．ただし，地域的な差が大きい火山・マグマ活動に関
しては類型化による特徴を示すことが困難であるので，ここでは，隆起・侵食，海水準変動・気候変
動，地震・断層活動，熱水・深部流体に関して考察を加えるものとする．

1)　隆起・侵食
隆起・侵食における事象，プロセスと影響される条件を示したダイアグラムを図 3.1.3-1 に示す．

図 3.1.3-1　隆起・侵食による影響連関図．

隆起・侵食は広域かつ緩慢な変動事象であり，結晶質岩，堆積岩の双方に対して同様の影響を与え
る．それぞれの地質特性間での相違としては，水質変化による地化学パラメータ変動を経ての風化帯
の形成である．堆積岩においては，主として隆起・侵食を考慮した地表面からの深度で風化帯が規制
されるが，結晶質岩の場合，前出のAkagawa	et al.	（2006）;	吉田	（2012）にも示されているように，
断層活動の影響が無い地域においても，冷却時の脆性的な亀裂を経路とした酸化性の高い浅層地下水
の流入による風化を考慮する必要がある．

2)　海水準変動・気候変動
海水準変動・気候変動におけるダイアグラムを図 3.1.3-2 に示す．	

図 3.1.3-2　海水準変動・気候変動における影響連関図（図中の赤線は地質特性の違いによる差が大きいプロセス）．

堆積岩の場合には局所的な透水経路が存在しないため，将来的な海水準，涵養量，透水性等でモデ
ルを構築することで海水準変動の影響を予測することは可能であるのに対し，結晶質岩地域において
は，水理報告書 2.2 における広島花崗岩の例にも示されたように，局所的に内陸まで年代の新しい海
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水の侵入が確認されているように，亀裂の状態による陸域地下の流動系や水質変化への影響が大きい
と考えられる．

3)　地震・断層活動
3.1.3.1 に示したように，地下水流動系への影響という観点で，結晶質岩，堆積岩という類型化の

間での差異が最も大きい事象は地震・断層活動である．ただし，断層活動による水理特性への影響に
関しては，個別研究事例間においても差が大きいため，十分な科学的根拠を持つか否かは今後の検討
が必要である．
地震・断層活動のダイアグラムにおいて結晶質岩および堆積岩での重要プロセスを赤線としたもの

を図 3.1.3-3 に示す．

図 3.1.3-3 断層活動における連関関係における重要プロセス

（a: 結晶質岩における重要プロセスを赤で示したもの，b: 堆積岩における重要プロセスを赤で示したもの）．

結晶質岩，堆積岩の双方において，断層周辺のダメージソーンの幅は，断層の長さからの推定
（Vermilye	and	Scholz,	1998）によって評価可能である．結晶質岩，堆積岩における相違点は，結
晶質岩においては難透水性の断層コアが形成される一方，堆積岩においては断層コアの透水性は母岩
と相違が無いという点である．結晶質岩において難透水性コアが形成される原因としては，次に示す
熱水・深部流体の影響が大きいと考えられる．

4)　熱水・深部流体
熱水，深部流体に関しては，亀裂を透水経路とした上昇による水質への影響，3）で述べた難透水

性断層コアの形成が重要なプロセスである．結晶質岩においては冷却時の脆性的破壊による亀裂が透
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水経路となり得るが，一旦脆性破壊によって亀裂が生成した後には，断層活動以外に新規の亀裂が発
生しないため，多くの脆性的破壊による亀裂は，岩体の上昇過程においてすでに深部流体の影響でシ
ーリングがされている．断層活動による亀裂においては，断層面の形成の後に深部流体の上昇による
難透水性の断層コアの形成が起こる．堆積岩においては，書生的な亀裂が存在しないことから，断
層活動による深部流体上昇のみが問題となり得るが，難透水性断層コアが多くの場合見られないこ
とから，水理場と比較して水質への影響が大きいと考えられる．熱水・深部流体の影響連関図を図
3.1.3-4 に示す．

図 3.1.3-4 熱水・深部流体活動における影響連関図（重要なプロセスを赤線で示す）．

3.1.3.3　まとめと今後の課題
ここでは，類型化された地質環境として，結晶質岩と堆積岩に関して，地質事象による影響を受け

る以前の亀裂の状態，水理特性等のモデルに関する既往研究事例の調査と，特に断層活動における水
理特性の変化に関して，いくつかの国内外の事例を調査した上で，特に地域的な影響が少ないと考え
られる隆起・侵食，海水準変動・気候変動，断層活動，熱水・深部流体の影響における重要プロセス
を抽出した．
結晶質岩と堆積岩における重要な相違点は，以下の通りである．

・	結晶質岩においては，断層活動と関連が無い脆性的破壊による亀裂が存在し，その密度は岩体岩体
の上昇過程では変化しない．堆積岩においては断層活動等による亀裂のみが存在する．したがって，
結晶質岩では断層活動以外のプロセスにおいても，深部流体上昇や天水の浸透による風化が重要な
プロセスとなる．

・	断層活動においては，結晶質岩では断層面破壊後の深部流体上昇による難透水性断層コアの形成が
見られるのみ対し，堆積岩では難透水性コアは多くの場合形成されない．一方，断層周辺のダメー
ジソーンは，固結度の低い堆積岩を除けば双方で同様に見られるが，堆積岩の場合は亀裂の方向に
よって難透水性を示す場合がある．したがって，特に結晶質岩において断層活動とそれに付随する
深部流体上昇が水理場への影響という点で重要なプロセスである．

特に断層活動の影響が重要なプロセスを含むものと考えられるが，水理的な影響から断層周辺の研
究を行っている事例は未だ少ないため，ここで示した事例が一般化可能であるかに関しては十分な事
例があるとは言えない．また，結晶質岩における難透水性断層コアに関しても，長期的な化学的安定
性があるか否かは十分な検討が行われているとは言えない．したがって，今後は地質調査，地化学調
査，原位置および室内における水理特性評価を組み合わせた総合的評価が必要と考えられる．
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【まとめと今後の課題】
地質・気候関連事象の影響に関する検討，取りまとめを行った結果を以下にまとめる．

隆起・侵食を考慮した安全評価手法の適用の結果からは，以下の知見を得た．
・	隆起・侵食活動が天然バリア内の放射性核種移行に与える影響は，処分場深度，隆起・侵食速度に
よって異なり処分場深度が深く，隆起・侵食速度が遅い程，移行結果が受ける影響が小さい．また，
隆起・侵食活動の影響が無い場合の核種移行量の時間変化の違いが，隆起・侵食活動の影響を考慮
した解析結果に影響することが明らかである．核種移行速度の遅いウランやトリウムの様な放射性
核種は，処分場システムが地表面に到達した時点で一気に漏出するようなことも考えられる．また
逆に核種移行速度の速いセレンやセシウムの場合は，移行速度が少し速くなる傾向があるが，隆起
侵食の影響は小さいと考えられる．

結晶質岩と堆積岩に関して，地質事象による影響を受ける以前の水理特性，特に断層活動における
影響の国内外の事例調査からは，結晶質岩と堆積岩の主要な相違点として以下の知見を得た．
・	結晶質岩においては，断層活動と関連が無い脆性的破壊による亀裂が存在し，その密度は岩体岩体
の上昇過程では変化しない．堆積岩においては断層活動等による亀裂のみが存在する．したがって，
結晶質岩では断層活動以外のプロセスにおいても，深部流体上昇や天水の浸透による風化が重要な
プロセスとなる．

・	断層活動においては，結晶質岩では断層面破壊後の深部流体上昇による難透水性断層コアの形成が
見られるのみ対し，堆積岩では難透水性コアは多くの場合形成されない．一方，断層周辺のダメー
ジソーンは，固結度の低い堆積岩を除けば双方で同様に見られるが，堆積岩の場合は亀裂の方向に
よって難透水性を示す場合がある．したがって，特に結晶質岩において断層活動とそれに付随する
深部流体上昇が水理場への影響という点で重要なプロセスである．

地質・気候関連事象の影響を評価する場合，特に断層活動の影響が重要なプロセスを含むものと考
えられるが，水理的な影響から断層周辺の研究を行っている事例は未だ少ないため，ここで示した事
例が一般化可能であるかに関しては十分な事例があるとは言えない．また，結晶質岩における難透水
性断層コアに関しても，長期的な化学的安定性があるか否かは十分な検討が行われているとは言えな
い．したがって，今後は地質調査，地化学調査，原位置および室内における水理特性評価を組み合わ
せた総合的評価が必要と考えられる．
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3.1.4　立地要件の基本的考え方の検討
【実施内容】
上記で検討を取りまとめた長期的な地質変動事象の予測モデルとその不確実性を踏まえて，精密調

査地区選定段階で必要とされる立地要件の基本的考え方を提案し，それに基づいて抽出される指標を
提示する．

【成果】
平成 22年度からの 5ヶ年計画を取りまとめるにあたり，本事業の計画策定時の議論を踏まえた達

成度を表 3.1.4-1 に，成果ならびに重要な今後の課題を 3.1.4-2 に取りまとめる．表 3.1.4-1 は，平
成 22 年度事業の評価委員会において議論され承認された，「2009：5 ヶ年計画策定時」達成度と，
本事業実施計画内容に照らし表 3.1.4-3，3.1.4-4 に取りまとめた 5ヶ年事業成果の取りまとめ表で
の成果達成度を「2014：5ヶ年計画終了時」達成度として表現したものである．

これらの表においては，現在の最終処分法に対応した段階的立地調査の各段階で必要となる調査項
目と，事業者の調査結果の妥当性確認に用いるべき評価項目・評価対象とその判断指標，ならびにそ
れに必要とされる手法について，5ヶ年事業の成果と共に記述しているが，今後の安全規制の基本的
な考え方が提示された段階で再度見直しを行う必要がある事は言うまでもない．また，最終処分法で
の段階的立地選定調査についても，特に文献調査段階の将来予測と概要調査段階以降での考え方が連
続的では無い部分もあること（前者では排除要件，後者では安全評価の対象とし得る点）に留意する
必要がある．	

これらの資料に共通する表全体の構造は，「A.	概要調査段階に必要となる調査項目と結果の妥当性
判断指標」，概要調査結果に基づいた「B.	精密調査地区選定に係る評価の妥当性判断指標」，そして「C.	
精密調査で確認が必要な要件とその調査項目の選定」の 3段階に区分している．この中で，3番目の
精密調査での確認要件については，具体的な事業者の調査計画が未公開であるため，5ヶ年計画策定
時には最終処分法等の記述以上には内容に踏み込んでおらず，今回の取りまとめにおいてもそれに従
った．ここでのA. は最終処分法の概要調査段階の要件を踏まえており，C. は同精密調査段階の法定
要件に対応させたものである．	

文献調査時点での将来の変動予想は，概要調査時のサイト調査により直接再検討され，あるいは新
規の発見が生じる場合も想定されるが，概要調査時点でのサイト評価にあたっては，変動事象の証拠
が直ちにサイト排除とはならない可能性があり，基本的には精密調査地区としての母岩性能への変動
影響を見積もっていくこととなろう．例えば事業側で説明されているように，精密調査地区選定に当
たっては，現状のサイト特性や過去の履歴から想定される将来の変動についても再確認されるとの事
であるので，それを含めた法定外の再確認事項の候補等を，将来の手戻りを避ける意味でも幅広に設
定した．これらの項目は B. で整理し，A. の概要調査段階ではサイト成立要件としての現状評価を過
去の履歴等から確認するものとして整理している．	

一連の表においては，それぞれの段階で最終処分法の条文等の項目に対応した対象について，地質
事象，地質特性，あるいは調査評価手法ごとに，そこに含まれる評価の項目について，検討項目，評
価対象の具体とその対象を定量的・定性的に評価する調査結果の項目を記述している．これらの詳細
項目ごとに計画策定時（2009）の達成度に対応して，5ヶ年計画での実施概要と成果（2014）での
達成度を記述したものが，表 3.1.4-1 となる．また，これらの成果達成の特筆すべき項目と，残され
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た重要な課題について，外部成果物（資エ庁基盤研究等）を含めて記述したものが，表 3.1.4-2 となる．

現時点では，事業者の行う段階的立地調査については，規制の立場からは最終処分法に照らして妥
当なものであるかの判断を行うこととなろう．この点については，基本的な立地要件として十分なも
のである事に加えて，将来の規制の安全評価に必要となるであろうと見込まれる，諸 “調査段階での
必須取得情報や評価事項が漏れなく取得され扱われている事 ”と，“立地選定で適用される手法や知
見が現時点で十分な適用性を持っているものであること ”が，これに付け加えられるべきであると考
える．

したがって，　本稿ではこれらを踏まえて，精密調査地区選定段階で必要とされる立地要件を，表
3.1.4-5 精密調査地区選定段階で必要とされる立地要件 ( 案 ) に取りまとめた．今回の作業では，あ
くまで表 3.1.4-1 と 3.1.4-2 のブロックのA. と B. の段階で設定した「評価対象：評価が照らすべき
要件」から抽出されるものを評価項目とする前提で，係る要件の評価に付随する不確実性が得られて
いるものを判別して提示した．これは，本 5ヶ年計画当初の課題構造に従って，事業成果と既往成
果を踏まえた要件とその評価指標，並びに付帯する不確実性の概要を列記したものである．今後の事
業推進側の段階調査計画や，国の安全規制の詳細が明確化される際には，さらに再検討が必要なたた
き台の位置付けであるが，現時点での一定の取りまとめとして提示する．
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3.2　自然事象等の外的因子を考慮した地質環境条件評価モデルの作成と不確かさの把握
核種移行評価を行う上で必要となる処分場近傍および広域の地質環境条件を評価する観点から，水

理，熱，力学および化学に関する場の特性を把握するためのモデルを各現象の連成を考慮して構築し，
処分環境と地質・気候関連事象による変動を考慮した数値連成解析手法を整備する．
平成 25 年度までに，水理 - 力学および水理 - 化学・生物化学連成解析手法の検討を行い，多孔質

および亀裂を含む岩盤に関して長期的な水理特性および力学特性の変化，亀裂発生時における亀裂周
辺の水理特性変化に関する実験および解析手法の整備を行った．
平成 26年度は，時間スケールや処分環境を考慮した地質・気候関連事象の長期的な活動予測モデ

ルとして，水理—力学，水理—化学反応連成解析手法に関するデータの拡充を行った上で，平成 25
年度までの成果の取りまとめを行う．また，室内実験スケールから処分場スケールの予測を行う上で
のモデル化手法およびスケール変換手法に係る課題および新たな地質・気候関連事象発生を考慮した
際のモデル構築に係る課題を抽出する．

3.2.1　平成22〜26年度の5年間における年度毎の検討結果の概要
本課題は，地質事象等の影響による様々な時間スケールでの地下水流動場の変動モデルを構築する

ために，水理，力学，熱，化学の連成解析モデルの構築を目的として実施した．各年度における成果
を以下に取りまとめる．

［平成22年度］
・堆積岩を対象とした圧力溶解による水理特性変化の室内実験を行い，拘束圧と透過率低下の相関が
明らかとなった．室内実験結果から長期的な予測を行うための水理−熱−化学反応連成モデルを構
築し，室内実験結果の再現性を確認した上での予測解析から，最終的に40%程度の透過率低下が生
じることが示された．

・	原位置透水試験による水理特性算出の不確実性を評価するために，亀裂性岩盤を対象とした原位置
透水試験のシミュレーションを実施した．その結果，数値解析と実測データの比較から，通常のデ
ータ解析で利用される理論解からは評価できない，亀裂の長さ等のパラメータが評価できる可能性
が示された．また，様々なパラメータの感度解析から，例えば亀裂の比貯留係数等は感度が低く，
不確実性を生じる要因となることが示された．

［平成23年度］
・堆積岩を対象とした連成挙動による水理特性変化の評価手法に関しては，圧力溶解による変化に自
由表面溶解を加えた解析モデルを提示し，実験結果の再現性が向上した．

・水理−力学連成モデルの予備的な考察として，スケール変換を行うための物性値を取得すべき試料
サイズとして，平均亀裂長や空隙径分布との関係から定量的に示した．

・安全評価上の各種要因の不確実性評価として，微生物が核種移行に与える影響を分配係数によって
評価するためのプロセス分類を行い，感度解析を実施するとともに，透水係数の空間分布が安全評
価結果に与える影響の評価を行った．結果として，微生物が核種移行に対して優位な影響を与える
可能性があること，透水係数の空間分布が大きいほど，安全評価結果は非保守的になることが示さ
れた．

［平成24年度］
・堆積岩を対象とした連成挙動による水理特性変化の評価手法に関しては，水理特性変化に関する実
験データから，簡易的に長期の水理特性変化を予測するモデルを提示し，透過率は一旦低下した後
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に上昇に転じ，最終的には10倍程度に上昇することが予測された．
・断層活動に伴う周辺岩盤の水理特性変化の予測を行うために，既往の一面せん断−透水試験結果に
対し，粒状体を用いた個別要素法によるモデル化を行った．解析結果は室内実験結果を再現可能で
あることから，粒状体モデルが周辺岩盤の水理特性変化予測に適用可能であることが示された．

・火山・マグマ活動を対象とした変動予測モデルとして，岩脈貫入による水理特性変化のモデル化と，
周辺の地下水水質への影響モデルの評価を行った．貫入による影響評価では，クラックテンソルを
用いた歪みと水理特性変化のモデルから，貫入岩脈から１km程度の距離の地点でも１オーダーの
透水係数増加の可能性が示された．水質変動モデルでは，地下水流動と地下水水質，変質の分布の
間には明瞭な関係があること,岩石を構成する鉱物の溶解や沈殿が地下水の流れやすさに影響する
とともにそれが水質や変質の分布に影響することが明らかになり，このような手法によるアプロー
チの可能性を示すことができた.

［平成25年度］
・堆積岩を対象とした連成挙動による水理特性変化の評価手法に関しては，多孔質材料の水理特性変
化実験のデータ取得と，透過率の長期経時変化を推測する予測式による評価を実施した.	予測式に
より実験結果を回	帰分析した結果,決定係数	R2	は0.6〜0.8	程度の値を示し，予測式は概ね妥当性
の高いものであることが確認された．また，単一不連続面の変形挙動評価を目的として，持続載荷
せん断試験を実施した．実験の結果,	20	および	90	°C	条件の両方で，30	日経過後の剛性が増加す
ることが確認された.

・連成解析のスケール変換の検討では，プロセスゾーンの評価とモデル化に関する検討を行った.そ
の結果,剪断面から距離と空隙もしくは透水係数の低下は既存の結果の下限にあたる関係にあった
.また,モデル化によるスケールアップを考えるには,クラックの分布関数をいかに求めるかという課
題が抽出された.

・水理−熱−化学反応連成解析に関しては，紋岩ガラスからなる岩石と天水および初生希薄塩水の地
層水との反応-流動をともなう連成シミュレーションを，鉱物沈殿の水理特性への影響を考慮して
実施した．解析結果は，既往研究でアルカリ性変質帯とされるものに対応し,粘土鉱物およびカル
シウム系鉱物の出現について	調和的であることを確認した.また,変質鉱物には温度に規制されるタ
イプと地下水流動パターンに規制されるタイプがあることが判明した．

［平成26年度］
・水理−力学連成解析手法のデータ拡充に関しては，水理−力学連成挙動解析ツールTOUGH-RBSN
による室内実験のモデル化を通して，要素データの拡充と適用性の検討を行った．力学的物理特性
値のデータを拡充するため，圧裂試験と一軸圧縮試験のモデルを構築し，実験結果との比較を通し
て，その妥当性を確認した．この手法の要素データは，巨視的な材料応答をそのままモデルに用い
ており，従来の不連続体解析モデルよりも要素のサイズに依存しないという特徴が示された．	

・連成解析手法による水理特性変動評価手法に関しては，インタクト試料および不連続面を含む試料
に対して，長期の水理特性変化実験データを拡充した．結果としてインタクト供試体の場合，透過
率は若干の上下変動を示した後増加に転じその後一貫して上昇する傾向が得られた．透過率が一定
の時間を経過した後増加に転じる結果は，自由表面溶解が接触部溶解に比してより卓越したためと
想定される．一方，不連続面供試体の場合，透過率は時間の経過と共に最大１オーダー減少する傾
向が得られた．それらの結果を用い，自由表面溶解・沈殿および圧力溶解を考慮した連成解析モデ
ルを開発し，石英のみで構成される想定岩盤の空隙率（透過率）の経時変化を予測解析した．その
結果，自由表面溶解・沈殿のみでは，空隙率（透過率）の変化に影響を及ぼさないことが判明した．
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一方，圧力溶解を考慮したモデルでは，時間の経過とともに空隙率（透過率）が減少する傾向が得
られた．特に，空洞近傍で最大1オーダー程度の透過率低下を確認し，圧力溶解の寄与度が大きい
ことが判明した．

・水理−熱−化学反応連成解析に関しては，安山岩ガラス，流紋岩ガラスからなる岩石と天水および
初生希薄塩水の地層水との反応-流動をともなうH-T-Cシミュレーションを新旧2つの熱力学データ
セットを使用して実施した結果，旧版にくらべて新版の熱力学データセットのほうがより信頼でき
るものであると評価された．H-T-Cシミュレーションの不確かさには，ジェネリックな要因とサイ
トスペシフィックな要因があるが，これまでの一連の研究では熱力学データセットの不確かさ，特
に鉱物データの不確かさはジェネリックな不確かさに位置付けられる．

・連成解析のスケール変換に関しては，スケール変換手法の検討を対象として，原位置ブロックせん
断試験と，坑道の掘削を伴う変形やき裂について，不連続体解析モデルによる検討を行った．原位
置せん断試験の解析結果は，垂直応力とせん断強度の関係や破壊面の方向は実験と同様の傾向を示
した．また，坑道掘削に伴う変形やき裂に関する解析的検討では，不連続体解析モデルが弾性範囲
内の理論解と一致し，FEM解析による損傷領域の結果とも良い対応を示した．不連続体モデルに
よるき裂のスケールは，ある程度の閾値を設け，クラックテンソル等の等価連続体モデルとの融合
を図っていくことが現実的であると考えられる．	
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3.2.2　連成解析のスケール変換手法に関するデータ拡充
【実施内容】
既往委託研究で検討された水理－力学連成解析モデルを用いて，岩盤の変形・破壊現象と水理特性

変化に関する要素データの拡充と連成数値解析による適用性の検討を行う．また，断層活動を対象と
して，岩石－水反応による断層面の水理・力学特性の長期的な変動データ拡充とモデルの拡張を行う．
また，地化学連成解析に関しては長期の時間スケールを対象とした水理特性変動，化学環境変動の予
測への適用性という観点でのケーススタディおよび成果の取りまとめを行う．
本課題の成果は，以上の成果は原子力規制委員会が作成する将来的な判断指標あるいは技術指針に

おける科学的知見に反映されるとともに，立地調査段階における判断指標等の知見に反映される．

【成果】
3.2.2.1　岩盤の変形・破壊現象と水理特性変化
1)　背景
地層処分や地質評価を目的とする地下環境研究では，地下岩盤の変形やき裂に伴う水理特性の変化

を的確に理解・評価することが重要である．例えば，地層処分場において，坑道の掘削等に起因する
き裂の発生は坑道壁面近傍の透水性を局所的に変化させることがあり，放射性廃棄物に対する母岩の
遮蔽機能を著しく低下させる可能性がある（Tsang	et al.,	2005）．このような水理 - 力学連成現象を
適正に評価できるモデルの開発・整備は，地層処分の長期にわたる安全で高度な遮蔽性を予測するた
めに必要不可欠である．
本研究では，き裂の進展とそれに伴う水理−力学連成挙動を検討するための解析ツール（TOUGH-

RBSN）について，放射性廃棄物地層処分分野への適用性を検討した．本研究で使用した解析ツールは，
地下水流動解析コード TOUGH2	（Pruess	et al.,	2011）と，不連続力学解析手法である剛体ばねモ
デル（またはRigid-Body-Spring	Network,	RBSN）（Bolander	and	Saito,	1998）を連成させており，
破壊過程を伴う地下水流動の多くに適用可能なものとなっている	（Asahina	et al.,	2014）．
本報告では，最初に，力学モデルである RBSNと TOUGH2 との連成プロセスについての概要を

説明し，ヴォロノイ分割を利用したフラクチャーネットワークの構築方法について述べる．次に，連
成モデルの妥当性を確認するために，ベントナイトの膨潤応力試験について解析的な検討を行った．
さらに，日本原子力研究開発機構（JAEA）の幌延深地層研究センターで行われた室内実験のデータ
をモデル化し，き裂の進展を含む力学的挙動の評価を行った．	

2)　不連続体解析モデル：剛体ばねモデル（RBSN）
これまで，地質材料の変形や破壊の進展をモデル化するために，様々な数値解析手法が開発されて

いる．これらの力学的物理量を扱う数値解析手法は，連続体モデルと不連続体モデルに大別できる．
格子モデルや個別要素法に代表される物理の不連続性を扱う手法は，断層面や微細き裂発生のモデル
化に比較的適しており，断層運動を含む様々な物理現象に適用されている．格子モデルの一種である
剛体ばねモデルは，対象を剛体と剛体間のばね要素で離散化する手法であり，剛体間の相互作用に簡
単な物理法則を与えることで不連続挙動を表現することができる．また，き裂の発生と進展の偏りを
低減させるために，近年ではヴォロノイ分割を利用した要素分割法が導入されている（Asahina	and	
Bolander,	2011）．
本研究で用いた剛体ばねモデルについて以下に簡単に述べる（詳細はKawai	（1978）;	Bolander	

and	Saito	（1998）を参照）．本研究では，ヴォロノイ分割を利用した要素形状を用いて岩石や岩盤
をモデル化した．図 3.2.2.1	-1 に示すように，2つの節点からなる 1次元の要素の中間点にばねのセ
ットを配置している．各接点は 6自由度（2次元では 3自由度）を設定し，ばねのセットは法線ばね，
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接線ばね，そして回転ばねから構成されている．ばね定数は次式で与えられる
	 式 3.2.2.1-1

ここで，E はヤング率，Aij はVoronoi	境界面の面積，hij は節点間距離，n-s-t はばね要素の局所座
標である．法線方向と接線方向のばね定数比 α1 と α2 を調節することで，全体の挙動としてのマクロ
なポアソン比（ν）を再現することができる．ヴォロノイ分割によるばね定数のスケーリング（Aij/
hij）により，一方向歪み下において連続体を正確に再現することができる（Berton	and	Bolander,	
2006）．一般に，個別要素法に代表される不連続解析手法では，ばね要素に用いられる材料パラメー
タを実験から直接決定することは困難であり，巨視的な応答値との比較を通してパラメータの補正や
同定を行う．しかし，対象のスケールを変更すると，その都度パラメータの同定を行わなければなら
ず，モデル構築の作業が煩雑になる．その点，本研究で用いた剛体ばねモデルは，ヴォロノイ分割に
よるばね定数のスケーリングにより，巨視的な材料応答をそのままモデルに用いることができるとい
う利点がある．
剛体ばねモデルでは，ばね接合の破断によってき裂の発生を表現している．あらかじめ定めたばね

の引張強度やモール・クーロン破壊基準を，法線・接線方向のばねの応力が超えたときに格子間のば
ね結合が破断する．応力の求め方にはいくつかの方法が提案されているが，以下のシミュレーション
では応力ベクトルと応力テンソルの 2つの算出法を用いている．応力ベクトルは，ばねから求めら
れる合力ベクトル，FR=	（Fn

2+	Fs
2+	Ft

2）0.5，とそのばねに対応するヴォロノイ境界面の面積により，
以下のように求められる．

	 式 3.2.2.1-2

ここで，Aij
p は Aij の FR 方向に対して直角方向の投影面積である．応力ベクトルによる破壊のモデ

ル化は，破壊によるエネルギー発散が一定であり，メッシュ非依存性であることが報告されている
（Berton	and	Bolander,	2006）．一方，応力テンソルは，各節点と接続されたばねの力を釣り合い
方程式により解くことで求める．互いに直行する節点を通る任意の 3断面を考えることにより，3方
向の応力成分をそれぞれ決定することができ，各節点の応力テンソルを求めることが可能となる（Yip	
et al.,	2005）．

図 3.2.2.1-1　（a）ヴォロノイ分割の例，（b）2D 格子要素 ij とヴォロノイ境界面に設置されたばねのセット .
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図 3.2.2.1-2　TOUGH-RBSN の水理 - 力学連成解析モデルのフロー図．

3)　水理−力学連成挙動解析モデル：TOUGH-RBSNについて
Rutqvist らはこれまで，連続体力学解析コードである FLAC3Dと TOUGH2 を逐次解析すること

により，様々な事例に対して連成挙動の評価を行っている（Rutqvist	et al.,	2011）．本研究に用い
た TOUGH-RBSNの連成方法は TOUGH-FLAC を参考にしているが，き裂進展に伴う流体流動に関
する連成挙動を導入するため，2つの解析コードを関連付ける従来の連成モジュールを大幅に拡張
している．図 3.2.2.1-2 に，TOUGH2 と RBSN の関係についてのフロー図を示す．TOUGH2 は水
理に関するスカラー量（圧力，飽和度等）を，RBSNは力学的な量（歪み，応力，変位）をそれぞ
れ算出している．これらの量は，各ステップごとに外部の連成モジュールを介して関係づけている．
TOUGH2と RBSNを連成させる一つの利点として，どちらの解析コードも非構造 3次元ヴォロノイ
分割を使用することができ，節点間における情報が共有できるため，データの交換を簡略化すること
ができる．以下に連成モジュールを用いた連成方法を簡単に述べる．
まず，TOUGH2からスカラー量（圧力，飽和度等）を算出し，RBSNに用いる力学的な量を求める．

有効応力は Biot の理論により算出する（Biot	and	Willis,	1957）

	 式 3.2.2.1-3

ここで，σ は全応力テンソル，σʹ は有効応力テンソル，P は間隙水圧，αp は Biot の有効応力パラメ
ータ，Iは恒等テンソルである．式 3.2.2.1-3 の増分型の関係式は
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	 式 3.2.2.1-4

ここで，σn は格子要素 ij 間の垂直応力，∆Pi と ∆Pj は隣接する ij 間の間隙水圧の各時間ステップの
変化量である．なお，間隙水圧は垂直方向のばね要素にしか作用しない．飽和度と温度の変化による
局所的な歪みは，

	 式 3.2.2.1-5
	 式 3.2.2.1-6

ここに，εT は熱歪み，εS は収縮 /膨張歪み，∆T と ∆S はそれぞれ温度と飽和度の時間ステップごと
の変化量，αT は熱膨張率，αS は収縮係数である．なお，∆T と ∆S は隣接節点 ij の平均値である．また，
膨張性土壌物質における有効応力は，熱歪みや収縮 /膨張歪みの影響を受ける．

	 式 3.2.2.1-7

次に，RBSNから TOUGH2へはばね要素の応力と歪み量を供給し，それぞれのヴォロノイ要素の
水理特性を更新する（図 3.2.2.1-2 の右側矢印）．これらは以下の一般的な関係式で表される（Rutqvist	
and	Tsang,	2002）．

	 式 3.2.2.1-8

	 式 3.2.2.1-9

	 式 3.2.2.1-10
ここで，ϕ は間隙率 ,	K は浸透率，Pc は毛細管圧である．破壊を起こした要素の浸透率はその開口

b に依存する．

4)　フラクチャーネットワークの構築
TOUGH-RBSN シミュレータでは，き裂が要素の破断箇所として明確に表されるため，個々のき

裂要素の水理特性変化や，き裂とマトリックス部分との流体流動を考慮することができる．また，天
然に存在する所生的なき裂や，新たに発生したき裂は直接ヴォロノイ分割上に表現することが可能で
ある．図 3.2.2.1-3 に，任意のき裂をヴォロノイ分割上にマッピングしたものを示す．ここで，想定
するき裂の分布や形状は，野外測定に基づいたものや確率論的に生成したもの，または力学モデルに
よる計算の結果である．以下に，き裂の離散化の手順について述べる（図 3.2.2.1-3a）．

１．ヴォロノイ分割により検討領域を離散化する．
２．対象とするき裂をヴォロノイ分割に重ねる．
３．き裂を横断する節点の結合を判別し，対応するヴォロノイ境界面を離散化き裂とする．

２と３を繰り返すことで，フラクチャーネットワークを形成することができる（図 3.2.2.1-3b）．
このフラクチャーネットワーク構築手法の利点として，（１）ヴォロノイ分割面をき裂として表現す
ることができ，簡単に既存のき裂とつなぐことができる，（２）き裂の交わりが簡単に表現できる，（３）
節点の密度を変えることでき裂のサイズを変更できる，（４）三次元への拡張が簡便（図 3.2.2.1-3c），
等が挙げられる．
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図 3.2.2.1-3（a）ヴォロノイ分割を使ったき裂の離散化， 

（b）セルの密度が変化するヴォロノイ分割における二つの交差するき裂，（c）三次元の表現．

5)　水理−力学連成挙動解析：膨潤応力試験
TOUGH-RBSN シミュレータの妥当性を検討するために，TOUGH-FLAC（Rutqvist	et al.,	

2011）による水理 -力学連成挙動解析結果との比較を行った（Asahina	et al.,	2014）．前述したように，
TOUGH-FLACシミュレータは，多相流体流動解析と弾塑性力学解析を連成させた水理 - 力学連成シ
ミュレータであり，放射性廃棄物地層処分分野を含む様々なケーススタディに対して適用されている．
ここでは，水理 - 力学連成プロセスを考慮した実験を対象に，TOUGH-FLAC と TOUGH-RBSN の
解析結果を比較する．参考にした実験は，THM連成挙動の評価モデルの開発・検証をするために世
界各国の研究機関が参画している国際共同研究DECOVALEX	III	（Alonso	et al.,	2005）で取り扱わ
れたものである．
試験材料は，図 3.2.2.1-4 の挿入図に示すような乾燥密度 1.6	g/cm3 を有するベントナイト（20

×20×20mm）である．境界条件は，周囲は力学的に完全な固定とし，下部の湿潤面以外では水理
的な流れはないものとする．解析モデルは，20 節点および 19 要素で離散化されている．モデルに
使用したヤング率は実験で得られた平均値 18MPa とし，間隙率と浸透率はそれぞれ 0.389 と 2.0×
1,021m2 に設定した（Rutqvist	et al.,	2011）．また，初期のベントナイトの飽和度は 65％とし，解
析は完全に飽和した時点で終了する．目標値とする圧縮膨潤応力 5MPa は飽和度の変化によって生
じるものとした．これらの情報と式 3.2.2.1-6，式 3.2.2.1-7 から，収縮率を 0.794 と算出すること
ができる．水分は下部の境界面から湿潤させ，境界面は完全に飽和とし，0.5MPa のガス圧で浸透さ
せる．サンプル内の初期ガス圧は 0.1MPa であるが，初期応力は 0.12MPa とわずかに高く設定され
ている．解析は，等温条件下（T=25℃）で約 10日間行った．
TOUGH2 のシミュレーション結果として湿潤膨張モデル内の点 P1 のガス圧力と飽和度の経時

変化を図 3.2.2.1-4a に示す．これらの解析結果は，（Rutqvist	et al.,	2011）の報告と一致しており，
サンプルは約 9日間で完全に飽和し，一時的な圧力の上昇はサンプルの上部に閉じ込められた空気
の結果として生じている．図 3.2.2.1-4b は，圧縮応力の経時変化について示している．ガス圧の影
響を考慮しないと最終的な応力は 5.12	Mpa となり，この値は 5MPa（圧縮膨潤応力目標値）に初期
応力である 0.12	MPa を加えたものである．ガス圧の効果は，図 3.2.2.1-4b に示すように Biot のパ
ラメータを変えることで検討することができ，TOUGH-RBSN と TOUGH-FLAC の解析結果はよく
一致した．
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図 3.2.2.1-4　 対象モデル P1 点における TOUGH-RBSN 計算結果 

（a）飽和度とガス圧力の経時変化，（b）圧縮応力の経時変化．

6)　室内実験スケールの解析例
JAEAはこれまで，幌延深地層研究センターの立地および建設段階におけるパイロット調査孔で取

得された堆積岩について，力学試験を行ってきた．本研究では，採取された岩石コアの2つの室内実験，
圧裂試験（SCT）と一軸圧縮試験（UCT），について解析的な検討を行った．岩石コア（直径 30mm
と長さ 60mm）は，珪藻質泥岩である声問層と珪質泥岩である稚内層からそれぞれ採取された．実
験は JIS	M0303（圧裂試験）および JIS	M0302（一軸圧縮試験）の標準的な手順に従っている．表
3.2.2.1-1 に，3つの岩石コアの物理特性値の平均値を示した．
本研究では，圧裂試験（SCT）および一軸圧縮試験（UCT）から得られた力学的物理特性値を基に，

岩石コアのモデルを構築し，解析手法の妥当性を示すことを目的としている．したがって，RBSNの
ばね要素の力学的物理特性（ヤング係数，引張強度，粘着力，および内部摩擦角と材料強度）は，材
料パラメータの補正・同定を行わず，巨視的な材料応答値を直接用いた．	前述したように，全体の
挙動としてのマクロなポアソン比（ν）は，式 3.2.2.1-1 の α1 および α2 を調節することによって再現
することができる．表 3.2.2.1-2 にこれらの値について示す．RBSNでは，α1 および α2 を調節する
ことによって，モデルに不均質性をもたらすことが分かっている（Bolander	et al.,	2001）．このモ
デル不均質性は，他の個別要素法についても見られる．なお，RBSNでは α1 ＝ α2 ＝１のときに連続
体を正確に再現できるモデルとなる．ここでは，二つのケース：（１）ν=0 の弾性的に均質なケース，
（２）ν ≠ 0 の弾性的に不均質なケース，について検討した．

表 3.2.2.1-1　岩石コアの力学的特性値．

＊引張応力は式 3.2.2.1-11 により算出した．
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表 3.2.2.1-2　RBSN の要素パラメータ．

 ＊Eq. (1)：式3.2.2.1-1

・解析概要：圧裂試験（SCT）
シミュレーションで用いた 2次元岩石モデルを図 3.2.2.1-5 に示す．岩石モデルは，ばね要素によ

って接続されたヴォロノイセルの集合体で表現されている．要素の密度分布は対象領域内で均一なも
のと不均質なものを用いた（それぞれ図3.2.2.1-5aと図3.2.2.1-5b）．密度分布が不均質なケースでは，
応力が集中し破壊が起きそうな領域では細かく，それ以外の領域では粗くした．境界条件は，モデル
の下端面を反力壁として固定し，上端面の載荷板を用いて荷重を作用させている．不要な応力集中を
避けるために，岩石モデルと載荷板の間には摩擦力を作用させていない．載荷は，岩石モデルが破壊
に至るまで段階的に増加させている．なお，載荷板は荷重変位制御であり，載荷速度やその持続効果
は考慮されていない．SCT の破壊は，主に間接的な引張破壊によって支配されるため，本シミュレ
ーションでは，ばね要素の破壊は単純に最小主応力（引張）σmin と引張強度 ft に依存するものとした．

・解析結果：圧裂試験（SCT）
最初に，モデルの妥当性を確認するために，弾性範囲内の応力分布を理論解（Hondros,	1959）と

比較した．SCT の載荷ライン（上下の載荷点を繋ぐ中心線）上の引張・圧縮応力の絶対値はそれぞ
れ以下の式による．

	
式 3.2.2.1-11

ここで，P は載荷力，r は載荷点からの垂直距離，b および d はそれぞれ岩石コアの長さおよび直
径である．図3.2.2.1-5に，最大荷重前の主応力の分布を示す．数値計算で得られた主応力値は，最大・
最小値を示す理論解の内側に収まっており，応力状態が複雑になる載荷板近傍以外はよく対応してい
ることがわかる．また，この結果は要素のサイズに依存していないことがわかる．載荷ラインの中間
点では σmax/σSCT,t	と σmin/σSCT,t の値の比が 3になり，これも理論値と解析値でよく一致している．

図 3.2.2.1-5　 SCT の 2 次元要素分割と引張強度σ SCT,t によって正規化された最大荷重前の応力分布（圧縮を正とする）． 

（a）要素分割の密度分布が均一のケース，（b）要素分割の密度分布が不均一のケース．　＊ Eq. (11)：式 3.2.2.1-11
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表 3.2.2.1-3　圧裂試験 (SCT) の引張強度と一軸圧縮試験 (UCT) の圧縮強度．

図 3.2.2.1-6　 SCT の引張応力 - 変位の関係（a）深度 150m，（b）深度 450m．

図 3.2.2.1-7　 SCT の破壊状況 (a) 岩石モデルの変形 ,（b）き裂のパターン ,（c）試験後の岩石コア．

表 3.2.2.1-3 に，岩石モデルの引張強度を 2つのケース（ν=0	と ν ≠ 0）について示す．また，引
張応力 - 変位関係の実験結果と解析結果の比較を，代表的な例として深度 150mと 450mについて
図 3.2.2.1-6 に示す．実験における引張応力 - 変位曲線の初期段階は硬化傾向を示しているが，こ
れは円形な岩石コアと平らな載荷板の接面載荷時の非線形挙動を表す典型的なものである．図
3.2.2.1-6 では，これらの非線形性を考慮していない解析結果を便宜的に比較するために，線形的挙
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動を示す最大荷重前の接線が原点（変位 0mm）を通過するように実験結果を表示している．どちら
の深度においても，ν=0 のケースでは，応力 - 変位曲線の傾きと強度について実験と解析でよく一致
している．図3.2.2.1-7 に，岩石コアモデルの典型的な変形とき裂のパターンを示す．破壊した要素は，
対応するヴォロノイセル境界面によって表現されている．破壊は，最大引張応力が生じる岩石コア断
面の中央から始まり，載荷板の方向へ進展している．

図 3.2.1.2-8　 圧裂試験を考慮したモール・クーロン破壊基準．

・解析概要：一軸圧縮試験（UCT）
シミュレーションには幅 30mm，高さ 60mmの岩石モデルを用いた．境界条件は，岩石モデル

の上端と下端は荷重板として拘束し，その他の節点は拘束していない．UCT解析に使用した岩石モ
デルのばね要素の破断は，モール・クーロン破壊基準によって定義され，そのパラメータは SCTと
UCT の結果から算出した（図 3.2.2.1-8）．モール · クーロン破壊基準の内部摩擦角 ϕ と粘着力 c は，
二つの応力円の接線を繋ぐことで算出した．ここで，小さい応力円は SCTの，大きい応力円はUCT
の実験結果をそれぞれ用いている．表 3.2.2.1-1 に，ϕ，c の値を示す．なお，SCT の強度は岩石モ
デル断面の中心を想定し，式 3.2.2.1-11 により算定している．以下のシミュレーションでは簡単の
ため，モール・クーロン破壊基準はバイリニアとし，圧縮の制限は考慮していない．また，現段階で
は，破壊基準の軟化効果や摩擦効果は考慮していない．

・解析結果：一軸圧縮試験（UCT）
表 3.2.2.1-3 に圧縮強度を示す．図 3.2.2.1-9 に，解析に用いたモデルと深度 150mと 450mの岩

石における応力 - 歪み関係の実験結果と解析結果の比較をそれぞれ示す．図 3.2.2.1-9b,c からわかる
ように，圧縮荷重下における岩石モデルは脆性的な破壊挙動を示し，最初の要素が破壊すると，荷重
変位を増加させなくても隣接する要素が破壊し始める．最終的に多くの要素が破壊した後に，荷重
変位の増加による破壊の進展はなくなり安定する．圧裂試験の解析結果と同様に，ν=0 のケースでは，
最大荷重前の応力 - 歪み曲線と強度について実験結果とよく一致した．ここで，モール・クーロン破
壊基準に使用されたパラメータは実験結果の強度である ft と fc から算出されているため，岩石モデル
の圧縮強度は予測値とみなすことができる．一方，ν ≠ 0 の場合，実験結果と解析結果は一致してい
ない．これは，式 3.2.2.1-1 の α1 と α2 を調整することにより，モデルの不均質性が影響しているこ
とが主な要因であると考えられる．これらの不均質性は一般の個別要素法にも存在し，モデル上の欠
点とされている．なお，横方向の膨張に関して，実験結果と解析結果を比較すると，モデルの入力値
であるポアソン比（表 3.2.2.1-2）とほぼ一致している．
一軸圧縮下における岩石モデル（ν=0）の破壊の進行過程を図 3.2.2.1-10 に示す．それぞれの破壊
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要素は，対応するヴォロノイセルの境界面によって表現されている．このヴォロノイセルを用いた表
現方法により，破壊の可視化が容易になり，	特に 3次元シミュレーションにおいてそれがより顕著に
なる（例えば，図 3.2.2.1-3c）．破壊した要素は破壊時の応力状態によって 2つに色分けされており，
それぞれ，引張とせん断応力，圧縮とせん断応力が卓越したものを赤，青とした．図 3.2.2.1-10a,b
からわかるように，初期段階の破壊は，主に圧縮 - せん断応力が卓越しており，逆に後半は引張 - せ
ん断応力が卓越している．図 3.2.2.1-10a に示した破線は臨界平面角である 45°+ϕ/2 により算出した．
初期段階での破壊の角度は，破線で示された理論値と概ね一致した．

図 3.2.2.1-9　 一軸圧縮試験モデル． 

(a) 岩石モデル，(b) 応力 - 歪みの関係（深度 150m），(c) 応力 - 歪みの関係（深度 450m）．

図 3.2.2.1-10　 数値解析による破壊状況の推移 (a) 初期，(b),(c) 中期，(d) 後期．

・き裂の開口状態の検討
図 3.2.2.1-11 に，SCT（図 3.2.2.1-7）と UCT（図 3.2.2.1-10）のき裂の開口状態を示す．き裂

の開口は 2つの状態が色分けされており，開いているき裂は赤，閉じたき裂は青でそれぞれ示した．
これらの開口状態は以下の方法で判定している．各計算ステップでつり合い方程式の解を求めた後，
隣接する節点間の相対変位を計算する．法線ばねの方向（ヴォロノイ境界面の法線方向）の相対変位
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が正の場合，き裂は開口していると判断し，負の場合は閉口とみなす．SCT シミュレーション（図
3.2.2.1-11a）では，載荷板付近以外では開口き裂が卓越しているのに対し，UCTシミュレーション
（図 3.2.2.1-11b）では開口き裂と閉口き裂が混在している．これらの開口き裂ネットワークは，水
理 - 力学連成挙動を扱う場合，水理的開口き裂とみなすことができる．例えば，TOUGH-RBSNでは，
ヴォロノイの境界面が流路として扱われており，その浸透率はここで示されたき裂の開口幅と関係づ
けることができる（Asahina	et al.,	2014）．

図 3.2.2.1-11　き裂の開口（a）圧裂試験，（b）一軸圧縮試験．

7)　まとめ
本研究は，水理−力学連成挙動解析ツール TOUGH-RBSN による室内実験のモデル化を通して，

3.2.2.1-6) で示したようにポアソン効果を解析上表現するための室内実験スケールのモデル解析によ
る要素データの拡充と適用性の検討を行った．また，力学的物理特性値のデータを拡充するため，圧
裂試験と一軸圧縮試験のモデルを構築し，実験結果との比較を通して，その妥当性を確認した．本研
究で用いた要素データは，巨視的な材料応答をそのままモデルに用いており，従来の不連続体解析モ
デルよりも要素のサイズに依存しないという特徴があり，解析対象のスケール変換により適したモデ
ルと言える．また，本解析手法では，微細き裂の開口状態を検討できるため，き裂のネットワークの
形成による透水性の増大などを考慮でき，水理−力学連成挙動をより詳細に検討することを可能とし
ている．今後，断層活動を対象として，より広域で長期の水理−力学連成挙動を評価・検討していく
ための効果的利用が期待される．
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3.2.2.2　岩石－水反応による長期的水理特性変化のモデル化
1)　目的
高レベル放射性廃棄物処分施設ニアフィールドの長期性能評価を行う場合，対象となる岩盤の水理

学・力学特性を長期に渡り予測評価することは非常に重要である．特に，水理学・力学的弱面となる
断層を含めた不連続面の評価が重要となる．処分施設は深部環境に建設されるため応力レベルは高く，
また廃棄体からの発熱により周辺岩盤の温度は上昇する．その結果，岩石構成鉱物の溶解・沈殿現象
等の化学作用が卓越し，不連続面の水理学・力学特性に大きな影響を及ぼすことが予想される．しか
しながら，温度・応力に依存する化学作用を包含する岩石 –水の相互作用現象に起因する岩盤の水理
学・力学特性の経時評価については，これまで積極的に行われてこなかったのが現状である．
理論的な検討として，温度，pH，イオン強度等に依存する種々の鉱物の溶解・沈殿に起因する透

水特性変化を時系列で評価するモデルが構築されており，THMC連成数値シミュレータも開発され，
実問題に適用されている．しかしながら，これらの解析モデルや数値シミュレータは，岩石実部・不
連続面空隙内の溶解・沈殿現象についてしか考慮しておらず，圧力溶解現象等の粒子接触部での化学
現象を考慮していない．さらに，鉱物溶解・沈殿現象等の化学作用に起因する岩盤の力学特性の経時
評価が可能なモデルについては，現在皆無であると言っても過言ではない．化学現象による岩盤の水
理学・力学特性の変化を時系列で記述する精度の高いモデルが存在しないのは，実験室レベルでの評
価データが圧倒的に不足していることに起因している．精度の高い THMC連成シミュレータを開発
するため，延いては高レベル放射性廃棄物処分施設のニアフィールドの長期性能評価を行うためには，
温度・応力に依存する鉱物溶解・沈殿現象等の化学作用に起因する岩盤の水理学・力学特性の経時変
化を実験的に観察し，データを収集することが不可避である．
本研究では，熱・水・応力・化学連成作用による透水・力学特性の経時変化に起因するメカニズム

を解明し，様々な境界条件で透水・力学特性を長期予測できる連成モデルを構築することを最終目標
としている．そこで平成 26年度は，（1）	拘束圧・温度・鉱物溶解条件を制御した等方圧保持・透水
試験の継続実施，（2）	実験前後の岩石供試体を用いたX線 CT	による微視構造観察，（3）	拘束圧およ
び温度を制御した持続載荷せん断透水試験の実施，（4）	圧力溶解現象を考慮した FEM解析モデルを
構築し，天然バリアの透水性変化の予測解析を実施する．

2)　等方圧保持・透水試験
本実験で使用した岩石供試体を図 3.2.2.2-1 に，等方圧保持・透水試験装置を図 3.2.2.2-2 に示す．

図 3.2.2.2-1　実験に使用したベレア砂岩供試体（直径 30 mm× 高さ 60 mm）．

（a）インタクト供試体，（b）不連続面供試体．
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図 3.2.2.2-2　等方圧保持・透水試験装置の模式図．

軸圧および側圧は，それぞれロードセル（東京測器製CLN-20KNB 型）および圧力センサー（東
京測器製 PW-20MPA型）を用いて測定し，精緻に拘束圧を制御できる．実験に供した岩石の供試体
サイズは，直径 30	mm，高さ 60	mmである．境界条件は，拘束圧 7.5，15	MPa で，温度は，20，
90	°C に設定した．実験条件を表 3.2.2.2-1 に示す．
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表 3.2.2.2-1　等方圧保持試験の実験条件．

岩石供試体は亀裂のないインタクト供試体と，単一亀裂を有する不連続面供試体の 2種類を作製
した．単一亀裂については，ダイヤモンドカッターを用いて供試体中央上下方向に切断した．拘束圧，
温度共に比較的高い条件では，鉱物の溶解・沈殿等の化学反応が促進されるものと考えられる．その
結果，岩石内部の骨格構造が変化し，岩石の透水特性や変形・強度特性に何らかの影響を及ぼすと予
想される．本研究では，拘束圧 7.5，15	MPa，温度 20，90	°C の条件下で，透水特性に及ぼす影響
を把握するために，等方圧保持期間中に実験開始後 100 日までは 5日ごとに，その後は 10日ごとに
透水試験を実施した．透水試験は，シリンジポンプ（TELEDYNE	ISCO 社製，500D 型）を用いて
インタクト供試体については透水差圧 350	kPa，不連続面供試体については透水差圧 9.8	kPa の条
件で透水を行った（図 3.2.2.2-2 参照）．透過水は，pH6 のイオン交換水を用いて各試験で 8	mL 程
度注水した．これは，供試体の空隙体積（空隙率は約 17	% なので，空隙堆積は約 7	mL）と同程度
の量であり，つまり，5日あるいは 10日ごとに供試体の空隙水をイオン交換水で置換することを示
している．イオン交換水には，物質が溶出していないため，供試体を含む圧力セルを通過した廊下流
体の濃度を評価することで，岩石の溶出濃度を直接評価することができる．一方，イオン交換水は実
際の地下水よりも溶解性が高いため，鉱物溶解という観点に着目すると実際よりも過激な環境で実験
を実施していることに留意する必要がある．
なお，岩石供試体の透水特性は，透過率 K（Permeability	 [m2]）を用いて評価した．透過率 K は，

ダルシー則が成り立つと仮定して，インタクト供試体については以下の式で表すことができる．

	 式 3.2.2.2-1

ここで，μ：透過流体の粘性係数	[Pa	s]，Q：流量	[m3	s-1]，l：供試体高さ	[m]，A：供試体断面積	
[m2]，∆P：透水差圧	[Pa] である．一方，不連続面供試体については，透過水は亀裂に選択的に流れ
るため，透過率 K は，亀裂のみの透過性を表す下式で評価する．

	 式 3.2.2.2-2

	 式 3.2.2.2-3

ここで，b：水理学的開口幅	[m] である．
透水試験は，流量が定常状態に落ち着くまで約 15分間行い，5秒間隔で流量を計測した．透過率

の測定結果をインタクト供試体（B-42，B-43，B-44，B-45，B-46）については図 3.2.2.2-3 に，不
連続面供試体（B-47，B-48）については図 3.2.2.2-4 に示す．図中の計測点については平成 25年度
の成果から新たに数点プロットが増えており，その傾向については平成 25年度から変化していない．
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図 3.2.2.2-3　透過率の時間変化（インタクト供試体）（(a) － (e) B-42 － B-46）．
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図 3.2.2.2-4　透過率の時間変化（不連続面供試体）（(a) B-47，(a) B-48）．

B-42 は，拘束圧 7.5	MPa，温度 20	°C 条件である．初期透過率は，5.14×10-15	m2 で，若干の上
下変動を示しているが，約 300 日程度までは概ね 10-14	m2 程度であまり変化していない．しかし，
その後透過率は上昇に転じており，実験開始 1,025 日で 1.44×10-14	m2 まで単調に増加しており，そ
の後実験を終了した（平成 25年度成果）．
B-43 は，拘束圧 15.0	MPa，温度 20	°C 条件である．初期透過率は 1.86×10-15	m2 で，若干の上

下変動をしているが，約 300 日程度までは概ね 3.00×10-14	m2 程度でほとんど変化していない．し
かし実験開始 300 日以降で上昇に転じており，	1,530 日現在で 1.08×10-14	m2 まで単調に増加してお
り，B-42 の試験結果と同様の傾向を示している．
B-44 は，拘束圧 15.0	MPa，温度 90	°C 条件である．初期透過率は 1.05×10-15	m2 で，30 日程度

まで上昇した後，定常状態に達しているように見える．実験開始 220 日目で透過率が初期値まで減
少しているが，その後は上昇に転じており，実験開始1,500日現在で 6.46×10-15	m2 まで増加している．
B-45 は，拘束圧 7.5	MPa，温度 90	°C である．初期透過率は 4.10×10-15	m2 で，若干の変動を生

じながら推移し，230 日程度で上昇している．その後はあまり変化がなく実験開始 560 日で 6.40×
10-15	m2 まで増加し，その後実験を終了した．
B-46 は，拘束圧 7.5	MPa，温度 90	°C で，B-45 と等しい境界条件である．この試験は，実験の

再現性を確認するために実施している．初期透過率は，2.26×10-15m2 で，若干の変動を生じながら
推移し，230 日程度で上昇している．その後若干増加はしているものの，それほど大きな変化はなく，
実験開始 1,470 日現在で 1.25×10-14	m2 まで増加している．
インタクト供試体の実験結果より，境界条件の違いによる定性的な差異は確認されなかった．つま

り，透過率は初期値からある時間経過後まではそれほど変化せず，その後上昇に転じ，単調に増加す
る傾向が得られている．透過率の変化は，拘束圧および温度に依存する鉱物の溶解・沈殿現象や，力
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学的な変形挙動を介した空隙構造の変化に起因する．すべての境界条件で観察されている透水特性の
増加現象は，鉱物表面の溶解現象に起因していると考えられる．鉱物溶解現象は，比較的緩やかな速
度で進展していくため，透過率の変化として観察されるまでには，一定の時間が必要となることが考
えられる．その後は，継続される鉱物溶解により，徐々に透過率が増加することになる．しかしなが
ら，その増加速度は緩やかで，1,000 日経過後でも初期値と比して 5〜 6倍程度しか増加していない．
実際の地下水環境では，鉱物溶解現象は実験で再現している条件よりも抑制されているので，透過率
の変化についても実験結果よりも非常に小さくなると想定される．
次に，不連続面供試体の実験結果について議論する．B-47 は，拘束圧 7.5	MPa，温度 20	°C 条件

である．初期透過率は，5.43×10-11	m2 で，時間の経過とともに減少する傾向が得られている．実験
開始 1,150 日現在で 1.95×10-11	m2 を示しており，初期値と比して約 7割減少している．
B-48 は，拘束圧 7.5	MPa，温度 90	°C 条件である．初期透過率は，4.33×10-11	m2 で，B-47 で確

認されているほどの減少傾向は見られないが，若干の減少を示しており，実験開始 1,180 日現在で
2.97×10-11	m2 となっている．不連続面供試体（B-47，B-48）で確認された透過率の減少傾向は，不
連続面内の接触部溶解に起因していると考えられる．鉱物溶解現象は，圧縮応力の集中する接触部と
空隙内の自由表面で発生する．インタクト供試体では，接触部分の溶解現象よりも自由表面での溶解
現象が卓越するため，透過率は時間の経過と共に上昇していると考えられる．一方，不連続面供試体
では，接触部溶解が自由表面溶解よりも寄与程度が大きいため，時間の経過と共に透過率が減少して
いると想定される．接触部溶解は，接触面積の増加に伴いその寄与の程度は低下していくと考えられ，
一定期間経過後には，自由表面溶解が相対的に卓越することとなり，透過率は増加に転じることが予
想される．	

3)　構造観察
本研究では，拘束圧 7.5	MPa，温度 90	°C 条件で 560 日間等方圧保持・透水試験を実施した供試

体（B-45）と，拘束圧 7.5	MPa，温度 20	°C 条件で 1,025 日間等方圧保持・透水試験を実施した供
試体（B-42）を用いて，マイクロフォーカスX線 CT分析を行った．本章では，その結果について
詳述する．

・マイクロフォーカスX線CT
X線 CT（Computerized	Tomography）は，X線が物体を通過するときの減衰や散乱をもとに，

試料内部の状況を 3次元に非接触・非破壊で可視化することが可能である．またX線 CTスキャン
を用いて，様々な光路で試料にX線を入射し透過したX線の強度を測定することで，試料内部のX
線吸収係数の空間分布を示す画像を計算機で再構成するものである．岩石の空隙や亀裂などの幾何学
的情報を定量的に評価する場合には，CT画像の空間分解能が重要となる．近年では，半導体チップ
等の工業部品の非破壊観察のために，マイクロフォーカスX線 CTが開発され，高解像度の非破壊
観察が可能となっている．その特徴を活かし，多孔質岩石の空隙や亀裂の詳細な形状やその変化の可
視化などに用いられている．
本研究では，マイクロフォーカスX線 CT（テスコ株式会社所有）を用いて，等方圧保持・透水試

験前後のベレア砂岩供試体（B-42，B-45）における空隙分布を詳細に観察し，実験前後の変化を評
価した．

・X線CT分析結果
ベレア砂岩の 3	mm立方のX線 CT実画像から空隙のみを抽出した一例を図 3.2.2.2-5 に示す．
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図 3.2.2.2-5　ベレア砂岩の CT ボクセルデータ．

また，ポアおよびスロートの概念図を図 3.2.2.2-6 に示す．

図 3.2.2.2-6　ポアおよびスロートの概念図．

ポアとは，抽出した空隙のうち球体として近似できる空隙のことであり，スロートとはポアをつな
ぐ連結部を表している．X線 CT分析結果より得られた結果を図 3.2.2.2-7，図 3.2.2.2-8 に示す．
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図 3.2.2.2-7　X 線 CT 分析結果（B-42） ．

(a )  ポア分布（Al l  pores），(b )  ポア分布（Inte r i o r  pores），(c )  スロート分布，(d)  配位数の分布， 

(e) スロート/ポア半径比分布，(f) ポアの有効半径と配位数の関係．
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図 3.2.2.2-8　X 線 CT 分析結果（B-45） ．

(a )  ポア分布（Al l  pores），(b )  ポア分布（Inte r i o r  pores），(c )  スロート分布，(d)  配位数の分布， 

(e) スロート/ポア半径比分布，(f) ポアの有効半径と配位数の関係．

All	pores とはボクセル表面および内部のポアすべてのデータであり，Interior	pores とはボク
セル表面データを除いた内部のポアを示している．	1 つのポアが有するスロート数を配位数と示す．
スロート / ポア半径比分布とは，ポアに対して隣り合うスロートの相対的な大きさを有効半径で示
したものであり，空隙のくびれ度を示している．ポアに関しては，B-42（図 3.2.2.2-7b）では実験
前後ともに最大で 150	μm，B-45（図 3.2.2.2-8b）では実験前では最大で 185	μm，実験後では最大
で 155	μmが検出された．実験前後の供試体でポアおよびスロート数が異なるため，正規化を行った．
その結果を図 3.2.2.2-9，図 3.2.2.2-10 に示す．
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図 3.2.2.2-9　X 線 CT 分析結果（正規化評価：B-42） ．

(a )  ポア分布（Al l  pores），(b )  ポア分布（Inte r i o r  pores），(c )  スロート分布，(d)  配位数の分布， 

(e) スロート/ポア半径比分布，(f) ポアの有効半径と配位数の関係．
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図 3.2.2.2-10　X 線 CT 分析結果（正規化評価：B-45） ．

(a )  ポア分布（Al l  pores），(b )  ポア分布（Inte r i o r  pores），(c )  スロート分布，(d)  配位数の分布， 

(e) スロート/ポア半径比分布．

ポアに関しては，B-42（図 3.2.2.2-9b）では空隙径 30~75	μmが全体の約 5	%〜 10	% を占めており，
B-45（図 3.2.2.2-10b）でも同じく空隙径 30~75	μmが全体の約 5	%〜 10	% を占めている結果とな
った．次に正規化を行った後，実験前後でポアおよびスロートの増減を比較したものを図 3.2.2.2-11
に示す．空隙径に注目すると（図 3.2.2.2-11b），空隙径 10~60	μmの空隙が減少し，空隙径 60	μm
以上の空隙が増加している結果が得られた．空隙径の大きい空隙体積が増加していることが，透水性
増加の原因と考えられる．また，B-42 と B-45 を比較した場合，B-42 の方が，空隙の増加量が大き
いことが確認された．透水試験の結果より，B-42 の方が透水性変化が大きいことが確認されており，
X線 CT分析の結果と調和的な結果が得られた．
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図 3.2.2.2-11　X 線 CT 分析結果（正規化比較）．

(a )  ポア分布（Al l  pores），(b )  ポア分布（Inte r i o r  pores），(c )  スロート分布，(d)  配位数の分布， 

(e) スロート/ポア半径比分布．

4)　持続載荷せん断透水試験
・実験概要
本研究では，単一不連続面の変形挙動評価を目的として，持続載荷せん断試験を実施した．持続載

荷せん断試験とは，拘束圧保持による岩石不連続面の変形特性変化を評価する試験である．併せて，
温度・拘束圧を制御した環境で岩石不連続面の透水性評価を行うために，拘束圧保持期間およびせ
ん断試験中に透水試験を実施した．以下，この試験を持続載荷せん断透水試験と称す．平成 25年度
は，温度条件の違い（室温状態 25	ºC および高温状態 90	ºC）による変形・透水特性の変化を評価した．
平成 26年度は，90	ºC 条件のみを考慮し，平成 25年度よりもより長期間（最大 90日間）の試験を
実施した．持続載荷せん断透水試験に供した岩石は，拘束圧保持・透水試験と同じくベレア砂岩を使
用した．供試体寸法は直径 50	mm，高さ 100	mmで，単一不連続面をダイヤモンドカッターにより
作製した．この不連続面は，水平面に対して傾斜角度が 60º になるように供試体を整形した．実験
用に作製した供試体を図 3.2.2.2-12 に，持続載荷せん断透水試験の外観・模式図を図 3.2.2.2-13 に
示す．実験に使用した三軸透水試験装置は，拘束圧を 25	MPa，温度 120	ºC まで制御することが可
能である．供試体は熱収縮チューブ，ゴムスリーブ，熱収縮チューブの三重スリーブで被覆し，供試
体側面の不連続面部分への応力集中に起因するスリーブの穿刺・破裂を防いだ．
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図 3.2.2.2-12　持続載荷せん断透水試験に使用したベレア砂岩供試体．

図 3.2.2.2-13　持続載荷せん断透水試験の外観・模式図．
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・せん断透水試験
実験に使用した三軸透水試験装置（図 3.2.2.2-13）は，拘束圧を 25	MPa，温度 120	ºC まで制御

することが可能である．供試体は熱収縮チューブ，ゴムスリーブ，熱収縮チューブの三重スリーブで
被覆し，供試体側面の不連続面部分への応力集中に起因するスリーブの穿刺・破裂を防いだ．供試体
を圧力セルに設置した後，拘束圧を 7.5	MPa に昇圧後，透水圧を制御し，24時間に 100mL 程度の
透過水を採取するように調整した．作用温度は前述の通り，90	ºC のみである．
持続載荷せん断透水試験では，まず拘束圧・温度作用直後の岩石供試体の変形特性を把握するため

に，せん断試験を実施した．せん断試験では，軸圧を 7.5	MPa からハンドポンプで昇圧させること
で不連続面にせん断応力を作用させた．持続載荷せん断透水試験に先立ち実施したインタクト供試
体の三軸圧縮試験（拘束圧 7.5	MPa）では，破壊強度が 90.83	MPa であったため，せん断試験では，
軸差応力を概ね 20	MPa 程度作用させ，供試体のせん断破壊を防止した．初期せん断挙動を計測後
は軸差応力をゼロまで戻し，拘束圧保持条件を 90日間継続させた．なお，試験期間中には，実験開
始後 30日毎に供試体の変形挙動を評価した．実験開始直後および 30，60，90 日経過後の圧縮試験は，
実験の再現性を確認するため，載荷・除荷の 3サイクルの試験を実施した．
せん断試験の結果を図 3.2.2.2-14 に示す．図より明らかなように，実験開始直後の軸差応力－軸

歪み関係では，1サイクル目載荷時の挙動が他の載荷・除荷時の挙動と異なる．これは，不連続面の
かみ合わせが良くないことが原因である．ただし，1サイクル目除荷時から 3サイクル終了まではほ
とんど同じ経路を辿っており，実験結果の再現性が確認できる．不連続面供試体の変形特性の経時変
化を，まずは初期剛性を用いて評価する．

図 3.2.2.2-14　持続載荷せん断透水試験結果（軸差応力－軸歪み関係）．

（a）0 日目，（b）30 日目，（c）60 日目，（d）90 日目．

本研究では，初期剛性を軸歪みが 500 マイクロ歪みまで変位したときの割線弾性係数と定義する
（図 3.2.2.2-15 参照）．
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図 3.2.2.2-15　初期剛性の評価方法．

実験開始直後（0日目），30 日，60 日，90 日間拘束圧保持を経験した供試体の初期剛性の値を 3
サイクルの載荷時に対して算出した値を表 3.2.2.2-2 に示す．

表 3.2.2.2-2　初期剛性 Ei．

なお，0日目の 1サイクル載荷時は不連続面のかみ合わせ状態が他の載荷・除荷時と異なるため評
価から除外する．表より明らかなように，初期剛性の値に明瞭な変化は確認できない．これは，平成
25年度の試験結果とは異なる．次に，初期剛性だけでなく歪みの増加に伴う接線弾性係数の変化を
評価する．接線弾性係数と歪みの関係を図 3.2.2.2-16 に示す．図より，剛性は初期から徐々に増加
し 1,000 歪み程度で概ね一定の値を示している．また，すべての実験結果で同様の傾向が得られて
いる．最後に，剛性変化の全体像を俯瞰するため，これら歪みに伴う接線弾性係数の平均値と標準偏
差を算出し，持続載荷時間の経過に伴う剛性の変化を評価した（図 3.2.2.2-17）．図より明らかなよ
うに，時間の経過と無関係に剛性は変化していないことが判明した．持続載荷試験は現在も継続中で
あるため，今後も変形特性の変化を精査する予定である．
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図 3.2.2.2-16　接線弾性係数と歪みの関係．

（（a）0 日目，（b）30 日目，（c）60 日目，（d）90 日目）

図 3.2.2.2-17　接線弾性係数と経過時間の関係．

次に，拘束圧保持期間中に連続実施している透水試験結果について言及する．実験より得られた透
過率の経時変化を図 3.2.2.2-18 に示す．なお，図に示している透過率は不連続面の透過率ではなく，
供試体全体の値として式 3.2.2.2-1 を用いて評価している．また，図中の 10	kP，20	kPa は透水差
圧を示している．図より，透水差圧が 10	kPa のとき，透過率はばらついており値に一貫性が確認で
きなかった．これは，透水差圧が低く精度の高い計測を担保できる透水量を確保できなかったために
発生したと考えられる．そこで，試験開始 485 時間後に透水差圧を 20	kPa に昇圧したところ，値が
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安定し精度の高い結果が得られるようになった．透水差圧が 20	kPa の場合にのみ着目すると，透過
率は時間の経過と共に減少しており，等方圧保持・透水試験の結果と調和的である．

図 3.2.2.2-18　透過率の経時変化．

5)　圧力溶解現象を考慮した連成数値解析
・連成数値解析モデルの概要
本研究で用いた熱（Thermal）- 水（Hydro）- 応力（Mechanical）- 化学（Chemical）（以下，

THMCと称す）連成解析モデルは，周辺岩盤におけるガラス固化体からの放熱や地下水流動特性，
岩盤の応力状態，空隙水と鉱物反応等の熱・水・応力・化学に関する各現象が相互に影響し合う場を
記述する連成モデルである．本モデルの解析対象は天然バリアである多孔質岩盤であり，人工バリア
は解析対象外としている．本モデルで考慮する THMC間の各相互作用を以下に示す（図 3.2.2.2-19）．
図中の T→Hへの作用は，温度変化に伴う水の粘性係数，密度の変化を考慮する．H→ Tは，水の
流動に伴う熱輸送を示す．また，T→ Cは，温度変化に伴う化学定数（平衡定数，溶解・沈殿速度定数）
の変化を示す．C→ Tは，鉱物溶解・沈殿反応による熱物性変化を記述する．H→ Cは，水の流動
による化学種輸送を示す．C→Hは，空隙率変化による透過率変化が考慮される．M→ CMは，空
洞掘削に伴う応力状態の変化に伴う圧力溶解の変化を記述する．CM→ Cは，圧力溶解に起因する
空隙内部の化学種濃度変化を評価する．
本解析モデルは，廃棄体周辺岩盤における連成挙動を評価するため，水移動，熱輸送，化学種輸送，

化学反応について，流動方程式，熱エネルギー方程式，線形弾性則，化学種輸送方程式，鉱物反応式
といった複数の支配方程式（構成則）によって構築される．なお，本解析モデルは，連成数値解析ソ
フトウェアのCOMSOL	MULTIPHYSICS を用いて構築した．
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図 3.2.2.2-19　連成数値モデルで扱う現象および相互関係．

本解析は，飽和条件の多孔質岩盤を計算領域としており，水の流動方程式は空隙率や水の密度変化
を考慮し，ダルシ―則により次式で表される．この流動方程式は，空隙内の水圧や水の流速を算出し，
岩盤空隙内の水の流れを記述するものである．空隙内の水は，岩盤内の熱や化学種を輸送する働きを
持っており，空隙水の流速は岩盤内の化学種濃度や温度分布を算出する際に使用される．

	 式 3.2.2.2-4

	 式 3.2.2.2-5

ここで，ρw：水の密度	[kg	s-1]，ϕ：岩盤の空隙率	[-]，u：水の実流速	[m	s-1	]，K：透過率	[m2]，	μ：
水の粘性係数	[Pa	s]，p：水圧	[Pa]，g：重力加速度	[m	s-2]，D：位置水頭	[m]，fm：質量源	[kg	m-3	
s-1] である．また，水の密度と粘性係数は，温度依存性を持っており，それぞれ次の多項式で表され
る（COMSOL,	2014）．

	 式 3.2.2.2-6

	 式 3.2.2.2-7

	 式 3.2.2.2-8

ここで，Τ	：岩盤の温度	[K]，ax(x=0~3)	 ,bx(x=0~6)	 ,cx(x=0~3) は定数であり，これらの値は表 3.2.2.2-3，表
3.2.2.2-4 に示す．
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表 3.2.2.2-3　水の密度の評価定数．

表 3.2.2.2-4　水の粘性係数の評価定数．

次に，岩盤の温度分布を算出するための熱エネルギー方程式を下記に示す．
	 式 3.2.2.2-9

	 式 3.2.2.2-10
	 式 3.2.2.2-11

ここで，（ρCp）eq：平衡熱容量	[JK-1	m-3]，Cp,w：水の定圧比熱容量 [Jkg-1	K-1]	，keq：平衡熱伝導率	
[Wm-1	K-1]，ρm：岩石固相密度	[kgm-3]，Cp,m：固相の定圧比熱容量	[Jkg-1	K-1]，km：固相の熱伝導率	
[Wm-1	K-1]	，kw：水の熱伝導率	[Wm-1	K-1]，Q：熱量源	[Wm-3] である．また，水の定圧比熱容量と熱
伝導率は温度依存性を持ち，下記の温度についての多項式で表される．	

	 式 3.2.2.2-12
	 式 3.2.2.2-13

ここで，dx(x=0~3)	,ex(x=0~3)	は定数であり，その値は表 3.2.2.2-5，表 3.2.2.2-6 に示す．
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表 3.2.2.2-5　水の定熱比熱容量の評価定数．

表 3.2.2.2-6　水の熱伝導率の評価定数．

応力解析では，平面歪み状態を仮定して岩盤に作用する応力を評価する．また，時間依存ではなく，
応力解放を用いた定常解析により掘削影響を考慮した岩盤内応力を算出している．本解析では，熱応
力や粒子の破壊等は考慮していない．用いた応力解析は次式で表される．なお，岩盤は弾性体と仮定
して応力変化を評価している．

	 式 3.2.2.2-14
	 式 3.2.2.2-15

ここで，Fv：物体力	[Nm-3]，{σ}：応力テンソル	[Nm-2]	，{ε}：歪みテンソル	[-]，E：弾性係数行列
[Nm-2] である．本解析で対象岩盤に作用する物体力はすべて自重によるものである．また，単軸状
態に相当する応力値であるVon	Mises 応力は次式で定義される．

	
式 3.2.2.2-16

ここで，σVM：Von	Mises 応力	[Nm-2]	，σ1：最大主応力	[Nm-2]	，	σ2：中間主応力	[Nm-2]	，σ3：最
小主応力	[Nm-2]	である．Von	Mises 応力は，圧力溶解による岩石内の粒子接触部での鉱物溶解量を
算出する際に必要な重要な評価応力となる．
岩盤内の空隙水中の化学物質濃度の輸送過程を記述する化学種輸送方程式を次式に示す．本解析で

は化学物質の空隙水中における移流と拡散のみを考慮し，化学物質の岩盤への吸着作用と空隙水中で
の分散現象については考慮していない．

	 式 3.2.2.2-17

	 式 3.2.2.2-18
ここで，ci：化学種 i の空隙水中の濃度	[mol	m-2]，De：実効拡散係数	[m2	s-1]	，R_i：鉱物溶解・

沈殿速度	[mol	m-3	s-1]，τ：液相屈曲率	[-]，Db：空隙水中の拡散係数（等方性）	[m2	s-1]	である．ま
た，空隙水中の拡散係数は，温度依存性を持っており，Arrhenius の式に基づき，次式で定義される
（Yasuhara	et al.,	2003）．
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	 式 3.2.2.2-19

ここで，Db
0：頻度因子 [m2	s-1]，	ED：活性化エネルギー [kJ	mol-1]，R：気体定数	[kJ	mol-1	K-1]	である．

空隙水と鉱物間の反応について，本解析では空隙内自由表面での溶解・沈殿と粒子接触部での鉱物
溶解（圧力溶解現象）を考慮する．したがって，前述した鉱物溶解・沈殿速度	は次式で定義される．

 式 3.2.2.2-20

ここで，	Ri
FF：自由表面溶解・沈殿速度	[mol	m-3	s-1]	，	 ：粒子接触部での圧力溶解速度	[mol	

m-3	s-1]	である．
次に，考慮する鉱物反応のうち空隙内自由表面溶解・沈殿反応は Lasaga	（1984）の溶解速度式に

より次のように表される．

 式 3.2.2.2-21
 式 3.2.2.2-22

ここで，k+：溶解速度定数	[mol	m-2	s-1]	，k-：沈殿速度定数	[mol	m-2	s-1]	，A：単位溶液当たりの
鉱物表面積	[m-1]，A=C0	Mσ，C0：鉱物の初期存在量	[mol	m-3]	，M：鉱物の分子量	[g	mol-1]，σ：岩
石の比表面積	[m2	g-1]，aH+：H+ の活量	[-]	，n：反応次数	[-]	，Q：イオン活量積	[-]，K：平衡定数	
[-]	，SI：飽和指数	[-]	である．自由表面溶解・沈殿反応のメカニズムは，飽和指数 SI が 1よりも小
さい場合は，自由表面溶解が発生し，飽和指数 SI が 1 よりも大きい場合は沈殿が発生するというも
のである．また，自由表面溶解・沈殿反応過程を計算する上で重要なパラメータである平衡定数と
溶解・沈殿速度定数は温度依存性を持っており，平衡定数については，地球化学解析コードである
PHREEQC	（Parkhurst	and	Appelo,	2013）を用いて温度と平衡定数の関係を多項式で近似すること
により獲得した．溶解・沈殿速度定数はArrhenius の式に基づいており，平衡定数，溶解・沈殿速
度定数はそれぞれ次式で表される．

	 式 3.2.2.2-23

 式 3.2.2.2-24

 式 3.2.2.2-25
ここで，αx(x=0~7) は定数（表 3.2.2.2-7），k+

0,	k-0：頻度因子	[mol	m-2	s-1]	，Ek+,	Ek-：活性化エネルギ
ー	[kJ	mol-1]	である．考慮する鉱物の自由表面溶解・沈殿の頻度因子および活性化エネルギーは表
3.2.2.2-8 に記す．

表 3.2.2.2-7　平衡定数の評価定数．
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表 3.2.2.2-8　溶解・沈殿・拡散現象の頻度因子および活性化エネルギー．

次に，岩石内の粒子接触部で生じる圧力溶解による鉱物溶解現象について述べると共に，その溶解
速度の理論式の導出過程を記す．まず，圧力溶解とは，主に地下深部の高温高圧環境下で生じる岩
石の粒子接触部や不連続面内アスペリティ接触部における鉱物溶解現象のことである（Yasuhara	et 

al.,	2003）．Yasuhara	et al.	（2003）は，圧力溶解について，接触部と自由表面での化学ポテンシャ
ルを評価することにより，その差から粒子接触部での溶解質量フラックスを次式で定義している．

	 式 3.2.2.2-26

ここで，	 ：圧力溶解質量フラックス	[kg	s-1]，Vm：モル体積	[m3	mol-1]	，σa：接触部応力	[Pa]，
σc：臨界応力	[Pa]	，ρg：粒子密度	[kg	m-3]	，Ac：粒子接触部面積	[m2] である．式 3.2.2.2-26 を基に，
ニアフィールド全体解析に組み込む圧力溶解速度式	 を導出する．まず，式 3.2.2.2-26 および式
3.2.2.2-16 で算出したVon	Mises 応力を用いて，圧力溶解による歪み変化率と粒子直径変化率は次
式で定義される（Yasuhara	et al.,	2003）．

	
式 3.2.2.2-27

ここで，	 ：圧力溶解による歪み変化	[-]	，d：粒子直径	[m]	，Rc：粒子接触割合	[-]	である．式
3.2.2.2-25 では，粒子接触部が一軸状態であると想定していることから，式 3.2.2.2-27 においては，
一軸状態に相当するVon	Mises 応力を用いて接触部応力を表している．

図 3.2.2.2-20　連成数値モデルで扱う代表要素．

図 3.2.2.2-20 に示すような直径 d の粒子一個と空隙を含む一辺が	の体心立方格子を 1つの代表要
素と仮定する．圧力溶解による代表要素の体積変化率は，次式で表される．

	 式 3.2.2.2-28

ここで，	 ：圧力溶解による代表要素の体積変化率	[m3	s-1] である．また，代表要素の初期体積
は d3	 [m3]	であることから単位体積当たりの粒子数は，1/d3	 	 [m-3] と表される．さらに，代表要素に
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対する単位時間当たりに溶解する鉱物の物質量	[mol	s-1] は次式で定義される．
	 式 3.2.2.2-29

最後に，単位体積当たりの粒子数を式 3.2.2.2-28 に乗じた値が全体解析に組み込む圧力溶解速度
式	 	[mol	m-3	s-1]	となる．

	 式 3.2.2.2-30

次に，自由表面溶解・沈殿と粒子接触部での圧力溶解の両化学反応による空隙率および透過率変化
について説明する．本解析では，空隙率変化について熱応力や粒子破壊等の応力作用による影響は考
慮せず，鉱物溶解・沈殿反応等の化学作用による影響のみを評価する．空隙内の自由表面溶解・沈殿
反応，圧力溶解反応による空隙率変化はそれぞれ次式で表される．

	 式 3.2.2.2-31

	 式 3.2.2.2-32
ここで，ϕ

FF：自由表面溶解・沈殿による空隙率変化率	[s-1]， ：圧力溶解による空隙率変化率	
[s-1]	である．式 3.2.2.2-31,	32 を用いて任意の時間 t における空隙率は次式で定義される．

	 式 3.2.2.2-33

	 式 3.2.2.2-34

	 式 3.2.2.2-35

ここで，ϕ（t）：時間 t における空隙率	[-]，ϕi：初期空隙率	[-]，ϕ
FF	（t）：時間 t までの自由表面溶解・

沈殿による空隙率総変化量	[-]，	 （t）：時間 t までの圧力溶解による空隙率総変化量	[-] である．透
過率変化については，自由表面溶解・沈殿，圧力溶解反応による空隙率変化に伴う透水性変化を定量
評価するため，Kozeney-Carman 式（Bear,	1972）を用いた次式で透過率を評価する．

	
式 3.2.2.2-36

ここで，

ここで，kr：相対透過率	[-]，k(t)：時間 t における透過率	[m2]，ki: 初期透過率	[m2]	である．
	

図 3.2.2.2-21　最大断面積と接触面積の概念図．

次に，鉱物溶解による粒子接触部の幾何学的変化とその理論式の導出方法について述べる．粒子接
触部の幾何学形状の変化メカニズムは，圧力溶解により粒子接触部直径（接触部面積）が変化し，そ
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れに伴い粒子接触割合が変化するというものである．粒子接触割合は，図 3.2.2.2-21 に示したよう
な代表要素の最大断面積 At と粒子接触部面積 Ac の比で表される．

	 式 3.2.2.2-37

粒子接触割合 Rc は圧力溶解速度を算出する上で重要な評価値である．時間経過に伴い圧力溶解が
進むと，粒子接触部面積が増加し，接触割合が大きくなると共に接触部応力 σVM/Rc が減少する．した
がって，接触割合が大きくなるほど圧力溶解量は小さくなる．接触割合が増加し続け，接触部応力が
臨界応力値 σc に達すると圧力溶解現象は停止することになる．粒子接触割合 Rc の経時変化を算出す
るには，接触割合と時間の経過に伴う粒子接触割合と空隙率の関係を導く必要である．

図 3.2.2.2-22　粒子球帯の概念図．

本解析では，関係式導出に際し，幾何学的アプローチを採用した．まず，図 3.2.2.2-22 に示して
あるような代表要素内の球帯の体積に着目する．球帯の体積	は，幾何学公式より次式で表される．

	
式 3.2.2.2-38

ここで，Vs：粒子球帯体積	[m3]，a: 粒子接触部直径	[m]，h：球帯の高さ	[m] である．また，球帯
の体積 Vs	[m3]	と空隙をあわせた体積 Vt	[m3]	により，空隙率は次式で定義される．

	 式 3.2.2.2-39

さらに，式 3.2.2.2-37 より，粒子接触割合 Rc は次式で表される．

	 式 3.2.2.2-40

式 3.2.2.2-40 を式 3.2.2.2-39 に代入することにより，空隙率は次式で表される．

	 式 3.2.2.2-41
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最後に，式 3.2.2.2-41 を粒子接触割合 Rc について解くことにより，粒子接触部の幾何学的変化を
記述する粒子接触割合と空隙率の関係式が次式の通り導かれる．

	 式 3.2.2.2-42

したがって，式 3.2.2.2-42 を式 3.2.2.2-30 に代入すると，粒子接触部における圧力溶解速度	
は次式のように表せる．

	 式 3.2.2.2-43

・解析条件
本節では，本解析で設定した解析条件の詳細について述べる．本解析モデルで想定した処分システ

ムは，わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性－第 2次取りまとめ－（以下，
第 2次取りまとめと記す）（核燃料サイクル開発機構 ,	1999）に示されている横置き方式であり，深
度 450	mに設置するものとした．

図 3.2.2.2-23　解析領域．

解析領域（ジオメトリ）は，図 3.2.2.2-23 に示すように地表から深度 700	mまでを対象としてお
り，坑道直径は 2.22	mとし，坑道を中心として坑道離間距離の 1/2 の 12.2	m を水平方向に想定し
た二次元モデルとした．坑道離間距離に関しては，緩衝材中の最高温度が 100	°C 以下となる条件と
して，処分坑道直径（D=2.22	m）の整数倍の 11D に設定した（鈴木ほか，2012）．解析対象岩盤は
石英（Quartz）のみで構成される珪質堆積岩とし，初期空隙率は 40	% とし，深度依存しない形式
で岩盤全体に均一に設定した．地質環境条件については，幌延地域の地質環境を参照し，地下岩盤の
動水勾配は 1/1,000，地温勾配は 5	°C/100	mとし，地表面は年間の平均的な気温として 15	°C に設
定した（核燃料サイクル開発機構 ,	2005）．地下水位は地表面とし，空隙水中の化学種であるシリカ
（SiO2）の初期濃度は，化学平衡状態であると仮定して初期温度分布での平衡定数の値を設定した．
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図 3.2.2.2-24　空洞境界に作用させる温度の経時変化．

廃棄体からの放熱については，第 2次取りまとめで示されている温度解析から得られた緩衝材外
側の温度変化（図 3.2.2.2-24）をモデルの坑道壁面の温度として与えている（核燃料サイクル開発機
構 ,	1999）．また，熱移動に関しては，解析領域周辺の岩盤に対し，解析領域の全側面から熱が流出
すると仮定し，坑道壁面を除く，解析モデルの左右上下全側面に熱流出境界を設定した．化学種輸送
に関しては，坑道壁面を含む解析モデルの左右上下全側面に化学種濃度の流出境界を設定した．また，
地下水の pH変化は考慮しておらず，中性条件を仮定し，一定値（pH=7）を設定した．坑道掘削影
響領域（EDZ）に関しては，第 2次取りまとめを参照し，坑道壁面より 0.8mの範囲を仮定し，その
初期透過率を健岩部より 2オーダー大きく設定した．また本解析では，坑道掘削による坑道周辺の
地下水の変化や地下水組成の変化は考慮していないが，岩盤内応力に関しては，空洞掘削に伴う応力
再配分を考慮した自重解析を実施した．解析期間は廃棄体設置後から 10,000 年間を設定した．解析
領域の物理特性を表	3.2.2.2-9 に示す．

表 3.2.2.2-9　解析に用いた岩盤物性．

・解析結果
数値解析では，圧力溶解現象の有無が空洞周辺岩盤の透水性経時変化に及ぼす影響を評価した．ま
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ず，圧力溶解現象を考慮しない場合の解析結果を図 3.2.2.2-25 〜図 3.2.2.2-27 に示す．図 3.2.2.2-
25 より，廃棄体からの発熱により空洞周辺の温度が 100 年間で最大 80	°C 程度まで増加しているこ
とがわかる．その結果として，自由表面溶解・沈殿現象が初期状態よりも活発化することが予測され
るが，その影響は極めて小さく，空隙率および透過率に及ぼす影響は無視できるほど小さいと言える．
前述の通り，地下水の動水勾配は 1/1,000 であるため，地下水の移動は極めて遅い．そのため，廃
棄体周辺で昇温により新たに溶解したシリカ鉱物も，溶解した地点のごく近傍で沈殿するため，結果
として空隙率の変化に寄与しないと考えられる．ただし，地下水流速が速い条件では，自由表面溶解・
沈殿現象も空隙率（透過率）の変化に影響を及ぼすことが想定され，ペクレ数やダンケラー数を用い
たパラメトリックスタディーを実施する必要がある．

図 3.2.2.2-25　温度の経時変化（Case 1：圧力溶解ナシ）．

図 3.2.2.2-26　空隙率の経時変化（Case 1：圧力溶解ナシ）．
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図 3.2.2.2-27　透過率の経時変化（Case 1：圧力溶解ナシ）．

一方，自由表面溶解・沈殿および圧力溶解現象の両方を考慮した場合の解析結果を図 3.2.2.2-28
〜図 3.2.2.2-30 に示す．図より明らかなように，空隙率および透過率は時間の経過とともに減少す
る傾向が得られている．特に，空洞周辺の EDZでその影響が顕著である．これは，空洞掘削に伴う
応力再配分により空洞周辺の EDZで圧縮応力（Von	Mises 応力）が増加し，その結果圧力溶解現象
が顕在化し，空隙率および透過率を低下させていると考えられる．特に，EDZに着目すると，スプ
リングライン（空洞上半と下半の境界）の空洞最近傍の空隙率（透過率）変化が最も大きく，空洞か
ら離れるほどその低下程度は小さくなっている（図 3.2.2.2-31，図 3.2.2.2-32）．これは，空洞掘削
に伴う圧縮応力の増加程度がそのまま圧力溶解に及ぼす影響度に帰結している．

図 3.2.2.2-28　温度の経時変化（Case 2：圧力溶解アリ）．
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図 3.2.2.2-29　空隙率の経時変化（Case 2：圧力溶解アリ）．

図 3.2.2.2-30　透過率の経時変化（Case 2：圧力溶解アリ）．

図 3.2.2.2-31　空隙率の経時変化（Case1 と Case 2 の比較）．
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図 3.2.2.2-32　透過率の経時変化（Case1 と Case 2 の比較）．

圧力溶解の影響度をより詳細に把握するため，スプリングライン上の観測点を 4点（図 3.2.2.2-
33）抽出し，透過率の経時変化について言及する．圧力溶解を考慮しない場合と考慮した場合の 4点
の経時変化を図 3.2.2.2-34 に示す．前述のように，圧力溶解を考慮しない場合は，計測 4点の透過
率は変化しておらず，自由表面溶解・沈殿現象だけでは透過率に変化を及ぼさないことが明らかであ
る．一方，圧力溶解を考慮した場合，空洞最近傍で，10,000 年で約 1オーダー程度の透過率低下が
観察されている．しかし，その影響は限定的で空洞から離れるほど小さくなり，3D（6m）離れると
その影響は無くなっている．本解析では，初期・境界条件について，1パターンのみの計算を実施し
ており，今後様々な初期・境界条件で解析を実施する必要がある．特に，EDZや初期空隙率の設定
により，圧力溶解の影響度は大きく変化することが想定され，より詳細な評価が必須である．また，
本解析では，石英のみの単一鉱物で構成される岩盤を想定して計算を行っており，より自然環境に即
した鉱物組成で評価することが今後の課題である．

図 3.2.2.2-33　出力箇所．
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図 3.2.2.2-34　透過率の経時変化（Case1 と Case2 の比較）．

6)　まとめ
本研究では，ベレア砂岩を対象として，拘束圧および温度を制御した等方圧保持・透水試験の継続

実施，実験前後の供試体を用いたマイクロフォーカスX線 CTによる微視構造観察，持続載荷せん
断透水試験による変形・透水特性変化の評価，THMC連成数値解析モデルによる透水特性変化の予
測解析を実施した．得られた知見は以下の通りである．
拘束圧（7.5，15	MPa），温度（20，90	°C）を制御した等方圧保持試験を連続 1,000 日間以上

継続実施し，透水特性（透過率）の経時変化を観察した．その結果，インタクト供試体の場合，20，
90	°C 条件共に透過率は若干の上下変動を示した後，200 〜 300 日程度で増加に転じその後一貫し
て上昇する傾向が得られた．透過率が一定の時間を経過した後増加に転じる結果は，自由表面溶解が
接触部溶解に比してより卓越したためと想定される．一方，不連続面供試体の場合，透過率は時間の
経過と共に減少する傾向が得られた．その減少量は，1,000 日経過後でも最大 1オーダー程度であっ
た．これは平成 25年度の成果と矛盾しない．
次に，拘束圧 7.5	MPa，温度 90	°C 条件で 560 日間等方圧保持・透水試験を実施した供試体（B-45）

と，拘束圧 7.5	MPa，温度 20	°C 条件で 1,025 日間等方圧保持・透水試験を実施した供試体（B-42）
を用いて，マイクロフォーカスX線 CT分析を行った．空隙径の変化に注目すると，B-42，B-45 と
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もに空隙径 10~60	μmの空隙が減少し，空隙径 60	μm以上の空隙が増加している結果が得られた．
空隙径の大きい空隙体積が増加していることが，透水性増加の原因と考えられる．また，B-42 と
B-45 を比較した場合，B-42 の方が，空隙の増加量が大きいことが確認された．透水試験の結果より，
B-42 の方が透水性変化が大きいことが確認されており，X線 CT分析の結果と調和的な結果が得ら
れた．
次に，単一不連続面の変形挙動評価を目的として，持続載荷せん断試験を実施した．実験開始直後（0

日目），30日，60 日，90 日間拘束圧保持を経験した供試体の変形特性を評価したところ，変形特性
は概ね変化していないことが判明した．平成 25 年度の成果では，20 および 90	°C 条件ともに，30
日経過後に初期剛性が増加していることが確認されたが，再実験の結果，平成 26年度は異なる傾向
が得られた．
最後に，自由表面溶解・沈殿および圧力溶解を考慮した連成解析モデルを開発し，石英のみで構成

される想定岩盤の空隙率（透過率）の経時変化を予測解析した．その結果，自由表面溶解・沈殿のみ
では，空隙率（透過率）の変化に影響を及ぼさないことが判明した．一方，圧力溶解を考慮したモデ
ルでは，時間の経過とともに空隙率（透過率）が減少する傾向が得られた．特に，空洞近傍で最大 1
オーダー程度の透過率低下を確認し，圧力溶解の寄与度が大きいことが判明した．今後は，様々な初
期・境界条件で解析を実施し，より詳細な検討を実施するするとともに，核種移行解析に対する圧力
溶解の影響を精査する必要がある．
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3.2.2.3 長期の時間スケールを対象とした地化学連成解析
1)　研究の背景と目的
高レベル放射性廃棄物の地層処分では，地層に放射性核種の閉じ込めの機能を期待している．期待

される機能には放射性核種を運ぶ地下水の流れにくさに係る透水性，核種の移行遅延に係る，拡散，
収着などが挙げられる．これらの機能が長期的に安定して変動しないことが望まれる．しかし，地層
のある地下環境といえども長期的にはさまざまな要因の自然事象の影響を受けざるをえないので，こ
のような影響を適切に評価することが安全評価において求められている．本課題はこのような背景の
もとで，地下水流動とその場の地質環境の長期的な変遷を定量的に理解する手法として数値シミュレ
ーションに基づく数値モデル構築を取り上げ，その手法の基盤を確実なものとすることによって，安
全審査の基本的考えかたの整備に資することを目的としている．
自然事象の影響にはさまざまなものがあるが，こられの中から火山・マグマ活動に関連する水理，熱，

化学の地下環境への影響評価について平成 24 年度以降ケーススタディを取り上げて水理 - 熱 - 化学
反応連成解析（以下，H-T-C シミュレーション）を実施してきた．今年度はデータの拡充とそれにと
もなって見出された課題を整理してまとめる．

2)　研究の概要
平成 24 年度は，50	kmの水平距離の 2次元断面でH-T-C シミュレーションを実施しそのフィー

ジビリティについて検討した．その結果，シミュレーションの可用性を確認したものの，単純なモデ
ルで水平距離を大きくしても地下水の水質分布や地層の変質鉱物分布が水平方向に拡がるのみで，計
算時間増加のデメリットが大きいことが判明した．そこで平成 25年度は変質帯の拡がりについて先
行研究を調査して，20	kmあたりが妥当と判断し，この大きさを水平方向のサイズとしてシミュレ
ーションの妥当性を確認する方法が検討できるモデルを作成することとした．そのために取り上げた
のがグリーンタフ変質で，地表に変質帯が広く露出するとともに資源探査などのボーリング調査で地
下の情報も多く，先行研究も豊富なことが最適と判断された．この変質をどこまで再現できるかによ
ってシミュレーションの妥当性を評価することとした．この結果，先行研究でアルカリ性変質帯とさ
れるものに対応する粘土鉱物およびカルシウム系鉱物の出現と調和的であることを確認した．また，
変質鉱物には温度に規制されるタイプと地下水流動パターンに規制されるタイプがあることも判明し，
calcite が典型的なリチャージ域の流動パターンに特徴的な変質鉱物であることを示した．
ここまでの研究では，TOUGHREACT	v.2 の配布に添付されているフランス地質鉱物研究所	

（BRGM）	の 2009 年 8月 25 日付の熱力学データセット（tk-ddem25aug09.dat）を使用していたが，
BRGMの web サイト（http://thermoddem.brgm.fr/recherche.asp）では 2011 年 12 月 15 日付の
新しい熱力学データセットが利用できるようになっているため，今年度はこの新しい熱力学データセ
ットを用いてシミュレーションを実施することとした．しかしながら，この新しい熱力学データセッ
トを用いるとシミュレーションの化学反応部分で収束しない要素が多発し，シミュレーションの時間
ステップを進めることができないことが判明した．モデルの不確かさという観点からもこの状況をで
きるだけ詳細に明かにする必要があると考え，使用している熱力学データセットの特徴とその信頼性
について具体的に検討した．

3)　モデルについて
熱力学データセット以外のモデルは昨年度と同じであるが次に記載を再録する．モデルの次元は 2

次元で，水平方向のサイズは多くのグリーンタフ地域の変質の先行研究を参考にした 20	kmである．
深さは最大 4	kmで水平方向右端側に山地相当の傾斜地形となるジオメトリに要素を配置した．その
結果，解析領域は平地部で深さ 3.5	km，傾斜部最高点で深さ 4	kmである．多孔質等方モデルである．	
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解析領域の離散化は深さ方向について水質や変質の分布を計算上同じ精度で把握して比較するため
水平・鉛直方向一律に 50	mで離散化した．地層は，グリーンタフ地域での研究を参考にした流紋岩
質と安山岩質の 2種類の火山ガラスである．モデルの詳細を次節に記す．
利用したシミュレータは Integrated	Finite	Difference 法を用いる TOUGH2 に水岩石反応を扱え

るように拡張を施した TOUGHREACT	v.2Xu	et al.	（2012）である．解析領域は図 3.2.2.3-1 に示
すように，水平 20	km，深さ 3.5	kmから 4	kmの 2次元で，水平・鉛直一律に 50	mで離散化した．
地表面に相当する最上部の要素に大気圧，15℃の固定水頭境界を，その他の境界に不透水，断熱を
設定した．なお TOUGHREACT は TOUGH2 と異なり，inactive	node と呼ばれる境界条件設定用
の要素を設定できないので，その替わりに地表面要素の体積を数値上無限に近い大きな値にするとい
う設定法で境界条件を与えている．
物性の設定は，多孔質等方モデルで，空隙率 5%，浸透率 1×10-16	m2，飽和熱伝導率 2.5	W/m℃，

乾燥熱容量 850	J/kg℃，乾燥密度 2,500	kg/m3 とした．浸透率は一般的な地熱地帯の貯留層の浸透
率として採用される 1×10-15	m2 より一桁小さい値である．その他の物性はグリーンタフ地域の第三
系の岩石として一般的な値である．
平地部の底面の要素にグリーンタフ地域に普通な温度勾配となるような熱源を設定し，脊梁地域で

温度勾配が高くなることを考慮して，傾斜部の一部の底面の要素にはより大きな熱源を設定した．

図 3.2.2.3-1　解析断面と境界条件．

要素は50m x 50mで，底面および左右側面は断熱・不透水．上面(地表面)は水頭固定で15℃，1.014×105 Pa．底面要素右

端から4要素 (200 m)は500 W/要素，その他の底面要素は250 W/要素の熱源を有する．水平と垂直の縮尺を同じにしてあ

る．

初期条件は，地表面は大気CO2 に飽和した淡水を設定し，それより下の地層中は流紋岩ガラスま
たは安山岩ガラスとし，空隙は希薄な塩水が満たしている設定とした．
以上の詳細を表 3.2.2.3-1 に示す．また火山ガラスに係る扱いの詳細をさらに次節に記載する．
以上の条件で，まず化学反応の無い状態で定常状態に達するまでシミュレーションを進めた．ここ

までに約 140 万年要した．つぎにこの状態（温度圧力定常状態）を 0年として，そこから化学反応
をカップルさせるシミュレーションをスタートさせている．以下のH-T-C シミュレーションの記述
において，時間は特に断わらない限りすべてこの計時によるものである．
化学反応については節をあらためて詳述するが，Si-Al-Mg-Ca-K-Na-Cl-C-H-H2O の 10 成分系で，

一部の鉱物・ガラスの溶解・沈殿に反応速度論を適用する他は化学平衡を仮定している．また，酸化
還元反応は扱わない．シミュレーションで用いている 10成分とは次の 1次化学種である．
H4SiO4

aq，AlO2
-，Mg2+，Ca2+，K+，Na+，Cl-，HCO3

-，H+，H2O
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表 3.2.2.3-1　シミュレーションに用いた物性パラメータ等．

4)　火山ガラスの扱い
火山ガラスは，流紋岩質と安山岩質のもの 2種である．その化学組成は（久野，1954）から伊豆・

箱根地方紫蘇輝石質岩系無斑晶火山岩の安山岩（10個平均）および石英安山岩 - 流紋岩（8個平均）
を使用した．ただし，今回のシミュレーションでは系に鉄を含めないので，鉄をマグネシウムに置き
換えた．解析における火山ガラスの設定を表 3.2.2.3-2 に示す．

表 3.2.2.3-2　シミュレーションに用いた 2 種の火山ガラス．

%欄は分析成分による出典値，モル規格化欄は出典値を基に鉄をマグネシウムに置き換えた上で，シミュレーションで用いて

いる1次化学種で表現し，さらにシリカで規格化した組成．HVG欄はそれをさらにWolff-Boenisch et al. (2004)による水和

火山ガラスの組成に換算したもの．

理論的に一般化して表現される鉱物mの反応速度 rは表面反応律速である場合，溶解および沈殿
とも次の式で表現される．

	 式 3.2.2.3-1

	 式 3.2.2.3-2
鉱物 m について，km0	 :	固有反応速度定数，Am	 ;	反応表面積，Em	 ;	活性化エネルギー，Ωm	 :	飽和

度，Km	 :	溶解度，aj	 :	鉱物 m の溶解 /沈殿反応式に現われる成分 j の活動度，νj	 :	鉱物 m の溶解 /沈
殿反応式に現われる成分 j の反応係数がそれぞれ与えられる必要がある．補足すると飽和度 Ω は活動
度積（activity	product）と溶解度積（solubility	product）の比であり，飽和度の常用対数は飽和指
数（saturation	 index）と呼ばれる．θη は反応に固有の指数であるが，一般的には 1がとられること
が多く，今回のシミュレーションでもすべての反応について 1とした．R はガス定数（8.3144621	J	
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deg-1	mol-1）である．
ガラスの溶解を記述するのは，ガラスの骨格の形成に関与しないイオン（Mg，Ca，K，Naなど）

が溶脱した Si-Al 骨格の溶解定数（KHVG	:	Hydrated	volcanic	glass	equilibrium	constant）であると
されている（Daux	et al.,	1997）．この場合，ガラスが溶解するとオリジナルのガラスを構成する元
素である Si，Al，Mgなどがそのストイキオメトリに従って溶液に添加されるが，その反応速度はオ
リジナルのガラスとは異なる平衡定数 KHVG により支配されることになる．TOUGHREACT	v.2 は溶
解反応によって溶液に添加される成分を規定するストイキオメトリと反応速度にかかる飽和度を規定
するストイキオメトリを同じに扱うので，上述のガラス固有の事情をそのままの形で扱うことができ
ない．そのために，ソースコードに手を入れることで，ガラスのストイキオメトリを使いわけること
ができるような機能をオプションとして追加した．
さらに，こうした表現に合わせて今回の火山ガラスデータを整理する必要がある．ここではWolff-

Boenisch	et al.	（2004）	を参考に必要なパラメータを用意した．彼らは実験をもとに
Hydrated	volcanic	glass	（以下HVGと略す）	の反応速度定数を次の式で与えている．

	 式 3.2.2.3-3

	 式 3.2.2.3-4

今回のシミュレーションでは，反応が主として中性からアルカリ性領域でおこるので pHが 10.6
の場合の式を利用した．その結果，安山岩が 6.70×10-9	mol/m2/s，流紋岩が 3.18×10-9	mol/m2/s と
なった．なお，流紋岩〜安山岩ガラスの溶解速度定数は 10-11 〜 10-12	（mol	Si	m-2s-1）（中性条件 25℃），
玄武岩ガラスの溶解速度定数は 10-9 〜 10-9.5（mol	Si	m-2s-1）（中性条件 25℃）とされている（鹿園
直建 ,	2009）が，それと比べると玄武岩の値に相当するものの，該当する化学組成としては大きめ
の値となっている．活性化エネルギーは同じくWolff-Boenisch	et al.	（2004）のデータを参酌して
安山岩を 50	kJ/mol，流紋岩を 53	kJ/mol とした．
また，HVGの溶解平衡定数は amorphous	Al(OH)3 と amorphous	SiO2 の log	K	から求めるが，

彼らは PHREEQC データを用いている．PHREEQC データは 25℃のみであるので，25℃以外の温
度のデータも利用する今回のケースではこれに代えてMINTEQデータを利用した．しかしながら，
MINTEQデータの amorphous	Al(OH)3 は 0℃から 100℃までの 8点のデータしか与えられていな
いので，より高温域のデータを必要とする今回のケースのためにこれを最小二乗法ソフト SALS	（中
川・小柳，1982）を用いて下記の式にフィッティングして a〜 eのパラメータを決定し外挿するこ
ととした．

	 式 3.2.2.3-5

T は絶対温度．
なお，Wolff-Boenisch	et al.	（2004）では，反応式をAl 化学種Al(OH)3 で表現しているが，今回

のシミュレーションでは 1次化学種をAlO2
- に選んでいるので，1次化学種変更の換算が必要で，そ

のためのデータとHVG溶解度計算に必要なデータは整合性を考慮して TOUGHREACT のデータベ
ースを使用した．表 3.2.2.3-3 に関連するデータを示す．また，図 3.2.2.3-2 にフィッティングの元
データと近似曲線を，図 3.2.2.3-3 にガラスの溶解とそれに関係する反応の平衡定数の温度依存性を
示す．
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表 3.2.2.3-3　HVG の溶解度とそれを求めるためのデータ．

amは非晶質であることを示す．

図 3.2.2.3-2　Al(OH)3
am の溶解度．

MINTEQデータベース (+印)とSALSによるフィッティング (実線)．反応式はどちらも，Al(OH)3
am = Al3+ + 3H2O – 3H+．

図 3.2.2.3-3　安山岩 HVG および流紋岩 HVG ならびに関連する反応の log10(K)．
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5)　鉱物等の化学反応の設定条件
溶液化学種間の反応は化学平衡を仮定し，表 3.2.2.3-4 の化学種を考慮した．鉱物および火山ガラ

スについては化学平衡を仮定したものと反応速度を考慮したものがある．これらについて表 3.2.1-5
にまとめて示す．表 3.2.2.3-5 に示すシミュレーションに考慮した鉱物とは，シミュレーションの
過程で常に飽和度をチェックした鉱物を指す．熱力学データセットを新しいバージョンに替えた
際，14Å	amesite が無いためにかわりに amesite にした以外は同じ鉱物を考慮した．その結果，一
度も晶出しなかった鉱物も多いが，それらを含めたリストである．なお，新熱力学データセットは，
BRGMのweb サイトには TOUGHREACT 用のフォーマットでは用意されていないので，すでに用
意されているGeochemist's	workbench 用のフォーマットのファイルをダウンロードして，自前の
コンバージョンソフトを作成して TOUGHREACT フォーマットに変えて使用した．セカンダリ化学
種の反応定数もコンバートされた新データセットのものであるが，これらの値は旧版とほとんどかわ
りなくその影響も無いことを確かめた．

表 3.2.2.3-4　シミュレーションに考慮した溶液化学種．

表 3.2.2.3-5　シミュレーションに考慮した鉱物およびガラス．

 括弧内は本稿で用いている略称．

6)　化学的初期条件および境界条件
反応させる水	（地表水 /地下水）	は 2種類用意する．大気と平衡する炭酸を含有し，その他の塩を

含まない淡水	（溶液 1）と希薄なNaCl を含む塩水	（溶液 2）である．その組成と要素への設定を表
3.2.2.3-6 に示す．
反応させる岩石	（地層）は 2種類用意する．それぞれ固相容積	（液体の占める空隙を除く）の 10%

を安山岩ガラス	（andesite	glass）か流紋岩ガラス	（rhyolite	glass）のどちらかが占め，残りの 90%
は非反応とする．ガラスの占有固相容積比を 10%としたのは，100%とした時に計算が破綻しやす
かったことと，溶解しつくした場合，現状では評価困難な構造状態が想定されること，現実に数 10	
m規模での火山ガラスが溶解しつくしている事例を見ないことを勘案して恣意的に設定したもので
ある．後述するようにこの扱いは今後の課題ともなるものである．表 3.2.2.3-7 にシミュレーション
に用いたパラメータを示す．要素への設定については次節に記す．ガラスは溶解のみで沈殿させない
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ので，沈殿にかかるパラメータ RNUCL および RADは表では - としてある．また，初めは存在しな
い鉱物	（cristobalite および quartz）についても，速度論的扱いをする場合は，固相容積比 0とした
上で必要なパラメータを岩石ごとに与えておく必要がある．RNUCL は，存在しない所に最初に鉱物
が沈殿する際にその鉱物の占める固相に対する比を与え，RADはその時の鉱物粒を球形と仮定した
半径を与える．鉱物の初晶出時はこの 2つのパラメータを用いて反応面積を与えるが，鉱物が成長
するにつれ反応面積は小さくなり，表 3.2.2.3-7 の反応面積欄の値より小さくなるとかわって反応面
積欄の値が用いられる．RNUCLおよび RADの設定値はそれぞれ TOUGHREACT	v.2 ユーザーガイ
ドの推奨値 1.0×10-6 と 1.0×10-8 をそのまま用いた．
岩石 1と岩石 2の要素への設定については次節に記す．

表 3.2.2.3-6　反応に用いた水の組成と設定要素．

表 3.2.2.3-7　反応に用いた岩石の組成とパラメータ．

7)　シミュレーションの進めかた
シミュレーションはまず化学反応をさせずに物理的な設定条件だけで系が定常状態に到達するまで

進めた．次に岩石の要素への割り付けかたを変えた 2通りのシミュレーションを実施した．定常状
態はすでに記した物性値および境界条件，初期条件にて計算を進めた 200 万年後の状態である．こ
れらが定常状態であることは昨年度確認した通りである．この状態を物理的初期条件として次の化学
反応を伴うシミュレーションをリスタートモードで進める．時計はこの状態で時刻 0にリセットし
ている．
化学反応を伴うシミュレーションの 2ケースは以下の通りである．

ケース1
地表面境界要素には岩石を設定せず，溶液 2を設定する．その他の地下の要素には岩石 1と溶液 1

を設定する．
ケース2
地表面境界要素には岩石を設定せず，溶液 2を設定する．その他の地下の要素には岩石 2と溶液 1

を設定する．

それぞれのケースについて結果を以下に記述する．
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8)　ケース1の計算結果
この場合，計算を始めてからシミュレーションモデルの時間で 0.4096E+03 秒進んだ時点で 50

を越える要素で収束できなくなってシミュレーション停止の条件になった．この段階で amesite と
gibbsite が晶出したが，Ca2+ のマスバランスが満足されない結果であった．

9)　ケース2の計算結果
この場合，計算を始めてからシミュレーションモデルの時間で 0.2621E+04 秒進んだ時点で 50

を越える要素で収束できなくなってシミュレーション停止の条件になった．この段階で amesite と
kaolinite が晶出したが，K+ のマスバランスが満足されない結果であった．

10)　熱力学データセットの比較検討
ここで，2009 年 8 月 29 日付データセット，2011 年 12 月 15 日付データセットをそれぞれ簡単

に 2009 年データセット，2011 年データセットと呼ぶことにする．この 2つのデータセットの性質
を TOUGHREACT のような複数の要素を岩石と反応しつつ流動する地下水の化学的性質を求めるの
ではなく，1つの要素を取り出して岩石の変質をバッチ反応でシミュレートするソフトウェアで詳細
に調べた．厳密に言えば，流入と流出による化学種の輸送が考慮されていないが，データセットの特
徴を見るためにはこれで充分であると考える．このためのバッチ反応シミュレーションソフトとし
て PHREEQC	v.3.1.3	（以下簡単に PHREEQCと記す）	を使用する．PHREEQCは合衆国地質調査所
（USGS）で作成され無償で配布されている地化学シミュレーションソフトでさまざまな水 - 岩石反
応が関係する分野で広く利用されている．
次のケースについてNaCl	0.1	mol/l 溶液と TOUGHREACT のシミュレーションで用いたものと

同じ組成の火山ガラス（安山岩および流紋岩）の反応を温度条件を 10℃ずつ変えて晶出鉱物を求めた．
この水 - 岩石反応のバッチシミュレーションはガラスに相当する酸化物をそのモル比を維持して溶液
に少しずつ溶かしこむ．圧力は 100℃以下において 1.0E+05Pa，100℃を越える場合は気液飽和曲
線の圧力である．データセットに用意されているすべての鉱物を溶解・沈殿の対象とする場合を「利
用可能なすべての鉱物を使用」とし，昨年度の TOUGHREACT でのシミュレーションと同じ特定の
鉱物種に制限した場合を「昨年度のシミュレーションの鉱物種に限定」とした．

1）　2011 年データセットによる安山岩の溶解	（利用可能なすべての鉱物を使用）
2）　2009 年データセットによる安山岩の溶解	（利用可能なすべての鉱物を使用）
3）　2009 年データセットによる安山岩の溶解	（昨年度のシミュレーションの鉱物種に限定）
4）　2011 年データセットによる流紋岩の溶解（利用可能なすべての鉱物を使用）
5）　2009 年データセットによる流紋岩の溶解（利用可能なすべての鉱物を使用）
6）　2009 年データセットによる流紋岩の溶解	（昨年度のシミュレーションの鉱物種に限定）

以上のケースごとに結果を図 3.2.2.3-4 〜 9 に示す．なお，2009 年データセットにおいて利用可
能なすべての鉱物を使用した場合，収束して解を得ることができなかった温度があり，その温度領域
は図中で黄色に塗色した．
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図 3.2.2.3-4　安山岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度 (℃ )．晶出鉱物に制限を加えない場合．2011 年データセットと PHREEQC を使用．

図 3.2.2.3-5　安山岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度(℃)．晶出鉱物に制限を加えない場合．2009年データセットとPHREEQCを使用．黄色に塗色された温度領域で

は解が得られなかった．
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図 3.2.2.3-6　安山岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度(℃)．晶出鉱物に平成25年度シミュレーションと同じ制限を加えた場合．2009年データセットとPHREEQCを使

用．

図 3.2.2.3-7　流紋岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度 (℃ )．晶出鉱物に制限を加えない場合．2011 年データセットと PHREEQC を使用．
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図 3.2.2.3-8　流紋岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度(℃)．晶出鉱物に制限を加えない場合．2009年データセットとPHREEQCを使用．黄色に塗色された温度領域で

は解が得られなかった．

図 3.2.2.3-9　流紋岩ガラスと 0.1N NaCl 溶液との化学反応最終生成物 ( 化学平衡仮定 ) の温度依存性．

横軸は温度(℃)．晶出鉱物に平成25年度シミュレーションと同じ制限を加えた場合．2009年データセットとPHREEQCを使

用．

11)　考察
今回の計算の制約について最初に記す．化学平衡計算であるため，同質多形鉱物では溶解度の小さ

い鉱物しか晶出しないことに注意する必要がある．石英，クリストバライト，非晶質シリカがこれに
該当する．今回の計算では，このために常に石英が晶出している．これによって，シリカの活量が低
くおさえられていることにも注意が必要である．低温では実際には石英が晶出せずに非晶質シリカが
晶出するケースが多く，この場合シリカの活量は高くなる．沸石の安定領域はシリカの活量によって
影響を受けるものが多いので，今回の計算結果と現実の乖離がこの原因によって生ずる可能性がある．
また，100℃から 200℃の間で，混合層鉱物とよばれる鉱物が晶出することが現実には普通であるが，
今回の計算ではこれらの鉱物がデータセットに無いため考慮されておらず，このことが他の鉱物の安
定関係に影響を及ぼす可能性を否定できない．混合層鉱物としてイライト /スメクタイトおよび緑泥
石 /スメクタイト混合層鉱物が普通に産するが，これらの鉱物の計算上の扱いについて一致した見解
はなく，データも無いのが現状である．その結果，これらの端成分ともいうべきイライト	（計算では
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muscovite に相当），スメクタイト	（計算ではmontmorillonite や saponite に相当），緑泥石	（計算
では sudoite に相当）が混合層鉱物の替わりに出現するケースがある．このような制約を念頭に置い
て結果について考察を進める．
今回の計算において最終生成物とされる鉱物は変質鉱物あるいは 2次生成鉱物と呼ばれるもので，

グリーンタフ変質に限らずさまざまな成因の変質について野外調査に基づいた先行研究が多数あり，
その生成環境について温度との関係などが整理されている．図 3.2.2.3-10 にそのひとつを示して今
回の計算結果と比較する．

図 3.2.2.3-10　野外観察にもとづく変質鉱物とその出現温度との関係 (Chipera and Apps, 2001)．

2011 年データセットを用いた安山岩ガラスの反応では，heulandite（Ca），chabazite，
phillipsite（Na）といった沸石鉱物が低温で出現し，より高い温度で laumontite が出現しており，
この傾向は野外でのそれと一致している．また，計算では，saponite（K），saponite（Na）とい
った粘土鉱物が低温で出現し，より高温でmuscovite，sudoite が出現している．図 3.2.1-11 には
illite や muscovite が載っていないが，illite は温度が高くなるほど混合層鉱物に占める割合が高く
なること，chlorite も温度が高くなるほど混合層鉱物に占める割合が高くなることが知られており，
illite を muscovite に，sudoite を chlorite と見なせば野外と同様な出現傾向を計算は示していると
言える．これに対し prehnite は計算では広い温度範囲で出現し，margarite は天然ではあまり普通
に産する鉱物ではない．このようなCa-Al シリケートの天然での挙動と異なる計算結果は，今回の
計算で炭酸を考慮しなかったためにCaのシンクとなるはずの calcite が制限されたためかもしれな
い．実際には変質鉱物として calcite は普通に産することが知られている．
2009 年データセットを用いた安山岩ガラスの反応では，phillipsite（Na），stilbite が 100℃

以下で出現し，シートシリケートでは tobermorite（14A），sepiollite，gyrolite が 100℃以下，
beidellite（Na）が 150℃以上で出現する．100 から 150℃の間では計算が収束せず，解が得られて
いない．雲母の一種である eastonite，角閃石の一種である edenite（alpha），ザクロ石の一種であ
る grossular が低温でも出現していることが目をひく．これらの鉱物は実際には比較的高温で出現す
ることが知られている．tobermorite（14A）は加水セメントペーストに産し，天然では変成した石
灰岩やスカルンに産するとされ，gyrolite は火山岩の発泡した空隙などに産するとされ，変質鉱物と
してはあまり普遍的ではない．beidellite はベントナイトの構成鉱物とされ熱水変質の産物とされて
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いる．tobermorite（14A）や gyrolite などの稀産鉱物	が出現したり高温で出るはずの鉱物が低温で
出現したりするなど，この熱力学データセットは実際の野外観察の結果とはかなり異なる結果を与え
ており，収束不能な温度領域の存在とあわせてデータの信頼性を損なっている．
2009 年データセットを用いた安山岩ガラスの反応で反応鉱物を制限した場合は，昨年度の

TOUGHREACT の結果をほぼ追認するものである．albite，quartz を除きこの温度領域での出現に
温度依存性が見られないことも昨年度の結果と一致している．
2011 年データセットを用いた流紋岩ガラスの反応では，heulandite（Ca），chabazite，

phillipsite（Na），phillipsite（K）といった沸石鉱物が低温で，より高温で laumontite が出現している．
シートシリケートでは saponite（K）が低温側に prehnite が高温側に出現し図 3.2.1-11 と調和的な
関係を示す．edenite（alpha），grossular は高温側に出現し，その温度は天然のものに比べると低
いものの温度依存性の傾向は再現されている．muscovite，microclineは広い温度領域で出現している．
2009 年データセットを用いた流紋岩ガラスの反応では，100℃と 150℃の間および 180℃と 200

℃の間で収束せず解が得られなかった．okenite は玄武岩晶洞に産するとされる稀産鉱物 * である．
okenite，gyrolite といった稀産鉱物の出現および eastonite の低温からの出現など，天然から類推さ
れる産状とはかなり異なる結果であり，収束不能な温度領域の存在とあわせてデータの信頼性を損な
っている．
2009 年のデータセットを用いた流紋岩ガラスの反応で反応鉱物を制限した場合は，昨年度の

TOUGHREACT の結果をほぼ追認するものである．検討した温度領域での温度依存性が認められず，
変質鉱物の帯状分布が見られない結果とも一致する．
2009 年データセットでは，tobermorite（14A），gyrolite，okenite といった稀産鉱物が出現す

る，天然では本来観察されないような低温で出現する eastonite，grossular，edenite（alpha），収
束せずに解が得られない温度領域の存在といった特徴が見られ，これらが実際に天然で見られる産状
と大きく異なることは熱力学データの信頼性を損なっている．こうした天然とは異なる挙動を示す
鉱物の出現を制限した結果が昨年度の TOUGHREACT の結果であり，温度分布に対応したゾーニン
グが認められず，2011 データセットで検討した鉱物の安定関係とも異なるものとなった．2009 年
データセットと 2011 年データセットを比較すると生成ギブスエネルギーに変更を加えられている
鉱物があり，これが影響しているものと思われる．特に 2009 年データセットに常に産するのに対
し，2011 年データセットでは産しない stilbite は全く異なる生成ギブスエネルギーが与えられてい
る．TOUGHREACT のシミュレーションで鉱物を制限した背景にはソフトウェアの扱える鉱物数が
45に制限されていることがある．この数はコンパイル時にパラメータを変更することで変えること
ができるが，計算時間に及ぼす負荷を考慮するとむやみに増やすことは困難である．実際，今回の
PHREEQCでの計算では鉱物に制限を加えない場合 570 余りの鉱物を対象として反応を進めている．
モデルの不確かさには，モデル構築のための抽象化の不確かさとモデル構築に用いるツールの不確

かさがからみあっている．モデル構築のための抽象化の不確かさは，サイトスペシフィックな情報を
どれだけ適切に取得し，それを用いて定量的な将来予測ができるような形式にする際に発生するもの
と言える．これは具体的なサイトから切り離すことができないものである．例えば，これまでのシミ
ュレーションを例に挙げれば，透水係数をはじめとする物性の分布や地下水や熱源のソースの分布や
境界条件となる性質の分布などである．これらの不確かさそのものはそれぞれの研究分野で考究され
るべきものであるが，不確かさの影響はモデルのパラメータを動かすことである程度評価することが
できる．一方，モデル構築に用いるツールの不確かさには今回の事例で挙げれば，熱力学データの不
確かさが第一に挙げられる．これらを考慮してH-T-C シミュレーションのCにかかる部分の不確か

* 例えば歌田	（1977）	の変質鉱物のリストに無い鉱物を稀産とした．
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さは次のように整理することができよう．

1）　ジェネリックな不確かさ
 ・化学平衡定数の不確かさ
 ・溶解・沈殿モデルの不確かさ	（反応速度定数の不確かさ）
 ・微生物の関与する反応の不確かさ
 ・活量の不確かさ

2）　サイトに依存する不確かさ
 ・反応表面積の不確かさ
 ・岩石・鉱物・微生物分布の不確かさ
	 ・水の組成分布の不確かさ
	 ・輸送にかかる性質の不確かさ	（透水係数，拡散係数など）
	 ・モデルの境界条件およびソース・シンクの不確かさ
	 ・自然事象が以上の性質に及ぼす不確かさ

ジェネリックな不確かさは，実験室でデータを取得してそれを評価してモデルに反映することがで
きるのに対し，サイトに依存する不確かさは実際にサイトでデータを取得してはじめて解決されるも
のが多い．これまでのこの課題での一連の取り組みではジェネリックな不確かさのうちでも化学平衡
定数のそれによる影響の強さがきわだったものとなった．H-T-C シミュレーションにおいては化学平
衡定数の信頼性が第一であり，それを確保せずに他の不確かさを評価することは困難である．そこで，
化学平衡の不確かさとそれを扱うツールの影響について以下に論ずる．
これまでの一連のシミュレーションによって 2009 年データセットと 2011 年データセットの違い

の影響が大きいことが明らかにされた．その原因は生成ギブスエネルギーが見直された鉱物があるこ
とにあり，特に stilbite の値が大きく変更されていることが鉱物の安定関係に影響しているようであ
る．平成 25 年度のシミュレーションでは 2009 年データセットを用いて TOUGHREACT の取り扱
い可能な鉱物数を考慮して先験的に変質鉱物として妥当と思われるものを歌田 1977 などを参考にし
て事前に選択してシミュレーションを進めた結果，収束困難性などの問題をたまたま回避し，低温で
安定なもっともらしい鉱物の出現を得た．しかし，これが 2011 年データセットにくらべて信頼性に
欠けることはすでに示した通りである．こうした誤りを防ぐためにはシミュレーションがカバーする
範囲であらかじめバッチ条件でのシミュレーションをおこなって晶出鉱物を推定することである．今
回の場合は温度を 20℃から 200℃まで変えてみたが，場合によっては溶液組成も変えてみることも
必要になるかもしれない．今回もCa-Al シリケートの挙動をより正しく表現するためには炭酸塩鉱
物も考慮する必要があったかもしれない．その場合は溶液の組成に炭酸を考慮する必要がある．この
ようにデータセットに含まれる鉱物を検討することは大切であるが，それだけでは充分ではない．ひ
とつには先ほど挙げた化学平衡の仮定がどこまで成立するかという問題が不確かさに影響する．例え
ばシリカ鉱物の同質多形である石英，クリストバライト，非晶質シリカは化学平衡論的には石英が安
定であり，その結果溶解度が最も小さい石英によってシリカの活量が小さく規制される．実際は低温
では反応速度によってシリカの沈殿が規制されるのでシリカの活量は石英の溶解度によるものより大
きくなる．この影響はさまざまな変質鉱物の安定関係に影響を及ぼすが，沸石グループの鉱物にもそ
うした影響を受けるものが多い．例えば，非晶質シリカが飽和する程度にシリカの活量が高い場合と
石英に飽和する程度にシリカの活量が低い場合では図 3.2.2.3-11 に示すようにかなり大きな沸石の
安定関係の違いが指摘されている．
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図 3.2.2.3-11　シリカ鉱物により規制されるシリカ活量と沸石鉱物の安定関係．

左：非晶質シリカに飽和．右：石英に飽和 (Chipera and Apps, 2001)．細線 :35℃，太線 :100℃．YM はユッカマウンテン．

また，沸石は図 3.2.2.3-12 に示すように多様な化学組成をとるものが多いが，今回のデータセッ
トのようにその端成分を，phillipsite（Ca）	Ca0.5AlSi3O8:3H2O，phillipsite（K）	KAlSi3O8:3H2O，
phillipsite（Na）	NaAlSi3O8:3H2O のように表現して，（1）端成分だけで安定関係を議論する
立場と，（2）phillipsite を実際に産出する特定の産地の組成，例えばユッカマウンテンのものを
（K1.2Na1.4Ca2.4）Al7.4Si24.6O64:24H2O と表現して，その生成ギブスエネルギーを理論的に
推定して計算に用いる立場がある．なお，図 3.2.2.3-11 は（2）の立場で描かれている．

図 3.2.2.3-12　おもな沸石鉱物の組成範囲 (Chipera and Apps, 2001)．

このような多様な組成を有す沸石を化学量論的端成分のみで熱力学計算を実施するのは誤った
結果を導くともされ	（Chipera	and	Apps,	2001）	今回の端成分のみを用いた計算にもまだ課題が
残されている．また，化学量論的端成分には表現されない成分の問題もあり，ユッカマウンテン
では heulandite が理論的熱力学的安定関係では stellerite と共存しないにもかかわらず，実際は
heulandite と stellerite が普通に亀裂に一緒に見出されており，これについて heulandite が理論的
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考察では考慮されていなかったMgや Sr をかなり含んでおり，これが heulandite の安定性に寄与し
ているのではないかとされている	（Chipera	and	Apps,	2001）．
最後にこのデータセットを利用するツールとも言える化学反応のシミュレーションソフトの問題に

ついても触れる．すでに記したように TOUGHREACTでは収束できないような反応でも PHREEQC
では解が得られたことからわかるように，これらの計算技術においても工夫の余地があることがわか
る．化学反応計算ではGeochemist's	Workbench もよく利用され，今回の課題でもこれを使用して
評価をこころみたが，PHREEQCほど頑健ではなく解が得られなかったケースもあった．このこと
から，化学反応計算はまだ充分枯れた技術ではなく改良の余地があり，そうして改良された技術を
H-T-C シミュレータに取り込むことが今後も必要である．

12)　まとめ今後の課題 
安山岩ガラス，流紋岩ガラスからなる岩石と天水および初生希薄塩水の地層水との反応 - 流動をと

もなうH-T-C シミュレーションを新旧 2つの熱力学データセットを使用して実施した結果，旧版に
くらべて新版の熱力学データセットのほうがより信頼できるものであると評価された．H-T-C シミュ
レーションの不確かさには，ジェネリックな要因とサイトスペシフィックな要因があるが，これまで
の一連の研究では熱力学データセットの不確かさ，特に鉱物データの不確かさはジェネリックな不
確かさに位置付けられる．これを適切に評価するためには，H-T-C シミュレーションを実施する前に，
H-T-C シミュレーションを実行する条件での化学反応をバッチシミュレーションで予察的に実施して，
適切な鉱物とそのデータを用意することが肝要であることが明らかになった．また，実験などにより
結果を確かめえないような時間スケールのモデルの場合，天然での事例を先行研究にあたって精査し
てそれを参考にして結果を評価することが特に鉱物の適切性を評価する上で重要である．しかしなが
ら，このようにして適切に鉱物の熱力学データが用意されたとしても，避けがたい制約が内在してい
ることにも注意を払う必要がある．それは，1）	鉱物の固溶体形成にともなう多様性で，沸石鉱物な
ど端成分のみでは誤った結果となる可能性がある．2）	鉱物中の微量成分が安定関係に無視できない
程度の量固溶される場合がある．3）	シリカ鉱物の例に典型的に見られるように非平衡な鉱物による
活量の制約が鉱物の安定関係に大きな影響を及ぼす場合がある．これらに注意を払わないと思いがけ
ない不確かさをもたらすことがある．また，H-T-C シミュレーションに用いられている化学反応ソル
バーはまだ改良の余地があることも水 - 岩石反応バッチシミュレーションコードとの比較により明ら
かにされた．
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3.2.3　連成解析のスケール変換手法に関する検討
【実施内容】
水理 - 力学連成解析手法を対象として，岩盤の変形・破壊現象の室内実験データから，サイトスケ

ールでの地震・断層活動による水理特性変化を予測する際の，個別要素法等の数値解析手法を用いた
スケール変換手法を，数値解析のケーススタディによって検討を行うとともに，既往の成果の取りま
とめを実施する．また，連成解析を実スケールに適用する際に，き裂を含んだ岩盤を効率的に取扱う
ことを目的として，二重空隙モデル（2）や透水テンソル（3）による均質化連成解析手法を構築し，
物理探査データ等のサイトスケールの調査結果を利用した，サイトスケールの評価手法の適用性およ
び課題をモデル解析によって検討する．この成果により，破壊現象を伴う地質・気候関連事象の影響
を評価する上で，より現実的なモデル作成，数値解析の実効が可能となる．

【成果】
3.2.3.1　不連続体モデルによるスケール変換手法
1)　背景
一般に，不連続体モデルを室内実験スケールからサイトスケールまで適用する際には，材料パラメ

ータの補正や同定が必要となり，スケール変換が大きな課題となる．本研究では，材料パラメータの
補正や同定が比較的少なく，実験で得られた巨視的な材料応答をそのまま利用できる不連続体モデル
を用いて，異なるスケールへの適用を検討している．ここでは，室内実験スケールよりも大きい原位
置ブロックせん断試験と，坑道の掘削に伴う応力変化やき裂の発生についての解析的な検討を行った．
また，原位置せん断試験では，クラックテンソル等の等価連続体モデルに用いる不連続面の剛性比に
ついての検討を視野に入れ，垂直応力とせん断挙動についての再現性を検討した．	

2)　原位置せん断試験
・対象岩盤と原位置せん断試験結果
JAEA幌延深地層研究センターでは，岩石のせん断挙動を評価することを目的に原位置せん断試験

が行われている（Tsusaka	et al.,	2014）．図 3.2.3.1-1 に，坑道内のせん断試験の載荷装置の概要と
写真を示す．岩石ブロックの寸法は，縦 600mm, 横 600mm, 高さ 300mmである．載荷は，垂直応
力を一定に保ったまま，変位速度一定の条件のもとでせん断荷重を増加する．なお，実験では，せ
ん断荷重方向は水平方向から 15度傾斜させており，これは曲げモーメントによる引張力が想定せん
断面に生じることを防ぐためである．垂直応力は 0.1MPa，1.2MPa，2.4MPa，3.6MPa（それぞれ，
S-1，S-2，S-3，S-4 ケースとする）について行われた．図 3.2.3.1-2a に示すせん断応力 - せん断変
位の試験結果によると，垂直応力 σ0 が 1.2MPa（S-2）以外のすべてのケースにおいて，最大荷重後
にせん断応力の低下が認められた．最大荷重後，せん断荷重はなだらかに低下し，残留せん断強度に
落ち着いた．
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図 3.2.3.1-1　JAEA 幌延深地層研究センターにおける原位置せん断試験の概要 (Tsusaka et al., 2014)．

図 3.2.3.1-2　せん断応力 - せん断変位の関係（a）実験結果 (Tsusaka et al., 2014)，（b）解析結果．

図 3.2.3.1-3　原位置せん断試験の数値解析モデル (5,180 節点 )．
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表 3.2.3.1-1 岩盤モデルの力学的特性値．

・解析概要：原位置せん断試験
図 3.2.3.1-3 に，岩石ブロック（上部）と試験箇所付近の岩盤（下部）の 2次元モデルを示す．境

界条件として，岩盤の初期の応力状態は以下のように求めた．最初に，図 3.2.3.1-3 に示すように水
平方向に 2.5MPa の地圧を負荷させ，ばね要素に作用する内部力を計算する．次に，岩盤モデルの
上面（岩石ブロックを含む）を除く周囲をローラー支点にした後，算出した内部力をばね要素に負荷
させる．なお，遠距離場の地圧は JAEA幌延深地層研究センターで得られた計測結果を参考にした
（Aoyagi	et al.,	2013）．荷重の載荷方法は，垂直応力については荷重制御により一定とし，せん断
荷重は変位制御により増加させた．RBSNのばね要素に用いた力学的特性値は，岩石コアの室内試験
結果に基づいたものを用いた（表 3.2.3.1-1）．岩石ブロックモデルと岩盤モデルは弾性ばねの集合体
によってモデル化し，岩盤モデルの破壊はモール・クーロン破壊基準によりモデル化した．モール・
クーロン破壊基準は，前節と同様に圧裂試験と一軸圧縮試験から求めた．

・解析結果：原位置せん断試験
図 3.2.3.1-2b に，せん断応力 - せん断変位関係の解析結果を示す．せん断強度は垂直荷重が増加

するごとに増大し，解析結果と実験結果は同様の傾向を示している．解析により得られたせん断強度
は，すべてのケースで実験結果よりも大きい値を示している．これは，解析に用いた力学的物理特性
値は岩石コアの結果によるものであり，岩石ブロックとスケールが異なることによるものであると考
えられる．寸法がより大きい岩石ブロックは，き裂や節理などの局所的な不連続面がより多く存在し，
せん断挙動に影響する可能性がある．
図 3.2.3.1-4 に，垂直応力 2.4MPa（S-3）における破壊状況を示す．また，図 3.2.3.1-5 に岩石モ

デルの変形とき裂の状況について示す．き裂進展の初期段階（図 3.2.3.1-4a）では，き裂が斜め下
方向に向かっており，モーメントによる浮き上がるような力が作用している．その後，せん断荷重の
増加に伴い岩石ブロックの右端下付近のき裂が発生し（図 3.2.2.2-4b），想定せん断面にき裂が発達
していくことがわかる（図 3.2.3.1-4c）．本シミュレーションではせん断荷重を水平に加圧しており，
実験で用いられた傾斜荷重（15度）を考慮しておらず，モーメント力がより発生しやすい機構にな
っている．	
Tsusaka	et al.	（2014）は原位置せん断試験結果をもとに，最大荷重点におけるせん断強度と垂直

応力の関係から，内部摩擦角と粘着力を，38.7 度，1.05MPa と算出している．これらの値は，本研
究のばね要素に用いたモール・クーロン破壊基準の値と一致しない．前述したように，本研究で用い
た内部摩擦角と粘着力は，圧裂試験結果と一軸圧縮試験結果により算出している．この算出方法は，
せん断強度を求める方法として簡便であるが，いくつかの問題点がある．まず，圧裂試験結果から算
出される引張強度は，ばらつきが多いことが報告されている（林ほか，2008）．さらに，圧裂試験で
は，一般に不均質である岩石コアを均質部材と想定し，式 3.2.3.2-11 によって間接的な引張強度を
算出している．また，モールの応力円包絡線を二つの試験によって求め，二つの円の接線を直線で結
ぶことで決定しているため，本来，三軸圧縮試験を何度か行うことで得られるような曲線にはならな
い．これらの破壊基準に関する検討は今後改良すべき点である．
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また，本研究で使用したばね要素は，単純な弾性ばねを用いており，ばねの破壊後の塑性挙動や軟
化挙動はモデル化していないため，せん断試験で見られる延性的な挙動や，最大荷重後の残留応力の
検討するためには，ばねの構成則を考慮する必要がある．一般に，最大荷重後の軟化勾配等の挙動に
は，接線ばねの弾塑性挙動に大きく影響することが知られている（山本ほか，2008）．本研究で用い
た法線ばねと接線ばねは，破断後に脆性的な挙動をするため，最大荷重後の応答をとらえるためには，
ばねモデルのさらなる改良が必要である．
また，クラックテンソル等の等価連続体モデルに用いる不連続面の剛性比を算出するためには，き

裂が発生した要素についてそれぞれ剛性比を算出する必要がある．実験においても，き裂面の垂直剛
性とせん断剛性に関しては，既存のき裂面を有する岩石試料を用いたせん断試験の検討が別途必要で
ある．実験では岩石試料の個数が限られており，試料を損傷することなく垂直荷重を様々に変化させ
たパラメータスタディを行うことは難しいため，不連続体モデルの効果的利用が期待できる．今後の
課題として，ばねの構成則を変えることによる延性的なせん断挙動のモデル化や，き裂面の剛性比を
等価連続体モデルに適用することが考えられる．

図 3.2.3.1-4　数値解析による破壊状況の推移（a）初期，（b）中期，（c）最大荷重後．

図 3.2.3.1-5　せん断面の変形とき裂の状況（変形スケール 5 倍）．

3)　掘削に伴う岩盤の変形・き裂に関する解析的検討
・解析概要
本研究は，地層処分の安全評価にかかわる課題として認識されている，坑道の掘削に伴う応力変化

やき裂の発生について解析的検討を行い，既報の FEM解析結果（Aoyagi	et al.,	2013）と比較した．
ここでは，実スケールの不連続性などのランダム性を考慮したモデルを使用し，RBSNのサイトスケ
ールへの適用性を検討した．シミュレーションには図 3.2.3.1-6 に示すような x 方向に 86m，y 方向
に 64.5mの 2次元の岩石モデルを用い，中心に直径 4mの坑道を設けた．個別要素法では，対象と
なる岩石の鉱物粒子を参考にヴォロノイ分割要素の大きさを決める方法もあるが，本研究のようなサ
イトスケールでの解析では要素の数が膨大になる．本研究では，計算量を抑えるため，応力や変位の
変化量が大きい坑道近傍に小さい要素を用い，それ以外の要素は大きく設定した．境界条件は，遠距
離場の地圧として鉛直方向に 2.28MPa，水平方向に 2.5MPa を作用させた．これらの応力は JAEA
の幌延深地層研究センターで得られた計測結果をもとに設定した（Aoyagi	et al.,	2013）．
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図 3.2.3.1-6　岩石モデル (5,928 節点 )．（a）対象領域全体の 2 次元要素分割，（b）坑道近傍の拡大図．

Aoyagi	et al.	（2013）は岩石コアを用いた一軸圧縮試験結果をもとに，微細き裂が観測されるま
での段階（Phase-1）と Phase-1 から最大荷重前までの段階（Phase-2）の二つの領域に分けている
（図 3.2.3.1-7a）．岩石モデルの材料パラメータは，ヤング率とポアソン比をそれぞれ Phase-1 で
0.64GPa，0.18，Phase-2 で 0.38MPa，0.33 とした．図 3.2.3.1-7b に，岩石モデルに用いた破壊基
準と三軸試験によるモールの円を示す . 破壊基準も同様に，Phase-1 の境界線（青線）と，Phase-2
の境界線である failure	criterion（赤線）の二つの基準を設定している．岩石モデルは要素の応力状
態によって Phase-1 から Phase-2 へ移行するように設定した．ここで，掘削前から岩盤モデル中に
存在する割れ目を「既存き裂」と呼ぶ．解析は，既存き裂がないモデルと，既存き裂をあらかじめ入
れたモデルの 2種類について検討を行った．	Tokiwa	et al.	（2014）は坑道壁面を詳細に観測し，き
裂の密度や傾斜についての観測結果を報告している．しかし，き裂の奥行きや形状を計測するのは難
しい．本研究では，観測されたき裂の傾斜を参考に，図 3.2.3.1-10a から図 3.2.3.1-12a に示すよう
な 3ケースの既存き裂モデルを作成した．ケース 1は，き裂を水平方向から 80度傾斜させ，長さ一
定で平行に配置した（図 3.2.3.1-10a）．ケース 2は，70 度から 90 度の間でランダムに傾斜を定め，
坑道周辺にランダムに配置し，長さはある程度の範囲で変化させた（図 3.2.3.1-11a）．ケース 3は，
ケース 2の傾斜を 0度から 180 度の間でランダムなものとした（図 3.2.3.1-12a）．なお，比較のため，
離散化された既存き裂の要素数がほぼ一定（約 600 要素）となるようにモデルを作成した．既存き
裂の離散化は，3.2.2.1 章で述べた手法を使った．

図 3.2.3.1-7　（a）一軸圧縮試験下における岩石コアの応力 - 歪み関係， 

（b）三軸圧縮試験結果のモール円と破壊基準 (Aoyagi et al., 2013)．
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図 3.2.3.1-8　坑道中心からの応力分布．

4)　解析結果
最初に，既存き裂がない岩石モデルを検討する．図 3.2.3.1-8 に示すように，遠距離場の圧力下に

おける坑道周辺の弾性解について，解析結果とKirsch の解（Pollard	and	Fletcher,	2005）との比較
を行った．半径方向応力 σrr，周方向応力 σθθ とも解析結果は理論解とよく一致している．図 3.2.3.1-
9a に，前述した破壊基準に基づいて算出した，ばね要素の損傷状況を示す．坑道周辺のばね要素の
応力状態は Failure	region まで発達しないが，Phase-2 の Microcracking	region まで達している．
Microcracking	region は坑道壁面から約 0.2-0.5m 程度発達しており，これは図 3.2.3.1-9b に示し
たAoyagi	et al.	（2013）の FEM解析結果ともおおむね一致している．
次に，既存き裂を有する岩石モデルを検討する．図 3.2.3.1-10 から図 3.2.3.1-12 に，ケー

ス 1から 3までの結果をそれぞれ示す．すべてのケースにおいて，既存き裂がないモデルよりも，
Microcracking	region に達した要素が大きく範囲を広げており，特に坑道近傍では局所的に Failure	
region まで達している要素がいくつかある．また，坑道近傍の損傷状態は既存き裂の存在に大きく
依存している．Failure	region まで達している要素は，坑道壁面にもっとも接近している既存き裂に
繋がるように発達する傾向が見られた．Aoyagi	et al.	（2014）	は坑道壁面周辺において透水試験を実
施し，壁面周辺のき裂発生やき裂のネットワークの形成による透水性の増大について議論している．
水理 - 力学連成解析ツールである TOUGH-RBSN は，本研究で得られたき裂ネットワークを通じ局
所的に透水性が増大するような解析が検討可能である．

図 3.2.3.1-9　坑道近傍の損傷状況の解析結果（既存き裂なし）．（a）RBSN，（b）FEM (Aoyagi et al., 2013)．
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図 3.2.3.1-10　既存き裂ケース 1．（a）既存き裂，（b）離散化された既存き裂，（c）損傷状況．

図 3.2.3.1-11　既存き裂ケース 2．（a）既存き裂，（b）離散化された既存き裂，（c）損傷状況．

図 3.2.3.1-12　既存き裂ケース 3．（a）既存き裂，（b）離散化された既存き裂，（c）損傷状況．

5)　まとめ
スケール変換手法の検討を対象として，原位置ブロックせん断試験と，坑道の掘削を伴う変形やき

裂について，不連続体解析モデルによる検討を行った．どちらのシミュレーションにおいても，要素
データに用いた材料パラメータは，室内実験データに基づいている．
原位置せん断試験の解析結果は，垂直応力の増加に伴いせん断強度が増加するという実験と同様の

傾向を示し，き裂は想定き裂面に沿う形で進展した．しかし，シミュレーションによるせん断応力 -
せん断変形の挙動は脆性的であり，せん断試験で見られる延性的な挙動や，最大荷重後の残留応力の
検討はできなかった．これらを再現するには，ばね要素の構成則の変更や摩擦の効果を考慮する必要
がある．
また，坑道掘削に伴う変形やき裂に関する解析的検討では，不連続体解析モデルが弾性範囲内の理

論解と一致し，FEM解析による損傷領域の結果とも良い対応を示した．天然に見られる所生的なき
裂をモデルに組み込むことで，損傷領域は拡大し，坑道近傍には局所的にき裂の発生が見られた．本
研究では 3つの既存き裂のパターンしか取り扱っていないが，き裂の配置にはさまざまなケースが
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考えられる．計測により明らかにできない既存き裂の特性（形状，奥行き等）を変化させ，パラメー
タスタディをすることで確率論的なモデルを作り，損傷の程度や水理特性変化を評価し，その分布を
調べることが今後の課題として挙げられる．また，	Tokiwa	et al.	（2014）は，坑道壁面観測の結果
から既存き裂の密度が 5.2 本 /㎡であると報告している．観測結果にもとづいた高密度な既存き裂モ
デルを再現するためには，要素数を増やしたモデルを作成する必要があるが，これをシミュレーショ
ンでそのまま再現した場合，膨大な計算時間が必要となる．不連続体モデルによるき裂のスケールは，
ある程度の閾値を設け，クラックテンソル等の等価連続体モデルとの融合を図っていくことが現実的
であると考えられる．

3.2.3.2 等価連続体モデルでのスケール変換
1)　目的
節理や断層などの割れ目（不連続面）を持つ岩盤において地下空間の利用をする場合，空洞掘削に

よる短期的な空洞周辺の岩盤へのダメージ進展のほか，テクトニックな応力場の変化に起因する長期
的な力学・水理学的な挙動を考慮する必要がある．実際に先の東北地方太平洋沖地震では，東日本に
おいて伸長方向に歪みの解放が見られ，地下水位への変動も報告されている．このような大規模な応
力場の変化が起こりえることを考えると，地下における割れ目を含む岩盤の変形に伴う透水挙動の変
化を評価することは，力学・水理学的な長期安定性を考える際に重要な項目となる．
割れ目を含む岩盤の力学的挙動のモデル化には，不連続面となる割れ目を等価連続体として置き換

える等価連続体モデルと不連続面をそのまま扱う不連続体モデルがある．ここでは，等価連続体モデ
ルを扱うものとする．等価連続体モデルには，クラックテンソルモデル（Oda,	1982），MBCモデル
（吉田ほか，1996）や	損傷テンソルモデル（京谷ほか，1987）などが提案されている．本研究では，
これらのモデルのうち，透水問題との連成と原位置やボーリングコアの観察データなど地質調査結果
を反映しやすいクラックテンソルモデルについて，力学・水理学的な挙動の連成問題を考える上での
パラメータ取得の方法と今後の課題についてまとめる．

2)　クラックテンソルモデルによる割れ目を持つ岩盤の解析方法
クラックの幾何学的特徴を体積密度 ρ （単位体積当たりのクラック数），大きさ r，方向 n，開口幅

t によって記述する．今，クラックの中心が体積 V の領域内に m
(V) 個あるとすれば，クラック体積密

度 ρ は次式で定義される．

	 式 3.2.3.2-1

クラックの方向はクラック主面に立てた単位法線ベクトル n で記述すると，方向余弦　（n1,	n2,	n3）	
は，その走行 α と傾斜 β を使って次のように書くことができる．

	 式 3.2.3.2-2

ここで，各クラックは，方向の逆な二つの法線ベクトル n と -n を持っている．ここでは便宜上，n
と -n を単に n と記す．クラックの方向分布はベクトル n の集合で置き換えられる．n の集合を特徴
付けるには，例えばその単純な平均値が有力な候補に挙げられよう．しかしただ単なる平均値は，容
易に確かめられるように零ベクトルとなり，意味をなさない．そこでベクトル n のダイアド n ⊗ n の
平均値を取ると，2階のテンソル N	（ファブリックテンソルと呼ぶ）	が定義でき，次の成分を持って
いる．
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	 式 3.2.3.2-3

ここで，N は次の成分を持っている．

	 式 3.2.3.2-4

あるいはさらに簡潔に，
	 式 3.2.3.2-4’

と書ける．
クラックは方向だけでなく，面積 s

(k) や寸法 r
(k) を持っているため，その集合は体積密度 ρ によって

も特徴付けられる．この問題には，各クラックに ρs
(k)

r
(k) の重みを付けてダイアド n ⊗ n の平均を取る

ことによって解決できる（Oda,	1982）．式 3.2.3.2-1 を考慮すると，次の 2階のテンソルが得られる．
	 式 3.2.3.2-5

同様に以下の式で 4階のテンソルが得られる．
	 式 3.2.3.2-5’

ここで Fij，Fijkl クラックテンソルと呼ばれる．
Fij の縮約は Fii	（=F11+F22+F33）	で定義され，Fij の不変量の一つである F0（Fii）が得られる．（今後，

アインシュタインの総和規約を採用する．すなわち，一つの項に同じ添え字が 2度現れれば，その
添え字について 1から 3までの総和をとるものとする．テンソルの成分，例えば F11 は座標軸の選択
によって変わる．不変量は，このような座標軸の選択に依存しないスカラー量であって，2階の対称
テンソルには，常に三つ存在する）．クラックを直径 r

(k) の円盤で表し，s
(k)=（π/4）（r

(k)）2，	の関係に
注意すれば，不変量 F0 は次式で与えられる．

	 式 3.2.3.2-6

ただし〈r
n〉は

	 式 3.2.3.2-7

で定義され，クラック直径の n 乗 r
n	の平均値を表している．この無次元のスカラー量 Fii=F0 は，

以下の理由からクラック密度の指標と考えられる．（1）クラックに沿う水の流れを論じたパーコレ
ーション理論では，ρ〈r3〉はクラック密度を表しており，クラック相互の連結性を測る指標として
使われている（Robinson,	1984;	Suzuki	et al.,	1998）．（2）クラックの開口幅を t

(k) とすれば，k 番
目のクラックの間隙体積は（π/4）（r

(k)）2t
(k)	に等しい．すると間隙率 ϕ は次式で定義できる．
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	 式 3.2.3.2-8

今，開口幅 t
(k) がクラックの寸法 r

(k) に比例しているとすれば（t
(k)=ηr

(k)），式 3.2.3.2-8 は次式となる．
	 式 3.2.3.2-9

すなわち，F0 は間隙率 ϕ と同じ意味を持つこととなる．
	ここでは，クラックテンソル Fij はステレオロジーにより断面から推定した（Oda,	1984;	

Kanatani,	1985;	Takemura	et al.,	2003））．ステレオロジーによる推定は竹村・小田	（2002）により，
クラックの 3次元構造を推定するのに十分な精度を持っていることが示されている．
上述のクラックテンソルを用いることで割れ目を含む岩盤を定量化することで，次の応力—歪み関

係を得ることができる（Oda,	1982）．

	 式 3.2.3.2-10
	 式 3.2.3.2-11-1

	 式 3.2.3.2-11-2

	 式 3.2.3.2-12

ここで，E と ν はそれぞれ岩石基質部のヤング率とポアソン比である．また，Kn と Ks はそれぞれ，
クラックの垂直剛性と剪断剛性であり，kn と ks は実験により決まるパラメータである．
ここで，低応力下では，クラックの剛性はクラックの大きさと応力に依存しているが，高い応力下

では応力依存性は無視できるため，ここでは剛性は応力に対して変化しないものとした．クラックの
進展が認められるような場では，当然ながら依存性を考慮しなければならないが，進展則については
ここでは取り入れないで応力場の変化により基本的には亀裂の開口幅が変化するものとして取り扱う．
例えば，進展則を取り扱うには，Golshani	et al.	（2006）;	Golshani	et al.	（2007）のようなクラッ
クテンソルをベースとしたマイクロメカニクスモデルにより亀裂進展則を取り込み，その出力結果か
ら透水テンソルを求めるということを行う必要がある．
次に，透水係数の推定には以下の透水テンソルを用いて算出を行った（Oda,	1985）．

	 式 3.2.3.2-13

	 式 3.2.3.2-14

ここで，λ は亀裂の連続性に関する値であり，本研究では 1とした．ρ は体積中の亀裂密度であり，
亀裂試料の表面からステレオロジーによる方法から求めたものを使った．また，r は亀裂の半径であ
り，〈〉はモーメントを意味しており〈r5〉は亀裂半径の密度関数の 5次のモーメントである．Nij は
ファブリックテンソルであり，式 3.2.3.2-3 のクラックテンソル Fij を Fij=FiiNij	としたときに現れる
亀裂の方向を意味するテンソル量である．さらに η は亀裂のアスペクト比であり，Kij は透水テンソ
ルである．
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3)　変形に伴う透水性の変化に関する数値計算
・パラメータの決定
前章のクラックテンソルによる応力—歪み構成則より，外部応力場の変化により発生する歪み量を

求めることができる．ここで，式 3.2.3.2-10 で必要となるパラメータとして，E,	ν,	kn,	ks そしてクラ
ックの幾何学的情報である Fij,	Fijkl が挙げられる．また，このうち，E,ν は基質部のヤング率とポア
ソン比であることから容易に得られる．次に kn,	ks はそれぞれ亀裂面の垂直，剪断剛性であり，実験
からえることができるが，原位置，室内試験ともに必ずしも亀裂面の剛性を示すものとなっている
とはいえない．図 3.2.3.2-1 には Bandis	et al.	（1981）によりまとめられた剛性比 R の岩種ごとの
垂直応力依存性である．これをみると R=10 近傍で収束しているが，岩種により大きくことなると言
える．また，kn,	ks に関して R=	kn/ks	は応力集中に影響を与えていることが報告（Oda	et al.,	1993）
されているが，岩石の種類や亀裂の種類による応力依存性などに関する報告は少ないのが現状であ
る．次にクラックの幾何学的情報である Fij,	Fijkl に関しては，事前の地質調査結果やボアホール壁面
もしくはボーリングによるクラックのトレース図により決定することができる（Oda	et al.,	2002a;	
Takemura	and	Oda,	2004）．また，Takemura	and	Oda	（2005）による弾性波速度による方法から
も決定することができる．

図 3.2.3.2-1　剛性比 R の垂直応力依存性 (Bandis et al., 1981)．

次に，応力—歪み関係から得られる歪み情報にはクラック部の歪み情報が含まれている．この情
報を透水テンソルに受け渡すことにより変形に伴う透水係数の変化を得る事ができる．ここで，式
3.2.3.2-9 と式 3.2.3.2-13 に代入することで，透水テンソルの成分である Pij は

	 式 3.2.3.2-15

となる．ここで，Oda	et al.	（2002b）によりクラックのアスペクト比 η はクラックテンソルと以
下の関係にあることが示されている．

	 式 3.2.3.2-16
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表 3.2.3.2-1　パラメータ諸元．

ここで，	 は非弾性歪みであり，クラックの閉塞もしくは開放量である．したがって，先の応力—
歪み関係から得られるクラック部に関する歪みを式 3.2.3.2-16 に与えることで，すでに与えられて
いるクラックテンソル F0 から η を得る事ができる．さらに式 3.2.3.2-15 中の r はクラックの直径分
布であることより，先のモデル化で使われるクラックのトレース図よりもとめることができる．当然
ながら，区間ごとの透水試験が行われていれば，逆解析によりこれらのクラックに関する幾何情報を
決めることができよう．
以上のことをまとめるとパラメータの決定は表 3.2.3.2-1 のようにまとめることができ，そのなか

でも地表踏査やボアホール壁面もしくはボーリングコアから得られる亀裂情報は重要な位置付けとな
る．また，変形の重要なパラメータとなる ks,	kn は実験で得るものであるが，限られた試料で実験を
行いそのパラメータを得るには，一面剪断試験のもつ問題点もあり困難である．例えば，ks,	kn に応
力依存性が認められる時などは，同一の試料を複数個用意する必要があり現実的でない．この問題を
クリアするためには，不連続体モデルによる数値計算結果を用いることが望ましいと考える．
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図 3.2.3.2-2　解析に用いた座標系．

4)　数値計算によるクラックに関するパラメータの影響
ここでは，応力負荷時に発生するクラックに関する歪み量に大きな影響を与える ks,	kn のパラメー

タについて式 3.2.3.2-12 で表される R により透水係数への影響を考える．すでに応力集中に関して
はOda	et al.	（1993）や多田・小田	（2007）ほかにより議論されており，クラックの配列によるものの，
応力集中は R の影響を大きく受けることを報告している．ここでは，式 3.2.3.2-10 により発生する
歪みを算出し，式 3.2.3.2-14 〜 16 により透水係数の算出を行った．設定した座標系を図 3.2.3.2-2
に示す．全体領域は 100m×100mとし，要素サイズは 5m×5mである．また，クラックの初期幾何
情報は Fij,	Fijkl で与えられ，それぞれ以下の通りである．

 

 

また，ヤング率は 30GPa,	ポアソン比は 0.23，垂直剛性 10GN/m,	剪断剛性 10GN/mとした．こ
こで，剪断剛性は設定した Rにより変化するパラメータとした．また，主応力の回転の影響を考え
るため，主応力を x11 軸からの角度 θ で回転させた．解析条件は平面歪み場としている．また，透水
係数の計算に使われる，〈r3〉，〈r5〉は既往の研究（Takemura	and	Takahashi,	2010）で得られた来
待砂岩の値を用いた .
以上の条件で，解析を行った結果について，すべての透水係数は R=1，θ=0 度での透水係数（3.52

×10-7m2）で規格化した．図 3.2.3.2-3 に主応力を回転した場合の，透水係数と剛性比 R の関係を示
す．ここで，応力条件は σ11=20MPa,	σ22=40MPa，σ12=0MPa とした．ここで，縦軸は x11 方向の透
水係数 k11 と x22 方向の透水係数 k22 の比である．当然ながらポアソン比による影響も受けるが，R
が小さいと透水係数の異方性が大きくなることを示している．また，主応力の回転により透水係数は
5倍ほどの変化が現れる．図 3.2.3.2-4 に主応力比 K0=σh/σv（静止土圧係数もしくは側圧係数）変化
した場合の，透水係数と剛性比 R の関係を示す．
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図 3.2.3.2-3　主応力の回転角と剛性比の与える透水係数への影響．

図 3.2.3.2-4　主応力比の変化と剛性比の与える透水係数への影響．

図 3.2.3.2-5　剛性比の変化に伴う主応力軸の回転が与える透水係数への影響．

ここで，例えば K0=2 の時は，σ11=20MPa,	σ22=40MPa である．図 3.2.3.2-4 より，剛性比 R が約
6以上で透水係数比はほぼ収束しており，Rが小さいと透水係数比が大きくなっていることと言え
る．また，図 3.2.3.2-5 は主応力軸が回転した時の透水係数比を剛性比ごとにプロットしたものであ
る．回転角 75度付近にピークが見られ，また，剛性比が高い領域ではその増加も大きいことがわかる．
したがって，剪断剛性比が収束するような垂直応力のかかる深度領域では，応力の回転による透水係
数の変化は小さい事が言える．しかしながら，より浅い領域では，主応力軸の回転各によっては大幅
な透水係数の増加傾向が見られる．

5)　まとめ
変形に伴う透水係数の変化に関する数値計算の結果，剛性比 R が応力の変化に伴う深部での透水



第 3 章　安全審査に向けた基本的考え方の整備

3-114

係数の変化を評価する際に重要なパラメータとなることが確認された．広域な応力場の変化，特に水
平方向の応力はプレートの沈み込みに伴い変動するため，その影響し得る深度を把握することが重要
な事項であると考える．特に，剛性比 R は垂直応力に依存する値であるため，R が小さいことはより
地表面に近いことを意味する．主応力の回転による影響では R=8 付近で，主応力比の変化による影
響は R=6 付近で透水係数比が収束しており，ある深度以下では応力の変化による亀裂の開口状況が
変わってくることを示唆している．地表面から深部にかけての垂直剛性と剪断剛性の垂直応力依存性
は応力場の変化に伴う透水係数の変化を議論する上で，R がどの深度に対応するかを把握することは
応力場の変化に伴う透水係数の変化が鈍感な領域を探すことと等価である．より，確からしい R を
得る為には同じ幾何学条件のサンプルを用いた剪断試験を行う必要があるが，現実的ではない．した
がって，この問題をクリアするためには，不連続体モデルによる剪断試験の再現をした上で，垂直応
力の依存性を求め，等価連続体モデルにその結果を外挿するという手順が望ましい．
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3.2.4　まとめと今後の課題
自然事象が地下水流動系や核種移行特性に及ぼす影響を定量的に評価するために，各種連成解析手

法と開発と適用性の検討，室内実験からサイトスケールまでのスケール変換手法に関する検討と実施
した．本課題によって得られた成果と課題を以下に示す．

・水理−力学連成解析手法のデータ拡充に関しては，水理−力学連成挙動解析ツールTOUGH-RBSN
による室内実験のモデル化を通して，要素データの拡充と適用性の検討を行った．また，力学的物
理特性値のデータを拡充するため，圧裂試験と一軸圧縮試験のモデルを構築し，実験結果との比較
を通して，その妥当性を確認した．本研究で用いた要素データは，巨視的な材料応答をそのままモ
デルに用いており，従来の不連続体解析モデルよりも要素のサイズに依存しないという特徴があり，
解析対象のスケール変換により適したモデルと言える．

・連成解析手法による水理特性変動評価手法に関しては，インタクト試料および不連続面を含む試料
に対して，長期の水理特性変化実験データを拡充した．結果としてインタクト供試体の場合，透過
率は若干の上下変動を示した後増加に転じその後一貫して上昇する傾向が得られた．透過率が一定
の時間を経過した後増加に転じる結果は，自由表面溶解が接触部溶解に比してより卓越したためと
想定される．一方，不連続面供試体の場合，透過率は時間の経過と共に最大１オーダー減少する傾
向が得られた．それらの結果を用い，自由表面溶解・沈殿および圧力溶解を考慮した連成解析モデ
ルを開発し，石英のみで構成される想定岩盤の空隙率（透過率）の経時変化を予測解析した．その
結果，自由表面溶解・沈殿のみでは，空隙率（透過率）の変化に影響を及ぼさないことが判明した．
一方，圧力溶解を考慮したモデルでは，時間の経過とともに空隙率（透過率）が減少する傾向が得
られた．特に，空洞近傍で最大1オーダー程度の透過率低下を確認し，圧力溶解の寄与度が大きい
ことが判明した．

・水理−熱−化学反応連成解析に関しては，安山岩ガラス，流紋岩ガラスからなる岩石と天水および
初生希薄塩水の地層水との反応-流動をともなうH-T-Cシミュレーションを新旧2つの熱力学データ
セットを使用して実施した結果，旧版にくらべて新版の熱力学データセットのほうがより信頼でき
るものであると評価された．H-T-Cシミュレーションの不確かさには，ジェネリックな要因とサイ
トスペシフィックな要因があるが，これまでの一連の研究では熱力学データセットの不確かさ，特
に鉱物データの不確かさはジェネリックな不確かさに位置付けられる．

・連成解析のスケール変換に関しては，スケール変換手法の検討を対象として，原位置ブロックせん
断試験と，坑道の掘削を伴う変形やき裂について，不連続体解析モデルによる検討を行った．原位
置せん断試験の解析結果は，垂直応力の増加に伴いせん断強度が増加するという実験と同様の傾向
を示し，き裂は想定き裂面に沿う形で進展した．しかし，シミュレーションによるせん断応力-せ
ん断変形の挙動は脆性的であり，せん断試験で見られる延性的な挙動や，最大荷重後の残留応力の
検討はできなかった．これらを再現するには，ばね要素の構成則の変更や摩擦の効果を考慮する必
要がある．また，坑道掘削に伴う変形やき裂に関する解析的検討では，不連続体解析モデルが弾性
範囲内の理論解と一致し，FEM解析による損傷領域の結果とも良い対応を示した．天然に見られ
る所生的なき裂をモデルに組み込むことで，損傷領域は拡大し，坑道近傍には局所的にき裂の発生
が見られた．ただし，観測結果にもとづいた高密度な既存き裂モデルを再現するためには，要素数
を増やしたモデルを作成する必要があるが，これをシミュレーションでそのまま再現した場合，膨
大な計算時間が必要となる．不連続体モデルによるき裂のスケールは，ある程度の閾値を設け，ク
ラックテンソル等の等価連続体モデルとの融合を図っていくことが現実的であると考えられる．室
内実験や原位置計測の結果から剛性比が応力の変化に伴う深部での透水係数の変化を評価する際に
重要なパラメータとなる．より確からしい剛性比を得る為には同じ幾何学条件のサンプルを用いた
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剪断試験を行う必要があるが，現実的ではない．したがって，この問題をクリアするためには，不
連続体モデルによる剪断試験の再現をした上で，垂直応力の依存性を求め，等価連続体モデルにそ
の結果を外挿するという手順が望ましい．


